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 本学は、2020 年度から 2029年度までの１０年間における第２期中期目標・中期計画
「九州ルーテル学院大学ビジョン 2020～Luther Vision2020～地域に夢がある、世界に学
びがある、夢と学びをつなぐ大学を目指して～」（以下「ビジョン 2020」という。）を策定
し、2020年度からその「アクションプラン」を実行するとともに、自律的 PDCA の好循
環化を目指して、各ビジョン（Ｉ：人間形成、Ⅱ：教育、Ⅲ：学生の受入れ、Ⅳ：学生支
援、Ⅴ：研究、Ⅵ：国際感覚、Ⅶ：地域貢献、Ⅷ：経営基盤）の到達目標と具体的方策及
びその達成状況をロードマップ（2020～2029 年度の工程表）に沿って自己点検・評価す
ることとしている。2024 年度は、ビジョン 2020の実施から 5 年間が経過したこともあ
り、これまでの計画進捗状況を点検・評価し、今後の計画の見直しについて全学的な視点
から検討する中間評価を実施した。 

18 歳人口の減少に伴い、大学等高等教育機関が厳しい状況に置かれている現時点におい
て、本評価結果がより質の高い教育研究ならびに大学運営に向け、全学が一丸となり改善
に取り組む一助となれば幸いである。 
以下に、各項目における 5 年間の取組について自己点検・評価結果の概要を記述する。 

 
 まず、「ビジョンⅠ：人間形成」では、自校教育の具体的な取組として計画されていた
「九州ルーテル学院講座」として、「建学精神と歴史」を全学生（1年次）が受講する「フ
レッシュマンゼミ」のなかで開講し、学院の成り立ちや本学の現状について学ぶ機会を設
けることができた。また、キリスト教精神の理解につながるチャペル礼拝は、新型コロナ
ウイルス感染症の流行等、予想されなかった状況に対してもオンラインでの対応を検討す
るなど、工夫を重ねながら継続することができた。2025 年度からは、多くの学生が参加す
ることを目的とした「キリスト教講演会」を新たに開催することを計画しており、今後に
期待したい。 
ボランティアでは、ボランティアセンター担当教員による学生への丁寧な呼びかけのも

と、地域住民や地域関係機関と連携した様々な活動を継続的に実施できたことは評価した
い。また、ダウン症支援部、自閉症支援部、金曜教室など本学独自のボランティア活動も
活発に活動し、文部科学大臣表彰を受賞する等、対外的にもその活動実績が認められた。
さらに、2024年度から開講した「熊本地域活動サービスラーニング」や「熊本地域活動サ
ービスラーニングサポート」科目を活かし、多くの学生が地域でのボランティアに参加で
きる体制を整えることもできた。2022年度から開始した KLC子どもサポーター制度は順
調に運用されており、本学の空き教室を活用してひとり親学習支援の事業も開始してい
る。これらは本学の校訓である「感恩奉仕」を具現化するものであり、大いに評価した
い。これらの活動は、大学ホームページに掲載したり、教職員に広く周知したりすること



で、教職員のボランティアへの意識醸成や啓発にも繋がる取組になっている。一方で、担
当教職員の業務負担は課題であり、取組の継続にあたっては検討を求めたい。 

「ビジョンⅡ：教育」では、多くの計画に進捗が見られた。まず、教学マネジメントの
確立については、2020年度に教学における内部質保証システムを確立することができた。
2021年度からは内部質保証推進会議の構成員に外部有識者を加え、点検・評価を通じて内
部質保証に客観性・公平性を持たせる仕組みを構築した。また、教育課程及びその内容、
方法の適切性に係る取組については、「九州ルーテル学院大学における教育の質保証に関
する規程」を制定し、学年毎の標準単位数を示すとともに年間取得単位数及び通算 GPA
の状況によりアドバイザー、学生支援センター及び学務・入試センター（現：教務課）が
連携して修学に必要な指導を行う体制を整備した。 
そして、成績評価の信頼性の確保という観点から、2021 年度に成績評価基準を細分化し

た成績評価ガイドラインを作成し、それに基づいた成績評価を行うよう周知した。また
2023年度入学生からは「教育の質保証に関する規程」を改正し、進級制度も導入した。し
かし、ガイドラインの導入については当初から意見の相違があり、さらに一部の学科専攻
で成績評価ガイドラインの認識に不一致があったためワーキンググループを立ち上げ、全
教員を対象とした研修会を開催するなど、教員の意識向上に向けた取組を行ってきた。成
績評価のあり方については、信頼性確保の観点からも慎重に議論をすべき事項であるた
め、今後も議論を尽くす必要がある。さらに、2022 年度からは全ての学科・専攻において
ルーブリックに基づいた「卒業研究」の評価を行っている。 
教育・学修成果の可視化については、2021年度から運用してきた学修評価票の実施が定

着し、さらにディプロマ・サプリメントとして発行することで大学での学びが学外にも見
えるようになった。しかし、現在の学修評価票で学生が自分の成長度や課題を把握できて
いるかは不明瞭であり、提示の仕方については検討が必要である。システムの改修も視野
に入れ、今後の学修評価票の活用方法について継続した検討をお願いしたい。 
アセスメントの実施については、プランに沿って各種アセスメントを行い、得られた情

報を教学 IR レポート（2022年度までは IR レポート）として公表している。課題であっ
た回収率については、担当部署の努力もあり向上しつつあり、今後は得られたデータをど
のように教育改善に活用していくかが課題である。 

2023年度の学科・専攻等再編に関する動きもこの 5 年間の大きな変化であった。学科・
専攻等再編に伴い、新カリキュラムの３ポリシー（ディプロマ・ポリシー、カリキュラ
ム・ポリシー及びアドミッション・ポリシー）や副専攻プログラム、カリキュラム・マッ
プ、カリキュラムツリー及び科目ナンバリングの作成、また新たなアドミッション・ポリ
シーに即した入試選抜方法の検討に取り組むことができた。また、新カリキュラムの作成
に伴い、共通教育科目の見直しも実施し、現在社会的に求められている AI を活用する基
礎的なリテラシー習得のための数理・AI・データサイエンス科目や地域での活動を通した
体験型のサービスラーニングサポート科目を導入し、2024年度には文部科学省「数理・デ



ータサイエンス・AI 教育プログラム認定制度（リテラシーレベル）」に認定された。さら
に、2021年度入学生から「フレッシュマンゼミ」をプラットフォームとして、自校教育や
主権者教育等を盛り込んだ全学共通内容と教材を提供することができている。他大学との
単位互換制度については、ルーテル学院大学（東京）や熊本大学との協議が進み、履修で
きる科目の選択肢を増やし、様々な側面から学生の希望する学問を深めることが可能にな
った。これらは学生にとって好ましい変化であり、学生の満足度も高かったと言える。し
かし、本学からの提供科目に対する受講希望者数が少なく、学生のニーズに合っていなか
った可能性も考えられる。また学生の利便性を考えると、対面でなくオンライン配信での
授業提供も求められよう。連携先の閉学や閉鎖もあり、提供科目や提供方法については今
後の検討が望まれる。 
その他、授業内容・方法を改善し向上させるための組織的な取組として様々な FD 活動

も行うことができた。コロナ禍のため急遽必要となった遠隔授業システム（KLC-
Moodle）活用方法やアクティブ・ラーニング、研究倫理、ティーチング・ポートフォリオ
等、適宜学内ニーズに沿ったテーマを取り上げることができた。また、課題となっていた
大学院での研修会も開催し、大学院の教育向上につながっていると言える。 

 
各学科・専攻における取組の具体については、それぞれの二次評価結果をご覧いただき

たい。2024 年度に共通教育科目編成の方針が明確化した中で、今後専門科目のカリキュラ
ムの見直しも必須となってくるであろう。さらには、「ビジョンⅡ：教育」では、「感恩奉
仕の精神を受け継ぎ、グローカリズムをもって行動できる人材の育成」を目標として掲げ
ている。それぞれの専門教育のなかで、地域に根差した学修内容が図られることを期待す
るとともに、益々大学が置かれた状況が厳しくなるなかで、本学のリソースを最大限に活
かしながら選ばれる大学になるためには、今後も不断の努力が求められよう。 

「ビジョンⅢ：学生の受入れ」は入試制度改革や本学の学科・専攻等再編に伴い、アド
ミッション・ポリシーを見直す等、随時対応することができた。また 18 歳人口減少を受
けて非常に厳しい状況のなか、継続して全体的な志願者数を維持することができているこ
とは非常に評価できる。本学は県内生がその多くを占めているものの、在学生がいる県外
校への訪問も継続的に実施しながら、近隣地域での入学者確保を進めていくことが望まれ
る。一部専攻においては学生募集が厳しくなっている状況もあり、数年単位での計画検討
を期待する。 

高大連携の強化については、Campus Visit & Try（ＣＶＴ）を継続して実施することが
できている。年度により参加者数の推移はあるものの、概ね参加者の満足度も高く、高校
生にとって意義ある内容になっていることは評価できる。また、ルーテル学院高校 PTA
総会において、入試委員長がプレゼンテーションを行うなど、高校生の保護者との連携構
築に努めたことも新たな取組として始まっており評価できる。また大学案内やファクトブ



ック、ホームページや SNS 等の各種媒体での情報発信にも精力的に取り組んでおり、今後
も高校生に伝わりやすい情報発信のあり方を継続して検討いただきたい。 

「ビジョンⅣ：学生支援」は、この 5年間において本学が特に重点的に力を入れて取り
組んでいた計画として特筆すべき点が数多く見られた。まず、キャリア支援・就職支援に
おいては、キャリア教育の充実を目指し、卒業生・雇用先アンケートをウェブ化すること
で回収率の向上に取り組んだ。ビジネス検定試験では、2020 年度には文部科学大臣賞（団
体）、2023 年度には実務技能検定協会優秀賞（団体）を受賞するなどの実績を残すことも
できた。また、コロナ禍で対面での講座開催が困難な際は、オンラインを活用した就職講
座の開催にも柔軟に取り組むことができた。これらの取組は高い就職・進学決定率にもつ
ながっており、学生のニーズに合わせた企業訪問や就職先の開拓、学生一人ひとりに寄り
添い、電話やメールを活用したきめ細やかな就職支援の実施、個別面談等、本学の特色で
ある少人数教育のメリットを生かした取組が好影響であると評価できる。キャリア教育で
は、様々なインターンシップをはじめ、今後も求められる人材育成のための講座や科目内
容の検討が必要であり、そのためには企業との連携が必須であろう。今後も様々な企業と
の関係構築を強化していくことを期待したい。  

修学支援においては、障がいのある学生が充実した学生生活を送れるよう、他大学の障
がい学生支援部署との連携会議である「Sun-Kuma 会議」を継続的に月 1回開催すること
ができた。その中で、各大学のサポート体制や支援方法等、更なる技術向上や情報共有を
行うことができ、貴重な場となった。また、学生サポーターである「サポーターSHIP-S」
を組織化し、学外の学生組織とも積極的な交流を図ることができた。支援技術向上のため
の研修実施として、2023 年度から要約筆記者養成講座を開催し、基礎知識や支援技術を学
ぶ機会を提供することもできた。さらに PEP-Net Japan（日本聴覚障害学生高等教育支援
ネットワーク）シンポジウムにおいて、サポーターSHIP-S の活動をポスター発表し、プ
レゼンテーション賞を受賞することができたことも大きな成果であったと評価する。今後
も合理的配慮が必要な学生への対応は多様化することが推察されることから、本学の強み
である「一人ひとりに寄り添った」支援の充実を期待する。 

「ビジョンⅤ：研究」では、学外研究費獲得や教員の研究意識醸成に向けた様々な取組
ができた。まず、2020年度には「九州ルーテル学院大学研究（ブランディング）の推進・
運営に関する基本方針」を策定・公表し、2023年度からは大学事業計画に研究力強化の具
体的方針を明記することとした。また、大学独自の研究奨励制度を創設し、予算化するな
ど、具体的な取組も行われてきている。さらに、2024 年度には学長裁量費を活用した「科
研費申請書添削サービス」の導入や教員の研究推進週間を設定し、2025年度から実施する
こととしており、研究に対する体制整備を着実に図ることができたことは評価できる。 
一方で、研究ブランディング推進事業における３つのプロジェクト（A：子育て支援事

業、B：障がいのある児童・生徒への科学教育事業、C：学校で苦戦する子どもたち、その



保護者、教師に対して適切な対応を行うための教育支援事業）は、担当教員に属した事業
であり、退職に伴う事業中止の影響もあったことから、その進捗に大きな差異が見られ
た。また、担当部門である「研究ブランディング事推進本部」が廃止されたこともあり、
大学としてどのような研究を推進していくのか、また本学の限られたリソースのなかで、
具体的にどのような研究推進を図ることが可能であるかという観点から今後の計画実施が
求められよう。 

 「ビジョンⅥ：国際感覚」では、コロナ禍において海外への渡航ができなくなるなど、
計画の進展に大きな影響を受けた。そのなかでもオンラインでの英語講座の開催すること
ができたことは大いに評価したい。また、留学先の開拓を行い、複数の大学と MOU を締
結したり、各専攻独自の海外体験プログラムを実施したりする等、学生のニーズに沿った
プログラム充実を図ることもできた。また、「グローバル・スタディーズ」では、「社会の
グローバル化」「異文化理解」「持続可能な開発目標（SDGｓ）」の３つのテーマを軸とし
て、地球環境や平和、人権等に関する世界の課題や変化について当事者意識を持ちながら
考えていくことを目指した授業を展開することもできた。各自治体や企業等から多様な講
師を招聘し、様々な角度から現代の課題を検討することは学生たち視野をグローバルに拡
げているという意味で貴重な機会になったことは評価できる。大学に求められる産学官連
携という観点からも今後の取組を期待したい。 

一方で、計画の進捗が難しいものも数多く見受けられた。例えば、外国人留学生の受け
入れに係るシステムの再構築等、進捗がほぼ見られなかった計画があったことも否めな
い。「外国人受入れの促進」並びに、「英語表記の充実」の 2計画については、本学での方
針にも関わる内容であるため、全学的な議論をお願いしたい。 

 「ビジョンⅦ：地域貢献」では、地域連携推進センター並びにボランティアセンターが
連携し、学生の様々な地域貢献活動を支援することができた。例えば、2020 年 9月に起き
た台風時には大学に避難所を設置し、地域住民を受け入れる等、地域に根差した大学とし
ての役割を果たすとともに、自治会や地区民生委員と学生ボランティアが協力し防災の取
組を進め「災害避難マニュアル」を策定することできた。その後も地域との交流が継続
し、「黒髪地区防災運動会」の実施や防災倉庫の設置、協定の作成にもつながっているこ
とは着実な取組として評価できる。その他、上述したように、障がい学生サポートボラン
ティアである「サポーターSHIP-S」の活動が継続できており、2024年度の PEPNet-
Japan シンポジウムでのポスター発表において、「プレゼンテーション賞」を受賞するなど
の評価も得ることができた。 

また、各自治体（教育委員会、学校、社会福祉協議会等を含む）への講師・委員の派遣
については、各教員の専門性を活かし、各種委員を務める等、多くの派遣を行うことがで
きた。2024 年度からは新たに「職員・ＰＴＡ研修サポート by ルーテル」を開始し、専任



教員が提供可能な研修領域を可視化し、学校を中心とした事業所が活用しやすいようホー
ムページ等での周知にも取り組み、7件の派遣につながったことも評価できる。さらに、
公開講座実施では、地域向けの講座として「学内樹木探訪」や「アフリカ少年が日本で育
った結果」の 2 講座をウェブ公開し、後者においてはＮＨＫの全国放送でも取り上げられ
るなど、本学のブランド力向上にも寄与することとなった。2023 年度からは卒業生や専門
職、地域住民と幅広い対象者を念頭に、年 5 回のルーテルリカレント講座を開催してい
る。参加者数が毎年の課題として挙がったことから、参加しやすいように対面とオンライ
ンでのハイブリッド方式を取り入れるなどの工夫も行っており、地域社会からのニーズに
沿った内容や方法を今後も検討いただきたい。 

「ビジョンⅧ：経営基盤」では、大学の教員・教員組織編制における取組として 2020
年度に学科・専攻等再編検討ワーキンググループを立ち上げ、再編計画を基に教員配置を
進めることができた。また、教員採用試験等への対応や教職等の実習支援の充実に向け
て、教職・保育支援センターに専属教員を配置することもできた。教職・保育支援センタ
ーを中心とした教職学生への学修支援は、市立幼稚園への就職にもつながっており、本学
の少人数教育を活かした取組の成果であることから、今後も継続した丁寧な取組をお願い
したい。一方で、共通教育科目（教養教育）編成等を踏まえた教員の適切な配置について
は、未だ検討が不十分であり、今後は 2024年度に出された「共通教育科目の基本方針」
に基づいた科目編成や教員人事も含めた具体的なカリキュラムの検討が求められる。 
自己点検・評価活動においては、2022年度に義務化された教職課程の自己点検・評価に

対応すべく、教職・保育支援センター配置の特別契約教員を中心に体制整備を図ることが
できた。教職・保育支援センター運営委員会においては、専任教員の研究業績の点検を行
い、教育の質の向上と改善に向けた取組を行った。また、全学的な自己点検・評価活動で
は、2020年度に自己点検評価要領を策定し、要領に基づいた期中評価や期末評価の実施、
内部質保証推進会議の開催等、点検・評価体制を整えることができた。これらの取組は
2022年度受審の大学基準協会による大学評価（認証評価）においても本学の取組が高い評
価を受け、小規模校の好事例として取り上げられたことにも繋がったと言える。 
同窓会と旧職員の連携強化については、2021 年度からオンラインでの同窓会を実施し、

2023年度の「九州ルーテル学院大学～Welcome Home with結会」と題した対面でのホー
ムカミングデーを開催することにつながった。また、2024年度には同窓生と在学生の代表
を構成員に加えた「九州ルーテル学院大学モニター会議」を開催し、多様なステークホル
ダーの貴重な意見交換の場となった。2025年度には教職同窓会が開催されることが決定し
ており、着実な実施が望まれる。 
施設整備については、施設整備計画に基づき整備を進めることができた。具体的には、

図書館内の改装や BYODの促進に対応するためのWiFiの整備、防犯カメラの設置、ＬＥ
Ｄ照明への改修、トイレ整備、視聴覚整備の更新等、学修及び学生生活の向上に資する環
境整備を行うことができている。今後も限られた財源のなかで優先順位を検討しながら進



めていく必要がある。 
一方で、大学評価（認証評価）の改善課題としても指摘された財政基盤の脆弱性につい

ては、残念ながら進捗が見られなかったと言わざるを得ない。恒常的な寄付金獲得、適正
な人員配置、業務運営の見直し、人件費を含めた経費抑制等、課題は山積しているものの
検討が進んでいない状況である。経営基盤をより一層安定化するための方策の検討が必要
であり、財務委員会での議論をさらに深化させ、学院全体での共通理解を図っていく必要
がある。本学同一キャンパスには、こども園、インターナショナル小学部、中・高校が設
置されている。地震等を想定した避難訓練は大学単一では実施しているものの合同訓練の
実施やその他の災害に向けた対応が必須である。以前より検討事項とされている BCP（事
業継続計画）の策定とともにリスクマネジメント委員会での検討を強く求めたい。 
 
 以上が、「ルーテルビジョン 2020」に基づく中間評価（2020 年度～2024年度）総評で
ある。具体的な点検・評価活動については、次ページ以降の「第 2期中期目標・中期計画
（ルーテルビジョン 2020）の中間評価二次評価及び計画見直し結果」をご覧いただきた
い。 



取組の概要 達成度・進捗状況 課題 今後の展望 評点 総合評価 達成度（評点）

1 Ⅰ－１－１① 建学の精神の浸透
「九州ルーテル学院講座」（仮称）を開設し、建学の精神に対する
深い理解と実践に導く自校教育の取組を拡充する。

宗教センター 新入生たちに本学の建学精神を理解させるために、２０２０年
以来、フレッシュマンゼミの中で「建学精神と歴史」という講
座を1回行っている。院長、学長、チャプレンの講話をオンライ
ンで見て学修を進めている。

大学生活を始めた新入生たちに対して専門科目以
外の学修も大学生活から与えられる大切な学びで
あること、本学が行っている専門分野の教育も建
学精神に基づいて設置されていることを伝える時
間は必要です。その必要性からフレッシュマンゼ
ミの中で講座が実施できていることは良い進捗状
況であり、受講した学生たちの課題を見る限り、
伝えられた内容が自分の大学と大学生活の大切な
要素であると理解している。

　現在、オンラインで講座を行うことのメリッ
ト・デメリットがあると思うが、今後その点を
確かめてより良い形態を検討する必要はない
か。また院長、学長、チャプレンからの三つの
講話から、三人の着目点、思いなどが豊かに共
有できる形でもあるが、それぞれの内容に対し
てより厳密に役割を分担する必要はないか。

課題を検討した上で「建学精神と歴
史」の講座を続ける。

Ⅲ ＜評価できる点＞
①建学の精神と歴史を開設し、着実に実
施できている点

＜改善を要する点＞
特になし

＜総合評価＞
1年次のフレッシュマン・ゼミにおい
て、講座が着実に実施できている点は評
価できる。課題も明らかになっているこ
とから、今後の検討を期待する。

Ⅲ

2 Ⅰ－１－１② キリスト教に関する教育研究活動や地域貢献の活性化
・宗教センターを中心に、礼拝を活性化し、キリスト教精神の理解
につながる体験的な学びを拡充する。
・宗教センターが他部署と連携して、キリスト教行事（クリスマス
やイースター等）とオープンキャンパス、プレ・カレッジ、学園
祭、市民講座等の学事を融合させて、キリスト教精神に基づく学独
自の学びの風土を学生だけでなく地域にも展開する。

宗教センター 　２０２０年以来約３年間の新型コロナウイルスの影響と制限
はあったが、礼拝においてもオンラインで視聴可能な形を導入
する等、本学におけるキリスト教活動は消極化することなく続
けられてきている。時代と学生の生活状況の変化などを考慮
し、近年実施が難しかったサマーキャンプを廃止し、本学の学
生全員を対象にした「キリスト教講演会」を実施することに
なった変化もある。

学生のチャペル礼拝出席数、チャペル委員の人数
も新型コロナウイルスの制限がなくなった以後、
増加している。※チャペル礼拝学生主席：２０２
３年度４７．９名、２０２４年度５０．１名　※
チャペル委員：２０２３年度７２名、２０２４年
度９３名
また高い頻度ではないが、本学の点灯式、クリス
マス礼拝、チャペル礼拝に地域（学外）からの参
加する方々がいる。

　本学の主なキリスト教活動となるチャペル礼
拝は、キリスト教学校に入学した年であり、必
修科目の「キリスト教Ⅰ・Ⅱ」の授業との関連
性があって、１年生の参加が多いが、２年生以
降にも継続的に礼拝に参加する学生が増えるよ
うに呼び掛け、活動することが今後継続的な課
題である。また時代と状況の見直しから、２０
名ほどの夏の宿泊研修プログラムであった「サ
マーキャンプ」から、全学生を対象に学内で行
われる「キリスト教講演会」に多くの学生が参
加するように企画し、呼びかけることが２０２
５年からの課題である。

キリスト教学校におけるキリスト教教
育と活動は、基本的には大きな変化は
少なく、礼拝を中心として行われるは
ずだが、上記の課題を基に今後の活動
を継続し、展開していく。

Ⅲ ＜評価できる点＞
①チャペル礼拝を継続的に実施し、社会
状況に応じた対応もできたこと。

＜改善を要する点＞
特になし

＜総合評価＞
学生のニーズや社会状況に合わせて検討
し、実施できた点は評価できる。2025年
度から始まる「キリスト教講演会」も着
実に実施することを期待する。

Ⅲ

3 Ⅰ－１－２① 本学の特色を発揮したボランティア活動の活性化
・「感恩奉仕」の精神をもって社会に貢献する人材を育成する。
・ボランティアセンターを中心に、学生や教職員によるボランティ
ア活動を活性化し、キリスト教主義の大学としてのミッションを実
践する。

ボランティアセ
ンター

新型コロナウイルスの影響で多くの対面活動が中止される中、
オンライン介護予防教室の試験実施や地域の防災マニュアル作
成など、新たな取り組みが進められた。2020年の九州豪雨被災
地支援では、学生47名がボランティアに参加し、他大学とも協
力して活動を実施。2022年にはSNSを活用したボランティア情報
の発信が強化され、ワクチン予約サポートや地域活動への迅速
な対応が可能となった。
また、地域との連携を深める「防災運動会」や「るうてるかよ
う会」が継続され、2023年には町民体育祭の一部を防災競技に
変更し、学生が企画・運営を担当。さらに、里親家庭の学習支
援や熊本城マラソンなど多岐にわたる活動に参加。2024年から
は「熊本地域活動サービスラーニング（SL）」が導入され、1年
生と2年生が協力しながら地域活動に取り組む仕組みが整えられ
た。SNSの活用も進み、LINEやInstagramを通じた情報提供によ
り、多くの学生がボランティアに参加する環境が整備されてい
る。2024年度よりボランティア活動の様子は、できる範囲で学
内の教職員に共有し、広報担当者の協力を得てHPに掲載されて
いる。

計画に沿って順調に進捗している ボランティアコーディネート、とりまとめ、情
報発信等の業務整理

サービスラーニングの取り組みを通じ
て、「感恩奉仕」の精神と意義をより
具現化できるようになる。

Ⅲ ＜評価できる点＞
①地域に根差したボランティア活動を継
続して支援できたこと。

＜改善を要する点＞
特になし

＜総合評価＞
地域に根差した活動を継続して実施でき
ている点は評価できる。共通教育部会と
連携しながらサービスラーニング科目の
履修を検討し、より多くの学生が参加で
きるような制度を検討いただきたい。

Ⅲ

4 Ⅰ－１－２② ボランティア活動の組織化
・建学の精神の具現化としてのボランティア活動を活性化するた
め、一元的に活動の支援を行う組織体制を整備する。

ボランティアセ
ンター

　2020年から2024年にかけて、本学のボランティア活動は多様
な分野で展開され、地域社会との連携が深まった。特に、令和2
年7月豪雨の際には、熊本県社会福祉協議会の災害ボランティア
センター運営を支援し、球磨村の避難所では熊本YMCAと協力し
て運営に関わった。また、熊本災害福祉支援チーム（DWAT）と
連携し、ソーシャルワーク教育学校連盟加盟校として活動を展
開。加えて、熊本県社会福祉士会の依頼を受け、球磨村地域包
括支援センターなどへ支援者を派遣した。
コロナ禍では、地域包括支援センターの依頼により、新型コロ
ナウイルスワクチン予約のサポートを実施。学生ボランティア
が高齢者の予約支援を行い、ローカルニュースにも取り上げら
れた。また、合志市や熊本市内での子ども食堂支援、女性のた
めの相談会「WOMAN'S CAFE」の運営協力など、地域の多様な
ニーズに応じた活動も行われた。
　情報発信の強化として、ボランティアセンターのInstagramや
LINEグループを活用し、学生への情報提供を拡充。SNS登録者数
の増加により、学生の参加率も向上した。また、「防災運動
会」や「熊本暮らし人まつり『みずあかり』」、「熊本城マラ
ソン」などの地域イベントにも積極的に関与し、学生が運営に
携わる機会を創出した。
さらに、地域交流スペース「るうてるかよう会」を継続し、介
護予防プログラムや敬老会を実施。地域の高齢者と学生の交流
の場を提供した。ボランティアコーディネートの面では、依頼
受付から情報発信、参加者管理、活動報告までの流れを確立
し、持続可能な支援体制を構築した。

当初計画どおり進捗している 組織的なボランティアコーディネート体制維持
及び教職員の負担軽減

担当者の世代交代も含めて課題につい
て対応できれば、適切な取り組みは継
続できる。

未記載 ＜評価できる点＞
①地域の各種団体や各自治体等と連携し
た活動が実施できていること。

＜改善を要する点＞
①センターの組織化ができていないこ
と。

＜総合評価＞
地域の各種団体や各自治体等と連携して
様々なボランティアを学生に提供できて
いる点は評価できる。活動継続のため
に、ボランティア担当の教職員の負担や
センターのあり方を検討を全学的に検討
する必要がある。

Ⅲ

目標・計画

九州ルーテル学院の建学の精神・理念

九州ルーテル学院の建学の精神・理念の具現化

《全計画》

九州ルーテル学院大学第2期中期目標・中期計画（ルーテルビジョン2020）中間評価（自己評価）及び総合評価

自己点検・総合評価委委員会2020～2024年度の取り組みについての中間評価（自己評価）
№ 計画番号 主担当
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取組の概要 達成度・進捗状況 課題 今後の展望 評点 総合評価 達成度（評点）
目標・計画

自己点検・総合評価委委員会2020～2024年度の取り組みについての中間評価（自己評価）
№ 計画番号 主担当

5 Ⅰ－２－１①　 人文学科
心理臨床学科

到達目標①「資格に関する情報を提供した魅力ある教育プログ
ラム構築・成績等の履修制限等による免許・資格取得希望者の
質の向上」では、以下の通りである。

公認心理師養成に関しては、2019年度から開始した公認心理
師養成カリキュラムが2022年度に完成年度を迎えた。2023年度
では、「心理演習II」において、心理面接場面のOSCE（オス
キー）・ルーブリック評価を導入し、心理師としての実践力の
継続強化を計った。2024年度では、本評価を引き続き実施して
おり、教育成果データを蓄積し適宜現状ニーズに沿った聞き取
り調査も行い、見直しを図る。

教育プログラム構築・成績等の履修制限等による
免許・資格取得希望者の質の向上については計画
立案、整備する事ができた。

公認心理師カリキュラム、心理面接場面のOSCE
（オスキー）・ルーブリック評価、卒業研究
ルーブリック評価、精神保健福祉士新カリキュ
ラム、心理臨床学の基礎における資格取得に関
するオリエンテーション、について、学修内容
について精査を行うことでより実情にあった内
容とする必要がある。
　また、今後資格取得のための実践的指導に
は、担当教員人数の充実が必要だが、2026年度
より3名の教員が学科再編により異動し減少する
予定である。

・公認心理師カリキュラム、OSCE（オ
スキー）ルーブリック評価、精神保健
福祉士新カリキュラム、社会調査士,認
定心理士（心理調査）、心理臨床学の
基礎における資格取得に関するオリエ
ンテーション、卒業研究ルーブリック
評価について、学修内容について精査
を行う。
・今後資格取得にかかる担当教員につ
いて人事計画に取り組む。

Ⅱ Ⅱ

精神保健福祉コースでは、2021年度に、新カリキュラムへの
移行が行われた。2024年度には、スクールソーシャルワーカー
については、卒業生・現場の実習プログラム意見交換、卒後研
修がおこなわれた。また、20周年記念誌を年度末に刊行予定で
ある。

心理臨床学科の卒業研究において,2020年に内容を検討し、
ルーブリック評価を2021年度に導入し,これを基に指導を行い研
究指導の標準化が促進された。2022年度には、配点や項目につ
いて再検討を行なった。2023年度以降は、教員での共有を実施
している。

到達目標②「英語・IT・ビジネス・国語力関連の資格取得の推
進」では、以下の通りである。

2021年度では、心理臨床学科では学科再編に伴う副専攻とし
て,学校ソーシャルワーク副専攻,カウンセリング副専攻,データ
サイエンス系の科目をとりいれた社会調査士副専攻を計画策定
した。2022年度には、情報提供・相談体制について要検討し、
2023年度には、前期に1・2年生対象、後期に2年生対象の資格取
得オリエンテーションを実施し、資格取得にあたって必要な情
報の提供を行なった。また、資格取得に関する相談体制を明確
化するために、学科で取得可能な各資格の担当者のリストを作
成し、前期オリエンテーションで1・2年に配布した。

資格取得状況について過去4年の一覧を作成し、毎年度更新して
いる。年度末3月学科会議で2023年度の資格取得相談体制の点検
を行いった。引き続き2024年度も資格取得オリエンテーション
を実施し、資格取得にあたって必要な情報の提供、各資格の担
当者周知を行い、また1年生には心理臨床学の基礎では資格に関
する具体的イメージ形成をはかるために各コース履修中の先輩
の話を聞く時間を設けている。2年生以降は講義、オリエンテー
ションにて資格に関する情報提供を行った。

到達目標③「認定心理士資格取得の推奨」では、以下の通りで
ある。

2021年度では、プラスワンの取得可能資格について社会調査
福祉士など副専攻カリキュラムとの連動を検討した。2022年度
後期開始時,初の試みとして2年生を対象とした資格取得に関す
るオリエンテーションにおいてスクールソーシャルワーカー養
成課程,認定心理士についての説明を行なった。2023年度入学生
より,社会調査士,認定心理士（心理調査）を取得できるようカ
リキュラムを確定した。2024年度以降は、到達目標②と重複の
ため③は削除となっている。

6 Ⅰ－２－１②　 ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）を世界の人々と共有する人材の育
成
・地球の環境や平和、人権に関する課題に関心を持ち、自分のこと
として考え、行動できる人材を育成する。

人文学科
心理臨床学科

2020年度の段階では、 全学的にSDGs取り扱い状況については、
専任の全教員を対象にアンケート調査を実施した。その結果、
共通教育科目、学科・専攻・コース専門科目、教職科目の５領
域それぞれで、いずれかの科目がSDGsやESDの概念を説明・紹介
していること、SDGs 17計画のうち16計画がいずれかの科目にお
いて取り扱われていることが分かった。SDGsの知識と専門性を
身につけるための共通の初年次教育については、アンケート調
査の結果、１年次入学生必修科目である「グローバル・スタ
ディーズ」「環境学」等ですでに実施できていることがわかっ
た。そのため、既存の科目での学びを充実させていく方針とす
ることにした。

2020年度での全学的な現状把握に始まり、2021年
度より学科での具体的な対応、活動を明記するこ
とができ、目標への達成に向けた計画的な取り組
みをすることができた。

ボランティアとしての地域活動は、学科再編、
KLCサポーター制度により、全学的活動となって
いる。また、1年次選択科目「熊本地域活動サー
ビスラーニング」「熊本地域活動サービスラー
ニング・サポート」での活動として集約したた
め、学科での対応の範囲は限られる。KLCサポー
ター制度は参加者が増えている。学科としての
ボランティア活動をどう位置づけるのか、また
活用方法を見直す必要がある。

グローカルな課題を踏まえたボラン
ティア活動、各種実習、インターン
シップなどの今後の位置づけとして、
学科でのKLCサポーター制度の積極的活
用を推進しつつ、社会人基礎力となる
方向性を検討する。共通教育として展
開が開始されているため、共通教育部
会と協議を進める。

Ⅲ Ⅲ

人文学部の育成する具体的な人間像

将来の職業やスキルを意識した高い実務能力を備えた人材の育成
・学校教諭・保育士,公認心理師,精神保健福祉士,スクールソーシャ
ルワーカー,英語・ＩＴ・ビジネス関連の免許・資格取得を積極的に
支援する。

＜評価できる点＞
①人文学科・心理臨床学科において、卒
業研究ルーブリック評価を導入し、研究
指導の標準化ができたこと。
②副専攻を導入し、説明会を実施するな
ど、資格取得促進に向けた取組ができた
こと。

＜改善を要する点＞
特になし

＜総合評価＞
各学科において、卒業研究ルーブリック
を策定し、研究指導のなかで各種フィー
ルドワーク等を行いながら人材育成に取
り組んでいることは評価できる。学科再
編に伴い担当教員の他学科への異動が
あったことから、教員の負担がでてくる
ことが予想されているため、見通しを
もった人事計画立案、実施が求められ
る。

＜評価できる点＞
①グローカルな課題解決に向けたボラン
ティアの実施、ＫＬＣこどもサポーター
制度の構築、各種実習等ができたこと。
②ＳＤＧｓに関する授業の実施や全科目
のシラバスへの記載を行うなど、意識を
醸成できたこと。

＜改善を要する点＞
特になし
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取組の概要 達成度・進捗状況 課題 今後の展望 評点 総合評価 達成度（評点）
目標・計画

自己点検・総合評価委委員会2020～2024年度の取り組みについての中間評価（自己評価）
№ 計画番号 主担当

2021年度では、心理臨床学科会議において4月授業開始前にSDGs
を意識して今年度の講義内容を検討することが確認され、全教
員が各自担当教科に反映する取り組みを始め、特別支援、福
祉、心理の専門的科目を通して「貧困」「福祉」「教育」
「ジェンダー」を各講義で取り上げた。コロナ禍により、ボラ
ンティア等の中止が続いたが、心理臨床学科では当初予定を大
幅に変更・調整しながら3コースとも学生の実習が行われた。イ
ンターンシップへの参加や高齢者福祉施設でコロナワクチン接
種予約のボランティアを行った。
  黒髪校区12町内の自治会長・民生委員、黒髪地区担当の地域
包括支援センターの社会福祉士と学生で黒髪地区災害マニュア
ル作成委員会（以下　委員会）を立ち上げ2回の会議を開催（10
月22日、11月29日）。委員会での検証の結果、防災に関する学
院への要望を要望書として提出した。今年度の委員会の活動の
経過と考察については委員会の学生が卒業研究としてまとめ
た。熊本市の防災基本条例（仮）策定が2022年6月に向け行われ
ており、11月22日熊本市政策局危機管理防災総室職員と意見交
換を行った。12月5日熊本市防災ワークショップの案内を受け、
学生に周知した。
また、自閉症研究会を中心にオンラインによる療育へのボラン
ティアを行い、サービス・ラーニングに向けての可能性を検討
した。

・SDGs理念理解は進み、浸透しつつあり、計画
通り進み周知環境は整った。学科としての今後
の活用の方向性を検討する。

　2022年度では、コロナ禍で当初予定を変更・調整しながら3
コースとも学生の実習が行われた。教員不足が課題となってい
る熊本支援学校において、のべ37名（他学科学生を含む）の学
生が毎日の授業においてボランティア活動を行った。ダウン症
支援部、自閉症支援部、金曜教室のでは、のべ149名（他学科学
生を含む）の学生が参画し、支援活動を展開した。西ゼミでは
黒髪地区でルーテルの災害支援チームを立ち上げ、黒髪地区12
町内防災運動会準備委員会（6回開催）を経て、2022年10月8日
に防災運動会を実施した。この活動については西ゼミ学生の卒
業研究として発表された。

　2023年度では、2024年度シラバスからSDGsと専門科目との関
連を記載する形式に変更されることを受け、心理臨床学科の専
門科目とSDGsの関係についての一覧表を作成し、各担当教員の
認識を3月の学科会議で共有した。
　特別支援教育の継続的な体験機会の確保については、K L C子
どもサポーターの活動として、17校の小学校や特別支援学校に
のべ336名（他学科学生を含む）の学生がボランティア活動を
行っている。また、特別支援教育コース教員が主導するダウン
症支援部（51名）、自閉症支援部（64名）、金曜教室（60名）
の活動については、のべ173名（他学科学生を含む）の学生が参
画し、年度当初から全面的な対面活動を再開した。
　西ゼミでは、2023年度もゼミ生が3年後期から1年に渡って通
算28回の地域活動に継続的に取り組み、コミュニティ・ソー
シャルワークの視点から地域活動実践を考察し、2023年度卒業
研究としてまとめた。地域の防災活動の実践に際し、ゼミ生7人
が防災士講座を受講し6名が防災士試験に合格し活動した。2024
年2月7日(水)の卒業研究報告会には、黒髪地区の民生委員2名、
自治会長１名、くまもと防災士会副代表理事と黒髪校区町民体
育祭の企画を一緒に考え当日も運営に携わったルーテル学院高
校の生徒4名も参加した。

2024年度には、特別支援教育の継続的な体験機会の確保とし
て、K L C子どもサポーターの活動を引き続き行っている。熊本
県の「地域の学習教室」事業を活用し、放課後本学の教室を活
用しひとり親家庭等の学習支援を始めた。現在3名の小中学生に
対し4名の学生が支援を行っている。

そして、合志市地域の家族見守りサポーター養成講座講師と
して、学科教員2名（古賀香代子教授・岩永靖教授）が担当し
た。西准教授によるゼミ単位の地域活動は、2名が防災士講座受
講に参加した。その他の地域活動は、1年次選択科目「熊本地域
活動サービスラーニング」「熊本地域活動サービスラーニン
グ・サポート」での活動として集約した。

＜総合評価＞
ボランティアやＫＬＣこどもサポー
ター、各種実習、インターンシップ等、
幅広い活動を通して学生にグローカルな
課題等を考える機会を提供できたことは
評価できる。今後はさらに多くの学生や
企業・地域団体など双方が活用しやすい
制度のあり方を検討いただきたい。
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取組の概要 達成度・進捗状況 課題 今後の展望 評点 総合評価 達成度（評点）
目標・計画

自己点検・総合評価委委員会2020～2024年度の取り組みについての中間評価（自己評価）
№ 計画番号 主担当

7 Ⅰ－２－２① 高度・広範な専門的・汎用的能力と実践的研究能力を備えた人材の
育成
・高度・広範な専門的能力と高度の汎用的能力、職業社会で活用可
能な実践的研究能力を備えた人材を育成する。

人文学研究科 大学院は2022年度より公認心理師養成を開始するため、2020年
よりその準備を行い、2022年以降は、新体制の整備や調整など
整備を行うなかで、人材の育成を行ってきた。旧カリキュラム
では、職業を持った学生が夜間に学ぶ場として専門的な知識の
習得と研究指導を行ってきた。2022年度は夜間と昼間の同時開
講で、2つのカリキュラムを同時に運用した。2023年度より昼間
のみとなり、学内実習施設での実践を通し専門的な技術獲得な
どこれまでにない取り組みを行ってきた。

１）2022年度まで運用する旧カリキュラム大学院
の教育について
大学院修了者アンケートによるディプロマポリ
シー達成度評価による旧カリキュラム大学院の問
題点抽出を行い、改善点の検討を行った。2021年
度は「発達障害のリスクのある乳幼児の心理査
定、就学前までの支援ができる能力」については
他の領域に比較してやや評価が低めであった。
（資料1２２①－①）担当教員は解決策として正
規の授業以外に研修機会を大学院生に提案した
が、社会人大学院生は多忙なために学修時間の確
保が出来ず参加ができなかった。2022年6月実施
の修了生評価（資料Ⅰ２２①－②）によると、本
学の理念や教育目標について5点満点で、（１）
キリスト教精神の理解2.0点、（２）感恩奉仕の
体現2.23点は（3）共生力3.25点に比べ低い評価
であった。これを受け、2022年度は自校教育とし
て、オンデマンドによる講義を実施し12月までに
全員が受講した.

１)新カリキュラム修了生に対するアンケート調
査結果の分析を行い、大学院の問題点抽出を行
う。
　アセスメントポリシーに沿った評価体制を整
えたところであり、収集したデータの蓄積と分
析により、問題点抽出と改善を行っていく。
２）新たに作成した3つのポリシーに基づく教育
を確立していくため、学生への周知徹底を図る
とともに、ポリシーに沿った実践についての確
認を研究科委員会で行っていく。
３）学内・学外の実習を通し心理臨床の実践を
学ぶなかで、学生の心身の健康に配慮した支援
体制を徹底する。ワーキングでの情報共有や学
内カウンセリング体制の利用を適宜案内するな
ど状況に応じた対応を行う。
４）新たに2025年度は障害学生を受入れること
となり、合理的配慮を行いながらの講義、演
習、実習を行う。教員、学生が共に障害への理
解が必要であり、科目ごとの支援の確認調整や
研修会「聴覚障がい学生の大学院における修学
支援について」を開催するなど等事前準備を進
めている。

Ⅲ Ⅲ

２）2022年度から実施する新カリキュラム公認心
理師養成大学院のディプロマポリシーの策定と、
それに基づいた教育を実施について
2020年度に2022年度からの公認心理師大学院の
ディプロマポリシーを策定した（資料Ⅰ２２①－
③　）。

達成目標⑥「障がい児・者への支援について心
理学の視点を生かしてアプローチすることがで
きる。」を達成するための学びの場として、全
員で協力していくことが求められる。（資料Ⅰ
２２①―⑥）

2023年度新たな公認心理師養成カリキュラムに対
応するアドミッション・ポリシー、カリキュラ
ム・ポリシー、ディプロマポリシーの作成は、具
体的な記述について2024年度大学院入学試験募集
要項に表記しホームページに公表した。3つのポ
リシーについて、以下の項目を追加した変更案が
策定され、2024年度より2024年度学生便覧、2025
年度学生募集要項、ホームページへ掲載した。

①人材養成の目的を大学院学則第2条に基づき説
明を追加
②心理専門職を養成すること、心理支援の国家資
格である公認心理師の説明を追加
③障害心理学専攻の名称の理由を追加
④カリキュラム・ポリシーについて具体的な開講
科目等を追加。（資料Ⅰ２２①－④）

2024年度にアドミッション・ポリシー、カリキュ
ラム・ポリシー、ディプロマポリシーについて、
内容を再検討し大学ホームページ及び2025年度学
生便覧に反映した。3つのポリシーに基づく教育
は研究科委員会で随時確　認しながら、修士論文
の指導や公認心理師養成の取組は概ね順調に行わ
れている。）新カリキュラム修了生に対するアン
ケート調査はアセスメントポリシーに沿った内容
を整え、2024年度修了生に対して実施した。（資
料Ⅰ２２①―⑤）

8 Ⅱ－１①　 学長室会 1）教学における内部質保証システムの確立
・内部質保証推進会議において、内部質保証システムが有効に
機能しているか、教務委員会、関係委員会のヒアリングを定期
的に実施・確認するとともに、会議の座長（学長）から改善・
取組の促進を求める仕組みを構築した。（2020年度）

　1）2）とも当初の計画どおり進捗している。 ・各学科・専攻における教育課程の適切性につ
いて継続的に検証すること。

・教育課程及びその内容、方法の適切
性に係る定期的な点検・評価の実施と
その結果を踏まえた改善・向上に向け
た取組について、学長のリーダーシッ
プのもと教務委員会を中心に取り組ん
でいく。

Ⅲ Ⅲ

・外部評価委員会の意見を基に、内部質保証システム、教学マ
ネジメントシステムが有効に機能しているかを確認するため、
同委員会に本学の教学マネジメントシステムの検証を依頼し
た。（2020年度）

・毎年度の年度計画の取組状況に係る「期中評価」制度を導入
し、各部署の取組状況を５つのカテゴリーに区分し、例えば、
「カテゴリー１：対応が困難、指示事項等に対する取組が見え
ない。」計画等については、学長及び学長補佐（点検・評価担
当）によるヒアリングを実施し、各年度計画期間の取組の進捗
確認を行えるようにした。（2021年度～）

人文学研究科の育成する具体的な人間像

教育に関する目標

＜評価できる点＞
①公認心理師カリキュラムを開始し、順
調に養成が行われていること。
②学生の心身の健康状態に配慮した支援
体制や、障がい学生の支援ニーズに合わ
せた情報共有や支援のありかたが検討さ
れていること。

＜改善を要する点＞
特になし

＜総合評価＞
公認心理師カリキュラムを開始し、学生
のニーズに合わせた支援の検討と実施さ
れていることは評価できる。今後は、大
学院担当教員の負担も含めて、アセスメ
ントポリシーで明らかになった課題を検
討いただきたい。

教学マネジメントシステムの確立
・学長のリーダーシップの下に、教学マネジメント（大学が教育目
的を達成するために行う管理運営であり、大学の内部質保証の確立
に密接に関わる重要な営み）システムを確立する。
・学生の学修目標及び卒業生に最低限備わっている能力の保証とし
て機能するよう、卒業認定・学位授与の方針（ＤＰ）を具体的かつ
明確に設定する。
・授業科目・教育課程の編成に当たって、授業科目の過不足、各授
業科目の相互関係、履修順序等について検証を行う。
・学位プログラム共通の考え方、尺度（アセスメントプラン）に基
づき、大学教育の成果について点検・評価を行い、②から④の取組
を大学全体、学位プログラム、授業科目の各レベルで実施しつつ、
全体として整合性を確保できているかを検証する。

＜評価できる点＞
①DP、CP、APを策定し、公表しているこ
と。
②質保証のシステムを構築し、着実に実
施していること。

＜改善を要する点＞
①継続した検証と改善

＜総合評価＞
DP、CP、APを策定し、随時見直しを行っ
ている。また、質保証のシステムとし
て、学長を座長とする内部質保証推進会
議を設置し、外部有識者を含めた会議を
開催し、着実に実施していることも評価
できる。今後は、システムを着実に実施
し、検証と改善を継続していただきた
い
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・内部質保証に関するFD・SD研修会を通して全教職員の共通理
解を図った。（2021年度）
・内部質保証推進会議の構成員に外部の有識者を加えて、点
検・評価を通じて内部質保証に客観性・公平性を持たせる仕組
みを構築した。（2021年度～）

2）教育課程及びその内容、方法の適切性に係る定期的な点検・
評価の実施とその結果を踏まえた改善・向上に向けた取組

・「九州ルーテル学院大学における教育の質保証に関する規
程」を制定し、学年毎の標準単位数を示すとともに年間取得単
位数及び通算ＧＰＡの状況によりアドバイザー、学生支援セン
ター及び学務・入試センターが連携して修学に必要な指導を行
う体制を構築した。（2021年度）
・成績評価基準を細分化し、それに基づき成績評価を実施した
（2021年度～）
・年2回の学生支援懇談会において、学生の修学状況など修学の
指導に必要な情報を細かく情報共有し、アドバイザーが学生指
導にあたっている。（2021年度）

・IR・情報委員会において学修調査アンケートを実施したり、
Student Voice委員会のアンケートを通して学生の意見聴取を
行ったりして、その結果を教育改善に活かしている。（2021年
度）

・「九州ルーテル学院大学教育の質保証に関する規程」に基づ
き、学年ごとに年間取得単位数及び通算GPAの状況を示し、全教
員に共有をした。（2022年度）

・厳格な成績評価の観点から「成績評価ガイドライン」に沿っ
た成績評価を実施するためFD研修会を開催し、周知に努めた。
（2022年度）

・「学修評価票」を1年次、2年次学生に配布し面談指導を行
い、学習成果の可視化を図った。（2022年度）
・全ての学科・専攻において「卒業研究」のルーブリックに基
づいた評価を実施した。（2022年度）
・ CAP解除後の履修単位数上限を設定した。（2022年度）
・学科・専攻再編に向けて新カリキュラムにおいて、カリキュ
ラム・マップ、ツリー、科目ナンバリングを作成した。（2022
年度）
・数理・データサイエンス・AI・教育プログラム認定制度に認
可され、2023年度から科目開設できるようになった。（2022年
度）
・2022年度に受審した認証評価での指摘事項（大学院研究科の
教育課程の明示）について対応し、大学HPに公開した。（2023
年度）
・「学修評価票」と連携して、Active Academyの学修ポート
フォリオを活用した取組みを開始した。全学生が成績評価、課
題、目標及びアドバイザーとの面談内容を記録に残し、学習成
果の可視化を図ることができた。（2023年度）
・教学データに基づく大学の教育体制・教育課程の検証・見直
しを目的とした教学IRレポートをまとめ、ホームページで公表
した。（2023年度）

学務・入試セン
ター

1）アセスメント・プランの整備・公開・実施とアセスメント結
果の共有

当初の計画どおり進捗している。 ・アセスメントの種類・項目が多いことによ
る、学生・教職員の評価疲れ。

・これまでの取り組みを引き続き継続
していく。

Ⅲ

・ディプロマ、カリキュラム、アドミッションの３つのポリ
シーに基づき、機関（大学）レベル、課程レベル、科目レベル
の３段階で、入学時から卒業時までのアセスメント・プランを
定め、大学HPで公開した (2021年度〜）。

・アセスメントの仕組みは整ったが、アセスメ
ント指標の意味、教学IRデータの分析結果につ
いての学生・教職員の理解が不十分であり、結
果を十分に活用できていないこと。

・目的に応じた簡潔かつ効果的なアセ
スメント項目・指標、分析方法を引き
続き検討する。

・この計画のもとに査定された各種データについては、大学HP
（学生調査報告、卒業時満足度調査等）内部HP（授業評価アン
ケート等）、教授会（進路決定状況、資格・免許取得状況等）
で公開・共有している。

・アセスメント指標の意味、教学IRの
データ分析結果をわかりやすく説明・
可視化する方法を検討する。

・教学に関する調査結果の経年変化については、教学IRレポー
トとして大学HPで公開し、教育効果の検証を実施している
（2022年度〜）。

・学内のアセスメントデータの集約、
共有に努める。

・学生へのニーズ調査に基づき、副専攻制度と「データサイエ
ンス・AIユーザープログラム」を開設した（2023年度〜）。
2024年度には文部科学省「数理・データサイエンス・AI教育プ
ログラム（リテラシーレベル）」の認定を受けた。

・成績評価ガイドラインについては
「ビジョンⅡ-2⑦成績評価の信頼性の
確保」、授業評価については「Ⅱ-2②
ファカルティ・ディベロップメント
（ＦＤ）活動の充実」を参照。

・授業評価については「Ⅱ-2②ファカルティ・ディベロップメ
ント（ＦＤ）活動の充実」を参照。

2）GPAに基づく学修指導、進級制度の導入と、GPA制度の点検・
評価

・適切な成績評価および教育の質保証という観点から、成績評
価を５段階から12段階に変更して精緻化するとともに、当該科
目の全受講学生のうちGP3.00 以上の受講学生が概ね30％程度に
なるよう評価することを定めた成績評価ガイドラインを導入し
た(2021年度入学生〜）。

・ GPAの分布については、毎年後期終了時の累計GPAのヒストグ
ラムを学科・専攻・学年別に作成・公表し、分布が成績評価ガ
イドラインに沿っているかを確認している（2022年度〜）。

・GPAが基準を下回る学生については、学期初めに開催される学
生支援懇談会で共有するとともに、アドバイザーや学生支援課
職員等で面談を実施し、アセスメントシートを作成して、学生
支援課及び教務課で共有の上管理している（2020年度〜）。

＜評価できる点＞
①アセスメントプランを策定し、プラン
に基づいたアセスメントを実施できてい
ること。
②学生の成績を可視化する仕組みとして
学修評価票を策定したこと。
③成績評価ガイドラインを策定したこ
と。
④学生支援懇談会を実施し、成績不振者
の状況を確認し、アドバイザーの学修指
導を行っていること。

＜改善を要する点＞
特になし

＜総合評価＞
アセスメントプランに基づいたアセスメ
ントの実施や、学生の学修状況を可視化
するための学修評価票の策定、成績評価
ガイドラインの策定等、当初の計画通り
進捗していることは評価できる。一方
で、成績評価ガイドラインの共通認識や
学修評価票の実質化については課題が見
られる。継続して検討いただきたい。

Ⅲ

い。

9 Ⅱ－１②　 アセスメントの着実な実施と教学ＩＲ情報等の活用
・アセスメント・プランに即した各種アセスメントの実施とアセス
メント・データの分析・検証を行う。
・教学ＩＲ情報等を活用して、教育支援システムと生活支援システ
ムの改善に取り組む。
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・2023年度入学生から「教育の質保証に関する規程」を改正
し、GPAと取得単位数に基づく3年次への進級判定制度を導入し
た。2024年度には、規程に4年次前期の教育質保証基準を追加
し、4年間での卒業に向けてのアセスメント・履修指導体制を強
化した。

・成績評価ガイドラインについては「Ⅱ-2⑦成績評価の信頼性
の確保」を参照。

3）学修成果の測定・可視化
・カリキュラム・マップに基づき、各学生のDP達成度を算出す
る仕組みを構築した。また、前学期までのDP到達度を可視化し
た「学修評価票」を各学期のオリエンテーションで配布し、学
修の振り返りに活用している（2021年度〜）。

10 Ⅱ－１③　 取組の着実な実施と社会に対する成果等の公表
・教育の質保証に必要な取組を着実に実施し、社会に対しわかりや
すく説明する。

学務・入試セン
ター

1)教育成果と教育情報の公表
・入学者・在学者・卒業者・進路などの基本データを、大学HP
の情報公開（教育研究活動等の情報公開）、大学ポートレート
（私学版）に掲載し、ステークホルダー（在学生、受験生、卒
業生、保護者、地域の人々、企業関係者等）に公開している。
また、各種情報を年度毎にファクトブックとしてとりまとめ、
学外に配布・公表している。

当初の計画どおり進捗している。 ・アンケート回収率の低さ ・雇用先・卒業生アンケートの回収率
を向上する方策を検討する（学生支援
課と連携）。
・アンケートの回答率向上に向けて、
アンケート項目の精査を行う。
・大学HPでのアセスメントデータのわ
かりやすい説明・可視化を継続検討す
る。
・大学HPでのアセスメントデータのわ

Ⅲ Ⅲ

・教員情報やシラバス、教員免許状取得者数、GPA分布、カリ
キュラムマップ等の教学マネジメントに関する情報も大学HPの
情報公開に掲載し、学内外から閲覧可能としている。

・未公開のアセスメントデータの公開
を検討する。

・学修行動や教育成果に関連する各種アンケートについては、
2018年度から「学生調査報告」「卒業時満足度調査」、2019年
度から「卒業生アンケート（卒業1年後）」「雇用先アンケー
ト」、2020年度から「大学院修了生アンケート（修了1年後）」
を毎年実施し、その集計結果を大学HPで公開するとともに、学
科・専攻会議、各種委員会、教授会、学長室会等で情報共有
し、学修成果・教育成果の点検・評価のために活用している。

・また、これらの教学データについて、IR・情報委員会で毎年
テーマを定めた分析を行い、学長室会での意見交換結果も含め
た上で、「教学IRレポート（2022年度まではIRレポート）」と
して取りまとめ、学科・専攻での教育改善の議論を促している
（2022年度〜）。また大学HPに掲載し、学内外から閲覧可能と
している。

 IRレポートNo.1（2022年9月）:2019-2021年度在学生の学年別
学修態度・学修行動の経年変化
 IRレポートNo.2（2022年9月）: 2019-2021年度在学生の授業
評価の経年変化
 教学IRレポートNo.3（2023年9月)：2020-2023 年度前期まで
の各学科専攻のＤＰ到達度の経年変化
 教学IRレポートNo.4（2023年9月)：2019-2021年度在学生の学
年別学修態度・学修行動の経年変化を学年別、学科・専攻別に
分析
 教学IRレポートNo.5（2025年5月)：2020 年度後期-2024 年度
前期の各学科専攻のＤＰ到達度と学修行動の相関分析
・学修ポートフォリオ、ディプロマ・サプリメントについては
「Ⅱ-1②アセスメントの着実な実施と教学ＩＲ情報等の活用」
「Ⅱ-2⑥教育・学習成果の可視化」参照。

2)外部からの問い合わせへの対応
・外部からの問い合わせは、大学HPの「お問合せ」において、
電話・FAX・郵送での問い合わせ先、メールによる問い合わせ
(web入力に対しメールで回答）を案内している。総務課が窓口
となり、総務課から各担当部署・各教員に回答依頼がなされ、
各部署から問い合わせへの回答を行っている。

11 Ⅱ－２①　 ３つの方針（卒業認定・学位授与（ＤＰ）、教育課程編成・実施
（ＣＰ）及び入学者受入れ（ＡＰ）の各方針）を通じた学修目標の
具体化
・学生の学修目標及び卒業生に最低限備わっている能力の保証とし
て機能するよう、３つの方針を絶えず検証する。

学務・入試セン
ター

1）学科再編による新ポリシー検討とカリキュラム・ツリー（ナ
ンバリング）の作成・公表
・2023年度からの学科再編に向けて、新たな学科専攻の3ポリ
シー、共通教育のCPの検討を行い（2021年度）、大学HP等で公
開している（2022年度〜）。
・新たなDPと新カリキュラムの科目を対応させたカリキュラム
マップ、カリキュラム・ツリー（履修モデル、ナンバリング）
については、大学HPに掲載されている（2022年度〜）。

・概ね当初の計画どおり進捗している。 ・学科再編によって導入された新カリキュラム
完成年度後の3つのポリシー検証に向けた準備

Ⅲ Ⅲ

2）シラバス作成における点検の実施と改善
・教務課が毎年「シラバス作成・授業実践ガイド」を作成
（2021年度〜）・見直し、科目担当者はこれに沿ってシラバス
を作成、関係部署がシラバスチェックリストを用いて点検を
行っている。近年では「SDGs」や「ICT活用」など新たな記載項
目の導入や（2022年度）、観点評価の見直し（2024年度）、実
務家教員の担当科目への関連記述強化（2024年度）など、改善
が重ねられている。

3）DP到達度による学修成果の可視化
・2021年度にはカリキュラム・マップに基づき各学生のDP達成
度を算出する仕組みを構築し、DP到達度を可視化した「学修評
価票」をオリエンテーションで配布して、学修の振り返りに活
用している（2022年度〜）。
・DP到達度のデータの経年比較、学修行動との関連分析も進行
中である。
・2023年度には新課程における「学修評価票」の見直しを行
い、学修成果の可視化について、より見やすい帳票へと変更し
た。

教育改革の具体策と実現・実行

＜評価できる点＞
①適宜必要な公表ができていること。

＜改善を要する点＞
①公表内容を検討すること。

＜総合評価＞
ファクトブックや教学IRレポート等を活
用し、必要な情報を公表できていること
は評価できる。公表内容について様々な
意見があるため、引き続き検討いただき
たい。

・これまでの取り組みを引き続き継続
する。
・DP達成度の算出方法の妥当性を検討
する。
・学科再編によって導入された新カリ
キュラム完成年度(2026年度）後に3つ
のポリシー、カリキュラム・マップ、
履修モデル（カリキュラム・ツリー）
の検証を行う。
・各種検証に備え、IR・情報委員会に
必要な教学IR分析を依頼する。
・学修ポートフォリオ、ディプロマ・
サプリメントについては「Ⅱ-2⑥教
育・学習成果の可視化」を参照。

<評価できる点＞
①学科再編等に伴い、３つのポリシーを
再検討、策定、公表ができていること。
②カリキュラム・ツリーの策定、公表が
えきていること。
③学生のDP到達度を視覚化する学修ポー
トフォリオの運用ができていること。
④教学ＩＲ分析に着手できていること。

＜改善を要する点＞
①教学ＩＲデータの分析結果活用につい
て検討すること。

＜総合評価＞
３つのポリシーの策定、公表は着実に実
施できている。また、学生のＤＰ到達度
を測る学修ポートフォリオの導入も進ん
でいる。教学ＩＲ分析にも進められてお
り、計画には進捗が見られることは評価
できる。今後は、得られた結果をどのよ
うに活用していくのか検討いただきた
い。
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4）学修ポートフォリオ及びディプロマ・サプリメントシステム
の構築
・「Ⅱ-2⑥教育・学習成果の可視化」を参照。

5）入試データと教学IR情報との関連の分析
・IR情報委員会・入試委員会で2020年度～2024年度入学者の1年
次のGPA平均をと各選抜種別の選抜方法の妥当性を検証した結
果、入学後のGPA平均には選抜種別による大きい差異は見られな
かった。2024年度新規実施の総合型選抜入学者の1年次のGPA平
均がやや低かったため、2年次以降も注視が必要である。
・詳細は「Ⅲ-1②アドミッション・ポリシーを基準とする選抜
方法・入試内容の点検」を参照。

12 Ⅱ－２②　 ファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ）活動の充実
・ＦＤを組織的かつ多面的に実施し、教員の資質・能力向上及び教
員組織の改善・向上につなげる（人文学研究科を含む）。

人文学科
心理臨床学科

①授業参観ついては、最初の2年間はコロナ禍ということもあ
り、オンデマンドでの授業参観を実施した。その後の3年は対面
での授業参観を実施し、多くの教職員が授業を参観し、共に学
び合う機会となっている。2024年度は前期後期と2回の授業参観
を実施したことで、より多くの授業が提供され、多くの教職員
が参観することができていた。

①授業参観については順調に継続できており、前
後期と2回開催することができた。回数を増やし
たことで参加者も増加しており、引き続き継続し
ていく。

現在までのところ、順調に目標を達成
できている。今後については、現在実
施できている授業参観、授業評価、
FD・SD研修会については継続しなが
ら、TPの作成・更新にあたってのメン
タリングのあり方、見栄えのするTPの
書式や公表方法について検討ししてい
くことが必要と考えられる。

Ⅲ

②授業評価に関しては項目の見直しを行い、オンライン授業に
も対応できる形とした。また、アンケート結果や自由記述コメ
ントを教員へフィードバックし、それを踏まえた形で授業改善
計画を入力する形をとっている。そして自身の改善計画を確認
しやすくするため、シラバスに授業評価のページへのリンクを
貼る予定としている。

②授業評価とその授業改善を閲覧しやすくするた
めに、シラバスに授業評価へのリンクを掲載する
ことが決まった。また、TPを更新することで、授
業評価を踏まえた授業改善にもつながっていると
考えられる。

②授業改善につながる授業評価項目の検討・授
業改善度についての確認

学生・教員改善検討会（学生FD）につ
いては、Students’voice委員会とも連
携しながら実施を検討していく必要が
ある。

③2020年度は4回、2021年度は7回、2022年度は7回、223年度は4
回、2024年度は9回の研修会（共催含む）を実施した。当日の参
加が難しい教職員のために、可能な研修は録画し、後日視聴が
可能な形としている。学生FDに関しては年度によって実施した
年とできていない年があった。

③FD研修についても他の委員会との共催が中心で
あるが、定期的な研修を実施し、授業改善・教育
力の向上に対する関心及び意欲を高めることはで
きていると考えられる。

③学生・教員教育改善検討会（学生FD）の定期
的な開催

④学修ポートフォリオについては、教務課と連携し、有効に活
用するための検討を行っている。WEBでの入力、確認できる形に
なっており、学生との面談にも活用されている。

④学修ポートフォリオについては教務課・教務委
員会と連携し、学修支援に活用することはできて
いる。

⑤ティーチング・ポートフォリオ（以下TP）は2020年より導入
され、長く更新されないままであったが、2025年度に更新が決
まり、今後書式の内容や記載方法の見直し、活用方法について
の検討がなされる予定である。

⑤TPについては、長年更新されないままであった
が、今年度末に更新が決まっている。

⑤TPの内容の検討や、活用方法の提案

⑥大学院FD活動については公認心理師養成や研究倫理、聴覚障
害学生の修学支援についてなど、その時のニーズに合わせた研
修会を定期的に開催できている。

⑥大学院のFD活動は定期的な実施がなされ、大学
院の教育力向上につながっていると考えられる。

13 Ⅱ－２③　 授業科目・教育課程の再編成
・明確な到達目標を有する個々の授業科目が学位プログラムを支え
る構造となるよう、体系的・組織的に教育課程を編成する。
・授業科目の過不足、各授業科目の相互関係、履修順序や履修要件
について、定期的に検証を行う。
・単位の実質化の観点から、取得可能な免許・資格の見直し、授業
科目の精選・統合、開講時期の調整等を通じてカリキュラムの改善
を図る。
・共通教育科目を見直し、地元熊本の地域社会とのつながりを重視
した体験型科目（仮称：くまもと学）等の新設や学位プログラムを
構築する。

学務・入試セン
ター

1）カリキュラムマップ、カリキュラムツリーの作成と学修成果
データの測定
・2023年度入学生からの学科再編に伴って、新ポリシーの策
定、新ポリシーに基づく授業科目・教育課程の再編成を行い、
新たなDPと新カリキュラムの科目を対応させたカリキュラム
マップ、カリキュラム・ツリー（履修モデル、ナンバリング）
を作成・公開した（2022年度）。
・カリキュラムマップに基づいてDP到達度を測定する仕組みを
構築し、各学科・専攻において学期毎にDP到達度の測定を実施
している（2021年度-）。
・学科・専攻・学年別の累積GPAの分布図を毎年度作成・公開し
ている（2020年度-)。
・教学IRレポート（No.3)においてDP到達度の学年・学科・専攻
別の比較、教学IRレポート（No.5)において学年・学科・専攻別
のDP到達度と学修行動の相関分析を行い、学長室会および各学
科・専攻において、教育体制・教育課程についての議論を行っ
ている(2023-2025年度）。

・概ね当初の計画どおり進捗している。 ・共通科目の見直しに合わせた専門科目の見直
し。

Ⅲ Ⅲ

2）専門教育科目：免許・資格や授業科目の精選と副専攻制度の
導入・運用
・各学科・専攻で取得可能な免許・資格の見直しを行い（2020-
2021年度）。2023年度入学生からJ-SHINE（小学校英語指導者認
定協議会）を廃止し、新たに社会調査士、認定心理士（心理調
査）、准学校心理士のカリキュラムを整備した。
・学生の自由な学びを促進するため、学科再編時に資格関連科
目(小学校教諭免許状、公認心理師）の一部スリム化を図った
（2020-2022年度）。
・2023年度入学生より、7つの副専攻プログラムを導入した。新
入生オリエンテーションにおいて1年生に各副専攻プログラムの
説明会を実施し（2023年度-）、2年次より副専攻の登録を開始
している（2024年度-）。

3）共通教育科目の見直しと単位互換制度の実施
・共通科目の見直しについては「Ⅱ-3-1①共通教育科目の見直
し・検証」を参照。
・共通科目の単位互換制度については「Ⅱ-3-1②他大学等と連
携した共通教育科目の充実」を参照。

<評価できる点＞
①授業参観の形態を状況に応じて変更
し、継続して実施できていること。
②授業評価アンケートを適宜見直し、授
業形態にあった内容にできていること。
③各種委員会等を連携したFD研修会を継
続して開催できていること。
④学修ポートフォリオを面談等に活用
し、学生の学修支援に役立てているこ
と。
⑤大学院FDを定期的に開催することがで
きていること。

＜改善を要する点＞
①学生FDの開催ができていないこと。

＜総合評価＞
授業参観の定期的な開催や授業評価アン
ケートの適宜見直すことにより、教員の
授業改善に役立てていることは評価でき
る。また、各種委員会と連携したFD研修
会を開催し、オンデマンドも活用しなが
ら全教職員が参加しやすい方法を取り入
れていることも評価できる。今後は、課
題となっている授業評価アンケートを授
業改善に活かしていく仕組みやTPの活
用、学生FDの取組の再開等、課題に向け
た検討を期待する。

Ⅲ

・学科再編によって導入された新カリ
キュラム完成年度(2026年度）後に、学
修成果データに基づくカリキュラム、
授業科目の過不足、各授業科目の相互
関係、履修順序や履修要件の点検を行
う。
・免許・資格・授業科目の精選を継続
し、2027年度に向けた共通教育の見直
し結果を踏まえて、専門科目の見直し
を行う。
・学生の履修状況・ニーズに基づく副
専攻プログラムの点検を行う。
・専門科目の単位互換・共同開設につ
いて検討する。
・データのわかりやすい説明・可視化
については「Ⅱ-1-②アセスメントの着
実な実施と教学IR情報の活用」、共通
教育科目の見直し及び共通科目の単位
互換制度については「Ⅱ-3-1①共通教
育科目の見直し・検証」、各学科・専
攻での検討については「Ⅱ-3-2 専門教
育」を参照。

<評価できる点＞
①カリキュラムツリー、マップを策定
し、公開できていること。
②学修評価票を作成し、学生にDP到達度
をフィードバックしていること。
③他大学との単位互換制度が始めること
ができたこと。
④副専攻プログラムを開始することがで
きたこと。

＜改善を要する点＞
①学生にとってわかりやすい学修評価票
のあり方の検討
②副専攻プログラムの検証

＜総合評価＞
体系的、組織的な科目編成のための各科
目間の連携や履修順序把握を目的とした
カリキュラムツリー、マップを作成し、
適切に公開できている。また、学生の学
修評価表票を作成し、可視化すること
で、それぞれの学修状況をフィードバッ
クすることができたことは評価できる。
学生の意見も取り入れた副専攻プログラ
ムを設定し、順調な進捗が見られること
も評価したい。今後は、副専攻プログラ
ムの検証、学生にとってわかりやすい学
修評価票のあり方を検討いただきたい。
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取組の概要 達成度・進捗状況 課題 今後の展望 評点 総合評価 達成度（評点）
目標・計画

自己点検・総合評価委委員会2020～2024年度の取り組みについての中間評価（自己評価）
№ 計画番号 主担当

14 Ⅱ－２④　 学務・入試セン
ター

1）アクティブ・ラーニングのための環境整備]
　KLC Moodle、Microsoft365の導入、学内Wi-Fiの強化とBYOD
の実現

・概ね当初の計画どおり進捗している。 ・ICT・DX・AIを活用した授業についての最新動
向の把握。

Ⅲ

・新型コロナウイルス感染症が蔓延し、急遽遠隔授業の実施が
求められたため、遠隔授業システムKLC Moodleを構築し、学内
Wi-Fi環境の整備を行った。また、KLC Moodleについて教職員に
対する研修、学生に対する対応を行った（2020年度-）。2023年
度前期から100名以下の授業は対面授業する方針が定まり、大部
分の授業が対面となったが、KLC Moodleは授業支援ツールとし
て継続活用されている。
・Mocrosoft365を2021年度より教職員、2022年度より学生に導
入して、アクティブラーニング実施のための環境を整備した。
2022年度にはICT教育部会が「Active LearningのためのICTと
Teamsの活用」についての説明資料を作成した。
・2022年度に学内Wi-Fiをさらに強化するとともに、BYOD
（Bring Your Own Device）を推進し、2023年度から情報処理
室を廃止して完全BYODに移行した。これにより、教室の制限な
くICTを活用した授業を実施できる環境が整った。

2）DXによる多様な授業形態の実現（オンデマンド、ICT、オー
プンソースの活用等）

・2020-2022年度は対面と遠隔の両方で授業を実施していたが、
2023年度以降は大部分の授業を対面で実施することとなった。
これを受け、オンライン授業の時間数が半数を超える科目を
「オンライン授業」と定義した上で、教育の質保証の観点から
「オンライン授業の実施に関する申し合わせ」を作成・運用し
ている（2023年度-）。

・教員の授業形態を把握できるよう、アクティブ・ラーニング
型授業の実施形態（反転授業、グループワーク、プレゼンテー
ション等）、ICTを活用した授業（タブレット、クリッカーの活
用等）、オープンな教育リソースを活用した授業等について、
シラバスへの記入を求めている（2023年度-）。

・2023年度には、学長から「教育・学習過程におけるAI（人工
知能）技術の使用に関する方針」を発出し、AIの使用を一律に
は禁じずに、AIの特徴を把握した上での節度ある活用を求め
た。
・ICT教育部会・教務委員会・学長室会で「九州ルーテル学院大
学における教育DX 計画」を検討し、ＤＸによる効果的で質の高
い学修の実現を目指して、①学修支援ツールとしてAIを使用す
る方法の提供、②教育支援ツールとして，教員が教材・問題作
成や学習データ分析ためにAI を使用する方法の提供、③AI の
使用に関わる全学的なガイドラインや授業形態ごとの方針を
2025年度以降に提示していくこととなった。

3）データサイエンス科目の充実とSAによるICT教育サポート体
制の確立
・学科再編時に共通教育科目の見直しを行い、学生が所属学科
専攻に関係なく、データの適切な取り扱い、データの基本的な
統計的処理と可視化の方法，AIやネットワークの活用方法、基
礎的なプログラミングに関する知識・スキルを修得できるよう
に関係科目を1年次より配置した(2023年度-）。このプログラム
は2024年度に文部科学省「数理・データサイエンス・AI教育プ
ログラム認定制度（リテラシーレベル）」（2024年8月27日付）
に認定された。
・授業における学生のPC操作等をサポートするために、ス
テューデント・アシスタント規程を整備し(2024年度）、2025年
度より情報系の授業に学部生SAを活用している。

4）KLC Moodleを活用したルーテル学院大学との単位互換の実施
・ルーテル学院大学との単位互換制度「交流協定に定める教育
課程の共同構築・実施に関する申合せ」に基づき、遠隔授業で
本学の共通教育科目「環境学」を2021年度後期より提供してい
る（2025年度後期まで継続予定）。
・ルーテル学院大学からは「世界の宗教」が提供される予定と
なっていたが、2025年度開講に向けて本学学生に説明会を実施
し履修希望を募った結果(2024年度後期）、履修希望者がいな
かったため、この科目は不開講となった。
・ルーテル学院大学が2025年度から学生募集を停止したことに
より、ルーテル学院大学との単位互換制度は2025年度を以て終
了となる。
・熊本大学との単位互換制度については、「Ⅱ-3-1①共通教育
科目の見直し・検証、②他大学等と連携した共通教育科目の充
実」を参照。

授業を通した資質・能力の育成と授業方法の工夫（情報環境の整備
を含む。）
・密度の濃いアクティブラーニングを推進するため、課題解決型学
修、ディスカッション、プレゼンテーション等を取り込んだ授業を
拡充する。
・学生の問題解決能力を向上させるために、その能力を支える数量
的スキル、情報リテラシー、論理的思考力を培う授業を展開する。
・学内Wi-Fi等情報環境を整備し、KLC Moodleを活用し東京のルーテ
ル学院大学の講義のオンデマンドでの受講、オープンソースの活
用、ＩＣＴを活用した授業、Webポータルシステムの活用等の授業方
法を開発する。

・ICT・やDX・AIを活用したアクティ
ブ・ラーニング型授業の実践を促す教
員向け研修の開催（ICT教育部会・FD・
SD委員会と連携）
・オンライン授業、アクティブ・ラー
ニング型授業の教育効果の検証（ICT教
育部会・FD・SD委員会と連携）
・ 大学教育におけるICT・DX・AI活用
の動向と教育効果を考慮した「オンラ
イン授業実施に関する申し合わせ」
「教育・学習過程におけるAI（人工知
能）技術の使用に関する方針」の点検
・オープンソースでの本学の教育コン
テンツの公開（講義や公開講座など）

<評価できる点＞
①学内WiFi環境を設定できたこと。
②BYODを取り入れ、ICTを活用した授業
が実施できるようになったこと。
③データサイエンス科目を導入し、文部
科学省「数理・データサイエンス・AI教
育プログラム認定制度（リテラシーレベ
ル）」に認定されたこと。
④ICT環境が整備され、東京のルーテル
学院大学との単位互換制度導入に寄与し
たこと。

＜改善を要する点＞
①AI活用に係る方針策定の詳細について
検討すること。

＜総合評価＞
ICT環境整備が進み、学生の学修環境や
授業方法の可能性を拡げることができ
た。また、データサイエンス科目を整備
し、現代の社会状況にあった内容を学生
に提供できていることも評価できる。AI
の活用は教育内容にも関わる内容である
ため、学科・専攻内での検討を期待す
る。

Ⅲ
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取組の概要 達成度・進捗状況 課題 今後の展望 評点 総合評価 達成度（評点）
目標・計画

自己点検・総合評価委委員会2020～2024年度の取り組みについての中間評価（自己評価）
№ 計画番号 主担当

15 Ⅱ－２⑤　 学務・入試セン
ター

【目標】入学前教育が入学後の学びによりつながるよう改善す
る。

今後５年間の課題・展望として、以下の２点に
ついて検討を行う。

同左 Ⅲ

プレ・カレッジの実施内容については，これまで同様に随時検
討・改善を図るものとする。特に2023年度では，CE専攻・児童
教育専攻で上級生によるプレゼン、大学紹介を行い、全学科・
専攻で参加した学生が丁寧に合格者にフォローするなどやわら
かい雰囲気で実施された。これに対してアンケートにみられる
ように、入学前の準備や大学での学習方法についてよくわかっ
たという意見、学生生活のイメージに結び付いたという意見が
多く見受けられ、実施内容は良好であったと考える。
なお、入学時アンケート結果（表１）において「入学時・後の
不安解消」に結び付いていない点に懸念があったが、評価の高
い④⑤を答えた者の割合が2022年度27％、2023年度32％、2024
年度38％と改善傾向にある。

①一般選抜以降の入学者に対するフォローを行
うよう入試委員長及び入試課で検討する。な
お、一般選抜以降の入学者はオープンキャンパ
ス等にも参加していない者がほとんどであるた
め、入学後の学びへのイメージを持てるような
プログラムを想定している。
表２のアンケート結果のとおり、高校までの学
習・復習は合格者各自で行う意識がつよく、現
状は大学の実施を求めていないようである。一
方、基礎学力不足により、入学後の授業等に支
障があるなどの状況にないか、教務委員会にも
確認する。

また、プレ・カレッジ実施後のアンケート（表2）で、合格者が
入学前にやりたいこと、大学にしてほしいことを踏まえると、
合格者のニーズにマッチした入学前教育を実施していると考え
る。

2024年度（2025年度入学者向け）は各学科・専攻ともにmoodle
を活用し、以下のような課題に取り組ませているが、アンケー
ト結果も踏まえた入学前教育にふさわしい・バランスの取れた
ものとなっている。
なお、これまで実施した入学前教育の概要は、2022～2024年度
入学者向け・入学前教育プログラム（プレ・カレッジ）報告の
とおりとなるが、2025年度入学者向けは2025年6月頃に取りまと
めを行う。

2025年度入学者向け各学科・専攻のプログラムについて
＜キャリア・イングリッシュ専攻＞
1. 英語のニュースを読んでみよう
2. 洋書に挑戦しよう
3. 英語で自己紹介

＜保育・幼児教育専攻＞
1. はじめてのレポート

保育、幼児教育、子育て、家族、子どもを取り巻く社会、事
象などから 自分でテーマを1つ決め、それらに関連する書籍を
3冊読んでレポートを作成する。
2. 音楽プレスタディ（提出なし）

初心者はバイエルの30番まで取り組む、弾き歌い「こぎつ
ね」

経験者は得意な1曲、弾き歌い「おもいでのアルバム」または
「いちねんせいになったら」
　こどものうたの練習

＜児童教育専攻＞
1. 特別支援教育に関するレポート
2. 教育に関するレポート
3. 社会時事に関するレポート
4. 小学生が楽しみ，学べる理科実験動画制作
＜心理臨床学科＞
1. Moodleの使い方を知ろう！
2. ストレスコーピングを知ろう！
3. 怖いもの見たさについて（統計）
4. 障害を抱え、つらさを抱えながら生きるとはー当事者に教え
てもらったことー2. ストレスコーピングを知ろう！

16 Ⅱ－２⑥　 教育・学習成果の可視化
・修学ポートフォリオ等を通じて、学生が自らの学習成果を自覚
し、エビデンスとともに説明できるようにするとともに、ＤＰの見
直しを含む教育改善につなげるため、複数の情報を集約して学習成
果・教育成果を把握・可視化する

学務・入試セン
ター

1）学修ポートフォリオの導入と運用・活用
・2021年度後期開始時、DPの到達度を測定した「学修評価票」
を前期成績とともに各学生にフィードバックした（2021年度前
期振り返り）。
・2022年度前期開始時（2021年度後期振り返り）は、学修評価
票の改良（DP到達度をレーダー・チャートで表示）を行うとと
もに、学修ポートフォリオを導入した。学修ポートフォリオ
（紙媒体）には、学生自身が学修評価票の評価を踏まえ、今後
の課題や目標を記入する。記入後はアドバイザーに提出し、ア
ドバイザーは記入内容をもとに学修課題などについて面談・指
導を行うことになった。
・2023年度（2022年度後期振り返り）より、Active Academyを
活用した学修ポートフォリオの運用が開始された。学生の学修
記録と教員の所見を Active Academyに入力することによって、
2023年度以降の入力データを教職員がwebで閲覧することが可能
になり、教職員一体となっての学修指導体制が整備された。
・2023年度からの学科再編にあわせて新課程における「学修評
価票」の見直しを行い、より見やすい調票へと変更した (2023
年度後期-）。予算の関係もあり、学修評価票は紙媒体での運用
が続いている。

・概ね当初の計画どおり進捗している。 ・学修評価票、ディプロマ・サプリメントのweb
化。

・学生の学修成果をエビデンスととも
に可視化するwebシステムの検討・導入
（学外活動についての記載も充実させ
る）。
・教学ＩＲデータの総合的な分析につ
いては、「Ⅱ-10③成果等の公表」を参
照。

Ⅲ Ⅲ

入学前・卒業後のサポート体制の充実
・プレカレッジ、入学前の課題等を通じて、入学予定者に対する学
修支援を充実させる。また、入学予定者に対して入学後の学修等に
ついて周知する。
・卒業生に対する生涯学習・リカレント教育を展開する。

Ⅲビジョン2020「Ⅲ１０②　入試委員会（入試内容
の点検）中間評価」で述べた通り、入学後の１年
次成績（GPA）は一般選抜以降の者と比しても遜
色なく、年内選抜合格者が入学後に概ねスムーズ
に大学教育に接続していると考える。

<評価できる点＞
①入学前のサポートとして、プレカレッ
ジを継続的に開催し、入学者の不安軽減
につながったこと。

＜改善を要する点＞
①卒業後のリカレント教育に関する取組
記載がないこと。
②一般入試合格者への入学前サポート体
制を検討すること。

＜総合評価＞
入学前のサポートとして、プレカレッジ
を継続して開催し、各学科・専攻にあっ
た内容を提供している。その結果、入学
予定者の不安感も軽減していることも明
らかになっていることから、取組は評価
できる。継続して課題となっている一般
入試合格者に対するサポート体制が見ら
れないため、今後検討いただきたい。ま
た、本計画では、卒業後のサポートとし
てリカレントの開催も項目にあがってい
る。内容としては、重複する別計画があ
るため、統合も検討いただきたい。

②リメディアル教育の必要性について分析を行
う。
表２のアンケート結果のとおり、高校までの学
習・復習は合格者各自で行う意識がつよく、現
状は大学の実施を求めていないようである。一
方、基礎学力不足により、入学後の授業等に支
障があるなどの状況にないか、教務委員会にも
確認する。

<評価できる点＞
①学修評価票を導入し、ウェブ化したこ
と。

＜改善を要する点＞
特になし

＜総合評価＞
学修評価票を導入し、ウェブ化したこと
は評価できる。今後は、大学での学修を
学外でもわかりやすく可視化していくた
めのシステム導入や内容について検討い
ただきたい。
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取組の概要 達成度・進捗状況 課題 今後の展望 評点 総合評価 達成度（評点）
目標・計画
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№ 計画番号 主担当

2）教学IRデータの総合的な分析
・IR・情報委員会の成績分析結果から「年次終了時点でGPA1.00
以下になる学生は殆どいないこと」「1年次や2年次終了時点で
GPA1.00以下になる学生はその年次や以降の修得単位数がかなり
少なく学修が進んでいないこと」が明らかになった(2022年
度）。
・この分析結果に基づいて、より早い年次で教育の質保証を実
践するために「2年次後期末までの修得単位が60単位未満で、か
つ通算GPAの平均値が1.0未満の場合は、2年次から3年次への進
級を認めない」とする教育の質保証に関する規程を2023年4月か
ら施行した。
・入試データと教学IR情報との関連の分析については、「Ⅱ-2
①3つの方針」を参照。
・学修行動や教育成果に関連する教学IRデータの総合的分析に
ついては「Ⅱ-10③成果等の公表」を参照。

3）ディプロマ・サプリメントの導入と運用
・ディプロマ・サプリメントとしてActive Academyの活用を検
討したが、システム上の課題があるため、それに代わり、まず
はDP達成度を示した「学修評価票」を成績証明書の補足資料と
して、学生が就職活動等で活用できるよう教務委員会にて決定
し運用を開始した(2023年度-）。
・2024年度は、「学修評価票」について企業との意見交換を
行った。「わかりやすく可視化されており、その学生が学業に
対してどう向き合ったか、ということについては分かるが、採
用時の参考にはならない（GPAも同様）」。「もっと外の世界を
見ていただきたい」「海外留学、インターンシップ、ボラン
ティア、アルバイトも推奨されるとよい」とのことであった。
・共愛学園前橋国際大学を視察し、共愛12の力の数値指標の可
視化とショーケースから成る「共愛キャリアゲート（KCG）」に
ついての情報収集を行った(2025年2月28日）。

17 Ⅱ－２⑦　 成績評価の信頼性の確保
・学習成果・教育成果に関する情報を自発的・積極的に公表するた
め、成績評価の信頼性を確保する 。

学務・入試セン
ター

1）アセスメント・ポリシーとプランの公表
・ディプロマ、カリキュラム、アドミッションの３つのポリ
シーに基づき、機関（大学）レベル、課程レベル、科目レベル
の３段階で、入学時から卒業時までのアセスメント・プランを
定め、大学HPで公開した (2021年度〜）。
・「Ⅱ-1-②アセスメントの着実な実施と教学IR情報の活用」を
参照

・概ね順調に進んでいる ・成績評価ガイドラインや成績評価方法の見直
し

・成績評価ガイドラインや成績評価方
法の見直しの継続

Ⅱ Ⅲ

2）科目ごとの成績評価分布や成績と学修行動・生活動向との関
係の分析
・科目ごとの成績評価分布については、当該科目の秀・優の比
率が30%を大きく超えた場合に限り、科目担当教員にその旨の
フィードバックを行なっている（2021年度〜）。

3）成績評価ガイドラインや成績評価方法の見直し
・2021年度入学生から新たな12段階成績評価、CAP制度、成績評
価ガイドラインの適用を始め、厳格な成績評価の徹底（概ね80
点以上については3割程度）を図っている。
・2021年度の導入当初と比較し、2022年度に成績評価ガイドラ
インについてのFD研修会を行って以降は、概ね成績評価ガイド
ラインに沿った成績評価が行われるようになった。
・成績評価点検を組織内で自律的に点検する方向で各学科専攻
に検討を委ねたところ、ガイドラインでは成績素点80点以上が3
割程度になることを求めているが、厳密に3割になるよう成績評
定を行うか行わないかが教員に委ねられていることからその解
釈が教員によってマチマチとなっていることが指摘された
（2023年度）。

・このような指摘を受け、成績評価ガイドラインや成績評価方
法の見直しについて、まず成績評価方法の共通理解を図ること
を目的とし、外部講師を招いてＦＤ・ＳＤ研修会(2024年10月24
日(火))を実施した。
・2024年の研修内容を参考に、「GP3.0 以上の学生が概ね30%程
度になるように到達目標・成績評価方法・評価のポイントを決
定」した上で「成績分布に著しい偏りが生じていた場合は、次
年度に向けて、科目担当者が到達目標・成績評価方法・評価ポ
イントの妥当性を検証する」とした「成績評価ガイドラインに
ついての申し合わせ」を作成し、2025年度の成績評価から適用
することになった。
・2025年度以降も、成績評価ガイドラインの見直しについて引
き続き継続検討することとしている。
・成績評価方法の見直しとして、全学科対象「卒業研究」の評
価の指標となるルーブリックを各学科・専攻で作成し、この
ルーブリックに基づいた成績評価を実施している（2023年度-
）。

<評価できる点＞
①成績評価ガイドラインを策定できたこ
と。
②卒業研究のルーブリック評価を策定
し、評価基準の標準化ができたこと。

＜改善を要する点＞
①成績評価ガイドラインについての継続
した検討

＜総合評価＞
成績評価ガイドラインを策定し、FD研修
等を通して教員の共通認識の醸成に取り
組んでいることは評価できる。また、卒
業研究のルーブリック評価を策定し、卒
業指導、評価の標準化ができたことも評
価できる。成績評価ガイドラインについ
ては、各教員の共通理解が必要であるた
め、継続して共通理解を図るための方策
と見直す機会を設けていただきたい。
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取組の概要 達成度・進捗状況 課題 今後の展望 評点 総合評価 達成度（評点）
目標・計画
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№ 計画番号 主担当

18 Ⅱ－３－１①　 共通教育科目の見直し・検証
・教務委員会に共通教育WGや実施部会を設置し、自然科学系科目、
人権教育・主権者教育等の科目の開設等の共通教育の不断の見直
し、検証を行う。

学務・入試セン
ター

1）フレッシュマンゼミのプラットフォームの策定
・共通教育部会でフレッシュマンゼミのプラットフォームを決
定し、2021年度の入学生から、学部全体で共通の内容と教材を
用いたフレッシュマンゼミを開始した。建学の精神など自校教
育と主権者教育も盛り込んだ内容とし、オンデマンド授業、対
面授業、クラス別少人数授業を併用して実施している。

・当初の計画どおり進捗している。 ・長期インターンシップ科目，地域社会に密着
したサービスラーニング科目（特に教育・保
育・福祉事業や地域再興事業等），国際的な
サービスラーニング科目の導入

Ⅲ

2）データサイエンス関連科目の新規開講
・学科再編時に共通教育科目の見直しを行い、学生が所属学科
専攻に関係なく、データの適切な取り扱い、データの基本的な
統計的処理と可視化の方法、AIやネットワークの活用方法、基
礎的なプログラミングに関する知識・スキルを修得できるよう
に関係科目を1年次より配置した(2023年度-）。このプログラム
は2024年度に文部科学省「数理・データサイエンス・AI教育プ
ログラム認定制度（リテラシーレベル）」（2024年8月27日付）
に認定された。

3）英語学修以外の異文化圏体験学修プログラムの新規開拓
・コロナ禍で新たな異文化圏体験学修プログラムの開拓が困難
になっていたが、2021年度はオンラインでワイカド大学
（ニュージーランド）の新規異文化体験学修プログラムを開始
し2名が参加した。2022年度から、ヨーロッパ、オセアニアを中
心に異文化体験学修、海外留学が再開された。ヨーロッパのプ
ログラムには、新たにフィンランドが加わった。

4) 地域に貢献できる人材の育成を目指した地域での体験学修型
科目の新規開講
・2023年度入学生より、地域生活課題について理解し貢献でき
る人材となることを目指し、地域での活動を通し体験型のサー
ビスサポートラーニング科目「熊本地域活動学」「熊本地域活
動学サービスラーニング」「熊本地域活動学サービスラーニン
グサポート」の３科目を新たに開設した。

5) 今後の共通教育科目の抜本的な見直しの方針について
・2025年1月23日の定例教授会において、学長より「今後の共通
教育科目の抜本的な見直しの方針について」が示され、今後は
本学の学生であれば必ず学ぶべき必修コア共通教育科目を定
め、今後は「少なく、重く」を重視し、主に専任教員による
コーチング型共通教育にシフトチェンジを行なっていくことが
共有された。
・2025年共愛学園前橋国際大学を視察して共通教育科目につい
ての情報収集を行った(2025年2月28日）。
・2027年度からのリニューアルに向けて、共通教育部会を中心
にカリキュラムを検討していく。

19 Ⅱ－３－１②　 他大学等と連携した共通教育科目の充実（単位互換制度の創設を含
む。）
・熊本大学教育統括管理運営機構附属数理科学総合教育センター等
と連携して、統計学等の数理・データサイエンスに関する科目を拡
充する。また、統計学等の数理・データサイエンスに関する科目の
オンライン授業の開設について検討を行う。
・ルーテル学院大学等との連携の下で、単位互換制度の創設につい
て検討する。

学務・入試セン
ター

1）東京のルーテル学院大学や熊本大学数理教育センターの講義
のKLC Moodleでの受講と単位互換制度の導入検討
・ルーテル学院大学との単位互換制度に基づき、遠隔授業で本
学の共通教育科目「環境学」を2021年度後期より提供してい
る。
・ルーテル学院大学からは2025年度より「世界の宗教」が提供
される予定となっていたが、2024年度後期に本学学生の履修希
望を募ったところ希望者がおらず、この科目は2025年度不開講
となった。
・ルーテル学院大学が学生募集を停止したことにより、ルーテ
ル学院大学との単位互換制度は2025年度を以て終了する予定で
ある。
・2020年度より熊本大学教育統括管理運営機構附属数理科学総
合教育センターとの協定に基づき「統計学」を開講した。
・2025年3月31日の熊本大学附属数理科学総合教育センターの廃
止に伴い、「熊本大学大学教育統括管理運営機構附属数理科学
総合教育センターと九州ルーテル学院大学との数理科学教育の
推進に関する協定」は同日廃止となった。

・計画の達成困難（熊本大学数理科学総合教育セ
ンター閉鎖、ルーテル学院大学閉学のため）

計画の中止 以下の計画については「Ⅱ-1-①共通教
育科目の見直し・検証」に統合して検
討していく。
・地域社会・産業界、教育界と連携し
地域人材を育成するためのフィールド
ワーク（体験型）科目の新設
・熊本大学との単位互換制度

Ⅰ Ⅲ（先方の大学の
状況によるもので
あり、本学の取組
としては、Ⅲと考
える。）

2）地域社会・産業界、教育界と連携し地域人材を育成するため
のフィールドワーク（体験型）科目の新設
・2023年度より、地域生活課題について理解し貢献できる人材
となることを目指し、地域での活動を通し体験型のサービスサ
ポートラーニング科目「熊本地域活動学」「熊本地域活動学
サービスラーニング」「熊本地域活動学サービスラーニングサ
ポート」の３科目を新たに開設した。

 3）熊本大学との共通科目単位互換制度の開始
・2023年度より、熊本大学との共通科目の単位互換制度を開始
した。
・2年間の実績は以下のとおり。
　2023年度：本学から受講（オンデマンド2名、併用3名）、熊
本大学から受講（対面4名）
　2024年度：本学から受講（対面5名、同時配信1名、併用1
名）、熊本大学から受講（対面1名）
　各年度の受講学生へのインタビュー調査の結果、相互に満足
との感想が得られた。
・2024年度は本学から受講した学生1名が単位取得できなかっ
た。出席はしたが難易度が高かったとのこと。
・2025年度からは「他大学の授業を履修する学生の取り扱いに
関する規程」を改正し、熊本大学の授業科目の「履修を希望す
る者は、累計GPAが2.5以上である者」に履修制限をかけること
となった。

特色ある適切な教育課程と学修成果の適切な把握・活用（共通教育）

<評価できる点＞
①学部共通のフレッシュマン・ゼミを開
始することができたこと。
②データサイエンス科目を導入すること
ができたこと。
③地域に根差したサービスラーニング科
目を導入することができたこと。
④共通教育科目の方針が設定されたこ
と。

＜改善を要する点＞
特になし

＜総合評価＞
学科・専攻に分かれていたフレッシュマ
ン・ゼミを学部共通内容とし、全学的な
プラットフォームとすることができたこ
とやデータサイエンス科目、サービス
ラーニング科目の導入等、多くの進捗が
見られたことは評価できる。また、2024
年度には本学の共通教育科目の編成方針
が明示されたことにより、今後カリキュ
ラム編成が進むことも期待できる。異文
化圏体験学修については、学科・専攻の
意識の違いが参加状況に影響しているこ
とも考えられる。2025年度以降の共通教
育科目の編成のなかで、異文化圏体験を
どのように設定するかについても検討い
ただきたい。

<評価できる点＞
①東京のルーテル学院大学等と単位互換
制度が開始できたこと。
②体験型科目として、「サービスラーニ
ング科目」を新設できたこと。

＜改善を要する点＞
特になし

＜総合評価＞
ルーテル学院大学等との単位互換制度を
開始し、実施できたこと、また地域社会
等と連携した科目として、「サービス
ラーニング」科目を新設できたことは評
価できる。計画に記載の大学及びセン
ターの閉学・閉鎖に伴い、本計画を中止
するに至ったことはやむを得ないと判断
する。他大学との新たな単位互換につい
ては、別計画のなかで検討いただきた
い。

・2027年度からのリニューアルに向け
た共通教育カリキュラムの検討。
　本学の学生であれば必ず学ぶべき必
修コア共通教育科目の検討
　地域に貢献できる人材の育成を目指
した地域での体験学修型科目の新規開
講
・熊本大学との共通科目の単位互換制
度の検証

Ⅲ
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取組の概要 達成度・進捗状況 課題 今後の展望 評点 総合評価 達成度（評点）
目標・計画

自己点検・総合評価委委員会2020～2024年度の取り組みについての中間評価（自己評価）
№ 計画番号 主担当

20 Ⅱ － ３ － ２
（１）①

英語のルーテルブランドの確立
・少人数教育による細やかな指導と教学ＩＲを生かした教育改善に
基づき、実践的４技能（読む・聞く・　書く・話す）の英語力を強
化する。

人文学科CE専攻 ①推薦入学生の課題テストの結果をデータ化し、過年度との比
較を行ってきた（2020～2023年度。2024年度入学前教育につい
てはアクティブ・ラーニングに特化した課題に変更を行ったた
め、データには含まれない。）
②入学後のプレイスメントテストのスコアを基に学生をレベル
に適したクラスに配置し、習熟度に合わせた教育や指導を行っ
てきた。

(B) に掲げた目標である「少人数教育による細や
かな指導と教学ＩＲを生かした教育改善に基づ
き、実践的４技能（読む・聞く・　書く・話す）
の英語力を強化する。」ことは、ある程度満足の
いく形で達成された。

キャリア・イングリッシュ専攻では、依然とし
て学生の4技能（リーディング、ライティング、
スピーキング、リスニング）を評価するための
適切なツールを模索している。コンピューター
の動作遅延や学内のコンピューター設備の撤廃
により、オンライン評価ツールの利用は非現実
的になっている。

Ⅲ

③TOEICL&Rのスコアについては、まず、2003年から2020年まで
の分析を行い、学習習慣とスコアの伸びの可視化を行った。ま
た、各年度において7月に実施されるTOEIC L&R試験のスコア
と、1月のスコアをIR担当教員が分析を行い、学生の基本的な能
力の推移を図るとともに、その後の教育や学習指導に役立てて
きた。

(C) に記載の施策は実施され、5年間の過程でい
くつかの変更が加えられた。特に、2021年度に導
入されたGSEプレイスメントテストは、予算や時
間の確保の困難さに加えて、多くの学生が技術的
な問題に直面したため、実用的ではないと判断さ
れ、2024年には英語レベル評価の基準として使用
されなくなった。

２）①入学後のプレイスメントテストについて、リーディン
グ、リスニング、スピーキング、ライティングの4技能を図るこ
とのできるオンラインテストGSEの導入を企画し、まずパイロッ
トスタディとして、2020年度の2年生に実施した。その際、
TOEICスコアやコミュニケーション評価との比較分析を行った。
2021年度からGSEをプレイスメントテストとして導入した。ま
た、前期末にGSEベンチマークテストを実施し、入学時のスコア
と比較分析を行った。2022年度も同様にプレイスメントテスト
と1年次、2年次のGSE（ベンチマークテスト）を行った。しか
し、予算及びテスト時間の確保の問題から、GSEベンチマークテ
ストは実施しないこととした。学習到達度はTOEICスコアを分析
することとし、4技能のうちのスピーキング能力については、
Communication Englishの授業内でネイティブスピーカーによる
スピーキングテストを行うこととした。

また、「リーディング＆ライティング I–IV」お
よび「English　Communication I–IV」では、学
生の習熟度に応じたクラス分けを継続しており、
適切な学習環境を提供するために、学生は上のレ
ベル・下のレベルへの移動が可能である。これら
の授業では4技能すべてを学び、実践する機会を
提供している。さらに、多くの授業でアクティ
ブ・ラーニングの手法が推奨されており、学生が
より深く学び、既存の知識を活用し、ピアグルー
プ（仲間同士の学習グループ）で英語スキルを向
上させることができるようになっている。

2) 2021年度に導入したGSEプレイスメ
ントテストは、数人の学生に技術的な
問題が起こり、実用的ではないことが
判明したため、2024年度の学生の英語
レベル評価の基礎としての使用を中止
した。
   また、リーディング＆ライティング
I – IV および英語コミュニケーション
I – IV の習熟度別のラス分けを継続
し、4 つのスキルすべての教育を行っ
ている。適切な学習環境で学生を更に
サポートするために、移動（上位と下
位の両方）を許可している。（学生配
置参照を参照）

②英語コミュニケーションの授業においてICTを活用することと
した。新型コロナウィルスの影響により遠隔授業が導入された
が、特に2020年はMoodleだけでなく、Zoomで双方向型の授業が
行われた。また、TOEICの授業において、English Centralを自
宅学修用に用いた。以後、Moodleに代表されるICTが授業内で活
用されている。

21 Ⅱ － ３ － ２
（１）②

異文化理解とグローバルな視野及び人間力を有する人材の育成
・実践的英語力の強化による英語の教員免許状、文系の学びを生か
したＩＴ、秘書学等の資格取得を支援するとともに、自ら考え、行
動する力と環境の変化に対応できるゼネラリストを育成する。

人文学科CE専攻 １） 英語教員免許状取得のための資格の厳格化
英語教員の質の保証のために、教職課程を履修する者に対して
は、2020年度までは3年前期までにTOEIC500点を取得しておくこ
とを最低ラインとしてきた。2021年度以降は、TOEICスコアを
550点に上げた。また、英検準1級合格も対象とする。英語教員
の質の保証のために、教職課程を履修する者に対しては、2020
年度までは3年前期までにTOEIC500点を取得しておくことを最低
ラインとしてきた。2021年度以降は、TOEICスコアを550点に上
げた。また、英検準1級合格も対象とする。

 １）当初は教職課程履修者のTOEICスコアの条件
を500点としてスタートしたが、履修希望者のス
コア取得状況の動向を分析し、500点を十分に満
たしていることや、CE専攻全体のスコアが上昇傾
向にあることから、条件を550点とすることとし
た。また、質の保証のために、TOEICスコア以外
の条件について検討が行われている。

３）の各種検定について
「秘書学」の授業が無くなり、秘書検定の資格
を持つ教員がいないこと、また秘書検定自体が
時代に合っていないこともあり、授業に関連付
け、学生たちに進めることはできない。他の検
定についても、内容を把握できている人がCE専
攻にいないため、学生主体で受けてもらうこと
になる。

Ⅲ Ⅲ

２）  CE専攻におけるIT分野の方向性の検討
CE専攻内におけるITに係る資格取得を推進するため「情報基
礎」、「情報検定演習Ⅰ、、Ⅱ」、「ソフトウェア検定演習」
などの専門科目を新たに設置した。

２）のIT科目に関して
情報処理室が廃止されたこと、および、IT系科目
の多くがキャリアイングリッシュ専攻から共通教
育科目に移動されたことを受けて、多くの計画が
変更された。

４）について
ビジネスの授業においては自治体との連携は難
しいが、エアライン・ツーリズム講座では熊本
県の観光振興課と連携できている。

３）  自ら考え、行動する力と環境の変化に対応できるゼネラ
リストの育成
授業でアクティブラーニングの取り組みを行っている。特に英
語コミュニケーション関連科目でグループワーク、ディスカッ
ション、プレゼンテーションが行われてきたが、広くどの科目
でも取り組まれるようになった。自分の意見を発信でき、多様
性が見につくことが認められる。

①大学の情報施設およびIT系科目教員不在の現状
においてキャリアイングリッシュ専攻としてIT専
門科目を設置することは困難でありIT関連の資格
を専攻として取得させることは適切ではない現状
である。

４）  地元のグローバル企業や自治体との連携
2020年度に産学官での話し合いを進め、2021年度の「エアライ
ン講座」を「エアライン・ツーリズム講座」に変更し、「アド
バンスト・グローバルビジネスⅠ＆Ⅱ」を新規開講した。新規
開講科目において、各企業と産学連携を開始した。2022年度か
らは一部の企業に体験学修（インターンシップ）にもご協力い
ただいている。

②上記理由により専攻として追加で資格取得支援
を行うことはしなかったが、キャリアイングリッ
シュ専攻からの提案により、IT関連科目の学長奨
励賞の対象範囲に関する議論が2023年度中に行わ
れ2024年度より実際に変更された。
③現在IT科目は情報表現論以外すべて共通教育科
目に設置されており、情報表現論も2025年度以降
は共通教育科目へ移動する。

３）の「学生主体で学べる科目を充実させる」に
ついて
2023年度から新たに学生主導で企画の立案から実
施までを学ぶ機会を与えるため、「プロジェクト
デザインI・II」を開設し、多くの学生が履修
し、自分たちのプロジェクトを実現できている。
生産的な英語スキル（スピーキングとライティン
グ）を向上させるために、「比較文化論」「英語
で学ぶグローバル問題」「アドバンスト・イング
リッシュ・プロジェクト」「英語で紹介する日
本」といったオールイングリッシュの授業を通じ
て、3年生・4年生の学生が英語で自己表現する機
会を提供している。

特色ある適切な教育課程と学修成果の適切な把握・活用　専門教育（人文学科）

1) TOEICのスコアは毎年平均的に上昇
を続けている。しかし、2021年から
2023年1月までは、COVID-19の影響で
TOEICテストはオンラインテストとなっ
た。TOEIC オンラインはTOEIC IPより
も試験時間が短く、マークシート方式
のテストとレベルが異なるように思わ
れる。2023年7月にTOEIC IPマークシー
ト方式が復活した際、平均スコアは98%
の学生で下がった。2024年1月にTOEIC
IPマークシート方式を再び実施した際
には、平均スコアは再び上昇した。(参
考資料参照)

<評価できる点＞
①英語4技能を測るためのテストを実施
し（2023年度まで）、授業のクラス分け
に活用できていること。

＜改善を要する点＞
①プレイスメントテストに代わるツール
を継続検討すること。

＜総合評価＞
2023年度までは、プレイスメントテスト
を実施し、英語の4技能を測ることがで
きていたことは評価できる。また科目に
よっては学生に応じたクラス分けを実施
し、習熟度にそった授業が実施できてい
ることも評価できる。今後も継続して測
定ツールの検討をしていただきたい。

Ⅲ

<評価できる点＞
①英語教員免許取得対象者の制限につい
て、見直しを行ったこと。
②エアライン講座、アドバンスト・グ
ローバル等の科目を導入し、産学官連携
を進めたこと。

＜改善を要する点＞
①産学官連携担当の教員が少なく負担が
大きいこと。

＜総合評価＞
共通教育科目の見直しにより、専攻科目
であったIT、データ関係の科目が共通教
育科目に移動したこと、また大学の設備
環境の変更や担当教員の問題から従前科
目が設定できなくなったこともあり、多
くの目標達成が困難であったことがうか
がえる。一方で、新しい科目を導入し、
産学官連携を進めてきており評価でき
る。しかし、担当教員が少ないこともあ
るため、人事計画や今後の専攻内容も含
めて検討いただきたい。
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取組の概要 達成度・進捗状況 課題 今後の展望 評点 総合評価 達成度（評点）
目標・計画

自己点検・総合評価委委員会2020～2024年度の取り組みについての中間評価（自己評価）
№ 計画番号 主担当

４）について
2021年度から2024年度までの4年間、グローバル
ビジネスI～IV及びエアライン・ツーリズム講座
で合わせて44の熊本県内外の企業等と連携をして
いる。（根拠資料参照）
（2023年度より科目名がアドバンスト・グローバ
ルビジネス（AGB）からグローバルビジネス
（GB）に変更し、また2024年度からプロジェクト
デザインI＆IIを開設したことにより、AGBIVを実
施していない。）
また、グローバルビジネスやエアライン・ツーリ
ズム講座の授業やインターンシップ/体験学修が
きっかけとなり、進路が決定した学生や、航空業
界を目指していたがホテル業を選択した、英語教
員を目指していたがグローバル企業に入社したな
ど、就職につながったケースも複数ある（企業
名：　JALスカイ九州、平田機工、ファーストリ
テイリング：　根拠資料については、就職支援課
の資料を参照ください）
「エアライン.・ツーリズム講座」や「アドバン
スト・グローバルビジネス」の授業では、3年間
にわたり地元企業でのインターンシップが継続的
に行われている。これらのインターンシップは、
学生が知識を実際の場面でどのように活用できる
かを体験する貴重な機会となっている。（根拠資
料参照）

人文学科こども
専攻保育コース

これまでの達成度は、事項によって異なり、①、
②はⅢ、③、④、⑤がⅡである。今後、進捗状況
が思わしくない事項について、③は2025年度から
プラスワンで対応する。また、④、⑤について
は、取り組みを強化していく。

現状として、①、②は計画どおり推移している
ため継続し、③、④、⑤については専攻会議で
今後の強化策を検討していく必要がある。

23 Ⅱ－３－２
（２）②

保育・幼児教育プラスワンの技術と実践力のある保育者の育成
・保育現場と協働した体験学修やボランティア活動、研修・研究の
機会を増やすことで、保育実践力のある保育士・幼稚園教諭を育成
する。

人文学科こども
専攻保育コース

①子育て支援現場体験の充実として、大学附属くろかみ保育園
でのボランティア活動を推奨している。また、子育て支援サー
クル「くれよん」の活動を実践している。②海外における保育
現場を学ぶ体験学修では、2024年度から海外研修を実施してい
る。③卒業生のリカレント教育・学び直しの研修では、卒業年
の9月にリカレント講座を実施している。

①、②、③ともに目標は達成している。また計画
も順調に推移している。異文化体験では、2023年
度、2024年度とフィンランド海外研修を実施して
いる。③は、保育ソーシャルワーク研究所主催の
保育現場で働く保育者を対象にしているオンライ
ン研修を学生が受講できるようにしている。

①は継続的かつ計画的に現場体験ができるよう
にしていくことが課題である。現時点では、毎
月1回土曜日に開催される保護者フリートークに
学生が参加できるように保護者の了解を得てい
る。②は、2025年度もフィンランド研修は実施
予定である。しかし、金額が高額で多くの学生
が参加しやすいとは言いがたい。そこで、台湾
への海外研修を計画して学生が海外研修に参加
しやすい工夫をしていく。③は、学生が現場保
育者の研修会に継続的、計画的に参加できるよ
うする。参加回数も増やすようにする。まず
は、オンライン研修への参加を促す。

①では、保育ソーシャルワーク研究所
とのタイアップで学生が保護者支援を
学ぶ機会を増やす。また、2025年度か
らはプラスワンの学びとして保育ソー
シャルワークの科目履修できるので履
修者を増やす。②海外研修の渡航先を
複数準備することで学生の状況に合わ
せた選択肢が持てることにより、体験
学修の機会を増やす。③卒業生に対す
るリカレントの機会は卒業年に1回で
あったが、卒業年度に関係なく、学び
直しができる機会を設ける準備をす
る。

Ⅲ <評価できる点＞
①付属園と連携し、子育て支援の場への
ボランティアの機会を学生に提供できて
いること。
②海外フィンランド研修を開催できたこ
と。
③卒後教育として、卒業生（1年目）を
対象とした研修を継続して開催できてい
ること。

＜改善を要する点＞
①系列園であるルーテル幼稚園でのボラ
ンティア実施も推進すること。
②より多くの学生が参加しやすい海外研
修を検討すること。

＜総合評価＞
付属園と連携し、学生が子育て支援の場
を経験できていることは評価できる。ま
た、海外フィンランド研修を開催し、海
外の保育を学ぶ機会となっていることも
評価できる。一方で、参加できない学生
もいるため、幅広く海外の保育を学ぶ機
会を提供するためその他の選択肢も検討
していただきたい。
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22 Ⅱ－３－２
（２）①

保育・幼児教育プラスワンの専門的知識を持つ保育者の育成
・多文化保育のニーズという観点から英語４技能に優れた保育士・
幼稚園教諭を育成する。
・保育の環境整備や子育て支援の重要性に対する深い理解を持った
保育士・幼稚園教諭を育成する。

コロナ後、2022年度からこどもフェスティバルも復活して新た
な形でイベントを実施している。大学附属くろかみ保育園や系
列園のルーテル学院幼稚園の園児や保護者にも出演依頼をして
交流を深めてきている。また、海外につながる家族の子育て支
援に強い保育者養成では、2023年度から始めた海外研修やこれ
までの多文化保育の学び、保育英検の受験奨励などで実践して
いる。特別支援教育に強い保育者育成では、2023年入学生以降
は、特別支援教育の関連科目履修などで育成している。さら
に、ＩＴリテラシー・スキル、幼小連携に強い保育者養成で
は、卒業研究で幼小連携の論文執筆に取り組む学生もいるが、
保育・幼児教育専攻として取り組むには至っていない。

保育コースは、2023年度入学生から保
育・幼児教育専攻に改組された。これ
により、特別支援教育の科目履修など
は免許取得ではなく、新たな学びの形
を取り入れていく。その1つがプラスワ
ンであり、プラスワンの保育心理、保
育ソーシャルワークの学びで特別支援
教育を強化する予定である。また、こ
どもフェスティバルのイベントでは、
附属くろかみ保育園、系列園のルーテ
ル学院幼稚園の他、地域の保育施設に
も参加してもらえるような取り組みを
していく。海外につながる家族の子育
て支援に強い保育者養成では、海外研
修の充実、保育英検の推進を行ってい
く。

Ⅲ <評価できる点＞
①こどもフェスティバルを継続的に開催
し、学生に保育実践の場を提供できてい
ること。
②保育フィンランド海外研修を開始し、
多文化保育を学ぶ機会を設定できたこ
と。
③保育英検の受検料補助を行い、学生へ
受検への動機付けを行っていること。

＜改善を要する点＞
①ITリテラシーに強い保育者養成につい
て検討が進んでいないこと。
②学科等再編後、学生が特別支援教育科
目について学ぶ機会について検討するこ
と。
③保幼小連携に強い保育者養成について
の検討が進んでいないこと。

＜総合評価＞
こどもフェスティバルを継続的に実施
し、学生が付属園園児や保育者、また他
学年の学生と協働して一つのイベントに
取り組む機会を提供できていることは評
価できる。また、保育フィンランド海外
研修を開始し、海外の保育への視野を拡
げる機会を提供できていることも評価し
たい。今後は、検討の進捗が見られない
「特別支援に強い保育者」「ITリテラ
シーに強い保育者」「保幼小連携に強い
保育者」をどのように養成していくかに
ついて詳細を検討いただきたい。

Ⅱ
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取組の概要 達成度・進捗状況 課題 今後の展望 評点 総合評価 達成度（評点）
目標・計画

自己点検・総合評価委委員会2020～2024年度の取り組みについての中間評価（自己評価）
№ 計画番号 主担当

人文学科こども
専攻児童教育
コース

「理科」「理科演習Ⅱ」「図画工作」「児童教育フィールド
ワーク」「特別研究」「卒業研究」等の授業において、計画に
則った活動が行われている。また、課外活動においても各種活
動が行われている。

これまでの達成度については、2020-2023年度が
Ⅱ、2024年度がⅢだった。計画の進捗状況として
は、順調に推移していると判断している。

　

25 Ⅱ－３－２
（３）②

学校現場を想定した実践的な授業の充実
・実務家教員等による授業を通して、実践的な資質・能力を備えた
人材を育成する。
・熊本県（市）教育委員会等との連携を密にし、学校現場の最新の
動向を踏まえ、その諸課題に適切に対応できる人材を育成する。

人文学科こども
専攻児童教育
コース

「教師力演習」を中心に、熊本市・熊本県教育委員会の協力の
元、現職教員の講話等を取り入れている。また、1年次から4年
次まで全ての学年において、学校現場で学生が学ぶ科目を設定
することができた。

これまでの達成度については、2020年度がⅢ、
2021-2023年度がⅡ、2024年度がⅢだった。計画
の進捗状況としては、順調に推移していると判断
している。

現状、順調に推移している為、特段目立った課
題は見受けられない。しかし、学校現場を取り
巻く状況は年々変化しており、教員養成の在り
方については、本ビジョンを大筋とした上で、
細部においては絶えず更新を続けていく必要が
ある。

こども専攻児童教育コースは、2023年
度入学生から児童教育専攻へと改組さ
れた。今後は、小学校教育と特別支援
教育を両立させる中で、本項目をⅡ-3-
2（3）①へと統合し、「学校現場を想
定した実践的な授業の充実」を引き続
き推進していきたい。

Ⅲ <評価できる点＞
①授業のなかで熊本市・県教育委員会と
連携した取組を継続して実施できている
こと。

＜改善を要する点＞
特になし

＜総合評価＞
市や県教育委員会と連携し、現職教員の
講話を行う授業を設定しており、学生が
学校現場を学ぶことができていることは
評価できる。

Ⅲ

26 Ⅱ－３－３
（１）①

公認心理師養成カリキュラムの充実による大学院教育への円滑な接
続
・公認心理師になるうえで必要な知識・能力・技量を養うための本
学独自の教育システムを開発する。
・実習施設を新規開拓し、公認心理師養成に十分な実習内容を学生
に提供する。
・科目の特性に合った評価方法（ルーブリック、試験）と履修制限
を導入して学習意欲を高めるとともに、適切なアセスメント・プラ
ンに基づいてアセスメントを実施して教育課程の効果を検証する。
・ Society5.0に向けて情報活用能力の向上を意図してデータサイエ
ンスや情報処理等の科目を導入する。

心理臨床学科心
理学コース

公認心理師カリキュラムは2021年度に完成し、現在7年目を迎え
ている。2022年に開始した公認心理師養成大学院との連続性の
ある学びも実施できている。実習施設についてもコースの学生
が確実に実習を行えるよう新規開拓を行い（根拠資料①）、ま
た、実習施設との連携を図るために実習指導者連絡協議会も開
催している（根拠資料②）。
心理学コースの履修指導については、1年時、2年時のオリエン
テーションでGPAによる履修指導について周知を徹底し（根拠資
料③）、学生自身が卒業後の進路を考えたうえでの進路選択が
できるよう指導している。また、実習前後で不調に陥る学生が
いたため、メンタルヘルス関連の簡易チェックを実習前後に定
期的に行い、早期発見、対応に心がけている（根拠資料④）。
進学・就職支援体制としては、心理系大学院対策講座（根拠資
料⑤）を定期的に実施、また心理学検定団体受験も開始してい
る（根拠資料⑥）。4年生だけでなく、2〜3年生に対しても案内
し、将来の進路選択に繋げる形を取っている。

公認心理師カリキュラムは2021年度で完成し、都
度科目や実習の方法などは検討を重ねている。実
習施設についても受講人数の変動に対応できるよ
う、新規開拓を行っている。
学生への指導については、1・2年次のオリエン
テーションにおいてGPA等による履修制限につい
て周知を行い、2年時末に、レポート及び面接を
通しての適正の確認を行っている。

公認心理師カリキュラムについては順調に進ん
でいるが、科目数や、実習等で教員の負担が大
きくなってきており、今後内容を再度検討し、
無理なく継続できる形を模索していく必要があ
ると考えられる。

公認心理師養成カリキュラムの見直し
が検討されており、今後本学でも対応
していく必要がある。また、心理実習
においては、より良い実習を行うため
にも、連絡協議会を定期的に開催し、
実習指導者との連携を図っていく

Ⅲ <評価できる点＞
①公認心理師カリキュラムを策定し、着
実に実施できていること。
②実習施設の開拓を行ったこと。
③実習指導者連絡協議会を開催し、実習
施設との連携を図っていること。
④大学院試験対策に取り組んでいるこ
と。

＜改善を要する点＞
①担当教員の負担が大きいと予想される
こと。
②2023年度からのコース編成に対応した
目標設定が新たに必要である。

＜総合評価＞
2021年度から公認心理師カリキュラムを
開始し、着実に希望者もいることは評価
できる。また、必要な実習実施に向けた
様々な取組も行われており、継続した実
施をお願いしたい。担当教員は大学院の
授業科目も担当しており、負担が大きい
ことが予想されるため、中・長期的なス
パンで人事計画等も含めた検討の必要性
がうかがえる。なお、2023年度より新設
された人間科学コースについての検討も
願いたい。
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27 Ⅱ－３－３
（２）①

幼児・児童・生徒の心に寄り添い、即時的対応力、マネジメント力
を有した特別支援学校教諭の育成
・特別支援教育に係る学修の質を保証するとともに、特別支援教育
枠の教員採用試験の受験率を高める。
・座学による知識と実習や療育支援ボランティアで得た経験をさら
に活かして支援スキルを高めるために、特別支援にかかわる課外活
動を拡充して学生に提供する。
・科目の特性に合った評価方法（ルーブリック、試験）と履修制限
を導入して学習意欲を高めるとともに、適切なアセスメント・プラ
ンに基づいてアセスメントを実施して教育課程の効果を検証する。

心理臨床学科特
別支援教育コー
ス

1）学修内容の定着と深化を図るため、対話的な授業の実施に努
めた。期中には新型コロナウイルス感染症防止のため、対面授
業の実施回数が減少した年度もあったが、オンライン上でのグ
ループディスカッションを取り入れたり、Moodle上で課題の相
互評価を行ったりするなど工夫して授業を実施した。
2）課外活動については、新型コロナ感染症が５類感染症になっ
た年度から、KLC子どもサポーターの活動を再開し、延べ200〜
300名の学生が特別支援学校や特別支援学級での体験活動を行
なった。また、2019年度にはダウン症支援部、2020年度には自
閉症支援部、2021年度には金曜教室が「障害者の生涯学習支援
活動」に係る文部科学大臣表彰を受賞し、さらに金曜教室は、
20年の継続した支援活動が評価され、熊本日日新聞社「緑のリ
ボン賞」を受賞した。

1）３人がオムニバスで授業を行う「人間と障
害」「特別支援学校教育実習Ⅰ」では毎回、グ
ループディスカッションを行うなど、2024年度ま
でに50％の授業で対話的な授業を達成した。
2）KLC子どもサポーターを通して延べ200〜300名
の学生が特別支援学校や特別支援学級での体験活
動を行なった。併せて、ダウン症支援部、自閉症
支援部、金曜教室の3つの支援活動においても、
延べ175名の学生が療育活動に積極的に参加して
いる。
3）2024年度からアセンスメントプランを実施し
ている。

1）今後も学修内容の定着と深化を図るため、対
話的な授業の実施に努める必要がある。
2）課外活動が一層充実するよう周知に努めると
ともに、１年次から平日にボランティアなどを
行えるような時間割の工夫が必要。
3）履修の基準とするGPAポイントと適正な学修
指導についての再検討が必要。

1）今後も学修内容の定着と深化を図る
ため、対話的な授業の実施方法につい
て研究していきたい。
2）KLC子どもサポーターをはじめとし
た課外活動が一層充実するよう周知に
努めるとともに、時間割の作成につい
ては教務委員会に依頼する。
3）適切なGPAポイント基準と適正な学
修指導のあり方について再検討してい
く。

Ⅲ Ⅲ

特色ある適切な教育課程と学修成果の適切な把握・活用　専門教育（臨床心理学科）

Ⅱ－３－２
（３）①

地域に根ざし、地域の人々と協働できる小学校教員の育成
・学生による地域貢献活動等を設定し、地域の課題を理解した上
で、その解決に貢献できる人材を育成する。
・熊本県を中心とした郷土の素材を活用し、美術館・博物館等での
フィールドワークの機会を生かした郷土教育を充実させる。

24 現状、順調に推移している為、特段目立った課
題は見受けられない。しかし、学校現場を取り
巻く状況は年々変化しており、教員養成の在り
方については、本ビジョンを大筋とした上で、
細部においては絶えず更新を続けていく必要が
ある。

こども専攻児童教育コースは、2023年
度入学生から児童教育専攻へと改組さ
れた。今後は、小学校教育と特別支援
教育を両立させる中で、Ⅱ-3-2（3）➁
を統合し、「地域に根ざし、地域の
人々と協働できる実践的な小学校教員
の育成」として引き続き推進していき
たい。

Ⅲ <評価できる点＞
①各科目、課外活動のなかで、フィール
ドワークを実施できていること。

＜改善を要する点＞
特になし

＜総合評価＞
各科目や課外活動のなかでフィールド
ワークを実施し、地域における学生の活
動機会を提供できていることは評価でき
る。

Ⅲ

<評価できる点＞
①コロナ禍においてもICTを活用し、対
話的な授業が実施できたこと。
②金曜教室、ダウン症支援部、自閉症支
援部の活動に加えて、KLC子どもサポー
ター制度の運用が始まり、多くの学生が
参加できていること。
③GPAだけでなく面談を通した履修指導
を開始したこと。

＜改善を要する点＞
①学科等再編に伴い、専攻異動があった
ことから目標の再設定をすること。
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3）適切な評価方法と履修制限の実施について、教職課程（特別
支援学校教諭免許状）の履修条件を、質保証の観点から、GPAを
他の教職コース同様、3.0に引き上げたが、成績評価が絶対評価
から相対評価に変わったため、全ての学生がGPA3.0以上を維持
する事が困難になり、特別支援教育にかかる学生の学修等の水
準を担保するためのGPAポイント等の考え方について再検討し
た。そこで、新たなアセスメント・プランを学修指導と体験活
動確認の２つの柱で実施することとした。学修指導では、２年
３年進級時のGPAによる履修科目数の制限により、学生個人に応
じた学修指導を行った。また、４年進級時にはGPA3.0未満の学
生には個別面談を行い免許取得意志と学修計画の改善構想につ
いて確認し指導した。体験活動への参加状況確認については、
２年３年終了時に活動経験の有無を、紙面等により確認し、未
経験者には面談にて検討を促すようにした。
4）特別支援教育枠の教員採用試験受験率の向上については、新
型コロナ感染症が５類感染症になった年度から、特別支援学校
における研修会や関係学会への参加が増え、教員採用試験の受
験率も向上した。

4）特別支援学校公開研究発表会に９人、日本特
殊教育学会第62回大会に７人が参加し、採用試験
も希望者全員が採用試験を受験している。

4）教員採用試験の受験は、受験者の免許状の活
用先などの考え方によるところが大きく、当該
年度の受験倍率をはじめとしたバイアスにも左
右されるため、数値的な向上には幅が生じるの
は現状として致し方ない。その上で、今後も全
学年の学生に継続的な体験活動や研修会等への
積極的な参加を推奨して特別支援教育への動機
づけを促進する必要がある。

4）児童教育専攻に移行したことから、
目標の変更が必要。これまでの採用試
験受験率の向上という目標ではなく、
特別支援教育に関する知見を深める取
り組みを行う。

28 Ⅱ－３－３
（３）①

当事者に寄り添い、多様な領域で包括的な相談支援を担える精神保
健福祉士の育成
・精神保健福祉に係る学修の質を保証し、精神保健福祉士合格率を
高める。
・現場での福祉的支援の実際を想定した授業を展開し、座学を充実
させるとともに、精神保健福祉に関わる課外活動を拡充して学生の
支援スキルを高める。
・科目の特性に合った評価方法（ルーブリック、試験）と履修制限
を導入して学習意欲を高めるとともに、適切なアセスメント・プラ
ンに基づいてアセスメントを実施して教育課程の効果を検証する。

心理臨床学科精
神保健福祉コー
ス

2021年度よりスタートした精神保健福祉士養成新カリキュラム
に基づき本学における精神保健福祉士養成人材像を作成し、各
学年オリエンテーション等で学生に示すことで、具体的な将来
像を示していった。また、新科目である「刑事司法と福祉」に
ついては、熊本保護観察所を始め多くの司法機関の協力を得る
ことにより、現場の講師によるオムニバスの授業を実現するこ
とができた。また実習関連では精神保健福祉士実習において実
習指導者を招いての実習事前協議会、実習報告会・事後協議会
をスタートさせ、定着することができ、学校ソーシャルワーク
実習においては、３教育委員会から7教育委員会に拡充すること
ができた。また2024年度より学校ソーシャルワーク実習プログ
ラム検討会を立ち上げることができた。

達成目標とする到達点について概ね達成できてき
ており、計画の進捗としても順調に進んでいる。

教育課程の効果検証については、実習先からの
実習評価も踏まえてさらに取り組む必要があ
る。精神保健福祉士の求人が増加しており、そ
の社会的ニーズに応じた人材を育成する必要が
あるが、教員2名体制で実習助手の勤務要件が不
安定な状況にあり、精神保健福祉士養成体制が
今後維持できるかが危惧される。

精神保健福祉士へのニーズの高まり、
職域の広がりに伴い、更なる多様な学
びの場を創出し、学生の課題に応じた
学びに取り組んでいく。

Ⅲ Ⅲ

　国家試験対策においては、国家試験対策時間を増加させ学生
主体での取り組みを強化することにより、2023年度、2024年度
は初めて2年連続合格率80％を超えることができた。
　また精神保健福祉士受験資格取得に関する規程を作成し、そ
れに基づき2024年度より2年次、3年次において、GPA2.7未満の
学生に個別面接を実施した。
2024年度末に精神保健福祉コース20周年記念誌を発行予定であ
る。
卒後教育として、スクールソーシャルワーク教育課程の卒後教
育を継続して実施している。

29 Ⅱ－３－４①　 地域貢献と多職種連携への意識の高い科学的視点をもった臨床心理
専門職の地域貢献と多職種連携への意識の高い科学的視点をもった
臨床心理専門職の育成
・２０２２年度開設予定の人文学研究科公認心理師養成課程のため
の質の高い公認心理師を養成する教育システムを開発・検証する。
・心理学における研究に関する科目を導入して科学者としての知識
やスキルを教育する（2022年度～）。
・実習科目において具体的な基準に基づいた実習生の行動や態度に
ついて評価するとともに、多職種連携に関連した教育計画を組み、
臨床実践スキルの質を担保する（2022年度～）。
・適切なアセスメント・プラン（成績、学生調査、修士論文評価、
就職先評価等）を掲げて、公認心理師養成課程における学習成果及
び教育効果を検証する（2022年度～）。

人文学研究科 人文学研究科公認心理師養成課程新設に向けカリキュラムを策
定し、学内実習施設としてカウンセリングルームジャニスを整
備し、2022年4月に昼間開講として新たなカリキュラムを開始し
た。院生室や大学院生の主たる講義室を3号館に移し、2023年カ
ウンセリングルームジャニスの移転による環境整備を行った。
新カリキュラム内容に応じたディプロマ・ポリシーを改訂し公
表し、アセスメント・プランの評価もこれに沿った内容に変更
した。公認心理師国家資格試験日程の変更に合わせ修士論文提
出までの日程変更、学外実習等学習の進捗状況に合わせ実施時
期を変更するなど、確実な公認心理師養成に向けた教育実践と
なった

心理学における研究法（「心理学研究法」および
「心理学統計法」）、多職種連携に関する講義
（「多職種連携の実際」）を含む公認心理師養成
カリキュラム（2022年度～）が策定された。（資
料Ⅱ３４①－①、資料Ⅱ３４①―②）
実習における実習生の行動や態度評価基準は学部
実習の評価基準に準じて開発した。（資料Ⅱ３４
①－③）2022年4月より公認心理師養成コースが
開始された。2023年3月をもって旧カリキュラム
が終了し2023年度は2学年ともに新カリキュラム
に移行し全面的に昼間の開講となった。カリキュ
ラム全体を通して専門職としての高い科学的視点
が求められており、演習及び学内・学外実習は新
たな取組となった。
２）心理学における研究に関する心理学研究法、
心理学統計法の科目はカリキュラム策定時に導入
した。（資料Ⅱ３４①－②）
３）公認心理師業務において必須となる多職種連
携に関する科目はカリキュラム策定時に導入し
た。（資料Ⅱ３４①－②）
４）大学院アセスメント・プランの完成
学部のアセスメントポリシーを参考に学会発表実
績、学術論文等発表実績、表彰・受賞実績を指標
として追加したものを大学院アセスメント・プラ
ンとして策定した（（資料Ⅱ３４①－④）。学生
便覧に掲載していたが、実施体制が整っていな
かったため、確実な実施に向け、整備を行った。
（資料Ⅱ３４①－⑤）

公認心理師養成カリキュラムの運用を開始した
ばかりであり、その評価等を確実に行い検証を
していく。臨床実践の場である学内実習施設カ
ウンセリングルームの活用について、ケース数
不足による実習時間確保がぎりぎりの状態であ
り、利用者増が望まれる。しかし、インテーク
面接やケース担当を分担している公認心理師
コース担→削除担当教員にとっては負担増が見
込まれる。また、2022年度新カリキュラムによ
る昼間開講により、授業コマ数及び実習巡回等
による仕事量が増加していることも合わせて検
討していく必要がある。

公認心理師カリキュラムから2年が経過
した。計画当初の１）２）３）６）は
完了しているため、今後は5年間は2022
年より運用を開始した公認心理師カリ
キュラムについてアセスメント・プラ
ンによる評価を元に検証を行いなが
ら、目標の達成を目指す。

Ⅲ Ⅲ

５）カリキュラム及びアセスメント・プランの公
認心理師養成の現状に応じた修正（リカレント教
育、長期履修制度検討を含む）
　カリキュラムの修正について、実践実習Aにつ
いて、医療領域、福祉領域の順番で行っていた
が、医療領域の知識が不十分であったため、実習
順番を変更した。1年間の科目履修を終え医療分
野実習を行うことにより、より実践的なケース担
当に取り組むことができるようになった。（資料
Ⅱ３４①－⑥⑦）

特色ある適切な教育課程と学修成果の適切な把握・活用　専門教育（人文学研究科）

＜総合評価＞
様々な課外活動を通して、学生の特別支
援教育への意識を醸成し、それらが様々
な表彰にもつながっており客観的にも評
価されていることは評価できる。また、
新たにKLC子どもサポーター制度が立ち
上がり、多くの学生が参加していること
も評価したい。さらに、学会等への参加
も促すことで、学生の特別支援教育への
動機付けも行っている。今後は児童教育
専攻へと異動することから、目標・計画
について検討をお願いしたい。

<評価できる点＞
①精神保健福祉士カリキュラムを策定
し、着実に実施できていること。
②国家資格に向けた対策が行われ、継続
的に高い合格率となっていること。
③新たな実習先を確保できたこと。

＜改善を要する点＞
①担当教員の負担が大きいと予想される
こと。

＜総合評価＞
2021年度から開始されたカリキュラムは
着実に実施されており、学生の希望も多
くなっている。国家試験対策に向けた取
組や卒後教育にも力を入れ、資格合格率
が高いことも評価できる。一方で、教員
が2名で対応しており、中・長期的スパ
ンでの人事計画等の検討が必要かとうか
がえる。

<評価できる点＞
①大学院の公認心理師カリキュラムが策
定され、着実に実施できていること。
②アセスメント・プランを策定し、それ
に基づいた評価ができていること。
③他職種連携に関する科目、心理学研究
法に関する科目を導入したこと。

＜改善を要する点＞
①アセスメント・プラン結果に基づく継
続的な検証
②リカレント教育・長期履修制度の検討

＜総合評価＞
大学院における公認心理師養成カリキュ
ラムを策定し、着実に実施できている。
アセスメント・プランも策定し、プラン
に基づいた評価も実施できている。開講
が必要な科目の導入もできており、計画
の多くの項目は達成できていると評価で
きる。今後は、アセスメント・プランの
結果に基づいた継続的な検証と課題と
なっているリカレント教育、長期履修制
度についての検討を行っていただきた
い。
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研究推進においては研究科委員会内での倫理審査
を随時行っている。12月に行った大学院ＦＤ研修
では、研究倫理をテーマに教職員に加え、大学院
生も参加し実施した。（資料Ⅱ３４①－⑧）
公認心理師国家資格試験の日程が前倒しで3月に
決定し、今後も他の国家資格同様、卒業年度内の
実施が見込まれるため、学事日程を変更した。
（資料Ⅱ３４①－⑨）変更について初年度より大
きな影響はなく、順調に進行し、2月時点で修士
論文提出、審査等、滞りなく実施した。
　　ディプロマ・ポリシーの修正に伴い、アセス
メント・プランの評価内容を変更し2024年度評価
を実施した。（資料Ⅱ３４①－10）
リカレント教育の一環として研究相談員を創設
し、2024年度より運用を開始した（資料Ⅱ３４①
―⑪）長期履修制度も創設し、2025年4月より運
用を開始する予定である。（資料Ⅱ３４①―⑫）

６）現行大学院カリキュラムの検討
　　旧大学院カリキュラム修了生評価（2021年6
月実施）：大学院のディプロマ・ポリシー各項目
はいずれも3点台（おおむね身についている）で
あり、一応大学院での学習が身についているとい
う修了生の評価であった。ただ、「発達障害のリ
スクのある乳幼児の心理査定、就学前までの支援
ができる能力」については、前年度同様、2.8点
（１〜５点）と他の領域に比較してやや評価が低
めであり、研修等の提案も行われたが、学生が社
会人で時間の確保ができず、解決できないまま
2022年度でカリキュラム終了となった。（資料Ⅱ
３４①－⑬）

30 Ⅲ－１①　 高大接続改革実行プランにおける大学入学共通テストへの対応
・アドミッション・ポリシーに合致する学生の受入れを見据え、大
学入学共通テスト利用選抜のあり方について検討する。
・本学における大学入学共通テストへの対応状況について、ホーム
ページ等で迅速かつ正確な周知を行う。

学務・入試セン
ター

新学習指導要領の指針に対応すべく、入試において「知識・技
能」「思考力・判断力・表現力等」「主体的に学習に取り組む
態度（2025年度から「主体性を持って多様な人々と協働して学
ぶ態度」）を評価するため，３ポリシーの改訂、ＡＰの改正に
伴う本学の入試制度・選抜方法の改善を実施した。
【2021年度選抜】
2020年度選抜までの国、数Ⅰ・A、英語から高得点の2科目採用
（計400点満点）による判定から、高得点の2科目400点に「調査
書の評価（40点）を加えた440点満点で評価するよう改正。共通
テストで「知識・技能」、「思考力・判断力（表現力）」を評
価し、主体性・協働性を調査書の活動実績等で評価する仕組み
を整えた。
【2025年度選抜】
2025年度新課程WGでは、APにおける「高等学校までに共通して
学ぶ教科・科目についてのバランスのとれた幅広い基礎学力」
に即し、幅広い受験者層から多くの志願者を得るよう、7教科の
中から高得点の2教科・2科目を採用するよう改正した。また、
表現力は調査書により評価を行うなど検討を行うこととした。

同左 大学入学共通テストに記述式の導入が
見込めないため、本学において「表現
力」を問う方法を検討する。

Ⅲ Ⅲ

　共通テスト利用選抜の志願者が近年増加傾向にあるが、これ
は児童教育専攻希望の者による熊本大学との併願（本学一般Ⅰ
と熊大の推薦日程が重複のため、本学一般Ⅰが受験できない）
に主な要因であると考えられる。ただし、2021年度選抜及び
2025年度選抜においては熊本大学の推薦日程と重複していな
かったため、更なる分析を行いたい。前述のとおり共通テスト
利用選抜は共通テストの得点と調査書のみで判定することを維
持し、7教科から高得点の2教科2科目を採用することで、より多
様な志願者が多数出願することを見込むが、マーク式のみの試
験であるため、今後「思考・判断・表現」のうち「表現力」を
評価するための仕組み・方法について検討を行う。
　大学入学共通テスト利用選抜の入学者数は下表のとおり少数
であり、入学後の1年次GPA平均比較など入試結果の検証を行う
際に、母数が少なく検証が困難な状況にあるが、共通テストは
あくまで一般選抜の補完的な位置づけとして、一定数の入学者
確保に繋がることを期待する。

31 Ⅲ－１②　 アドミッション・ポリシーを基準とする選抜方法・入試内容の点検
・アドミッション・ポリシーに合致した入学者を選抜するにふさわ
しい選抜方法・入試内容になっているか、絶えず点検を行う。

学務・入試セン
ター

2021年度選抜からの入試制度改革に伴い、APの改正（学力の
３要素対応）を行った。（別紙参照）また、2023年度には本学
において学科・専攻の再編を行ったことにより、ＡＰを改正
し、2025年度からは更なる新学習指導要領に対応した入試制度
改革を行うため、ＡＰを一部改正した。2023年度選抜からAPに
対応する選抜方法を一覧にし、募集要項の記載方法もわかりや
すくするよう改善している。

入学前までに身につけておいてほしい力は、各学科・専攻共
通で①「知識・技能」については、高等学校までに共通して学
ぶ教科・科目についてのバランスのとれた幅広い基礎学力と基
本的生活習慣」を求め、②「思考力・判断力・表現力」及び③
「主体性を持って多様な人々と協働して学ぶ態度」は各学科・
専攻の求める学生像に照らし設定している。なお、選抜方法の
見直し・改善を以下のとおりまとめた。

〇九州ルーテル学院の精神を体現する中高大一貫
教育のための選抜を新設する。
〇総合型選抜入学者の入学後の成績状況等を調査
し、選抜方法の妥当性の検証を行い、よりAPに即
したものとなるよう改善する。
〇奨学金大学給付型選抜は2025年度に配点等の見
直しを図ったが、より本学のＡＰにふさわしい選
抜方法になるよう改善を図る（例 検定等の評価
を加味しているが、英検、ＧＴＥＣ以外の資格等
も評価するなど）

〇九州ルーテル学院の精神を体現する中高大一
貫教育のための選抜を新設する。
〇総合型選抜入学者の入学後の成績状況等を調
査し、選抜方法の妥当性の検証を行い、よりAP
に即したものとなるよう改善する。
〇奨学金大学給付型選抜は2025年度に配点等の
見直しを図ったが、より本学のＡＰにふさわし
い選抜方法になるよう改善を図る（例 検定等
の評価を加味しているが、英検、ＧＴＥＣ以外
の資格等も評価するなど）

同左 Ⅲ Ⅲ

入学者選抜制度における中期戦略の策定

奨学金大学給付型選抜、一般選抜への大学入学
共通テストの利用を検討する。
　2021年度、2022年度における入試委員会、
2025年度新課程WGにおける議論では、本学のよ
うな私立の小規模大学において、以下の①②理
由から実施までには至らなかった。
①早期合格を目指すいわゆる「年内志向」が高
まる中で、共通テスト利用選抜に奨学金を設定
し、学校推薦型合格者の再受験を可（奨学金
チャレンジ）とすることは受験者数確保が難し
いとの判断から、2025年度選抜から総合型選抜
合格者、指定校・併設校受験者に奨学金大学給
付型を受験可とすることで、年内選抜への注目
度を高めるよう改善した。
②一般選抜
　大学入学共通テストを受験せずに本学の一般
選抜を受験する層も一定数いる中で、共通テス
ト、本学独自試験併用型の選抜を実施すること
は選抜の基準設定が難しいため、実施しないこ
ととした。
③大学入学共通テストへの対応状況について、
ホームページ等で迅速かつ正確な周知を行う。
「2025年度入学者選抜（2024年度実施）からの
変更（第2報2023.12.28）」において周知済みで
あるが、補足のお知らせを随時掲載するなどし
たことにより、特段の混乱も起こらず前述のと
おり志願者も増加傾向にある。

＜評価できる点＞
①新学習指導要領の指針に対応した入試
制度・選抜方法に改善された点。
特に、科目の評価に加え、調査書の評価
を点数化し、合計で評価することにした
点や、主体性・共働性を評価する仕組み
を整えた点。

＜課題＞
①共通テスト利用選抜の志願者が増加傾
向にあることについて、更なる分析を
行っていただき、受験者拡大につなげて
いただきたい。
②「表現力」を評価する仕組み・方法に
ついて今後検討していただきたい。

＜総合評価＞
入試制度・選抜方法が改善されているこ
とや、試験のみでは評価できない主体
性・共働性を評価する仕組みを整えられ
た点が評価できる。また、計画以上に、
共通テスト利用選抜志願者の動向分析
や、「表現力」を評価する仕組み・方法
について検討していかれるようなので、
今後取り組んでいただきたい。

＜評価できる点＞
①選抜試験全般において表記を変更し、
透明性の確保につながる改善をされた
点。
②多様な入学者確保のために、総合型選
抜を導入された点。
③一般選抜において、受験者の得意分野
を生かすために科目の評価が変更された
点。
④募集要項で評価方法が明確になるよう
に記載された点。
⑤アセスメント・ポリシー関連におい
て、各種選抜の選抜方法の妥当性につい
て分析、検証されている点。
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取組の概要 達成度・進捗状況 課題 今後の展望 評点 総合評価 達成度（評点）
目標・計画

自己点検・総合評価委委員会2020～2024年度の取り組みについての中間評価（自己評価）
№ 計画番号 主担当

(a)選抜方法の改正について（「3総合型選抜、社会人選抜」に
ついても記載）
〇選抜種別全般
・2025年度選抜から各選抜の点数について、「比重」から「配
点」表記に変更することで、透明性の確保につながるよう改善
した。
〇学校推薦型選抜
・指定校・併設校にも小論文試験を課す（2021年度選抜）
・本学のＡＰに照らし配点等を見直した（2025年度選抜）。こ
れにより、小論文、個人面接、調査書等について、より人物重
視の選抜とした。また、個人面接では評価方法に具体的な基準
を設けることで、より厳正な評価ができるよう工夫した。
（指定校・併設校）
小論・面接等　1：1　→　小論・面接・調査書等　各50点満点
（公募等）
小論・面接等　3：2　→　小論・面接・調査書等　各50点満点

〇親・きょうだいが本学の卒業生又は在学生であ
る場合の親子・きょうだい割引の新設について検
討する。
（2023年度調査）同時在学中のきょうだい学生：
3世帯、卒業生（2016～2019入学生までの4年分）
の在学中のきょうだいは約24世帯で、本学に対す
る良いイメージがきょうだいにも伝わっているこ
とが窺える。

〇親・きょうだいが本学の卒業生又は在学生で
ある場合の親子・きょうだい割引の新設につい
て検討する。
（2023年度調査）同時在学中のきょうだい学
生：3世帯、卒業生（2016～2019入学生までの4
年分）の在学中のきょうだいは約24世帯で、本
学に対する良いイメージがきょうだいにも伝
わっていることが窺える。

〇総合型選抜
本学のＡＰに照らし、多様な入学者を確保するために総合型選
抜を導入した（2024年度選抜）。導入に当たり、各学科・専攻
の特色が出るように作文、個人面接の他、ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ、集団面
接、ｸﾞﾙｰﾌﾟ･ﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ、活動実績で選抜をし、調査書の評価を
行わないなど、他の選抜との差別化を図った。なお、キャリ
ア・イングリッシュ専攻は2024年度選抜で志願者が無かったた
め、出願資格及び選抜方法を見直した（英検2級又はGTEC960点
以上を削除、ｸﾞﾙｰﾌﾟ･ﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝを自己ｱﾋﾟｰﾙに変更）。

人文学科：作文30点、ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ・ｸﾞﾙｰﾌﾟﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ50点、
個人面接50点、活動実績20点　計150点満点

心理臨床学科：作文80点、集団面接50点、個人面接50点、活
動実績20点　計200点満点

〇学習評価の概評について
高校別のランキングを付けるのは難しいが、現在
の評価方法では平等とは言い難い状況があり、評
価方法の妥当性を検証・検討する。
〇学校推薦型選抜（指定校）の再検討
各高校の指定枠数については、出願者数の変化を
見て考えてきたが、これに入学後の追跡調査を含
めて学校枠数を考えていく。その他、専門高校等
に対する措置（特別選抜新設など）について検討
する。
〇併設校（ルーテル）、連携校（九州学院）との
定期的な出前講義実施、大学での講義参加、指定
校枠の増加による連携強化を図る。

〇学習評価の概評について
高校別のランキングを付けるのは難しいが、現
在の評価方法では平等とは言い難い状況があ
り、評価方法の妥当性を検証・検討する。
〇学校推薦型選抜（指定校）の再検討
各高校の指定枠数については、出願者数の変化
を見て考えてきたが、これに入学後の追跡調査
を含めて学校枠数を考えていく。その他、専門
高校等に対する措置（特別選抜新設など）につ
いて検討する。
〇併設校（ルーテル）、連携校（九州学院）と
の定期的な出前講義実施、大学での講義参加、
指定校枠の増加による連携強化を図る。

〇一般選抜
・国・数・英の３教科の中から１科目→２科目を課すよう改正
した。（2021年度選抜）
・一般Ⅱ期において、総合問題を出題するよう改正した（2025
年度選抜）。
〇大学入学共通テスト利用選抜
様々な教科について得意分野を持つ受験生に出願してもらえる
ように、従来の国、数Ⅰ・A、英（リスニング含む）から高得点
の2教科・2科目を7教科から高得点の2教科2科目に改正した
（2025年度選抜）。

〇社会人特別選抜
・2023年度選抜から従来の長期履修生選抜を廃止し、社会人特
別選抜を実施した。
・2023年度選抜2名（保育・幼児教育、児童教育。児童教育1名
合格・入学）、2024年度選抜3名（全て心理臨床。2名合格・入
学）となり、入学者数は少ないものの、「２）アセスメント・
ポリシー関連」で述べるように、優秀な成績で、他者へのいい
刺激となっている。なお、学則改正により「学生が職業を有し
ている等の事情」の場合、申し出により長期履修生への移行が
可能となっている。

（その他）
〇募集要項の記載
各選抜方法が学力の３要素をどのように評価するか、対応状況
を明示した。（2021年度選抜）
〇調査書（活動等）
本学のAPに照らし、評価すべき項目（資格、検定の成績や部活
動、生徒会活動・役職、ボランティア活動）などを整理し、募
集要項において明示した。（2023年度選抜）
〇奨学金大学給付型選抜
以下のとおりの配点で選抜していたが、2021年度選抜、2022年
度選抜で合格者が1名ずつ出たものの、2023年度選抜、2024年度
選抜で合格者がいなかったため、本学のＡＰに照らし見直し
た。
（配点について）2020年度250点満点、2021年度選抜125点満
点、2022年度～2024年度選抜250点満点、2025年度選抜125点満
点）

＜課題＞
①新たに導入された総合型選抜試験は、
都度改善を検討されているようなので、
今後も継続していただきたい。
②受験者獲得は、入試制度の改革だけで
なく、HPの充実や、就職率・採用試験合
格実績等の取り組みなども必要となるこ
とを指摘しておられる。各部署とも連携
して進めていただきたい。

＜総合評価＞
各種選抜方法について評価方法を改善
し、また、新規に総合型選抜を導入して
多様な学生の獲得に努めておられる。同
時に、評価方法の透明性や妥当性につい
て分析、検証されている点についても評
価できる。共通テスト受験者の増加傾向
の理由についての考察や、卒業生・在学
生と親きょうだいとの関連性についての
分析等、受験者獲得についての方策につ
いて検討されていたり、また、入試制度
以外の方法についても提案されているの
で、引き続き計画を進めていただきた
い。
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32 Ⅲ－１③　 公認心理師養成に対応した大学院生の受入れ（人文学研究科）
・公認心理師の資格取得及び就職ニーズから、入学定員を検討す
る。また、志願者等の動向に応じて長期履修制度の検討を行う。

人文学研究科 2020年度公認心理師資格取得ニーズ調査は新型コロナウイルス
感染症対応の業務が増え、公認心理師資格調査までに至らず学
生の履修状況等から大学院進学者数を検討し 受験者数を推測
した。カリキュラム初年度となる2022年度入試以降2025年度入
試まで定数5名以上の受験者があった。大学院定員についてカリ
キュラムの実践に基づき検討した結果、学外実習施設や実習時
間確保についての専門性の高い水準を満たすためには更なる教
員等の充足が必要であり、定数5名の現状維持が妥当と判断し
た。公認心理師ニーズ調査は未実施である。

１）本学学生の公認心理師資格取得ニーズの調査
　2020年度および2021年度公認心理師資格取得
ニーズ調査に変わり、公認心理師必修科目のうち
心理演習と心理実習を履修した学生数で推測をし
た。（資料Ⅲ１０③―①）さらに卒業研究のゼミ
を通して大学院受験希望を把握した。
２）公認心理師養成経験に基づき、大学院定員を
検討
　定員についての検討には公認心理師カリキュラ
ムを運営しながら指導体制や担当教員の負担増な
ども勘案しながら多角的に検討を行っている。公
認心理師養成に関わる実習施設の確保について、
専門性の高い新規事業としての開拓の困難さがあ
り、現行5名の受入れ調整や実施体制の整備等を
実践しながら行った。定員についての検討には実
習先の確保が重要であり、今後に向けた開拓の取
り組みを予定している。（資料Ⅲ１０③―②）
３）公認心理師採用ニーズ調査
　公認心理師採用ニーズ調査は未実施である。
2023年度修了生4名中3名（1名は研究の継続）、
2024年度5名中5名が公認心理師として内定を得て
いる（2024年3月現在）（資料Ⅲ１０③―③）

　公認心理師資格取得ニーズ把握は大学公認心
理師必修科目履修状況により行われ一定の成果
が得られている。大学院受入数が少ないことの
理由を含め、公認心理師養成カリキュラムの具
体的内容を事前に説明していく必要がある。
2022年以降はカリキュラムの充実を図るための
さまざまな制度を導入しており、これらが着実
に実施されることが重要である。

2025年度より長期履修制度を導入した
（2024年度研究科委員会議事録）。こ
れに伴い、実習・演習を行うための定
数を5名から10名へ変更する予定であ
る。長期履修制度を利用した学生が次
年度生5名に加わった場合を想定しての
準備であり、定員増は実習施設や時間
数確保が確実となった時点での判断に
なるため、検討を重ねていく。

Ⅱ ＜評価できる点＞
①2022年度以降、公認心理師養成のカリ
キュラムを策定して、着実に運用をされ
ている点
②2025年度より、長期履修生度を導入さ
れた点。
③公認心理士資格取得ニーズを必修科目
履修状況により把握し、一定の成果が得
られている点。

＜改善を要する点＞
①カリキュラム充実のための様々な制度
の導入について、具体的にどのような手
立てを検討されているのか明示する必要
がある点
②公認心理士採用ニーズ調査が未実施て
ある点。
③受験者は増加の傾向にあるが、定員拡
大や、高い専門性の確保のために教員等
の充足が必要である点。

＜総合評価＞
カリキュラムの充実のために様々な制度
を導入され、2025年度からは更に長期履
修制度を導入し、実習・演習の定員数の
拡大を計画されるなど、教育の質や高い
専門性の確保に努められていることは評
価に値する。
定員拡大の検討には、公認心理士採用
ニーズ調査が必要になると思われるの
で、今後実施していただきたい。また、
特に教員等の充足が不可欠であると思わ
れるので、今後検討を進めていただきた
い。

Ⅱ

33 Ⅲ－２①　 戦略的な学生募集の展開
・１８歳人口の減少傾向を分析し、かつ、費用対効果の観点から、
熊本県内の重点強化地域を設定するなど、戦略的な学生募集を展開
する。

学務・入試セン
ター

１）県内各校の進学状況の分析と本学入学者数の推移の関係
地方の拠点校も軒並み定員割れの時代となっている。過去10

年間の本学の高校別受験者数・入学者数は、上位校でもばらつ
きがあり、地方拠点校は加えて受験者数・入学者数共に減少傾
向にある。本学への入学者が比較的多かった宇土高校、大津高
校の大幅な定員割れ、2024年度からの熊本市立高校定員減（35
人学級構想のため：必由館360→305、千原台200→160）の影響
も懸念される。

近年は東稜、熊本北、マリスト学園のように大きく本学への
志願者数・入学者数が伸びている高校もあり、それらの高校と
の関係を強化しつつ、様々な高校から受験・入学してもらえる
ような方策を検討することが必要である。

指定校については、高校別入学者数推移、高校のニーズ等を
勘案し（別紙４参照）、別紙５のとおり指定校を決定してい
る。特に、2023年度学科・専攻再編では、児童教育専攻の定員
（35）に合わせた効果的な指定校設定を行った。その他、連携
校に対する指定校枠は2024年度選抜に大きく見直し、ルーテル
学院及び九州学院にのみ児童教育専攻の枠を2名とするなどして
いる。また、近年の通信制高校在籍者の増加（本学への入学者
数も増加）を踏まえ、2025年度には通信制の高校（湧心館高校
を除く）にも指定校枠を設定し、出願条件の欠席条項を廃止す
るなど様々な方策を取っている。概ね各高校の指定校枠の活用
状況は良好であったが、2024年度からの総合型選抜実施に伴
い、指定校枠の活用状況は悪化している。年内選抜・早期進路
決定の志向が高まっていることが近年謳われており本学も例外
にはないものの、各高校との連携強化のためにも指定校を活用
していただくよう更なる検討を行いたい。

同左 ①Web出願の実施検討
2022年度にほぼ問題なくスタートした。今後の
一般選抜では受験生にとって、願書の取り寄せ
が不要でぎりぎりまで出願可のメリットが考え
られ、2022年度選抜では志願者が317と激減した
ものの、2023年度から順調に志願者が回復して
いる。※熊本県内では平成音楽大学以外のすべ
ての大学でWeb出願を導入している。
②入学者の意思確認等
入学意思確認は、3月下旬までに誓約書を提出す
ることで行っているが、あくまで入学者確定は
入学式出席をもって行われるものである。授業
料の納付時期に関しては、3月中に納付させる大
学が一般的ではあるが、本学は家庭の負担を考
えて、入学後としている。授業料等の納付金に
ついて、入学辞退者については「返納する」必
要があり、手続きの煩雑さも含めて本学で3月中
の納付を推進するメリットはないと判断する。

・県外高校訪問の推進・効果的な訪問
・各種媒体の費用対効果調査、媒体の
見直しの必要性検証

Ⅲ Ⅲ

なお、指定校の配分については、難易度の高い学科・専攻
（児童教育専攻、心理臨床学科）と比較し、キャリア・イング
リッシュ専攻、保育・幼児教育専攻のように難易度が下がって
しまった専攻は指定校数を増やしてもあまり効果が見受けられ
ない。そのため、児童教育専攻、心理臨床学科は入学実績・入
学後の成績状況の他、地域枠なども加味し進めていき、その他
の専攻は本学の強み・独自性・特色などをアピールすることを
推進していきたい。アピールについては、各高校に6月・指定校
依頼、9月・出願予定者の確認、12月重点校訪問（一般選抜受験
案内を主とする）の中で、本学の採用試験合格実績・就職実績
などをPRし、加えて2023年度から在学生・卒業生によるPRポス
ターを作成・それぞれの母校に配付している。近年の本学の入
試制度改革についても6月の高校教員向け大学説明時に丁寧に告
知するなどしたが、各校の反応は上々であることが入試結果か
らも窺える。なお、PRポスターは在学生、卒業生が2023年度44
名、2024年度47名が作成しており、高校の進路担当者にも好評
の企画である。

入学定員確保策

＜評価できる点＞
①県内の進学状況を分析されている。特
に指定校について、2023年度の学科再編
に伴い、児童教育専攻の定員数に合わせ
た効果的な数を設定されたこと。
②卒業生によるPRポスターを作成、各高
校に配布し、好評を得られていること。
③2023年度以降、県外の高校訪問も再開
されていること。

＜課題＞
①県外高校の訪問に対する効果が測りづ
らいが、卒業生を持つ高校には継続的に
訪問されるとのことなので、続けていた
だきたい。
②媒体契約をされているが、マイナビ等
を活用した結果の費用対効果について勘
案し、媒体を選択していただきたい。

＜総合評価＞
指定校の配分について、年度ごとに志願
者の出身校や進学状況を逐次分析され、
改善につなげておられる。また、2023年
度の学科再編に伴う児童教育専攻の指定
校数を効果的に設定されていることも評
価に値する。
卒業生によるPRポスターが出身校に好評
を得られている点も、今後の効果が期待
できると思われる。2023年度以降は県外
の高校訪問も再開されているとのことな
ので、志願者増に期待したいところであ
る。
一方で、県外の高校訪問がどの程度効果
があるのかは未知数なこともあり、今
後、卒業生を持つ高校に加えてどの高校
に訪問するのかは検討の余地があると思
われる。また、媒体契約については、費
用対効果に鑑み選定していただきたい。
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２）県外や遠方への募集活動等
①県外の高校（通信制除く）の出願状況は2020年度から2022年
度のコロナ禍における大学からの訪問等の制限（PR不足）、受
験生の地元志向等の影響から減少傾向にあったが、2025年度は
回復傾向にある。本学も2023年度から主に在学生のいる高校や
本学に出願してほしい高校を中心に県外高校訪問を再開してい
る。

なお、高校訪問がどれほどの効果があるかは未知数であり、
本学に在学者がいる高校（出身校）には定期的に訪問するな
ど、進学実績が途切れないように努めたい。

＜懸案材料について：県外高校に対する募集活動の限界＞
他県への学生募集については、主に、県外生向けの奨学金制度
の充実、年内選抜における併願制度の充実（専願とせずに、他
大学を受験できるため志願者増が見込める）など関西圏の有名
大学が攻勢にでており、今後他の大規模大学が追随すれば、本
学を含む小規模大学も苦しい状況になる可能性がある。

②WEB企画、Webの活用
本学のHPの充実以外に、広く広報を行うためにリクルート（ス
タディサプリ）、マイナビ（マイナビ進学）、フロムページと
媒体契約を行っており、資料請求者が本学にどの程度出願して
いるかを下表のとおりまとめた。表によれば一定数の者が出願
していること、2025年度の例では19名の県外生のうち7名が3社
の媒体を活用して本学に資料請求しており、本学の募集活動へ
の寄与・貢献度が見て取れる。一方、各種進学相談会について
は、「高校生に直接PRできる」機会ではあるものの、出願にあ
まり寄与できていない。費用対効果を考慮し、参加する進学相
談会を厳選していきたい。

34 Ⅲ－２②　 高大連携の強化
・ルーテル学院高校との「Campus Visit & Try」(CVT)事業の促進、
また、九州学院その他の特色ある高校との連携を強化すると共に、
入学予定者の出身校と協力した入学前教育の充実を図る。

学務・入試セン
ター

Campus Visit & Try（CVT）については、高校生の進路意識が高
まり多数参加できる夏季休業前を実施期間としており、実施結
果については、以下の①、②のとおりである。
①実施時期について：2020年度以前は秋季実施であったが、1～
3年生の進路検討時期としてはより望ましい夏季（7月）実施と
した。また、参加者数については、面談週間（2者面談、3者面
談）中の実施としたため、参加者数も大幅に増加している。

2024年度においては、CVTがより効果的になる
よう、シラバスに差支えのない範囲で各授業担当
者に高校生にわかりやすいテーマや授業内容とな
るよう依頼するなど工夫した（ルーテル学院高校
の生徒には授業15回中13～14回目の授業を受講い
ただくため）。また、FD・SD委員会との連携によ
り、授業参観ウイークと重ねることで、高校生が
受講する際の各教員の工夫等の事例を共有できる
よう改善を図った。

ルーテル学院高校及び九州学院高校との進学懇
談会の際に出た要望等について、しっかりと対応
ができていない部分があるため、本年度の懇談会
の内容を踏まえ、再度検討を行う。
2024年度は連携活動を拡大し、 5月11日（土）開
催のルーテル学院高校PTA総会において、入試委
員長のプレゼンテーションを実施した。

今後５年間の展望として、特にルーテル学院
高校との連携強化のため、Ⅲ１０②の中高大
一貫教育のための選抜を新設する、また、
ルーテル学院高校におけるPR活動を継続し、
探究の授業への参画（岡村児童教育専攻主任
以外に、特に保育・幼児教育専攻の教員が参
画する）など連携活動を広げ、多くのルーテ
ル生を獲得するよう努めたい。

同左 Ⅲ ＜評価できる点＞
①Campus Visit＆Try（CVT）において、
高校生にテーマや内容を分かりやすく示
すよう依頼され実行されている点。
②2024年度、ルーテル学院高校PTA総会
において、入試委員長によるプレゼン
テーションを実施されるという新しい取
り組みがなされている点。

＜改善を要する点＞
①ルーテル学院高校や九州学院高校との
懇談会で出された要望に対応するためご
検討いただきたい。

＜総合評価＞
CVTは継続して行われているが、毎年改
善に取り組まれていることや、ルーテル
学院高校PTA総会で入試委員長がプレゼ
ンテーションをされる等新しい取り組み
がなされている点は評価できる。
一方、ルーテル学院高校や九州学院高校
からの要望について対応できていないと
のことなので、どういった点なら対応可
能か、検討を進めていただきたい。

Ⅲ

35 Ⅲ－２③　 各種媒体による発信力の充実・強化
・大学案内、ファクトブック、けやき坂通信、ホームページ・ＳＮ
Ｓ等の各種媒体を充実・強化し、本学の特色を受験生やその保護者
等にわかりやすく発信する。

学務・入試セン
ター

１－１　本学HP及びSNS（総務課広報室）
広報委員会と連携を図りつつ、以下のとおり2021年度に広報

委員会を中心にHPの更新に関する検討を行い、デザインコンペ
を経て2023年度に完全リニューアルを行った。
エンドユーザーである高校生、保護者、高校教諭にわかりやす
いつくりにしたこと、大学案内（2023～2025栄美通信社）と連
携した「人を学ぶ。人から学ぶ。」をイメージしたPR動画を作
成し、さらに各学科・専攻それぞれの紹介動画を作成・掲載
し、内容の充実に努めている。①で述べた可視化については、
「今週の授業日記」を新設し、高校生が本学の学びの内容をよ
り具体的に理解できよう改善を図っている。大学広報活動は多
様なステークスホルダーとの双方向のコミュニケーションをい
かにとるかが重要となる。

大学広報は、まだ発信主体の広報戦略の域を出ておらず、こ
れからエンゲージメントを行っていくところであるが、大まか
に大学HPをオフィシャルな情報発信ツールと捉えると、
Instagram等はより等身大の在学生の状況をやわらかく情報発信
するためのツールに位置付けている。

今後５年間の展望としては、広報委員
会との連携のもと、本学の学び・成果
の可視化を継続していくこと、SNS利用
の活性化（TikTok）が挙げられるが、
特に学生（自治会）との連携で学生目
線の広報強化を行っていきたい。

Ⅲ Ⅲ＜評価できる点＞
①本学HP及びSNSにおいて、2023年度に
HPを完全リニューアルし、高校生、保護
者、高校教諭に分かりやすく改善したこ
と。
②2023年度開設のInstagramについて、
フォロワーの見込み数が2024年度末時点
で大きく超えていること。
③大学案内において毎年改良を加えら
れ、効果が得られていること。特に、
2025年度案内では、航空業界へ就職した
卒業生の座談会を掲載したことで、キャ
リア・イングリッシュ専攻の定員増に結
実したと思われること。
④コロナ渦が終了したことでオープン
キャンパスを3日間とし、参加者が大幅
に増大したこと。

＜課題＞
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2023年6月から運用を開始したInstagramについては2025年1月
現在で384件投稿するなど、精力的に本学の取り組みを紹介して
いる。2024年度末で200人のフォロワーを見込んでいたところ、
同月現在で334人となるなど広がりを見せ、在学生を中心とした
つながりから後輩（出身校の生徒）にもつながるなど、本学の
認知に繋がることを期待している。

総務課広報室とIR・情報室共同で、オープンキャンパスや大
学施設を利用するイベントで参加者にWi-Fiを開放する時に、大
学HP、Instagram等の周知を行い、大学の認知を向上させる取り
組みを行っている。

一方、募集広報はステークスホルダーが受験生、保護者、高
校教員など範囲が限定される。受験生のニーズを得るために今
後は発信した情報をどのように捉えられているかを収集する。
このデータをもとに県内受験数を安定的に確保するために、使
用する媒体や説明資料の見直しを図る。一方、使用する媒体、
資料の一元化を図り年々高騰する費用の抑制も図っていきた
い。

１－２　ファクトブック（総務課広報室）
「データでみる 九州ルーテル学院大学」として2018年度版から
総務課IR情報室、広報室共同で作成している。本学の様々な情
報を網羅しており、2022年度からは各高校にも高校訪問や郵送
により配付し、本学の概況を理解いただくよう努めている。
2025年度から見る人にわかりやすく印象に残る資料に更新して
いく予定である。
１－３　けやき坂通信（広報）

費用対効果等から、2020年度より廃止した。他大学には同種
の広報媒体があるが、本学では、多様なステークスフホルダー
に対応するためにデジタル媒体に特化した上で、新規コンセプ
トとして再開する検討を検討していきたい。

１－４　大学案内
2021年度に大学案内デザインコンペを実施し、コンペの結

果、栄美通信社が選定された。当社は「人を学ぶ。人から学
ぶ。」をキャッチコピーとして、①人文学の学問分野イメージ
をわかりやすく伝える、②在学生の女性比率の高さから男女を
表紙に据える、③2023年度学科・専攻再編の告知チラシの作
成、④様々な学生を紹介するよう学生を多数掲載するなど本学
の要望に応え、連携を密に制作協力をいただけた。大学案内
2023～2025の3年間の制作担当時に、本学の出願数は2023年度
388、2024年度 440、2025年度は449と一定の成果が出ている。

2024年度は新たに大学案内デザインコンペを実施し、コンペ
の結果、株式会社ITPが選定された。コンペには学生２名も審査
員として参加し、選定結果は学生の意見も反映されたものと
なった。

「ask about humans」をキャッチコピーに制作を進めている
が、特に少人数制の手厚いサポートを通して「どのような成果
が出ているか」をわかりやすく示せるよう構成を検討し、進路
支援や就職支援等を前半に紹介し、手厚さを強調できるように
している。

また、高校生目線に近い1年生の学生と4年生の学生の対談
ページを設け、4年間の学びを就職にどう活かせるかを知ること
ができるようにした。

なお、大学案内は広報ツールとしては重要であるが、大学案
内をもって出願に大きく寄与するかどうかは未知数である。し
かし、2025大学案内では、2024.3卒のCA・グランドスタッフ・
空港職員内定者の座談会ページを作成し、本学の航空業界への
就職状況をアピールした結果、CE専攻の年内選抜合格者は前年
度14名から24名に増加し、うち、総合型0、指定校5、併設校3、
公募4計12名が航空業界を志望する（入試時の志願理由書により
確認）ということで、出願にもある程度寄与したと考える。ま
た、2025年3月28日時点で51名の入学予定者を確保できているこ
とからも、本学の取り組み・成果をしっかりと周知することが
重要である。

2026年度大学案内においても、在学生が継続的に航空業界に
就職していることや、2024.3卒のCA採用者がどのように活躍し
ているかを高校生に理解してもらうため、しっかりと掲載・説
明していきたい。

１－５　オープンキャンパス（入試）
2020年度から2022年度までコロナ禍の中でWebオープンキャン

パス等も開設するなど工夫したが、実施及び集客に苦慮したこ
とから、2022年度は2023年度から本学HP上でオープンキャンパ
スページをリニューアルし、授業担当者の講義タイトル・講義
内容を記載するなどした。コロナ禍が終了（参加制限を解除）
したこともあるが、HPの内容充実とともに、オープンキャンパ
ス実施日程を2日間から3日間とすることで、参加者数は2022か
ら大きく増加した。なお、OC参加者のうち、本学に出願する者
は多数であり、本学の最重要イベントとなっている。

１－６　出張講義（入試）
出張講義ガイドを作成し、6月の大学説明会、高校訪問におい

て配付し、本学HP上では本ガイドと申し込みフォームを設定
し、バナーでページに誘導するなどして申込しやすいつくりと
している。特に、本学HPは2023年度に全面リニューアルしたた
め、より分かりやすい構成となっている。

＜課題＞
①大学広報活動において、多様なステー
クホルダーと双方向のコミュニケーショ
ンをどのようにとるのか、工夫していく
ことが課題と思われる。
②業者主催の進学相談会は効果に疑義が
あるとのことなので、今後どの業者を選
択するのかを検討していただきたい。

＜総合評価＞
HPのリニューアルやSNSの発信数を増や
すことで、フォロワー数を増やしておら
れること、大学案内を高校生のニーズに
直結したと思われる内容を加えられたこ
と、オープンキャンパスの回数を増やさ
れたこと等、志願者増につながると思わ
れる様々な取り組みをされている点は評
価に値する。少子化に対応するために今
後も工夫が必要と思われるが、多様なス
テークホルダーとの双方向のコミュニ
ケーションの方法について、他部署とも
連携し検討、実行していただきたい。
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１－７ ①進学ガイダンス（入試）、②新たな企画や方法の検
討
・各社の媒体について

限りある予算の中で、リクルート、マイナビ、フロムページ
の３社と媒体契約しており、資料請求・出願の状況を下表のと
おりまとめた（2025年度年内選抜、2024年度選抜）。年間でリ
クルート（187万円）、マイナビ（130万円）、フロムぺージ
（66万円）の費用がかかるものの、ある程度出願に寄与してい
ると言える。

なお、各社を通じて相当数の資料請求件数があるが、資料請
求者に対しては本学のOC告知、一般選抜以降の受験案内につい
てDMを送付するなど、差支えのない範囲で2次的な利用による募
集活動も行っているため、今後も状況を調査しながら、媒体契
約の見直しを図る。

・進学相談会参加について
高校訪問が「高校の進路室（高校の教員）に募集広報を行

う」ための企画であれば、業者主催の進学相談会は「本学に興
味ある生徒と直接対話・募集広報を行う」ことができることが
利点と考えていたが、下表欄外のとおり効果に疑義があり、開
催時期・動員数など費用対効果のあるものに参加することを検
討していきたい。

（その他の媒体及び企画について）
本学のような小規模大学・予算に限りある中で効果的な広報に
ついて模索している。
・TSUTAYAのデジタルサイネージ企画について
2023年度（2024年度選抜向け）からTSUTAYAのデジタルサイネー
ジ企画に参画している。熊本県内のほぼ全店舗に夏のオープン
キャンパスの告知（6月～7月）、一般選抜の告知（12月～1月）
を行い、問題集や参考書を購入し、受験対策を行う高校生の目
に触れるよう努めている。

36 Ⅳ－１①　 キャリア教育の充実
・学生に将来のキャリアを考える機会を提供し、希望するキャリア
を実現できるよう、キャリア教育（正課外を含む。）の充実を図
る。

学生支援セン
ター

2020年度から2024年度までの5年間、キャリア教育の充実を目指
し、以下の取り組みを行いました。

○目標の達成度: キャリア教育の充実に向けた取
り組みは概ね順調に進んでおり、特に授業内容、
KLC就活講座内容、ペプ・ラリー実施時期などの
見直しや、卒業生アンケートの回収率向上などが
評価されています。

就活講座の講座内容: 就活講座の内容を見直
し、学生のニーズに応じた柔軟な対応が必要で
す。本番同様の面接練習を行いたいとの意見も
ありました。

キャリア教育の更なる充実: 学生の
ニーズに応じた柔軟な授業形式や講座
の提供を続け、キャリア教育の質を向
上させる。

Ⅳ Ⅲ

2020年度: キャリアデザインⅡの内容検討、インターンシップ
のオンライン事前指導、ビジネス検定試験での文部科学大臣賞
（団体）受賞。
2021年度: 対面とオンラインのハイブリッド形式のキャリアデ
ザイン授業、オンライン対応のペプ・ラリーでのチャット機能
活用、卒業生・雇用先アンケートのWeb化。
2022年度: オンライン授業でのフィードバック検討、ペプ・ラ
リーの対面実施と時期の変更（3年次夏から2年次夏へ）、卒業
生アンケートの回収率向上。
2023年度: コロナ過では中止していた授業内でのグループワー
クの実施、対面での学内企業説明会の再開、春休み期間中のオ
ンライン業界研究講座の実施（対面とオンラインの組み合わ
せ）、ビジネス検定試験での実務技能検定協会優秀賞（団体）
受賞。
2024年度: KLC就活講座の内容見直し（日時、内定者座談会等）
就活満足度調査、卒業生による講話の実施、授業から興味を持
ち就職、就職から授業での講話といったサイクルを回す。

○計画の進捗状況: 計画通りに進んでいる部分も
多くありますが、コロナ禍でのオンライン対応の
授業や就活講座、ペプ・ラリーなど柔軟な対応が
求められる部分もありました。就職率や卒業生ア
ンケート回収率は達成目標を大きく上回っていま
す。

ビジネス検定試験: ビジネスコミュニケーショ
ンの新設により検定試験受験者の増加を期待し
たいが、資格取得のみを目的とする授業ではな
いため柔軟な対応が必要です。
キャリアデザインⅠの位置付け: 新設されたビ
ジネスコミュニケーションや高等学校でのキャ
リア教育との差別化など更なる内容の見直しを
図っていく必要があります。
学生の評価: 授業評価アンケートや事後アン
ケートなどから、授業、講座、ペプ・ラリーの
内容がどのように評価されているか、具体的な
フィードバックを今後も収集する必要がありま
す。
継続的な取り組みの成果: 単年度だけでは見え
にくい継続した取り組みの成果や課題を明確に
するため、改めて「（B）計画」「（C）計画を
達成するための具体的方策」を中心とした年度
ごとの取組計画の記載が求められます。

卒業生との連携強化: 卒業生による講
話やアンケートの実施を通じて、現場
の声を反映したキャリア教育を推進す
る。
企業との連携強化: 授業や講座等に
様々な企業をお招きし、学生に実践的
なスキルを身に付けることができるだ
けでなく、企業との関係を構築するこ
とができる。
データの活用: アンケート結果などを
基に、取り組みの効果を検証し、授業
内容、就活講座、ペプ・ラリーなどの
改善点を見つけていく。

これらの点を踏まえ、今後も学生の
キャリア教育の充実に努めていきま
す。

キャリア支援・就職支援

＜評価できる点＞
①キャリア教育のための各教育の見直し
への取り組み及び内容の充実が図られて
いること。
②卒業生アンケート回収率が向上したこ
と。

＜改善を要する点＞
①「達成目標とする到達点」として示さ
れている卒業生アンケート回収率及び雇
用先アンケート回収率の表示の仕方（到
達点として前年の％表示が必要か）。
②「雇用先アンケート」について２０２
１年以外記載されていないこと。　　③
教職に限らず、その他の進路に直結する
資格（精神保健福祉士、公認心理師な
ど）取得希望学生に対するキャリア
教育についての取り組み及び記載がない
こと。

＜総合評価＞
一般就職に関するキャリア教育が充実し
ているが、その他の希望学生に対する
キャリア教育についての取り組みや成果
の記載が今後必要ではないかと思われ
る。
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37 Ⅳ－１②　 学生支援セン
ター

2020年度から2024年度までの5年間、学生一人ひとりのニーズに
応じたきめ細やかなキャリア支援・就職支援を目指し、以下の
取り組みを行いました。

Ⅳ Ⅲ

2020年度: 熊本に本社があり英語を使う機会のある企業のリス
ト作成、全員面接時に相談相手がいるかどうか確認、オンライ
ン授業への移行、コロナ禍であっても学生への定期的な連絡、
履歴書添削や面接練習の実施。
2021年度: 企業リストの更新とコンタクト、学生への定期的な
連絡、マイナビやヤングハローワークとの連携、就活講座の目
的明示、インターンシップ参加の重要性説明。
2022年度: 学生のニーズに合わせた企業訪問の開始、異文化体
験学修再開に伴い語学力を活かした就職先の開拓実施、学生へ
の個別ケア、関東圏への就職希望者への支援。
2023年度: 語学力を活かせる企業の紹介、学科専攻にとらわれ
ず学生の希望に応じた支援、3年次進路希望調査、インターン
シップの変更点や重要性説明。
2024年度: 海外からの観光客をターゲットとした企業や、英語
での取材を行う企業などの紹介、語学力を活かした就職先への
斡旋、学生への個別支援、面談件数の大幅な増加、半導体関連
企業説明会の周知。

38 Ⅳ－２①　 学内外の個人及び組織との連携・共通理解に基づいた修学支援
・他大学や学外の諸機関と連携した支援等を通じて、障がいのある
学生に対する修学支援及びキャリア支援の体制・内容の充実を図
る。
・学生サポーターを安定的に確保するとともに、支援の質を向上さ
せる。
・障がいのある学生が充実した学生生活を送れるよう、教員、学
生、地域住民等を対象にした講演会等を実施し、共通理解の醸成を
図る。

学生支援セン
ター

①障がい学生の修学支援とキャリア支援を充実するため、SUN-
Kuma会議（毎月）を開催し、実務者同士で情報交換を行うなど
他大学等と連携した。他大学の取組などを参考にヤングハロー
ワーク熊本から講師を招聘し2024年11月には障がいのある学生
向けの就職セミナーを開催した（就職担当と連携）。４名の学
生が参加した。東大PHED（障害と高等教育に関するプラット
フォーム事業）が取組んでいる、テーマ別検討部会の中のSIG-
EP (Emergency Preparedness)災害など緊急時対応、安全確
保、準備するための部会に参加し、本学で検討できていなかっ
た障がいのある学生の個別避難計画について情報収集し、ワー
クショップ、避難訓練の実施まで計画実践することができた。

①SUN-Kuma会議の参加校も毎年増え、現在は熊本
大学、熊本学園大学、崇城大学、東海大学、熊本
保健科学大学、本学の６校となり熊本市内の大学
間の連携が強化された。毎月の会議で他大学での
学生サポーターの取組や支援内容について情報交
換を行い本学の障がい学生支援に活かすことがで
きた。2023年度からは年に１回熊本市障がい福祉
課の担当者を会議にお招きし、熊本市重度訪問介
護利用者の大学修学支援事業についても意見交換
を行っている。

①「さらに他大学等との連携を深め、障がいの
ある学生に対するの修学支援の充実を図る必要
がある

Ⅲ Ⅳ

②また、学生サポーターの資質向上のため、2020年10月に「サ
ポーターSHIP-S」を組織した。PEPNet-Japanシンポジウム等に
参加し、学外の学生組織とも積極的に交流した。ノートテイ
ク・PCテイクの資質能力を向上するため、2023年8月から年に2
回「要約筆記者養成講座」を開催している。例年約35人の学生
サポーターが登録し活動している。

②　サポーターSHIP-Sの勉強会を開催している。
年度初めには「スタートアップセミナー」を開催
し、障がいのある学生についての理解を深める機
会とした。また、昼休みや空き時間を利用してパ
ソコンテイクの勉強会、学内バリアフリーマップ
の作成、車いす講習会、個別の避難計画書作成の
ためのワークショップなどを開催した。2024年12
月に開催された PEPNet-Japanシンポジウムで
は、サポーターSHIP-Sのメンバーがポスター発表
を行い「プレゼンテーション賞」を受賞した。
2025年1月からは学生同士声を掛け合って自主的
な勉強会を実施するなど、積極的な様子が見られ
るようになった。

②サポーターSHIP-Sのメンバー確保と、継続的
かつ定期的な研修や障がい学生との交流会を通
じて、支援者としてのスキルアップを図る必要
がある。

③さらに「障がいのある学生の修学支援に関する講演会」を年
に1回定期的に開催し、外部講師を招聘して教職員の障がいへの
理解を深める機会を設けた。大学コンソーシアム熊本、SUN-
Kuma会議のメンバーにも周知し、加盟大学から約10人が参加し
た。

③FD/SD研修会とし講演会を毎年開催し、教職員
の障がい理解を深めることができた。

③発達障害や精神障害のある学生に対する理解
啓発及び合理的配慮に関する研修が必要であ
る。また、障がいの有無に関わらず、様々な困
り感を持つ学生への支援が強化される内容を検
討する必要がある。

39 Ⅳ－３①　 退学率ゼロプロジェクトの推進
・教職員が一体となって行う「学生支援懇談会」の機能の充実等、
学生の思いとやる気に寄り添う支援を行い、退学率を低く抑える。

学生支援セン
ター

①大学ホームページに学生支援課のサイトを立ち上げる。
（「障がい学生サポートルームだより」「保健室だより」カウ
ンセリングカレンダー、奨学金のお知らせなど）

①大学HP内に立ち上げた学生生活のサポートに関
するサイトについて、カウンセリングカレンダー
を掲載できるよう検討中である。「障がい学生サ
ポートルームだより」「保健室だより」について
は現在開設できていないが、検討した結果設置の
必要性はあると思われるので次年度以降、準備し
ていきたい。

①大学HP内に学生生活のサポートに関するサイ
トを立ち上げることができたが、情報をUPする
ことができずにいる。

①引き続き学生生活のサポートに関す
るサイトについて、活用できるよう準
備を進めていく

Ⅲ Ⅲ

②保健室業務関係の環境整備
・カウンセリング、体調不良者への対応など

②カウンセリングについて、現在は研究棟3階に
カウンセリングルームが準備され、静かな環境で
落ち着いて面談が行えている。また学生が気兼ね
なく保健室を利用できるように養護教諭とともに
学生支援課でも配慮している。

②静かな環境でカウンセリングができるよう整
備されているが、年度ごとに場所が動くことが
あったため、学生が安心して継続的に利用でき
るようにするためにもカウンセリングルームの
固定化は大前提である。

②課題にもあげているとおり、学生が
安心しえ継続的に学内カウンセリング
が受けられるよう、カウンセリング
ルームの定位置化は重要である

③学生のハード面での居場所作り
・精神障害・発達障害学生ための居場所

③障がい学生サポート委員会が主体となり「ひだ
まり café」を学生交流の場として月２回開催し
トーキングサークルを取り入れる等内容の充実を
図った。また後期が始まる前にも開催し開講期の
不安を軽減できるように工夫をした。

③今後も継続的にひだまりcaféが実施できるよ
う障がい学生サポート委員会と学生支援課、学
生相談室の連携が必要である

③ひだまりcaféを定期的に実施するこ
とで学内での居場所づくりや退学抑止
効果になるようにしたい

障がいのある学生への支援

学修支援・生活支援

学生一人ひとりのニーズに応じたきめ細やかなキャリア支援・就職
支援
・学生が異文化圏体験学修、グローバル志向企業へのインターン
シップ等を通じて身に付けた資質・能力を活用できるようなキャリ
ア支援を拡充する。
・熊本県内の企業等への就職を活性化し、“くまもと”の地域に貢
献する。
・関東における就職を希望する学生に対して、本学の協定校である
三鷹のルーテル学院大学との連携を図る。
・学生がその後の人生において豊かなキャリアを重ねられるよう支
援する。

今後も合理的配慮が必要な学生への対
応が多様化すると思われる。特に発達
障害や精神障害のある学生数が増加す
ると予測される。そのため、SUN-Kuma
会議や PEPNet

₋

Japanなどネットワーク
を活用した情報を参考に、本学の強み
である「一人ひとりに寄り添った」支
援の充実を図る必要がある。併せて、
障がいのある学生に対する修学支援を
持続できるようサポーターSHIP-Sのメ
ンバーを確保し、学生の主体性を尊重
しながら研修会を定期的に開催するな
どして、充実させていきたい。 また、
障がい学生のキャリア支援についても
就職活動を支援するためのセミナーや
ワークショップを就職担当と連携しな
がら行っていきたい。

＜評価できる点＞
①他大学との連携・情報共有による障が
い学生の修学支援とキャリア支援の充実
が図られていること。
②学生サポーターの資質向上とともに成
果を生かした支援が広がった（難聴学級
への学習支援）こと。

＜改善を要する点＞
特になし

＜総合評価＞
全般的に、積極的に取り組み、それぞれ
で成果を上げている点は評価できる。今
後も継続した支援の実施をお願いした
い。

＜評価できる点＞
①学生の思いとやる気に寄り添う支援と
して、学生支援懇談会の機能の充実やカ
ウンセリングルームの確保と保健室の気
兼ねない利用への配慮、開講期の不安を
軽減するできるような学生交流の場を工
夫したこと。

＜改善を要する点＞
①２０２１年度から取り組まれている
「学生支援課サイト」について、内容や
情報更新も含め、活用が十分ではないこ
と。

目標の達成度: 学生一人ひとりのニーズに応じた
キャリア支援・就職支援の充実に向けた取り組み
は概ね順調に進んでおり、特に個別支援や企業開
拓の成果が評価されています。
計画の進捗状況: 計画通りに進んでいる部分も多
くありますが、県内就職率の低下やインターン
シップの定義変更など、柔軟な対応が求められる
部分もありました。学生との相談件数は2024年度
1月末時点で既に1,138件と達成目標800件を大き
く上回っています。

学生のニーズ: 語学力を活かし海外支店で働き
たい、関東圏で働きたい、県内で英語を使いた
い、心理学を民間企業で活かしたいなど、今後
も多岐に渡るニーズに応じていく必要がある。
障がいのある学生への就職支援も課題となって
いる。
呼びかけやアプローチ: 就職意欲の低い学生や
就職困難な学生、連絡がとりづらい学生への呼
びかけやアプローチは今後も課題となってい
る。
継続的な取り組みの成果: 単年度だけでは見え
にくい継続した取り組みの成果や課題を明確に
するため、改めて「（B）計画」「（C）計画を
達成するための具体的方策」を中心とした年度
ごとの取組計画の記載が求められます。

企業開拓の継続: 今後も熊本県内にグ
ローバル企業等様々な業種の企業の参
入が予想される。今後も学生のニーズ
に合わせた企業開拓が必要とされる。
就職活動の早期化: 教員採用試験の日
程前倒しや3年次での受験、公務員試験
の早期枠、民間企業の早期選考など、
今後も就職活動の更なる早期化が考え
られるため柔軟な対応が必要となる。
ミスマッチの回避: 就職活動の早期化
により内定後の進路変更の増加も懸念
される。企業研究や自己分析などを通
じてミスマッチを減らしていく必要が
ある。
就活満足度の向上: 今後も少子化、人
口減少が進むにつれ就活の売り手市場
は続いていくことが予想される。単に
就職率向上のみならず就活満足度を向
上させていく必要がある。
インターンシップの重要性: 制度改正
によりインターンシップから採用へ直
結するケースが増えていくと思われ
る。今後もインターンシップの重要性
を伝えていく必要がある。

＜評価できる点＞
①学生一人ひとりのニーズに応じたキャ
リア支援・就職支援に向けた個別支援
（面接）や企業開拓の成果が見えてきた
こと。

＜改善を要する点＞
特になし

＜総合評価＞
中期計画に示されている「英語を生かす
ことができる企業に関する学生への情報
提供による就職」についての成果は見ら
れるが、「異文化圏体験学修、グローバ
ル志向企業へのインターンシップ等を通
じて身に付けた資質・能力を活用できる
ようなキャリア支援を拡充する」ことに
関する今後の取り組みに期待したい。
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取組の概要 達成度・進捗状況 課題 今後の展望 評点 総合評価 達成度（評点）
目標・計画

自己点検・総合評価委委員会2020～2024年度の取り組みについての中間評価（自己評価）
№ 計画番号 主担当

④学生支援懇談会で共有する学生情報の集約と情報共有。 ④教職員が自由に学生情報を共有できるようなシ
ステムづくりを検討してきたが、個人情報につい
ては、情報によっては、共有が必要なことと、担
当者までにとどめておくべき内容もあるため、自
由に情報を共有することは困難であると考える。
　経済的問題や家族関係問題を抱える学生や他機
関連携が必要な学生が増えてきていることから、
学内にキャンパスソーシャルワーカーを2025年4
月から導入することとなった。今後、学生相談室
の機能を高める取り組みをCSW,障がい学生サポー
ト担当、養護教諭、奨学金担当とともにチーム体
制を整えていきたい。

④経済的理由から修学を断念しようとする学生
もいることから、そういった学生を早期に発見
してCSWを中心にサポートしていく必要がある

④学生相談室の機能を高めることで経
済的不安を抱えた学生やメンタル不調
を抱える学生が少しでも安心して修学
を継続し、退学防止のための抑止力と
なるようにしたい。

40 Ⅳ－３②　 ラーニングコモンズの充実
・学生の主体的学習の場として、ラーニングコモンズの積極的な活
用を展開する。

総務課 ➀2024年度は、総務課オリエンテーションの持ち時間が決まっ
ており、時間変更等が難しくラーニングコモンズ単独の説明は
できていない。

2025年度はフレッシュマン・ゼミから図書館ガ
イダンスがなくなり、フレッシュマンミーティ
ングの施設見学時に図書館・ラーニングコモン
ズの説明を行いたい。

Ⅱ Ⅱ

➁開設当初からグループで作成する課題や、個々の課題を相談
ながら作成する学生、集まって国家試験対策の勉強会等、学生
がそれぞれの用途に合わせ利用している。その点において授業
準備等で活用していると判断している。なお、公開講座（デー
タで冒険：機械学習の基本8/9）で利用予定であったが、予定人
数を確保できず未開催となった。大学モニター会議（2025年1月
15日開催）熊本保健科学大学と九州ルーテル学院大学の共済に
よる数理・DS・AI教育に関する研修会（2025年2月26日）に実施
した。サークル活動（自閉研、ダウン研、金曜教室）でも定期
的にも使用している。また、今年度から３号館全体を大学コン
ソーシアム熊本の施設利用リストに登録し、他大学からの利用
も可能としている。

➂過去３年間利用者アンケートを実施しており、今年もactive
academyとラーニングコモンズで実施した。回答数がこれまでは
その結果に沿って電源の増設、プリンター設置、机、いすの増
設等の施設改善をおこなってきている。

回答数を上げる努力が必要である。

➃　総務課図書館担当者が、ラーニングコモンズ担当も兼任
し、柔軟な対応ができるような体制にしている。日常的に２回
程度巡回し、規程に反した利用方法の学生には見つけ次第注意
を行っている。

ラーニングコモンズと図書館での学習スタイル
の棲み分けが自然とできあがっている。ラーニ
ング・コモンズは意見交換、グループ学習等を
活発にできる学修環境として活用していきた
い。

41 Ⅳ－３③　 学生の意見を反映させた生活支援の充実
・Ｓｔｕｄｅｎｔ’ Ｖｏｉｃｅ委員会、自治会等を通じ、学生の意
見を反映させた生活支援の充実を図る。

学生支援セン
ター

①毎年６月にStudent voice委員会の募集を行い、1－3年生の委
員が集まった。委員長を選出し、委員会のあり方、進め方を話
しあい、アンケート方法などを検討する際、学生支援センター
長、学生支援課長も陪席した。10月より本格的に学生の声を集
めるためのアンケート方法などを話し合ったのちに、アンケー
ト調査を行った。
また2024年度は大学モニター会議へ６名と自治会役員から２名
奎8名が参加をした。

①Student Voice委員会からアンケート結果が大
学へ公表され、環境整備などの処遇改善につな
がっている。大学モニター会議に学生が参加し、
意見を述べることで学生の意見がモニター委員へ
伝えられた

①  徐々に委員会の募集時期を早め、活動期間
を十分にとるようにしているが、アンケート集
計終了から各課からの回答が委員会を通すなど
学生への回答まで時間がかかること。

①   委員募集の時期をさらに早め、ア
ンケート集計終了の時期も前倒しする
ことで、年度内に円滑に学生へ回答が
できるようになればいいと考える

Ⅲ Ⅲ

②学生自治会と話し合いながら学生活動の活性化に努めてい
る。6月に開催したスポーツデーは盛会となり、主催した学生自
治会も大変充実した活動となったと同時に一般学生の参加も多
く、今後の学生生活に有益なイベントとなった。11月に実施さ
れた学園祭は、実行委員が主体となり準備を行っており、会議
に学生支援課から参加することで活動支援を行いっている。学
内献血も6月と12月に実施している

②自治会活動はあくまでも学生主体であるが、会
議等に陪席し適宜助言をすることで、学生自治会
の活動が充実している。特にコロナ禍後はそれま
で、受け継がれていた活動の歴史が中断している
部分もあったため、教職員が助言することで自治
会活動がスムーズにいった部分もある。

②  大学コンソーシアム熊本へ参加する学生委
員は自治会役員から推薦してもらっているの
で、可能であれば学生全体から募集する方向へ
移行したい。自治会役員・student　voice委
員・大学モニター参加学生　どれも兼ねている
学生がいる

②   学生全体から学生委員を募集し、
参加することで、そのあとの企画参加
も全学生が興味を持ち参加希望するよ
うになれば良いと考える。

③本学から大学コンソーシアム熊本の学生企画委員会に2名の学
生が参加しており、積極的に会議にも出席し、他大学の学生と
交流している。

③大学コンソーシアム熊本へ学生が参加をするこ
とで、他大学の学生との交流にもつながった。

42 Ⅴ－１①　 研究事業の推進、新たな研究拠点の構築・展開
・研究ブランディング事業推進本部を中核として、「フィンランド
の社会」をテーマとする研究等、新たな研究拠点を構築・展開す
る。

研究ブランディ
ング事業推進本
部

1）研究ブランディング事業推進本部が管轄してきた3つのプ
ロジェクトについて
①子育て支援事業（合志市）

・包括連携協定を締結している合志市との事業展開を行い、
成果をHPで公表（2020年度～）

・さらにヤングケアラー問題に対する対策にも参画（2022年
度）
②障がいのある児童・生徒への科学教育事業（県内特別支援学
校）

・熊本市立北部東小学校の協力により、小学３年生を対象に
実施した。（2021年度）
③学校で苦戦する子どもたち、その保護者、教師に対して適切
な対応を行うための教育支援事業（菊池市）
・包括連携協定を締結している菊池市との連携事業を行い、ま
たこれに加え、山鹿市教育委員会及び熊本市教育委員会とも実
施（2020年度～2023年度）

　・2022年度から研究ブランディング事業推進
本部（委員構成はほぼ学長室会と同様）が休止
状態であり、進本部による各プロジェクトの進
捗管理ができていない状況である。加えて上記
③のプロジェクト（菊池市）については、担当
教員が2023年度末で退職している。

・研究ブランディング事業を見直し、
必要な再構築を検討していく。

Ⅱ Ⅱ

学科等の垣根を超えた研究の推進による新たな拠点の形成

＜評価できる点＞
①３つのプロジェクト中、合志市との連
携が進み、ヤングケアラー事業にも拡
がっていること。
②フィンランドの社会について、専門と
する教員を中心にシンポジウムを実施
し、研究強化を図ることができたこと。

＜改善を要する点＞
①３つのプロジェクト中、科学支援事
業、教育支援事業の進展が見られないこ
と。
②３つのプロジェクト内容がビジョン
Ⅶー１（地域社会の知的基盤としての地
域貢献活動の充実）と重複しているため
整理が必要であること。

＜総合評価＞
これまでの充実した学生支援の取り組み
に加え、増加傾向にある経済的問題を抱
える学生やカウンセリングでは対応でき
ない学生のための「キャンパスソーシャ
ルワーカー」導入による成果の検証をお
願いしたい。

＜評価できる点＞
①施設の活用が拡大していること。
②担当者による施設活用状況への対応が
行われるようになったこと。

＜改善を要する点＞
①利用者アンケートの回答率（3.4％）
が低く、継続課題であった「利用してい
ない学生の実態を明らかにして対応す
る」ことのみならず「利用している学生
評価」も十分に検証できていないこと。

＜総合評価＞
利用者アンケートの結果からは、ラーニ
ングコモンズ設置による成果及び課題へ
の対応が十分できているとは言い難い状
況である。継続した検証をしていくため
の工夫に期待する。

＜評価できる点＞
①アンケート結果が大学へ公表され、環
境整備などの処遇改善につながっている
こと。
　
＜改善を要する点＞
①アンケート結果に対する学生への回答
までに時間がかかること。

＜総合評価＞
アンケート結果に対する学生への回答及
び改善課題への対応は実施されている
が、年度内での対応等が可能になるよう
継続して検討を進めていただきたい。
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　2）「フィンランドの社会」をテーマとする研究について
・科学研究費及び個人研究費を活用し、三井准教授、坂根准教
授、高野准教授、松本准教授がフィンランドに渡航し、現地調
査及び現地での研究者等との交流を行い、今後の研究活動の強
化につながる活動を行った。（2022年度～）
・坂根准教授、高野准教授、三井准教授の3名による公開講座第
「１回フィンランド・シンポジウム」をオンライン（ZOOM）で
実施した。（2021年度）
・保育・幼児教育専攻において、新たに短期異文化圏体験学修B
として保育・幼児教育専攻フィンランド研修（1 週間）を実施
した。参加者は１６名（うち引率教員２名）であった。ヘルシ
ンキ大学との交流や保育現場との交流を深めることができた。
学生の教育とともにフィンランドにおける研究拠点構築の強化
を図ることができた。（2024年度）

43 Ⅴ－１②　 現場と連携した異職種協働研究の強化
・英語教育・保育・教育・福祉等の現場と協働した研究や異職種協
働の研究を強化する。

人文学科
心理臨床学科

＜2020年度＞
　研究ブランディング事業の活性化については、自治体や学校
等と連携した研究ブランディング事業が、新型コロナウイルス
感染症拡大防止のため中止または延期を余儀なくされ、同時に
活性化のための協議や活動も縮小または2021年度以降へ延期等
となった。協働研究の可能性の検討についても新型コロナウイ
ルス感染症拡大防止のため中止または延期となった。

研究ブランディング事業の活性化、協働研究の可
能性の検討については、新型コロナウイルス感染
症拡大防止のため中止または延期が続いた。

研究ブランディング事業の活性化、協働研究の
可能性の検討の進捗は、教員個人による模索と
なっていることもあり、研究時間の捻出の難し
さや課題があり、やや継続には脆弱な環境状況
と言える。

自治体など行政や企業との連携などを
視野に、大学として組織的に積極的に
働きかけることができる取り組みの検
討や研究環境改善につながる提案内容
を検討する。

Ⅱ

＜2021年度＞
　心理臨床学科ではこれまでの自治体や各種団体と連携し各種
委員会等への参画や地域に密着した活動を元に、実現可能な事
業を検討している。合志市におけるヤングケアラー事業への協
力などの取組みを開始した。また、熊本市における企業との共
同研究について就職支援をテーマに検討を始めたところであ
る。研究促進のため、学科紀要「心理・福祉・教育研究」を臨
時増刊し、現在編集を行っている。

＜2022年度＞
心理臨床学科ではこれまでの自治体や各種団体と連携し各種

委員会等への参画や地域に密着した活動を元に、実現可能な事
業を検討している。合志市におけるヤングケアラー事業への協
力などの取組みを開始した。熊本市における企業との共同研究
について就職支援をテーマに検討を始めたところである。研究
ブランディング事業に位置づけられる研究事業として、フィン
ランドにおける教育に関する研究（高野教授）が実施した。

＜2023年度＞
合志市におけるヤングケアラー事業については、2023年度中

の協力依頼はなかった。2022年度に派遣会社から打診を受けた
就職支援をテーマとした共同研究については、その後の展開は
なく、停止中となった。研究ブランディング事業に位置づけら
れる研究事業として、高野教授がフィンランドにおける教育に
関する研究を実施しており、2023年度も現地調査を実施した。

＜2024年度＞
　合志市におけるヤングケアラー事業については、４月１日よ
り「合志市ヤングケアラー支援条例」が制定されたことに伴
い、小中学生へのアンケート調査に関する協力依頼があり、岩
永教授が調査項目などへの助言を行った。2022年度に派遣会社
から打診を受けた就職支援をテーマとした共同研究について
は、その後の展開はなく、担当変更により中止した。研究ブラ
ンディング事業に位置づけられる研究事業として、高野教授が
フィンランドにおける教育に関する研究を実施しており、2024
年度は、成果について論文を作成中である。フィンランドを検
討する前に国内における教育を取りまとめている。チームとし
て多職種連携の在り方について着目し、論文としてまずは国内
におけるチーム支援、多職種連携について論文としてまとめた
（資料：2024V102—①）。

44 Ⅴ－２①　 大学間連携による共同研究の推進
・研究分野の類似した国内外の大学と連携協定を結んで、共同研究
を推進する。

人文学科
心理臨床学科

2020年度
　新型コロナ感染状況の為、学会や研究会等の取りやめ、オン
ラインでの実施等によって、研究者同士で直に集まり、交流を
する機会が減少した。このような状況での共同研究活性化の検
討は行っていない。教育・福祉・医療・司法領域の教育実践を
通した共同研究機関の検討については今年度の実践はない。コ
ロナ感染予防の観点から学生の実習の中止が相次ぎ、実習施設
と共同研究について話す機会が得られない状況であった。同様
に他の外部機関との情報交換が十分にできず、学内での取り組
みも含め共同研究機関について十分な検討ができなかった。

2020年度から新型コロナ感染状況が影響する中、
オンライン会議、感染状況が落ち着いた時期での
実施など努力を重ねながら、目標達成を進めたと
言える。

　学科にて計画について意見交換を行い、心
理・福祉分野において大学間連携による共同研
究は一般的ではないこともあり、本計画の対象
を「学科教員の学外との共同研究」としたが、
今後は地域との共同研究について検討する状況
である。

共同研究の対象について検討を進める
ため、現状把握を行い、学外として地
域も対象に開拓を行なっていく。

Ⅱ Ⅱ

2021年度
　昨年に引き続き共同研究の実践が継続している。新たに心理
臨床学科では1名（田中助教）が外部機関との共同研究による日
本学生相談学会発表を2件（「対面と遠隔を組み合わせたグルー
プ活動で必要な配慮」「学生相談室でのハイフレックスグルー
プの実践と雑感」）行った。また、1名（岩永准教授）が大阪府
立大学との共同研究に着手した。さらに、合志市とのヤングケ
アラーに関する取り組みが開始された（岩永准教授）。就労支
援等について企業等、医療機関と連携した共同研究に関しての
計画について検討を行った。

学内外での共同研究の推進

＜総合評価＞
合志市との連携事業は順調に進捗が見ら
れることは評価できる一方で、他の事業
の進展が見られない。担当教員の問題も
あるため、今後はビジョンⅦとの関連も
含めて事業整理を行うことが必要であ
る。

Ⅱ

＜評価できる点＞
①実状に合わせて、目標を大学間連携に
よる共同研究の実施から、まずは、教員
の学外との共同研究として、進めること
ができたこと。

＜改善を要する点＞
特になし

＜総合評価＞
実状に合わせて、現在進めることができ
る目標設定ができたことは評価できる。
今後は地域との共同研究について検討す
ることになっているが、ビジョンⅤ１②
において、現場との連携した協働研究の
計画があるため、「地域」の定義を検討
し、進めていただきたい。

＜評価できる点＞
①研究ブランディング事業の合志市との
事業については進捗がみられること。

＜改善を要する点＞
①コロナ禍以降、現場との連携した協働
研究をどのように進めるか、検討がなさ
れていないこと。

＜総合評価＞
研究ブランディング事業のなかで、合志
市との連携事業については進捗がみられ
ることは評価できる。一方で、各専門領
域と現場の協働した研究への取組につい
ては、計画されたものの実施には至って
いない。教員の負担感にもつながるた
め、大学として協働研究を進めていくた
めの体制づくりと位置付けを検討してい
ただきたい。
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2022年度
　今年度も、教育・福祉・医療・司法領域の教育実践を通した
共同研究機関の検討については今年度の実践はない。学生の実
習にPCR検査等の細心の注意を払う必要等があり、実習施設や共
同研究との連携を得られない状況であった。年度後半より徐々
に海外渡航が再開された。

2023年度
　学科会議（第1回：2023/4/6）で当該計画について意見交換を
行った結果、心理・福祉分野において大学間連携による共同研
究は一般的ではないため、「個々の研究者同士での他大学との
共同研究の実績を報告していくのが妥当ではないか」との意見
が出された。これを受け、2023年度以降、心理臨床学科では本
計画の対象を「学科教員の学外との共同研究」に絞ることと
し、まず科学研究費の支援を受けて現在実施されている共同研
究の実態把握を行った。

科学研究費の支援を受けて心理臨床学科教員が実施している学
外共同研究は以下のとおりである。
(1) 増本准教授：基盤C「読み困難児支援のための文章提示調整
アプリケーションの開発」 （研究分担者：奈良学園大学岡
野准教授）
(2）岡田教授：基盤C「アルコール依存症者の「回復の物語」を
その家族はいかに経験するのか」 （研究代表者：佐賀大学
石井准教授）
(3)岡田教授：基盤C「ネット依存症の課題に対応した家族教室
のプログラム作成」 （研究代表者：志學館大学松本准教
授）
(4)岩永教授：基盤A「子どもの課題スクリーニングから支援・
効果まで循環するシステム構築」 （研究代表者：大阪公立
大学山野教授）
(5)久﨑准教授：基盤C「仲間の認知に関わる就学期の情動発達
と学校適応の縦断的検討」 （研究代表者：甲南女子大学梅
崎教授）

2024年度
2023年度以降、心理臨床学科では本計画の対象を「学科教員の
学外との共同研究」に絞ることとし、まず科学研究費の支援を
受けて現在実施されている共同研究の実態把握について、2023
年度把握した5件の課題のうち2024年度は、（１）（５）の2件
が継続中である。

毎年度、継続・新規について学科会議にて確認を進める。本
計画の対象を「学科教員の学外との共同研究」に絞り、まず科
学研究費の支援を受けて現在実施されている共同研究の実態把
握を行なったが、今後は、地域の共同研究機関との連携につい
て開拓を行なっていく。

45 Ⅴ－２②　 大学院生及び学生の研究力を引き出す支援の強化
・指導教員による支援の下で、大学院生及び学生による研究を活性
化し、その研究力強化を図る。

人文学研究科
心理臨床学科

学内紀要掲載について、掲載がない年度もあったが、継続して
取り組んできた。2023年度に修士論文指導体制を見直し、学生
に指導体制を具体的に説明した。研究倫理の研修や倫理審査な
どを積極的に活用している。（資料Ⅴ２②―①）

修士論文に基づいた論文の学内紀要への掲載を奨
励について、心理・教育・福祉研究に大学院の修
士論文に基づいた論文が2020年度２本、2022年度
３本、2023年度２本掲載された。少なくとも毎年
１本、修士論文に基づいた論文が本学の学内紀要
である『心理・教育・福祉研究』に掲載されると
いう達成目標は達成できなかったが、5年間通算7
本の論文が掲載された。（資料Ⅴ２②―②③④）

目標達成の基礎となる修士論文指導体制を整え
てきた。大学院公認心理師カリキュラム開始に
伴う新設科目や実習体制などの準備と実践によ
り、教員の多忙さによって研究時間確保が難し
い状況が発生している。しかしながら、毎年1本
の学内紀要投稿という目標は今後も維持してい
く必要があり、そのための取組を行っていくこ
とが重要である。

修士論文の指導体制は公認心理師国家
資格試験日程に合わせ変更を行ってお
り、短い期間で計画的に指導を行いな
がら、学内紀要への投稿を目指してい
く。また、査読論文への取組も検討し
ていく必要がある。

Ⅱ（研究
科）

Ⅲ（臨床心
理学科）

＜評価できる点＞
①研究科では、修士論文を紀要に掲載す
ることができたこと。
②人文学科では、専攻によって特別研
究、卒業研究のなかでフィールドワーク
を随時実施し、卒業研究として報告でき
たこと。
③心理臨床学科では、卒業研究のルーブ
リックについて現状をふまえた再検討と
新版の作成をしたり、地域連携を活かし
た研究を促進したりしたこと。
④学科において、卒業研究のルーブリッ
ク評価ができ、それを基に指導・評価で
きていること。

＜改善を要する点＞
特になし。

＜総合評価＞
研究科では、目標数には達していない
が、紀要論文への投稿を積極的に進め、
学部学科では、フィールドワークを実施
し、その内容を卒業研究として報告でき
ていることは評価できる。

Ⅲ
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46 Ⅴ－２③　 研究施設の充実・展開
・こころとそだちの臨床研究所の在り方を見直し、学科を超えた研
究施設として積極的な活動を展開する。

こころとそだち
の臨床研究所

１）大学の理念・目的と本研究所の構成との適合
性
大学の基本理念である「感恩奉仕」「教育研究」
「社会への貢献」と照らし、本研究所の設置状況
の検証を行った結果、カウンセリングルームジャ
ニス、合志市との包括協定事業等の取り組みは、
「感恩奉仕」の理念の下、一定の「社会への貢
献」としての役割を果たすことができている。
（資料Ⅴ２③―⑥）

　包括協定自治体等を含めた様々な機関との連
携強化と共同研究の推進について、既存の活動
は継続できたが、新規の活動の広がりが少な
い。新たに共同で実施できるものについての検
討が必要である。教育、保育、心理、福祉の分
野横断的な地域貢献及び共同研究の推進につい
て今後の5年間に新たな着手に向け、具体的な研
究についての話合いから始めていくことが急務
である。

ジャニス移転後の新体制が整い、安定
した運営を目指す。そのうえで、自治
体、教育委員会、福祉施設等との積極
的交流の推進を図り、本学の特色であ
る教育、保育、心理、福祉的アプロー
チを活かした多様な視点に基づく研究
の推進を目指していく。

Ⅱ ＜評価できる点＞
①こころと育ちの臨床研究所を学科を超
えた研究施設として体制を見直したこ
と。
②地域のニーズに合わせてカウンセリン
グルームジャニスの運営体制を検討し、
料金設定や開所日を見直すことができた
こと。

＜改善を要する点＞
①教育・保育・福祉といった本学の他学
科と共同した取組を充実させること。

＜総合評価＞
地域のニーズや他大学、社会状況に合わ
せて研究所やジャニスの運営体制を見直
したことは評価できる。今後は、本学の
他学科と共同した取組をどのように進め
ていくか、詳細を検討いただきたい。ま
た運営には専任教員の負担も大きいこと
が予想されるため、長期的スパンでみた
人事計画についても検討いただきたい。

Ⅱ

２）教育研究組織と学問の動向、社会的要請、大
学を取り巻く国際的環境等への配慮
　2020年度はコロナ禍の中、感染予防のための社
会的活動の制限が大きい中、研究所の活動の維持
を図った。カウンセリングルームジャニスでは、
地域のニーズに合わせ、子どもから大人までカウ
ンセリングや各種心理検査を行っている。（資料
Ⅴ２③－⑦）。九州ルーテル学院の在学生を対象
とした心理検査パッケージを開始し、保育、小、
中、高生が利用しやすい体制を整えた（資料Ⅴ２
③－⑧）。保育ソーシャルワーク研究所との連携
を少しずつはじめ、今後の共同研修や研究などを
検討している。

３）適切な根拠（資料、情報）に基づく点検・評
価と点検・評価結果に基づく改善・向上
　カウンセリングルームジャニスについて、週1
日の開所であったが、体制の変更に伴い週５日の
運営となった。また、インテーク面接、受理会議
を経てのケースを受け入れる体制整備を行ったこ
とや新体制整備、ジャニス移転などで新規受付期
間を制限したため、利用者数の伸びは少なかっ
た。（資料Ⅴ２③―⑦前掲）同様の学内実習施設
を持つ他大学の状況を踏まえ、新料金の設定を
行った。（資料Ⅴ２③―⑨）社会人のリカレント
教育を兼ねた研修相談員を新たに創設し、２０２
４年度より７名の登録で運用を開始した。（資料
Ⅴ２③―⑩）
　合志市「地域の家族見守りサポーター養成講
座」における受講者のアンケート結果のフィード
バックを受け、社会情勢や地域住民のニーズに合
わせた次年度の講義内容の参考としている。（資
料Ⅴ２③―⑪））

４）前記を踏まえた研究所の在り方・方向性の確
定に合わせた研究所規程の改訂
　職員料金改定、心理検査パッケージ及び研修相
談員創設に伴い、こころとそだちの臨床研究所規
程を一部改訂した。（資料Ⅴ２③－⑫、⑬）

５）上記４）に応じた研究所員の充実
　２０２１年度より助教１名増員し、カウンセリ
ングルームジャニスの運営を主とした業務を担当
している。2022年度の大学院公認心理師養成開始
後は、公認心理師と臨床心理士の資格を持った6
名の教員が分担し、定期的にワーキングの会議で
ケースの受理会議及び運用状況の把握及び方針の
検討などを行っている。学生はそれぞれの学びの
段階に応じて陪席や心理検査及び面接の担当を随
時行っている

６）包括協定自治体等を含めた様々な機関との連
携強化と共同研究の推進
　合志市との包括協定に基づく活動について「地
域の家族見守りサポーター養成講座」へ本学教員
の講師派遣が継続して行うことができた。2024年
４月１日より「合志市ヤングケアラー支援条例」
が制定されたことに伴い、小中学生へのアンケー
ト調査に関する協力依頼があり、岩永靖教授が調
査項目などへの助言を行った。

こころとそだちの臨床研究所について、2020年に大学の基本理
念である「感恩奉仕」「教育研究」「社会への貢献」と照ら
し、本研究所の設置状況の検証を行った結果、カウンセリング
ルームジャニス、合志市との包括協定事業等の取り組みは、
「感恩奉仕」の理念の下、一定の「社会への貢献」としての役
割を果たすことができていることを確認した。2021年より「学
科を超えた研究施設」として積極的な研究活動が行えるよう研
究所及び研究所運営委員会委員に、人文学科の教員を加える
等、教育、保育、心理的支援、ソーシャルワーク等の学際的な
学内共同研究に向けた体制整備を行った。（資料Ⅴ２③－①）
合志市との包括協定事業については、「地域の家族見守りサ
ポーター養成講座」を対面とオンライン併用のハイブリッド式
で実施し、毎年岩永靖教授、永野典詞教授、古賀香代子教授が
担当し2024年度まで毎年継続している。（資料Ⅴ２③－②）ま
たソーシャルワーカー派遣事業については、女性・子ども支援
課の相談体制と人材育成という当初の目標を達成することがで
き、2021年度で終了した。「ヤングケアラ―の支援体制づく
り」については、岩永教授が庁舎内関係課への研修会や今後の
支援体制策定への参画を行っている。（資料Ⅴ２③－③）
金曜教室の活動については、これまでの18年間の活動の取組が
評価され、2021（令和3）年度「障害者の生涯学習支援活動」に
かかる文部科学大臣表彰の栄に浴した。（資料Ⅴ２③－④、Ⅴ
２③-⑤）活動は新型コロナウイルスの感染拡大防止の観点か
ら、対面活動の制限が大きかったが、少しずつ制限が解除さ
れ、2024年度はコロナ禍前の活動状況に近い活動ができるよう
になった。
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７）教育、保育、心理、福祉の分野横断的な地域
貢献及び共同研究の推進
　2024年3月に保育ソーシャルワーク研究所主催
の研修会へ古賀教授が講師協力を行い、参加する
保育士に向け、三歳児健康診断における心理職の
関わりを具体的に説明した。（資料Ⅴ２③－⑭）
・ 金曜教室は定期的な活動及びイベント開催な
ど、コロナ前の活動体制に近い活動実践ができ
た。2024年度登録は学生48名、こども14名。

　

47 Ⅴ－３①　 研究費の戦略的配分
・科学研究費補助金等の獲得・申請者に対するインセンティブの強
化、共同研究費制度の策定・運用、教育改革・研究奨励制度の奨励
金の拡充等、研究費を戦略的に配分し、効果的に活用する。

研究ブランディ
ング事業推進本
部

　1）研究に関する基本方針の策定
・「九州ルーテル学院大学研究（ﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ）の推進・運営に
関する基本方針」の策定・公表（2020年度）
・大学事業計画に研究力強化の具体的方針を明記（2023年度
～）

当初計画どおり進捗している。 研究支援のための各種方策の効果の検証（科研
費の申請数及び採択数・採択率の推移）

研究支援のための各種方策が、科研費
の申請数増や採択率の向上につながっ
ていくか注視していきたい。

Ⅲ

　2）研究支援の状況（研究費の戦略的配分）
　・大学独自の研究奨励制度（九州ルーテル学院大学教育改
革・研究奨励制度）の創設・予算化（2020年度）
　・研究活動奨励賞の創設・予算化（2020年度）
　・九州ルーテル学院大学教育改革・研究奨励制度の制度の見
直し・再構築（「研究等助成制度」と「教育等助成制度」に区
分）（2022年度）
　・学長裁量費（戦略経費）を利用した「科研費申請書添削
サービス」の利用開始（2024年度決定、2025年度から実施））

3）研究支援の管理
　・不適切な研究活動防止のための研究費の管理の実施（2020
年度～）

4）地域連携活動
　・各種公開講座等の実施（熊本県生涯学習推進センターでの
講演等）（2020年度～）

48 Ⅴ－３②　 研究環境の整備
・科学研究費補助金等の競争的資金の獲得強化のための研究休暇制
度等の創設・戦略的活用、研究室の整備、留学制度の利用促進等に
より、教員が研究実績を積みやすい環境を整える。

学長室会 1）大学の基本方針の策定
・アンケート調査を実施し、研究環境の現状把握及び課題を

抽出（2021年度・2023年度）
・大学事業計画に研究力強化の具体的方針を明記（2023年度

～）

研究環境整備のための各種方策の効果の検証 　研究環境整備のための各種方策が、
科研費の申請数増や採択率の向上につ
ながっていくか注視していきたい。

Ⅲ

2）研究環境の整備のための具体的な方策
 ①教員の研究時間確保のための方策

・「研究推進週間」を設定（2024年度決定、2025年度から実
施）
 ②科研費採択率向上のための方策
　・「研究力向上セミナー」の実施（2024年度）

・「科研費申請書添削サービス」の利用開始（（2024年度決
定、2025年度から実施）

3）研究倫理、研究活動の不正防止の取り組み
　・研究倫理研修会の実施（2021年度～）
　・内部監査の実施（2022年度～）

・文科省の「研究不正防止チェックリスト」「体制整備
チェックリスト」による検証（2020年度～）

・学内規程（公的研究費等に関する運営及び管理に関する規
程）の見直し・改正（2021年度）
　・研究データ保管・管理（2022年度～）

49 Ⅵ－１① グローバル化に対応したプログラム、公開講座等の開設
・国際的視野を持って“くまもと”で活躍し、“くまもと”に貢献
できる学生を育成するため、異文化理解を深め、地球環境や平和、
人権などに関する世界共通の課題を自分事として考える授業や講座
を実施する。
・“英語のルーテル”という本学の特色を生かし、地域の外国人と
英語でコミュニケーションできる場や、海外の文化を学ぶ公開講座
を提供する。

グローバルセン
ター

 【「グローバル・スタディーズ」について】
「グローバル・スタディーズ」では、「社会のグローバル化」
「異文化理解」「持続可能な開発目標(SDGs)」の3つのテーマを
軸とし、地球環境や平和、人権などに関する世界の課題や変化
が身近でも起きていることに気付き、自分事として考えること
につながる内容の授業を実施した。また、産官学連携を実施
し、SDGs未来都市に採択されている県内の自治体や、海外や社
会の課題解決を目指す企業、JICAやパラリンピックの日本代表
選手など、多様な講師を招き、様々な視点から学生たちの視野
がグローバルに広がる工夫を行った。
【英語を話す機会や、異文化を学ぶ機会の提供】
2020年度から2021年度までの2年間はコロナ禍のために活動が制
限されていたが、その間も含め、新規で複数の活動を実施する
ことができた。

1． 目標を達成でき、計画どおり進捗できてい
る。
2． 英語を話す機会や異文化を学ぶ機会は提供で
きているが、公開講座は1度のみ実施できた。

2．公開講座については今後、地域連携推進委員
会と話し合い、実施方法などを検討したい。

1． これまでと同じ形で、多様な外部
講師も招きながら、授業を実施してい
きたい。
2． 大学コンソーシアム熊本の国際交
流部会とも引き続き連携し、留学生と
交流できる場を提供したい。公開講座
については、地域連携推進委員会の活
動範囲だと認識しているため、（Ｂ）
計画を変更したい。

Ⅲ Ⅲ

2020年度
・初となる３日間のオンライン講座を実施した（バークレーハ
ウス）
2021年度
・オンラインによる英語講座を２つと異文化体験学修を1つ実施
できた（フィリピンとつなぐ講座には本学から参加者がいな
かった）
・    オンライン公開講座「フィンランド・シンポジウム」を
実施し、71名が参加した
・    JICAデスク熊本による「JICA説明会」を実施した
・    グローバル教育を取り入れた科目についての学内調査を
実施した

研究支援の強化

グローバルセンターの活性化

＜評価できる点＞
①教育改革・研究奨励制度の設定、科学
研究費申請サービスの導入などして、教
員の研究推進への意識醸成を図ったこ
と。

＜改善を要する点＞
特になし

＜総合評価＞
教員の研究への意識醸成に向けた様々な
制度の設定については評価できる。今後
はその制度の効果について検証いただき
たい。

Ⅲ

　1）及び2）については、当初計画どおり進捗し
ている。
　3）についても、当初計画どおり進捗してお
り、大学評価（実地調査）では、「研究倫理を遵
守するための必要な措置を講じ、適切に対応して
いるか」については、これを遵守するための必要
な措置を講じて適切に対処しているとの評価を得
ている。

＜評価できる点＞
①研究環境に関するアンケートを実施
し、現状を把握したこと。
②アンケート結果から、研究環境の整備
として、2025年度から研究ウィークを導
入し、教員の研究への意識醸成を図るこ
と。

＜改善を要する点＞
特になし

＜総合評価＞
教員の研究環境の整備として、アンケー
トの実施やアンケート結果を基にした研
究ウィークの導入は評価できる。今後は
その効果を検証していただきたい。

Ⅲ

＜評価できる点＞
グローバルスタディーズの授業を通して
世界の変化や課題に学生が気づく授業の
展開を図ったこと。また、大学コンソー
シアム熊本と連携し、留学生向けプログ
ラムに学生を参画させるなど、交流の機
会を設けたこと。

＜改善を要する点＞
公開講座の持ち方について地域連携推進
委員会との検討が必要である。

＜総合評価＞
コロナ禍においても可能な活動を検討し
学生にグローバルな視点を与えようとす
る取り組みがしっかりとなされてきたこ
とが評価できる。今後もグローバルセン
ターが本学の異文化理解のセンターとな
り、地域へも良い影響を広めていくこと
が期待できる。
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2022年度
・ワイカト大学（NZ）とMOUを結んだ
・コロナ前まで関わりのあったライトハウス・エンパワーメン
ト社と新規プログラムを実施した（オーストラリアでの幼稚園
ボランティアプログラム）
（← VI-2①異文化体験学修プログラムの充実と重複している

2023年度
・大学コンソーシアム熊本が開催した「留学生のためのウェル
カムパーティー」に本学から4名の学生が参加した
・ 熊本在住のウクライナ人と連絡を取り、異文化講座の講師を
依頼したが、返信がなく、実施できなかった

2024年度
・ 大学コンソーシアム熊本の国際交流部会の協力で、熊本県の
留学生向けプログラムの活動に本学の学生が企画段階から参加
できる機会を提供し、CE専攻の学生数名が参加した（→ VI-1②
グローバルセンターの整備・充実と重複している）

50 Ⅵ－１② グローバルセンターの整備・充実
・異文化圏体験学修等の留学相談やコミュニケーション等の場とし
て、グローバルセンターの整備・充実を図る。

グローバルセン
ター

【学生のニーズに合ったサポートや活動の提供】
2020年度
・17名の学生がグローバル委員となり、小規模ながらも「映画
上映会」や「英語でランチ」を行った。
・海外留学と春の異文化体験学修に参加した学生たちによる
「留学セミナー」を実施した。（→　以後　VI 2 ①学生の派
遣）
・グローバルセンターからの情報発信のため、SNS（Instagram
及びFacebook）アカウントを開設し、発信を開始した。
（Facebookアカウントは利用者が少なったため、その後クロー
ズしている）

1． 2023年度までは学生の参加が少なく、想定し
ていた活動ができなかったが、2024年度はコン
ソーシアムの活動に参加させてもらったなど、数
名ではあるが、学生が希望する活動を提供でき
た。
2． 連携を試みるも、双方で考えが一致しないと
難しい現状があるが、少しずつ歩み寄ることがで
きているように思う。

2．学院内の連携については、インター小とのつ
ながりが最も現実的であるように思う。

1． 2024年度に学生に紹介できたイベ
ントの企画やボランティア活動をより
一層紹介していき、留学生と交流でき
る場を提供したい。
2． グローバル委員の中から担当者を
決めるなどして、幼稚園・インター
小・中高と可能な連携の形を探ってい
きたい。

Ⅱ Ⅱ

2021年度
・学生グローバル委員の卒業などで活動を提案・担当する学生
がいなくなり、活動できなかった
2022年度
・学生グローバル委員を募集したが応募がなく、その他活動に
費やす時間が取れなかった
2023年度
・積極的に活動する時間が取れなかった。
2024年度
・大学コンソーシアム熊本の国際交流部会の協力を得て、留学
生との交流イベント（バスツアー）に学生数名が企画段階から
参加させてもらった。
・熊本市国際交流振興事業団が主催する「グローバルワーク
キャンプ」について周知したところ、数名の学生が興味を示し
た（2025年度に確認予定）

【ルーテル幼稚園及び中高との連携】
2020年
・2020年2月に（前）学長の声掛けにより連携の可能性について
話し合ったことを機に、10月に中高の英語教員と具体的な活動
について話し合ったが、日程が合わず、学生たちが高校生のテ
スト勉強を手伝う、など検討していた活動を実施できなかっ
た。

2021年
・高校の進路指導担当教員と話し合いを行い、グローバル教育
につながる活動を高校側で実施することを検討してもらうこと
になったが、その後進展がなかった（高校側に連絡を試みた
が、返信がなかった）。
・オンライン公開講座（フィンランド・シンポジウム）の案内
を高校1年生と2年生に配布してもらい、当日は10名の高校生が
参加してくれた。

2022年
・積極的に活動する時間が取れず、連携が困難であった。
2023年
・年度内に予定していた幼稚園の園長のヒアリングは次年度に
行うこととなった。
2024年
・幼稚園：11月に年長さん向けにフィンランドの紹介をした。
・中高：9月の異文化圏体験学修の成果発表会について高校に紹
介したところ、1名の学生が参加してくれた（4月に入学予
定）。
・インター小：イギリス留学に行く学生向けに、イギリスの文
化及び英語についてインター小の教員に事前学修をしてもらっ
た。

＜評価できる点＞
グローバル委員を募集したり、公式SNS
を開設するなどセンターの整備充実を図
る取り組みを行なった点。学院内にて連
携をしようとやり取りを繰り返した点が
評価できる。

＜改善を要する点＞
学院内での効果ある連携事業を具現化す
ることを検討されたい。

＜総合評価＞
グローバル委員の募集や活動の充実、公
式SNSの開設、大学コンソーシアム熊本
との連携事業、学院内での連携と幅広く
センターとしての役割を整備、充実させ
ようと進めてきた取り組みが素晴らし
い。今後の具現化が期待される。
加えて、留学に関する学生のコミュニ
ケーションの場としてグローバルセン
ターが活用されることが期待される。

28 / 43 ページ



取組の概要 達成度・進捗状況 課題 今後の展望 評点 総合評価 達成度（評点）
目標・計画

自己点検・総合評価委委員会2020～2024年度の取り組みについての中間評価（自己評価）
№ 計画番号 主担当

1.  【海外体験学修の充実】
2020年度
・2019年度に海外体験学修に参加した学生による留学セミナー
（成果発表会）を実施した
・コロナウィルス感染拡大のため、海外体験学修を実施できな
かったが、夏休みにトライアルで3日間のオンライン英語講座を
実施できた
・オンライン学修も含め、4週間未満の異文化体験を新たに「短
期異文化圏体験学修Ａ」「短期異文化圏体験学修Ｂ」の科目と
して単位化する提案が3月の教授会で承認された

1． コロナ期間中も含め、毎年新たなプログラム
を提供することができている。
2． コロナ禍の影響もあったが、2つの研修
（フィリピン＆フィンランド）で連携できたこと
は良かった。

1.円安と物価上昇のため、海外渡航に掛かる費
用は過去最高となっていることから、海外に行
けない学生が増えていると感じる。
2.ルーテル学院大学は2025年度から新入生の募
集を行わないことになったため、今後の連携は
難しいであろう。

1． 韓国や台湾の大学との協定に向け
た話し合いが始まっており、今後はア
ジア方面への研修もふやしていきた
い。
2． ルーテル学院大学は2025年度から
新入生の募集を行わないことから、目
標を削除する。

Ⅲ

2021年度
・前期にフリンダ―ス大学（AUS）のオンライン英語講座（1週
間＆3週間）を実施した（単位取得無し）
・後期にワイカト大学のオンライン英語講座を実施した（プロ
グラム、及びアンケートについては、VI-1① 2）英語を話す機
会や異文化を学ぶ機会で提出）
・ 2020年度に実施予定だったフィンランド研修がコロナのため
延期となっていたが、次年度から開始することになり、3月に現
地コーディネーターとオンラインでの打合せを行った

2022年度
・ワイカト大学（NZ）とMOUを結び、夏と春のプログラムに英語
研修を追加した（←VI-1①グローバルセンターの活性化）
・コロナ禍の影響による研修の取り止めや現地との音信不通の
ため、2019年度まで実施していた４つの海外研修を実施できな
くなった
・ 2年ぶりに海外で研修を行うことになったことや、ウクライ
ナ戦争勃発のため、前期は学生向け説明会に加え、保護者説明
会を実施し、海外研修に参加する学生とその保護者に「承諾
書」を提出してもらうことになった
・新たなプログラムとして、オーストラリアでの幼稚園ボラン
ティアを実施できた
・前期は予定していた5つのプログラムの内3つを実施でき、24
名が参加した
・後期は、海外留学を含め、6つのプログラムの内、3つを実施
でき、11名が参加した
・2年ぶりに開催できた海外研修には、過去最多の35名の学生が
参加した

2023年度
・韓国のインドク大学と連絡が取れなくなったため、新たな留
学先として、チョンジュ・キジョン（キリスト教）大学とMOUを
結び、1名の学生が留学した
・東京に本社を置くボーダレスハウス（株）とパートナーシッ
プ協定を結び、「国際交流型インターンシップ・BH Camp」を新
たな国内での短期異文化圏体験学修Aとし、夏と春の2回実施し
た
・前期は予定していた5つのプログラムの内2つを実施でき、11
名が参加した
・後期は、海外留学を含め、7つのプログラムの内、4つに16名
が参加した

2024年度
・ プログラムの充実を図るため、保育専攻独自のフィンランド
研修を含め、新たに5つのプログラムを実施した
・前期は10のプログラムの内5つに15名が参加した
・後期は、海外留学を含め、10つのプログラムの内、7つに27名
が参加した
・ 国内外のプログラムに合わせて過去最多の42名が参加した

学生の派遣

Ⅲ51 Ⅵ－２①　 異文化圏体験学修プログラムの充実
・英語圏以外の大学、教育機関等との国際交流等を含め、留学先や
留学プログラムを新規開拓し、異文化圏体験学修プログラムの充実
を図る。
・姉妹校である「ルーテル学院大学」と連携し、単位互換制度の一
環として、新たな海外ボランティア活動プログラムを開設し、学生
が国際社会への奉仕を体験できる機会を拡充する。

グローバルセン
ター

〈評価できる点〉
コロナ禍で人流の制限がなされる中でも
オンライン講座を紹介したり、担当者と
打ち合わせたりするなど活動を継続した
ことが現在のプログラムの充実に繋がっ
ている。渡航プログラムだけでなく国内
でのプログラムを準備するなど幅広い学
生のニーズに応えている。

〈改善を要する点〉
アジア圏でのプログラム構築が検討され
ている。

〈総合評価〉
着実な継続とプログラム開拓の取り組み
により、幅広い学生のニーズに応じたブ
ログラムが展開されている。ルーテル学
院大学との連携も継続し一名の参加が得
られた。
今後も、アジア圏でのプログラム検討な
ど異文化理解に関する本学の貴重な学び
の場として活動が充実し発展することが
期待される。
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52 Ⅵ－３① 外国人留学生の受入れ促進
・外国人留学生の受入れのためのシステム（入試制度、交換留学制
度等）を再構築する。

学務・入試セン
ター

１．志願者の選抜・募集・広報
２．九州圏内の日本語学校へのアプローチ
３．文化交流を目的とした短期留学システム

コロナ禍の影響もあって、最小限の活動しかでき
なかった

現状で受け入れ可能な留学生は日本語ができる
ことが前提となることからも、大学としての方
針を先ずは示していただきたい。

Ⅰ Ⅰ

2020年度
・コロナウィルス感染拡大のため、目的としていた現状把握を
実施できなかった
 2021年度
・熊本外語専門学校でPRを行った
・心理臨床学科に在籍していた留学生に聞き取り調査を行い、
県内外の日本語学校との連携を深めていくことが重要であるこ
とが分かった
・海外からの留学生を入国まで含めサポートする体制ができて
いないため、受入れが難しいことからも、近隣の日本語学校等
で学ぶ留学生にターゲットを絞った広報活動を行った

53 Ⅵ－３② 外国英語表記の充実
・教務委員会及び入試委員会と連携して、外国人留学生向けに本学
ホームページの英語表記を充実させる。
・外国人留学生を踏まえたシラバス、学生向け案内文書等の日英表
記化を実施する。

グローバルセン
ター

2020年度
・コロナウィルス感染拡大のため、目的としていた現状把握を
先送りとした
2021年度
・ウェブサイトのリニューアルに合わせ、学院名、学部名、
コース名、役職名の英訳を先に行った
2022年度
・留学生の受入れが難しく、英語表記の必要性もないため、先
送りとした
2023年度
・ウェブサイトのリニューアルに向け、（取りまとめ部門に含
まれていない）広報委員会がネイティブチェックも含め、英語
の制作を担当した
2024年度
・入試課（入試課長、入試担当副学長、グローバルセンター
長）で協議を行い、今後について合意した（→（４））

必要最低限の英語表記化が行われた。 取りまとめ部門の見直しが必要であると考え
る。

入試課（入試課長、入試担当副学長、
グローバルセンター長）で協議を行
い、本目標及びVI-3①留学生の受入れ
促進の2目標については、学長室会が取
りまとめ部門として最適であり、その
他の部門は学長室会の決定をサポート
する立場にあるとの認識で合意した。

1 〈評価できる点〉
ホームページ上で一部の英語表記化が行
われたこと

〈改善を要する点〉
取りまとめ部署の見直し

〈総合評価〉
留学生の受け入れ方針により本事業の必
要性が変化することから取り組みが難し
かった様子が窺われる。取りまとめ部署
の変更が申し出ているため、全体的な精
査と調整が必要だと思われる。

Ⅱ

外国人留学生の受入れ

本目標及びVI-3②英語表記の充実の2目
標については、学長室会が取りまとめ
部門として最適であり、その他の部門
は学長室会の決定をサポートする立場
にあるとの認識で合意した。

2.  【ルーテル学院大学とのプログラムの開設】
2020年
・グローバルセンター長が9月にルーテル学院大学を訪問し、海
外研修担当者と連携の可能性について話し合いを始めた
2021年
・ルーテル学院大学の海外研修担当教員及び留学ジャーナルの
担当者とオンラインで話し合いを行い、合同でフィリピンとの
オンライン異文化講座を実施することとなったが、残念ながら
本学からの参加者はいなかった（←VI 1 ②英語を話す機会や異
文化を学ぶ機会の提供）
2022年
・ルーテル学院大学の担当教員と留学ジャーナルの担当者と打
合せができず、次年度に持ち越した
2023年
・ルーテル学院大学では海外留学に行く学生のみならず、入学
者が減っていることから、海外研修を行わない方針となったた
め、2024年度のフィンランド研修に希望者を募ることになった
2024年
・ルーテル学院大学から1名の学生（社会福祉学科3年次）が
フィンランド研修に参加した

〈評価できる点〉
2022年度までの取り組みにおいて、熊本
外語専門学校でのPRや留学生への聞き取
りを行なった点について評価できる。

〈改善を要する点〉
認識を合わせ、事業計画に沿った目標と
すべきである。

〈総合評価〉
コロナ禍を経て取り組みを模索した前半
の活動は評価できる。その後方針が見え
ないとの申し出から進行が停滞している
現状である。
大学として今後本事業（留学生の受け入
れ）を継続するのかどうかを検討する必
要がある。
2025年度事業計画では、「本学への短期
日本語・日本文化研修の再実施を推進す
る。」とされていることから、この計画
に合致した目標とすべきであると考えら
れる。

2022年度
・パンフレット等の発送からの電話での聞き取り調査を行った
2023年度
・5月に提出した「改善処置・指示事項に関する対応」への回答
待ちである
2024年度
・上に同じく
・入試課（入試課長、入試担当副学長、グローバルセンター
長）で協議を行い、今後について合意した（→（４））・入試
課（入試課長、入試担当副学長、グローバルセンター長）で協
議を行い、今後について合意した（→（４））
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54 Ⅶ－１①　 地方自治体等への委員・講師の派遣等の拡充
・本学の知的資源を活用した地域貢献活動として、地方自治体（教
育委員会、学校、社会福祉協議会等を含む。）等への委員、講師、
対人援助職の派遣等を拡充し、社会貢献活動の更なる活性化を図
る。

地域連携推進セ
ンター

2020年度より本学のブランディング事業として、子育て支援事
業や障がいのある児童・生徒への科学教育事業、学校で苦戦す
る子どもたち、その保護者、教師に対して適切な対応を行うた
めの教育支援事業を展開してきた。コロナ禍により実施ができ
なかったり、担当する教員の転出により維持できなかったりす
るものもあったが、適宜方法を見直しながら実施してきた。特
に子育て支援事業については地域見守りサポーター養成講座と
して現在も大津町と連携し、継続して実施している。また、
フィンランドにおける教育の実際やハンセン病啓発講座なども
実施してきた。
教員の専門性を活かし、地方自治体等からの委嘱を受け、26人
が延べ72の各種委員に任命されている。また、コンソ熊本主催
の「キャンパスパレア」をはじめ、研修会講師や審査委員等と
して、26人をのべ102回派遣した。（2025年2月末現在）
熊本県内の学校を中心とした事業所における、職員やPTA研修の
支援のために、「職員・PTA研修サポートbyルーテル」を新設し
た。全教員に講座提供を求め、作成した一覧表を県教育委員会
や県保育会を通じて配布した。報告時点（2025年2月末現在）で
7事業所より要請を受けており、すでに7回の派遣を実施してき
た。
2023年度よりルーテルリカレント講座として年間５回の公開講
座を開催している。各専攻から講演者を選定し、平日夜に対面
とオンラインを併用した講座を行っている。案内は大学ホーム
ページや、パレア、男女参画センターはあもにい、ルーテル教
会等複数の場所に掲示、配布し広く市民への周知を図ってい
る。2024年度は全5回の講座に延べ140人の参加があった。

　①「地域と連携した事業の推進」については、
大津町における地域見守りサポーター養成講座の
継続的な実施を図り地域人材の養成に資する取り
組みを行った。また、職員・PTA研修サポート事
業により、県内の遠隔地からも本学教員への講師
派遣依頼があるなど拡大傾向にある。
　②④「地域社会や官民等との積極的な交流の機
会拡充」について、大学コンソーシアム熊本地域
創造部会への委員長の参加、熊本市中央区地域と
企業等を結ぶ応援事業や熊本市主催の学び直しの
普及に関する会議に、委員長もしくは担当職員が
参加した団体との意見交換を行なった。
　③「研修講座の実施による多彩な社会人教育の
推進」については、リカレント講座を立ち上げ実
施してきた。オンライン配信の機材を充実させる
などして、講座の質の向上にも努めている。加え
て、各教員による希望講座についても予算を獲得
し、実施できるように体制を整えている。

　自治体等への委員や講師の派遣拡充について
一定の成果が見られるが、今後もさらに地域に
貢献するために、研修サポート事業の周知がよ
り広くなされるように、県の教育委員会などと
協力したり、マスメディアの活用を図ったりす
るなどして取り組みを進める必要がある。

リカレント講座や研修サポート事業等
を継続し定着させるとともに、効果的
な広報のあり方についても検討が必要
である。地元の官民との情報交換会等
に今後も積極的に参加し、必要あれば
連携協定を締結し活発な事業交流を
図っていきたい。

Ⅱ ＜評価できる点＞
①子育て支援事業の継続、地方自治体等
への委員や講師の派遣等の増加と、充実
した地域貢献活動がみられること。
②新たに教員の専門性を活かした研修サ
ポート事業の取り組みを開始し地域貢献
活動の活性化を図っていること。

＜改善を要する点＞
①広報活動の工夫とその有効性を検証す
ること。
②見直し意見に記載されているように、
取りまとめ部門の検討が必要であるこ
と。
③計画達成のための具体的方策・到達目
標等も見直しがなされているが、可能な
範囲で具体的な数値目標も入れること。

＜総合評価＞
地域貢献に関する事業の継続及び委員や
講師等の派遣の拡大化を着実に進めてお
り評価できる。今後は広報活動を工夫し
つつその有効性を検証していただきた
い。また、各学科の取り組みが反映され
るような取りまとめ部門の体制化と計画
の見直しの検討が必要である。

Ⅲ

55 Ⅶ－１②　 産学官連携事業の実施
・研究ブランディング事業推進本部を中心に、地域社会の知的基盤
として、行政機関、熊本県内の企業、社会福祉法人、ＮＰＯ法人等
と産学官連携事業を実施する。

研究ブランディ
ング事業推進本
部

・地域向け講座について検討を行い、公開講座の開設を計画
し、①「学内樹木探訪」及び②「アフリカ少年が日本で育った
結果」の2講座を開設した。いずれもWeb公開し、特に②につい
ては、ＮＨＫの全国放送で放映されるなど、本学のブランド向
上にも寄与した。（2020年度）
・コロナ禍終息後は、「ルーテル・リカレント講座」として継
続実施している。（2023年度～）
・地域の特色を活かした研究・教育活動として、㈱日本リモナ
イトと協働した阿蘇リモナイトの教育活用研究や芦北町立星野
富弘美術館との共同研究等を実施した。（2020年度、2021年
度）
・大学コンソーシアムと共同で実施する「くまもと県民カレッ
ジ」に参画した。（2021年度～）
・熊本県子ども家庭福祉課、（社福）熊本県ひとり親家庭福祉
協議会と連携して「地域の学習教室」「子どもカフェ」への学
生派遣を実施した。（2023年度～）
・保育ソーシャルワーク研究所において、地域の保育者や保護
者を対象としたオンラインの研修会を定期的に実施した。
（2022年度～）
・自治体との地域連携事業として、包括協定を結んでいる合志
市の「地域の見守りサポーター養成講座」が2024年度に10年目
を迎えた。（2024年度）

和水町等の一部自治体との連携活動は停滞してい
るが、計画は概ね順調に進捗している。

連携協定中の和水町との各活動の進捗状況を明
らかにし、今後の活動の見直し・検討が必要

・これまでの自治体等との連携活動を
継続・発展させていく。
・教員各自が取り組んでいる様々な地
域連携活動を支援することにより、本
学の強みの一つである「地域連携活
動」を強化し、本学のプレゼンス向上
を図るために、新たな支援体制を構築
し、窓口の一本化や、活動の見える化
を図っていく。
・新たな連携協定の締結を検討・推進
していく。

Ⅱ ＜評価できる点＞
①リカレント講座の開催や自治体との連
携事業を継続しつつ地域のニーズにそっ
た学生派遣による連携も開始しているこ
と。

＜改善を要する点＞
①停滞している自治体との連携活動を見
直すこと。
②ビジョンⅤで重複する計画内容の整理
と取りまとめ部門の検討をすること。

＜総合評価＞
中長期展望にたち自治体等との連携活動
を進めていることは評価できる。他のビ
ジョンと計画内容の重複が認められるた
め取りまとめ部門等の検討が必要であ
る。その際、一部の部門に負担が偏らな
いように、また部門が変更となっても
「知的基盤」という視点を維持した見直
しを行っていただきたい。

Ⅱ

56 Ⅶ－１③　 公開講座や講習会等を通じた社会人の学びの場の創出
・ 地域連携推進センターと連携して授業開放を推進するとともに、
社会人（本学卒業生及び修了生を含む。）の学び直しに対するニー
ズに応える公開講座や講習会等を開設する。

地域連携推進セ
ンター

2020-2021年度は、新型コロナウィルス感染症拡大防止のため,
公開講座等の実施方法の検討が必要となった。対面活動の難し
さから、オンデマンド開催やオンライン開催など模索をしなが
ら取り組みを進めた。キリスト教関連授業を市民向けにオンデ
マンド公開を行ったが、受講希望者は少なく2024年度をもって
休止とした。2022年度にはハンセン病理解啓発、フィンランド
における教育の実際、親子サイエンス実験などをオンラインや
オンデマンド中心で実施をした。2023年度よりルーテルリカレ
ント講座を立ち上げ、年に5回の講座を定期的に実施するように
した。また、学生の地域社会に対する理解を深めるために、KLC
こどもサポーター制度を設定して、地域の学校等における学生
の活動場所の確保を行なった。2025年度からは、職員・PTA研修
サポートを設定して、教育研究の成果を積極的に社会に還元で
きる仕組みの確立を目指してきた。

①「地域貢献活動活性化を意図した地元熊本に根
ざした研究内容の活性化」については、一部研究
室で熱心に行い、大学コンソ事業「政策アイディ
アコンテスト」において、学生による研究発表を
継続して実施してきたが、教員の研究活性化につ
いては取り組みはなされなかった。
②「各自治体等との研究資源を活用した連携事
業」については、包括連携の実施が進んでいない
自治体もあり今後の見直しが必要である。職員研
修サポート事業などを通じて今後もニーズに応じ
た連携を維持、拡大していきたい。
③「学生の主体的な地域社会活動への参画」につ
いては、継続した政策アイディアコンテスト参加
（前述）、こどもサポーター活動の実施、各種ボ
ランティア活動の実施などを通じて進めてきた。

コロナ禍を経て、公開講座の持ち方や地域での
支援活動のあり方について工夫や見直しが必要
な期間であった。その中で、本学が実施できる
規模での活動を少しずつ拡大してきている状況
である。今後は、それぞれの活動の質の向上を
図り継続して実施できるようにするとともに、
地域の自治体や企業との連携を強化して新たな
取り組みを構築することも検討したい。
社会人の学び直しの場として、本学のリカレン
ト講座等がより周知されるように広報の工夫も
検討する必要がある。

目標に対する具体的方策を精選し、「B
計画」に挙げている授業開放と社会人
の学び直しに関する取り組みを充実さ
せていきたい。

Ⅱ ＜評価できる点＞
①コロナ禍で工夫しながら社会人の学び
直しのニーズにそくした公開講座や学生
が地域社会の理解を深める授業を展開し
てきたこと。

＜改善を要する点＞
①公開講座の広報活動の工夫と検証をす
ること。
②授業の教育効果の測定と改善。
③見直し意見に記載されているように、
取りまとめ部門と具体的方策の検討が必
要であること。

＜総合評価＞
コロナ禍で可能な取り組みを模索しつつ
公開講座等を通して社会人の学びの場を
創出するよう努めてきたことは評価でき
る。ビジョンⅦ－１①で記したように、
各学科の取り組みが反映されるような取
りまとめ部門の体制化と計画の見直しの
検討が必要である。なお、具体的方策に
ついては、ビジョンⅦ-１間での重複を
避ける等も吟味して見直していただきた
い。

Ⅱ

地域社会の知的基盤としての地域貢献活動の充実
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　④「本学の研究資源を活用した特色ある公開講
座の設定」については、年間5回のリカレント講
座に集約するとともに、各教員の特徴を活かした
自発的な講座を推進するために予算化を図り、充
実拡大するための準備を行なった。
　⑤「卒業生との連携を図り、生涯教育力向上へ
の貢献」については、幼児教育専攻におけるリカ
レント講座の実施が見られたり、児童教育専攻に
おける交流会の実施が行われたりしているが、地
域連携センターとして機能はしていない。

57 Ⅶ－２① 大学諸施設を活用した地域との交流促進
・ボランティアセンター、グローバルセンター、大学チャペル、教
室等における地域に向けた活動を更に充実し、本学と地域との交流
を強化する。

地域連携推進セ
ンタ

新型コロナウイルスの影響により、「るうてるかよう会」や
「体力測定」、「認知症声かけ訓練」などの活動が中止となっ
たが、地域との交流は継続して行われた。2020年9月、台風10号
の影響で避難所としてエカード会館を開放し、黒髪地区の住民
を受け入れた。この際、地域包括支援センターと連携し、避難
者の状況を共有することができた。また、黒髪12町内の災害避
難マニュアル作成委員会を立ち上げ、自治会や民生委員と協力
し、防災の取り組みを進めた。
2021年11月より地域交流スペースとして学食の一角を開放、
「るうてるかよう会」を再開し、毎週火曜日に体操や脳トレを
実施。高齢者と学生の交流の場として定着している。2022年に
は「黒髪地区防災運動会」を開催し、防災意識向上を図った。
また、2023年には黒髪校区町民体育祭にて防災競技を実施し、
学生が主体的に関わった。
その他、地域交流スペースを活用し、里親支援機関と協力した
学習会の開催やウクライナ避難民支援活動など、多岐にわたる
社会貢献活動を展開。SNSを活用したボランティア情報の発信も
行い、学生の積極的な参加を促した。
キリスト教活動としては、クリスマス礼拝に「るうてるかよう
会」の参加者を招待し、地域の高齢者と共に祈りの時間を持っ
た。また、熊本バンド結盟149周年記念早天祈祷会に向け、学生
が会場である花岡山の清掃ボランティアを実施。さらに、グ
ローバルセンター主催のSDGs関連活動としてチャリティショッ
プを運営し、売上の一部を児童養護施設に寄付する取り組みを
行った。
今後も「るうてるかよう会」の継続や災害時における黒髪地区
との協定作成、防災倉庫の設置など、地域との連携を深め、さ
らなる貢献を目指していく。

当初計画どおり進捗している 学内諸施設の借用に関する規定に柔軟性な対応
ができなくなってきおり、障がい者団体等が活
用を見合わせるケースが散見された。

地域に向けた活動が更に充実でき、
地域の中に存在し共生する大学とし
て認知が強化される。

Ⅲ ＜評価できる点＞
①「るうてるかよう会」等の様々な活動
に学生も参加し、地域交流スペース等の
施設を活用しながら地域交流を活性化さ
せていること。
②防災運動会等、自治体と連携した防災
の取り組みが展開されていること。

＜改善を要する点＞
①学内諸施設の借用に関する規程につい
て課題を検討すること。

＜総合評価＞
コロナ禍でも地域との交流を継続し、大
学諸施設を活用しながら学生も参加した
多様な地域貢献活動を通して地域との交
流を強化しており評価できる。また、防
災の取り組みも自治体との連携のもと進
められており今後も計画的な実施を期待
したい。一部支障を生じている施設貸出
諸規程について他部署とも検討のうえ、
より大学諸施設が活用しやすい整備が望
まれる。

Ⅲ

58 Ⅶ－２② 学生団体等への支援強化による諸活動の活性化
・本学の特色である教育・保育活動を展開する学生団体等による障
がい児・者支援、子ども支援等を更に活性化する。

学生支援セン
ター

①サポーターSHIP-Sの活動
「要約筆記者養成講座」を毎年継続して開催。12月にはPEPNet-
Japanシンポジウムに学生とサポートルーム職員が参加し、障害
理解及び支援技術について学んだ。シンポジウムでは、ポス
ター発表を行い、「プレゼンテーション賞」を受賞した。2月10
日には、SUN-Kuma会議の学生交流会が開催され、本学から5名が
参加した。2月17日には外部講師を招聘し、手話の勉強会を開催
し、サポーターSHIP-Sの学生や一般の学生・大学院生18名が参
加した。バリアフリーマップについては、１、２階部分を完成
させ、現在3階部分を調査継続中である。 精力的に活動してい
る
②各団体の活動については、学生のサークル活動は「活動計画
書」の提出を求めており、それにより活動を把握している。ダ
ウン症支援部、自閉症支援部、金曜教室など各サークルにおい
ては大学教員が顧問として指導しており、外部団体とも協力し
積極的な活動を行っている。
③サポーターSHIP-Sについては毎年30数名の学生サポーターが
活動しており、卒業式時に4年生には感謝状授与式を行った。

①おおむね達成できていると思われる。
②各サークルが活動計画書に基づいて自主的に活
動している。合わせて顧問の支援状況も把握して
いる。

サポーターSHIP-Sについては、学年により活動
している学生の数が異なるため、安定的にサ
ポートを提供するために継続的に募集活動を行
う必要がある。

今後も様々な面からサポートが必要な
学生が増えると思われることもあり、
サポーターSHIP-Sは活動に参加する学
生を増やしていく工夫が必要と思われ
る。
他の各活動についても、4月のフレッ
シュマンミーティングの自治会からの
お知らせの際にしっかり広報活動を
行って活動に参加する学生を積極的に
増やしていく必要があると思われる。

Ⅲ ＜評価できる点＞
①サポーターSHIP-S活動に対して、要約
筆記者養成講座や感謝状授与式等、様々
な支援を行っていること。
②サポーターSHIP-Sへの多様な支援を通
して、障がい学生への継続的なサポート
及び学生の支援技術の向上や障がい理解
の深まり、発表受賞につながっているこ
と。

＜改善を要する点＞
①サポーターSHIP-Sへの参加学生増加の
ための広報活動の工夫。

＜総合評価＞
学生サポーターの活動へ多様な支援を実
施していること、またそれを通して障が
い学生への継続的な支援や障がい理解等
に貢献しており、大いに評価できる。今
後、支援のニーズが増加する予測のもと
広報活動を展開しつつ、学生の主体性や
マンパワーに頼らざるをえない体制を見
直すことも検討願いたい。

Ⅲ

59 Ⅷ－１－１① 教員・教員組織の編成
・教員人事方針及び教員組織の編制に関する基本方針に基づき、学
科再編等の将来計画を見据えて教員を配置する。
・本学の教育研究の目的・方針に沿い、かつ、時代のニーズに対応
できる教員組織を編成する。

学長室会 1）学科・専攻等再編等を踏まえた必要教員の配置
・学科・専攻等再編検討ＷＧにおける再編計画を基に、大学設
置基準、教職課程認定基準等を踏まえた必要教員の配置や教員
組織の編制に関する方針、共通教育の在り方、科目の編成等も
踏まえた教員の適切な配置に係る方針に基づき、学科・専攻再
編を意識した教員配置を進め、完了した（2020年度～2022年
度）
・教員採用試験等への対応、教職等の実習支援等について更な
る充実・強化を図るため、教職・保育支援センターに、特別契
約教員（教授）を専属配置し、同教員がセンター運営を中心的
に担うことを決定し、配置した。（2020年度、2021年度）

1）及び3）については、計画どおり進捗してい
る。2022年度に受審した大学評価（実地調査）に
おいても、教員人事方針及び教員組織の編制に関
する基本方針に基づき、学科再編等の将来計画を
見据えて大学として求める教員像が適切に明示さ
れ、また、2022年度からの新たな教職課程の認定
基準に必要な教員の配置が完了し、教育研究活動
を展開するための適切な教員組織を編制している
との評価を得ることができた。

・「共通教育科目に関する基本方針」に従った
「共通教育科目」の見直し（担当教員の配置も
含む）の加速化

・超少子化時代を控え、本学の持続的
発展のための戦略を早急に策定し、そ
れを踏まえた教員組織の編成（教員人
件費の適正化も含む）を検討・実施し
ていく。

Ⅲ Ⅲ

学生（学生団体（サークル）を含む）及び教職員による交流や支援の活性化

経営ガバナンスの強化策　（教員・教員組織）

〈評価できる点〉
計画どおりに必要教員の配置を完了し、
また、教職課程の自己点検・評価につい
ても報告書を作成し、ホームページでの
公開に至ったことは評価できる。

〈改善を要する点〉
特になし

〈総合評価〉
2024年に策定された「共通教育科目に関
する基本方針」に基づく新たな共通教育
（教養教育）については、実質2025年度
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№ 計画番号 主担当

2）共通教育（教養教育）の在り方、科目の編成等を踏まえた教
員の適切な配置
・共通教育部会において、共通教育科目での基幹(専任)教員に
よる担当科目の精選の必要性について確認し、最初の取組みと
して、新設科目「ビジネス・コミュニケーション」について、
共通教育CP及び各学科等DPとの関連性も重要になってくること
から、基幹(専任)教員で担当することを決定し、就職委員会と
連携し、進めることとした。（2023年度～）
・文部科学省「数理・データサイエンス・AI教育プログラム
（リテラシーレベル）」に認定されたことに伴い、共通教育科
目において、本学「データサイエンス・AIユーザープログラ
ム」科目が開講されているが、当プログラムの必修科目につい
ては、基幹(専任)教員が担当している。（2024年度～）
・学長室会に「将来計画検討WG」を設置し、本学の将来ビジョ
ンの検討を開始した。「共通教育科目」については、2024年度
に示された「共通教育科目に関する基本方針」に従い、教務委
員会及び共通教育部会で検討を進めることとしている。（2024
年度～）

　2）については、概ね順調に進んでいるが、
2024年度に示された「共通教育科目に関する基本
方針」に従い、教務委員会及び共通教育部会にお
いて、今後さらなる検討を進めていくこととして
いる。

3）教職課程の自己点検・評価
・教職・保育支援センターに配置した特別契約教員（教授）を
中心に、2022年度から義務化される教職課程の自己点検・評価
への対応、教員採用試験、教職等の実習支援等、本学の強みと
して、さらに発揮できるよう体制を整備した（2021年度）
・教職・保育支援センター運営委員会において、毎年、教職専
任教員の研究業績の点検も行うこととし、教職課程自己点検評
価を実施し、評価報告書を大学ホームページに掲載・公表し
た。（2022年度～）
・教職・保育支援センター運営委員会において、自己点検・評
価の一環として、教職課程科目担当者の研究業績の点検を行う
ことを決定した。これにより、全担当者へ過去10年以内の研究
業績をまとめ、提出された業績書を教職・保育支援センター運
営委員会において点検を行い、業績不足の教員には、追加の依
頼を行うこととした。（2024年度～）

60 Ⅷ－１－１② 教員人事方針に基づく適切な人事管理
・人件費等を踏まえ、教員の配置計画（職位・教員数等）について
適切に実施できる仕組みを構築する。

学長室会 1）学長のガバナンスの下、教員人事方針に基づく「学長裁量ポ
スト」による教員の配置及び教員人件費の検証に基づく、教員
の配置計画の策定
・学長室会において、教員人事の採用手続に関し、人件費等の
状況も考慮して、必要教員の配置計画を行うことを検討・決定
した。さらに、教員人事に関する方針に基づき、退職した教員
のポストについては、学長が管理することとし、学科・専攻等
の強みを発揮できる分野の教員の採用を行えるようにするとと
もに、学院が求める適切な人員管理と人件費の管理が行えるよ
う仕組みを構築した。このことに伴い、「教員採用計画書」を
作成し、学長が、学科長からの申請に基づき、退職後の教員ポ
ストの活用について判断できるようにした。（2021年度）
・共通教育部会において、共通教育のカリキュラムポリシーを
受けて、共通教育における非常勤講師担当の科目を見直す中
で、教員人件費を抑制する方向で検討を進めるとともに、専任
教員による共通教育科目の担当についても検討を行った。
（2021年度）
・従来の「教員の勤務に関する申合せ」を見直し、新たに「教
員の職務等に関する規程」を整備し、教員の授業負担、校務負
担等の平準化を含めた、教員の適正配置（非常勤講師の任用も
含む）の検討の基礎とした。（2022年度）

1）については、概ね順調に進んでいるが、教員
人件費の検証が十分ではない。今後の教員の人事
計画に検討に当たっては、人件費の検証も踏まえ
ることとしたい。
2）については、概ね順調に進んでいるが、2024
年度に示された「共通教育科目に関する基本方
針」に従い、教務委員会及び共通教育部会におい
て、今後さらなる検討を進めていくこととしてい
る。

・長期ビジョンを視野に入れた教職員の人事計
画の検討
・「共通教育科目に関する基本方針」に従った
「共通教育科目」の見直し（担当教員の配置も
含む）の加速化

・超少子化時代を控え、本学の持続的
発展のための戦略を早急に策定し、そ
れを踏まえた教員組織の編成（教員人
件費の適正化も含む）を検討・実施し
ていく

Ⅱ Ⅱ

2）共通教育（教養教育）の在り方、科目の編成等を踏まえた教
員の適切な配置
・共通教育部会において、共通教育科目での基幹(専任)教員に
よる担当科目の精選の必要性について確認し、最初の取組みと
して、新設科目「ビジネス・コミュニケーション」について、
共通教育CP及び各学科等DPとの関連性も重要になってくること
から、基幹(専任)教員で担当することを決定し、就職委員会と
連携し、進めることとした。（2023年度～）
・文部科学省「数理・データサイエンス・AI教育プログラム
（リテラシーレベル）」に認定されたことに伴い、共通教育科
目において、本学「データサイエンス・AIユーザープログラ
ム」科目が開講されているが、当プログラムの必修科目につい
ては、基幹(専任)教員が担当している。（2024年度～）
・学長室会に「将来計画検討WG」を設置し、本学の将来ビジョ
ンの検討を開始した。「共通教育科目」については、2024年度
に示された「共通教育科目に関する基本方針」に従い、教務委
員会及び共通教育部会で検討を進めることとしている。（2024
年度～）

（教養教育） 質 年度
からの検討でもあり、ほぼ計画どおりに
進捗していると思われるが、早期の実施
に向けた検討をお願いしたい。

〈評価できる点〉
教員人事方針に基づき配置計画が策定さ
れていることは評価できる。

〈改善を要する点〉
課題にもあげているように、「共通教育
科目」の見直しに伴う人事計画につい
て、共通教育のあり方を含めた早期の検
討が望まれる。

〈総合評価〉
学長のガバナンスの下、計画的な人事配
置が行われると思うが、教員人件費の検
証が十分ではないということなので、人
件費の検証を行いつつ、長期ビジョンを
視野に入れた人事戦略を構築いただきた
い。
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61 Ⅷ－１－２①　 経営ガバナンス体制の確立と安定した経営基盤の構築
・各部門の連携を強化し、学院全体の協力体制を構築する。

学院連絡会 1）学院連絡会と常議会のすみ分けを明確化
・学院連絡会を日常的な運営・情報共有の場とし、常議会を理

事会への提案審議の場とした
�・監事を加えた常議会の設置により、理事会への課題整理と情
報共有が円滑化。
2）学院財務委員会の強化
・学院連絡会、常議会、研修会等を通じて、財務状況・課題を
共有。予算・決算状況の全学的周知が進み、部門間の財務意識
の統一を図る。

1）学院運営のさらなる透明化
・学院情報の共有をより体系化し、教職員への
周知を徹底。
�・理事会・評議員会の議事録の適切な管理と教
職員への開示
2）財務の透明性向上
�・財務委員会の開催頻度を増やし、定期的な財
務状況の報告
�・各部門への財務データのフィードバック体制
を強化
3）少子化に対応した教育戦略の強化
�・幼・保・小・中・高・大接続協議会を活用
し、各部門間の連携をさらに強化
�・インター小の拡充と広報戦略の強化

Ⅱ 〈評価できる点〉
学院連絡会と常議会の位置づけについて
明確に分け、議案を整理したことは評価
できる。

〈改善を要する点〉

➀学院の情報の共有について、各校種
（幼・保・小・中・高・大）では共有さ
れていると思うが、校種を越えた情報共
有という点では改善の余地がある。

➁財務委員会の開催頻度が少なく、
フィードバック体制も弱いと思われる。

〈総合評価〉
財務の透明性向上に努めるとともに、各
校の情報も共有できるところは共有し、
協力体制が強化できるような体制整備を
期待する。

Ⅱ

62 Ⅷ－１－２②　 職員の資質・専門性の高度化と質の高い教職協働体制の構築による
学修支援力の強化
・スタッフ・ディベロップメントの推進により、資質・専門性の高
度化を図る。
・階層別・業務別研修の受講、ＯＪＴによる実践を通じて、実務能
力・マネジメント力、コミュニケーション力等の向上を図る。

法人事務局 1）研修体系の整備と実施状況
・2022、24年度に事務職員研修会を開催し「学院の財務概要」
についての情報共有
・2021年度までは自己評価シートを活用した面談を年2回実施
・明確な研修体系はできていない。個人の目標設定やキャリア
プランとの連動も不十分
・コロナ禍の影響により、外部研修の受講機会が縮小

1）人事評価制度の確立
・人事評価制度を導入準備し、昇格・昇給に反映
する仕組みを計画
・評価者向け研修を実施し、評価の公平性を担保
・面談シートの作成及び活用し、目標設定と評価
の統一を図る
・年2回、上長による面談の再開し、業務進捗状
況の確認と指導を実施

これまでの5年間で、人事評価制度の導入や研
修体系の整備に取り組んできたが、正式な運用
には至らず、評価の公平性や活用の課題が残っ
ている。次の5年間では、人事評価制度を確立
し、職員のキャリアプランと研修を連動させる
ことで、組織全体の成長を促進する必要があ
る。目標達成度を可視化し、昇格・昇給への反
映を強化することで、職員のモチベーション向
上を図り、持続可能な運営を目指す。

計画の達成が難しいところであるが、何とか
持ち直したいと考えている。

同左

Ⅰ 〈評価できる点〉
特になし

〈改善を要する点〉

➀早急に人事評価制度を制度化願いた
い。他組織では相当以前から取り組んで
いる事項であり、実施は困難ではないと
思われる。

➁各種研修も、学内外で開催される研修
について計画的に受講させるなど、階層
別、業務別の研修計画の策定をお願いし
たい。

〈総合評価〉
人事評価制度の導入、研修体系の整備
等、本来できていなければならないもの
ができていないということは、社会に対
しての説明が出来ないので、重点事項と
して取り組んでいただきたい。

Ⅰ

63 Ⅷ－１－２③　 法人事務局 1）人事評価制度
�  2023年度に人事評価制度規程を理事会・評議員会で承認予定
だったが、6月の常議会で再考が求められ、正式運用には至ら
ず。

1）事務職員の人事評価制度の確立と運用
・人事評価制度（規程）の承認を目指す。ま
た、評価基準の透明性を高め、公正な評価制度
を確立

同左

Ⅰ

2）適正人員の整理と人材育成
�  将来の幹部候補を見据えた採用計画により、6名の新規採用
（入職日は2025年4月）。また課長クラスにも多様な業務経験を
積ませるための異動を実施。

2）職員のキャリア形成の強化
・研修制度を充実させ、専門スキルの向上を支
援
・キャリアプランと実務経験を連動させ、組織
全体の成長を促す。

3）個人のスキルアップを目指した研修制度
�  2021年度 各部署の垣根を越えて連携を強化するために、割
り当てられたテーマについて討議を重ねながらコミュニケー
ションの向上を図る。

3）組織の適正人員配置
・年齢構成等を加味し、将来の人員需要を見据
えた採用計画
・多様な業務経験を積ませるための異動計画

4）グローバル対応の推進
・事務職員向けの異文化・語学研修の検討。グ
ローバル人材の育成

64 Ⅷ－１－３① 学長補佐体制の整備と内部質保証推進会議の実質化
・副学長及び学長補佐を設置し、学長の教学ガバナンスを強化する
ことにより、教育改革、組織再編等の課題に対応する。
・学長の下に設置した内部質保証推進会議において、教育の質保証
を始めとする教育研究活動等を推進する。

学長室会 1）学長補佐体制の整備
・学長室会において内部質保証の推進を図るため、副学長、学
長補佐、学科長等の所管委員会等における検討課題の進捗状況
等の確認及び意見交換を実施した。（2020年度～）
・学長室会の下に、副学長（教務担当）を座長とする学科・専
攻等再編ＷＧを設置し、2023年度の再編に向けて、再編の理
念、3ポリシーの再定義、共通教育のカリキュラムポリシーの策
定等に積極的に取組み、設置変更届、課程認定申請等の諸手続
を進めた。（2021年度、2022年度）
・新たに「将来ビジョン担当学長補佐」を配置するとともに、
学長室会に同学長補佐を座長とする「将来計画WG」を立ち上
げ、本学の新たな将来ビジョンの検討に着手した。（2024年
度）

・中間評価の適切な実施と計画への反映 ・整備・確立された副学長、学長補佐
等の体制の下で、中間評価の結果を踏
まえ、超少子化時代の到来に備え、本
学の持続的発展のための戦略を早急に
策定していくこととする。

Ⅲ

経営ガバナンスの強化策（中期目標・中期計画実現のためのＰＤＣＡ体制）

経営ガバナンスの強化策　（事務組織）

組織のあるべき姿を見据えた採用・人材育成・職員の配置
・キャリアプランを策定し、各職位のあるべき姿を明確化し、能力
及び業績に対する適正な人事評価を行う。
・国際交流、異文化体験等グローバルな視野を持って対応できる人
材を育成する。

〈評価する点〉
特になし

〈改善を要する点〉
左記１）～4）のように、人事評価制度
の制度化、人材育成、研修制度も計画通
りに進んでいない。特に人事評価制度の
制度化にあっては、1年半以上も再検討
が進んでいない。早急に再検討のうえ、
理事会・評議会での承認を目指すべきで
はないか。

〈総合評価〉
人事評価制度、体系的な研修制度の導入
について、学院共通の重点事項として取
り組んでいただきたい。

Ⅰ

1）及び2）とも、計画どおり進捗している。上記
内部質保証推進の仕組みを構築したことにより、
第３期の大学評価（認証評価）でも改善事項等の
指摘を受けることなく、適切に対処できた。

〈評価できる点〉
学長補佐体制を整備するなかにおいて、
「将来計画WG」を立ち上げ、将来ビジョ
ンの検討に着手したことは評価できる。

〈改善を要する点〉
特になし

〈総合評価〉
学長補佐体制の整備並びに内部質保証推
進会議の実質化など計画通りに進捗して
おり、引き続き目標達成に向けて取り組
んでいただきたい。

Ⅲ
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2）内部質保証推進会議の実質化
・監事の業務監査において、内部質保証推進会議、自己点検・
総合評価委員会及び外部評価委員会等の内部質保証推進体制、
本学の特色ある取組等について説明を行い、ビジョン２０１４
の総括とルーテルビジョン２０２０に関する大学の各計画の推
進等の必要性について理解を得た。（2020年度）
・内部質保証推進会議、学長室会において策定した「内部質保
証方針」が浸透し、同会議と学部・学科・専攻、研究科等が担
う役割、権限等の理解が進んだ。学部等によるルーテルビジョ
ン各管理台帳に掲げた中期計画・年度計画の進捗状況評価（一
次評価）、自己点検・総合評価委員会による二次評価等を経
て、内部質保証推進会議が学部等のルーテルビジョンの進捗状
況を定期的に確認する仕組みが機能するようになった。（2020
年度～）
・一方で、内部質保証の推進体制として、内部質保証推進会議
及び学長室会のメンバー構成が重複しているとの指摘（外部評
価によるもの）があり、会議体の機能を含めて棲み分けを行う
こととした。具体的には、同会議の外部有識者２名を、同窓
会、民間等を含む４名に増員し、偏った評価とならないよう、
同会議の機能・役割の明確化を図ることとした。（2022年度
～）
・自己点検・総合評価委員会において、中間評価の方針を策定
し、実施することとした。（2024年度）

65 Ⅷ－１－４① 自己点検・評価活動の実質化
・自己点検・評価実施要領を策定し、中期計画に係る年度ごとの進
捗状況を定期的に確認する仕組みを構築する。
・教育研究活動の状況等に関する情報を、積極的かつ迅速に公開す
る。

学長室会 1）自己点検・評価要領の策定・改定等を通じた自己点検・評価
活動の促進
・本学の内部質保証推進体制への理解を促し、自己点検・評価
活動を円滑に進めていくため、自己点検・評価実施要領を作成
し、全教職員に配付した。（2020年度）
・FD・SD研修会を開催し、本学の点検・評価体制の整備状況、
今年度のスケジュール、管理台帳の記載方法や根拠資料の提出
の徹底等を行うなど、認証評価受審に向けて、点検・評価活動
に関する意識改革と啓発活動を促した。（2020年度、2021年
度）

・認証評価での指摘事項のうち未対応の１件
（財政基盤に関する課題）への対応についての
検討の加速化
・中間評価の適切な実施と計画への反映

・対応が遅れている認証評価での指摘
事項（財政基盤に関する課題）につい
て検討を加速化するとともに、次期評
価の受審に向けて、関係各部署の計画
の進捗状況を確認する自己点検・総合
評価委員会及び内部質保証推進会議を
通じて、点検・評価活動のさらなる実
質化を図っていく。

Ⅱ Ⅲ

2）内部質保証推進会議を中心とした内部質保証システムが有効
に機能する仕組の構築

・ルーテルビジョン２０２０の各年度計画の取組状況に関する
期中評価を実施すること、期中評価に当たっては、５段階のカ
テゴリーに区分し、進捗が見られない取組等については学長、
学長補佐（点検・評価担当）によるヒアリングを実施するこ
と、さらに、期末評価において各部署の年度計画が進捗してい
ない取組については、改善措置・指示事項を発出するなど、後
述の外部有識者の意見等を含めて、内部質保証推進会議におい
て進捗状況を確認する仕組みを構築・強化した。（2021年度
～）

・内部質保証推進会議の構成員に外部の有識者を加えて、点
検・評価を通じて内部質保証に客観性・公平性を持たせる仕組
みを構築した。（2021年度～）

・自己点検・総合評価委員会において、中間評価の方針を策定
し、実施することとした。（2024年度）
・認証評価での指摘事項2件ついて、以下の対応を行った。
・人文学研究科の教育課程の基本的な実施方針の明示につい
て、改善を図り、本学ホームページに掲載した。(2023年度)
・財政基盤の確立については、法人事務局へのヒアリング、財
政基盤の改善計画案の作成の要請を行い、学院財務委員会の定
期開催など、認証評価での指摘事項への対応のための改善取り
組みを推進していくことを確認した。（2023年度、2024年度）

3）教育研究活動の状況等に関する情報の公開
・各教員の教育研究活動報告書の本学ホームページ上で公開し
た。また、リサーチマップへの登録・情報更新を全教員に依頼
し、これをホームページ上でも公開した。（2020年度～）な
お、教員の教育研究活動の状況は、今後リサーチマップに一本
化していくこととした。（2024年度～）
・教育研究活動等に係る情報公開を適切にかつ正確に行うた
め、総務課ＩＲ・情報室等において定期的に情報公開の内容を
チェックする体制を整えた。（2021年度～）
・各年度の自己点検・総合評価結果を本学ホームページに公開
した。（2020年度～）

66 Ⅷ－１－４② 外部評価の効果的な活用と適切な対応
・外部評価委員会による教育研究活動の評価を通じて、評価の客観
性・公平性を担保し、開かれた大学運営を行う。
・教員養成評価機構による教職課程の認定評価受審等を通じて、教
職課程の改善・充実を図る。

学長室会 1）外部評価委員会による評価の仕組の構築
・４名の外部評価委員による外部評価委員会を３回実施し、外
部評価報告書を作成した。（2020年度）
・外部評価委員会による指摘事項に対し、適切に対応した。対
応の一つとして、内部質保証推進会議の構成員に外部の有識者
を加えて、点検・評価を通じて内部質保証に客観性・公平性を
持たせる仕組みを構築した。（2021年度～）

1）及び3）については、計画どおり進捗してい
る。
2）については、概ね順調に進んでいるが、認証
評価での指摘事項のうち未対応の１件（財政基盤
に関する課題）への対応については、財務委員会
での検討が進む等の進捗が見られたが、十分な対
応ができているとはいえず、検討の加速化が必要
である。

・認証評価での指摘事項のうち未対応の１件
（財政基盤に関する課題）への対応についての
検討の加速化

Ⅱ Ⅱ

経営ガバナンスの強化策（自己点検・評価及び当該状況に係る情報の積極的な公開に関する目標）

1）及び3）については、当初計画どおり進捗して
いる。2）についても、概ね順調に進んでおり、
内部質保証推進会議、自己点検・総合評価委員会
等において、各ルーテルビジョンの進捗状況を定
期的に確認する仕組みを構築したことにより、大
学構成員全体で第３期の大学評価（認証評価）に
臨むことができ、大学評価（認証評価）実地調査
においては、内部質保証の推進体制も含めて重大
な指摘を受けることなく、調査が完了した。
2）について、認証評価での指摘事項のうち未対
応の１件（財政基盤に関する課題）への対応につ
いては、財務委員会での検討が進む等の進捗が見
られたが、十分な対応ができているとはいえず、
検討の加速化が必要である。

〈評価できる点〉

➀自己点検・評価実施要領を作成し、点
検・評価に関する意識改革を行ったこと
は評価できる。

➁毎年度の期末評価だけでなく、進捗確
認のための期中評価を行っていることは
評価できる。
③内部質保証推進会議で進捗を外部評価
委員を加えて実施しており、加えて、改
善が見られない事項については学長、学
長補佐によるヒアリングを実施するなど
内部質保証に向けた取り組みは評価でき
る。

➃財政基盤の確立については、法人事務
局へのヒアリングや要請を行うなど、改
善に向けた取り組みは行っており、財務
基盤の確立という点からは改善すべき点
はあるが、「自己点検・評価活動の実質
化」という計画の視点からは、当初計画
通りという評価で良いのではないか。

〈改善を要する点〉
認証評価での指摘事項への対応が1件遅
れており、法人事務局と連携した対応が
望まれる。

〈総合評価〉
本学の、自己点検評価の体制は評価され
ていると思われることから、指摘事項へ
の対応は重要事項ということを法人事務
局にも再認識いただき、学院全体で早急
に取り組んでいただきたい。

・2026年度又は2027年度（受審の前年
度までに）に外部評価を実施し、次期
認証評価に備える。
・対応が遅れている認証評価での指摘
事項（財政基盤に関する課題）につい
て検討を加速化するとともに、次期評
価の受審に向けて、関係各部署の計画
の進捗状況を確認する自己点検・総合
評価委員会及び内部質保証推進会議を
通じて、点検・評価活動のさらなる実

〈評価できる点〉

➀外部評価委員による評価を毎年度開催
し、着実に評価を行っていることは評価
できる。

➁大学基準協会事例報告会で、全国の大
学の中から、好事例として評価されたこ
とは大いに評価できる。
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取組の概要 達成度・進捗状況 課題 今後の展望 評点 総合評価 達成度（評点）
目標・計画

自己点検・総合評価委委員会2020～2024年度の取り組みについての中間評価（自己評価）
№ 計画番号 主担当

2）大学基準協会による認証評価への対応
・大学評価では、改善課題が２つ出されたが、概ね本学の取組
は基準に値するものとして評価された。（2022年度）
・大学基準協会事例報告会で、小規模校の取組好事例として、
発表する機会を得た。（2023年度）
・認証評価での指摘事項2件ついて、以下の対応を行った。
・人文学研究科の教育課程の基本的な実施方針の明示につい
て、改善を図り、本学ホームページに掲載した。(2023年度)
・財政基盤の確立については、法人事務局へのヒアリング、財
政基盤の改善計画案の作成の要請を行い、学院財務委員会の定
期開催など、認証評価での指摘事項への対応のための改善取り
組みを推進していくことを確認した。（2023年度、2024年度）

3）教職課程の自己点検・評価
・教職・保育支援センターに配置した特別契約教員（教授）を
中心に、2022年度から義務化される教職課程の自己点検・評価
への対応、教員採用試験、教職等の実習支援等、本学の強みと
して、さらに発揮できるよう体制を整備した（2021年度）
・教職・保育支援センター運営委員会において、毎年、教職専
任教員の研究業績の点検も行うこととし、教職課程自己点検評
価を実施し、評価報告書を大学ホームページに掲載・公表し
た。（2022年度～）
・教職・保育支援センター運営委員会において、自己点検・評
価の一環として、教職課程科目担当者の研究業績の点検を行う
ことを決定した。これにより、全担当者へ過去10年以内の研究
業績をまとめ、提出された業績書を教職・保育支援センター運
営委員会において点検を行い、業績不足の教員には、追加の依
頼を行うこととした。（2024年度～）

67 Ⅷ－１－５① 学院創立百周年（２０２６年度）に向けて、大学の魅力を発信する
「周年事業」の実施
・周年事業として九州ルーテル学院大学ホームカミングデー（仮
称）を定例化し、大学の魅力の発信、ルーテルブランドの構築につ
なげる。

学長室会 1）ホームカミングデーの実施と定例化
・学長室会において、第１期生が卒業して20年目を迎えるこ
と、学院創立100周年に向けて卒業生のネットワークを構築する
ことを目的として、新たに、ホームカミングデーを開催するこ
とを決定した。新型コロナウイルス感染症拡大の影響を考慮し
て、オンライン（動画配信）による方式とした。（2020年度）
・「職域別」を意識した企画を準備・実施した。特に前年度の
実績を踏まえ、専攻等（キャリアイングリッシュ専攻・児童教
育コース）によっては、同窓会の中で教育研究等の活動状況に
ついて情報交換ができるような内容を企画した。前年度に引き
続き、オンラインでの開催となった。（2021年度）
・新型コロナウイルス感染症が収束してきたことから、同窓会
「結会」と連携して「九州ルーテル学院大学～Welcome Home
with 結会～」と題して、対面でのホームカミングイベントを実
施した。（2023年度）
・コロナ禍で中断していた、のいばら会主催（結会も共催）の
ホームカミングデー（フィリア祭当日に実施）をフィリア祭実
行委員会とともに、大学側も運営に協力した。（2024年度）
・「大学モニター会議」を新たに設置した。構成員には同窓生
（結会）及び学生（自治会及びStudent Voice委員会）からの委
員も加え、大学の運営等について意見交換を行い、連携を強化
した。（2024年度）

　1）～3）いずれも概ね順調に進んでいる。ホー
ムカミングデー（ホームカミングイベント）の定
例化には至っていないが、今後、大学事務部に同
窓会担当部門を設けて（2025年度～）、同窓生・
同窓会との連携を強化し、同窓生が大学と緊密に
つながるイベント等を計画していきたい。

・教職同窓会を着実に立ち上げ、連携強化を
図っていくこと。
・同窓会・同窓生は大学の重要なステークホル
ダーであるので、大学側の担当窓口（部署）を
明確化すること。

・大学モニター会議の定例開催、同窓
会担当部門の設置等により、同窓生・
同窓会とのさらなる連携強化を図り、
もって本学の魅力発信、ルーテルブラ
ンドの構築につなげていきたい。

Ⅱ Ⅲ

2）職域ごとの同窓会の設立
・教職関係の同窓会立ち上げのため、教職に就いている同窓生
からなるWGを組織し、検討を開始し、教職同窓生キックオフ同
窓会を2025年8月に開催することを決定した。（2024年度）

3）学院創立100周年記念事業及び大学創立30周年に向けた取り
組み
・学院創立100周年記念事業へは、学長を中心に引き続き実行委
員会等に積極的に参画している。また、在学生の保護者に対し
て寄附金協力依頼を行い、着実に成果が出ている。（2022年度
～）
・大学創立30周年記念事業の準備は着手までに至っていない。

68 Ⅷ－１－５② 卒業生や旧教職員とのネットワークの充実
・結会等との連携の下、卒業生や旧教職員とのネットワークを充実
させ、卒業生や旧教職員にも支持される大学づくりを行う。

学長室会 1）結会（同窓会）及び旧教職員との連携強化
・結会や旧職員が参画するオンライン同窓会を開催した。学
科、専攻等ごとの教育研究等の活動状況について情報交換、母
校訪問の機会を設けた。（2021年度）
・新型コロナウイルス感染症が収束してきたことから、同窓会
「結会」と連携して「九州ルーテル学院大学～Welcome Home
with 結会～」と題して、対面でのホームカミングイベントを実
施した。（2023年度）
・コロナ禍で中断していた、のいばら会主催（結会も共催）の
ホームカミングデー（フィリア祭当日に実施）をフィリア祭実
行委員会とともに、大学側も運営に協力した。（2024年度）
・「大学モニター会議」を新たに設置した。構成員には同窓生
（結会）及び学生（自治会及びStudent Voice委員会）からの委
員も加え、大学の運営等について意見交換を行い、連携を強化
した。（2024年度）
・教職関係の同窓会立ち上げのため、教職に就いている同窓生
からなるWGを組織し、検討を開始し、教職同窓生キックオフ同
窓会を2025年8月に開催することを決定した。（2024年度）

1）については、概ね順調に進んでいる。
2）については、具体的な検討に至っていない。

・教職同窓会を着実に立ち上げ、連携強化を
図っていくこと。
・同窓会・同窓生は大学の重要なステークホル
ダーであるので、大学側の担当窓口（部署）を
明確化すること。
・後援会の組織化に関する検討の着手

・大学モニター会議の定例開催、同窓
会担当部門の設置等により、同窓生・
同窓会や旧教職員とのさらなる連携強
化を図り、もって本学の魅力発信、
ルーテルブランドの構築につなげてい
きたい。
・後援会の組織化については、具体的
な検討を進めたい。

Ⅱ Ⅱ

経営ガバナンスの強化策（ルーテルブランドの確立）

通 、点検 評価活動 実
質化を図っていく。
・文部科学省による教職課程実地調査
や、教員養成評価機構による教職課程
の認定評価受審に備え、引き続き、自
己点検評価を毎年度実施する。

〈改善を要する点〉
大学基準協会による認証評価による改善
課題への対応への対応が十分にできてお
らず、法人事務局と連携した早急な対応
が望まれる。

〈総合評価〉

前計画（Ⅷ－１－４➀）同様

〈評価できる点〉
これまでの取り組みの概要から、１）
ホームアカデミーの実施、２）職域同窓
会の立ち上げ、３）学院創立100周年記
念事業に向けた取り組みまで順調に進ん
でいると思われる。

〈改善を要する点〉
特になし

〈総合評価〉
ホームカミングデーの開催、職域同窓会
の設立、100周年記念事業の取り組みは
計画通り進んでいると思われるので評点
としてはⅢでも良いのではないか。

〈評価すべき点〉
大学モニター会議を新たに設置し、教職
員に限らず同窓生や在学生からの意見も
吸い上げるような体制を整備したことは
評価できる。

〈改善すべき点〉
後援会の組織化について具体的な検討に
至っていないということであり、早急な
検討が急がれる。後援会については、他
大学においては相当以前から組織化され
ている。

〈総合評価〉
後援会の組織化については他大学の状況
等を調査するなどして早期に組織化する
ことを望む。
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取組の概要 達成度・進捗状況 課題 今後の展望 評点 総合評価 達成度（評点）
目標・計画

自己点検・総合評価委委員会2020～2024年度の取り組みについての中間評価（自己評価）
№ 計画番号 主担当

2）「後援会」の組織化
・学長室会、学院財務委員会及び同窓会（結会）と連携して、
学生への経済支援に特化した基金の創設等について検討を行う
ため、同窓会を担当する副学長と各学科における職域同窓会等
と結会との連携強化策の策定について計画したが、具体的な検
討に至っていない。

69 Ⅷ－２－１① 入学定員（収容定員）の点検・教育研究組織の充実
・教育研究組織や入学定員（収容定員）の点検を行い、２０２１年
度までに既存の教育研究組織の充実に向けた改組検討を行う。
・付置施設・各センター等について、社会の動向等を踏まえ、新
設・統廃合等を含め、随時見直しを図る。

学長室会 1）既存の教育研究組織の充実に向けた改組
・学長室会において、入試課、各学科等と連携して、入学志願
者の動向、教員採用数の推移など入学定員（収容定員）の点検
に必要なデータを収集するとともに、専門分野の融合につなが
るカリキュラムの見直し等について共通教育部会等で検討を
行った。（2021年度）
・学長室会に設置した学科・専攻等再編検討ＷＧによる再編計
画（案）を基に、2023年度から人文学科こども専攻を保育・幼
児教育専攻及び児童教育専攻に再編し、児童教育専攻に心理臨
床学科の特別支援教育コースを統合することが学長室会で承認
された。教授会、常議会、理事会等での審議を経て、文部科学
省に組織再編、教職課程認定等の申請を行うことを決定（2021
年度）。
・文部科学省に教育研究組織の変更及び教職課程認定申請を行
い、承認を得ることができた。（2022年度）
・公認心理師養成に特化した人文学研究科へ移行した。（2022
年度）

1）については、当初の目標を達成した。
2）については、概ね順調に進んでいるが、
「ジャニス」と「保育ソーシャルワーク研究所」
の連携した取り組みついては、研修会への講師派
遣が開始された点は評価できるが、さらなる連携
の活発化が望まれる。

・「ジャニス」と「保育ソーシャルワーク研究
所」の連携の活発化
・上記2つの研究所に限らず、他のセンターの新
設・統廃合の検討も必要ではないか。

・大学3号館の同一フロアという「ジャ
ニス」と「保育ソーシャルワーク研究
所」立地の利点を活かし、両センター
間のさらなる連携・協力による具体的
な取り組みを検討・実施していく。
　→ただし、別計画（ビジョンⅧ－２
－１②「専門分野の融合」）の取り組
みと一本化する予定（後述）
・他のセンターについての新設・統廃
合の検討も進めていく。（例：各種実
習業務を一元管理する「実習センター
（仮称）」や地域連携活動とグローバ
ル活動を一元管理する「グローカルセ
ンター（仮称）」の設置検討）

Ⅱ Ⅲ

2）研究所、センターその他の組織の見直し
・学長室会が主導して、本学の強み・特色を表すセンターにつ
いては、大学HPに専用サイトを設定するなど発信力の強化に努
めるとともに、特に、教職・保育支援センターについては、大
学としての実習支援の在り方等を明確にするため、同センター
の設置規程を整備した。また、宗教センター、ボランティアセ
ンター、グローバルセンターの規程の整備を進めた（2021年
度）
・こころとそだちの臨床研究所カウンセリングルーム「ジャニ
ス」の再編について、人文学研究科と連携して、ジャニスを公
認心理師養成のための教育実習施設を兼ねることで、充実・強
化を図った（2021年度）
・学科・専攻の再編による「保育・幼児教育専攻」の設置に関
連して、「ソーシャルワークのマインドを持った保育者」の養
成に資するため、「保育ソーシャルワーク研究所」を設置し
た。（2022年度）
・大学3号館を改修し、ジャニスと保育ソーシャルワーク研究所
を同じフロアに移転し、両センターの立地を活かし、両セン
ター間の連携・協力による新たな取り組みを模索することとし
た。（2023年度）
・「ジャニス」と「保育ソーシャルワーク研究所」の連携した
取り組みについて、保育ソーシャルワーク研究所主催の保育所
向け研修会において、古賀教授（ジャニス）が研修会講師を務
め、この取り組みを今後継続することとした。（2024年度）

70 Ⅷ－２－１② 専門分野の融合
・地域社会のニーズや入学希望者の期待に応えるため、学科・専攻
（コース）間の専門分野の融合を図る。

学長室会 ・学長室会において、学科長及び研究科長との意見交換を行
い、第２期中期計画期間における学科・専攻の再編等の在り方
について確認を行った。（2020年度）
・こども専攻保育コースでは、大学付属黒髪乳児保育園におけ
る実習、保育園長による保育コースの授業担当、保育士研修等
を通じて教育・研究連携を進めて同コースの活性化につなげ
た。（2020年度）
・学科の垣根を越えて多様な視点（社会文化、教育・保育、発
達心理）から「フィンランドの社会」にアプローチするオンラ
イン公開講座を実施した。（2021年度）
・「九州ルーテル学院大学グローバルリーダー養成プログラム
（仮称）」等の教育プログラムとして、共通教育に「地域・
キャリア教育領域」を新設し、「地域学」等の科目を開設する
ことを決定した。（2021年度）
・「ソーシャルワークのマインドを持った保育者」の養成のた
め、「保育ソーシャルワーク研究所」の設置し、人文学科保育
コースを基礎とする研究所と心理臨床学科の精神保健福祉コー
スとの“ソーシャルワーク”に関する共同研究を行えるよう基
盤を整備した。（2022年度）

・概ね順調に進んでいるが、下記の点については
さらなる検討・検証及び取り組みが必要である。
・新入生や地域社会のニーズ調査等、本計画遂行
に必要な調査が不十分ではないか。
・九州ルーテル学院大学グローバルリーダー養成
プログラム（仮称）である「地域学」等のカリ
キュラム内容のさらなる検討が必要である。
・副専攻の導入による効果の検証が必要である。
・「ジャニス」と「保育ソーシャルワーク研究
所」の連携した取り組みついては、研修会への講
師派遣が開始された点は評価できるが、さらなる
連携の活発化が望まれる。

・新入生や地域社会のニーズ調査等、本計画遂
行に必要な調査
・九州ルーテル学院大学グローバルリーダー養
成プログラム（仮称）である「地域学」等のカ
リキュラム内容のさらなる検討。
・副専攻の導入による効果の検証
・「ジャニス」と「保育ソーシャルワーク研究
所」の連携の活発化
・その他の専門分野の融合に関するさらなる検
討

・大学3号館の同一フロアという「ジャ
ニス」と「保育ソーシャルワーク研究
所」立地の利点を活かし、両センター
間のさらなる連携・協力による具体的
な取り組みを検討・実施していく。
　　・上記課題を踏まえ、他の専門分
野の融合等に関しても検討していく。

Ⅱ Ⅱ

・大学評価（実地調査）において、入学者の資格取得ニーズ、
副専攻プログラムの設置等をコンセプトに学科・専攻等を再編
したことについて評価を得ることができた。（2022年度）
・教授会において、新規教員を含め、本学教員の教育研究活動
状況について研究紹介を行い、研究活動等の活性化を図る仕組
みを整備した。（2022年度）
・副専攻を導入した。（2022年度）
・大学3号館を改修し、ジャニスと保育ソーシャルワーク研究所
を同じフロアに移転し、両センターの立地を活かし、両セン
ター間の連携・協力による新たな取り組みを模索することとし
た。（2023年度）
・「ジャニス」と「保育ソーシャルワーク研究所」の連携した
取組について、保育ソーシャルワーク研究所主催の保育所向け
研修会において、古賀教授（ジャニス）が研修会講師を務め、
この取り組みを今後継続することとした。（2024年度）

教育研究の実施体制

〈評価できる点〉
学長室会に設置した学科・専攻等再編検
討WGによる計画案を基に教育研修組織を
再編したことは評価できる。

〈改善を要する点〉
特になし

〈総合評価〉
教育研究組織の改組については2021年度
に実施しており、また、研究所その他セ
ンターの見直しについては学長室会や将
来構想検討WGにおいての検討もおこなっ
ていることから、総合評価としてはⅢで
も良いのではないか。

〈評価できる点〉
副専攻プログラムの設置、オンライン公
開講座の実施、「地域学」等の新たな科
目の開設等専門分野の融合について種々
の施策を実施していることは評価でき
る。

〈改善を要する点〉
地域社会のニーズ調査、入学希望者への
ニーズへの対応等十分でないことから、
社会のニーズを踏まえた学際的専門分野
の融合への検討が必要ではないか。

〈総合評価〉
副専攻の設置をはじめとした種々の施策
を行っていることは評価できるが、社会
や入学希望者に対するニーズ調査等の対
応が不十分かと思われる。地域に根ざす
大学としてグローカル（グローバル＆
ローカル）を目指した取り組みの強化を
お願いしたい。
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取組の概要 達成度・進捗状況 課題 今後の展望 評点 総合評価 達成度（評点）
目標・計画

自己点検・総合評価委委員会2020～2024年度の取り組みについての中間評価（自己評価）
№ 計画番号 主担当

71 Ⅷ－２－２① ・学生のニーズや状況に応じたサービス、施設設備の充実、蔵書の
選択、イベントの充実などにより、図書館の利用を促進する。

図書館 ・図書館内を改装し、ゼミ等で使用できるスペースと個別にで
きるブースを用意した。個別ブースは各机に電源を配置し、Ｂ
ＹＯＤの促進に対応可能な環境としている。
・データベースの利用状況を確認し、利用希望のアンケートを
各教員から収集した結果を元に変更した。
・さらに、大学院生や研究者の研究向上を目的に検索システム
主体データベースからある程度論文が読めるデータベース更新
している。
・２０２３年度に蔵書点検を実施し、２０２０年度に積み残し
となっている不明図書等の整理を行った。
・毎年教職員対象に雑誌購読アンケートを行い、購入雑誌の取
捨選択を行っている。
・２０２４年度から外部への開放を再開し、卒業生を中心に外
部利用者が増加している。
・利用者が見やすいを目標に大学図書館ホームページをリニュ
アルし、図書館情報はホームページから発信している。

・ＩＣＴに関しては、学内Ｗｉｆｉの整備等と個
別ブースに電源を設置しているため目標は達成し
ている。
・蔵書選択は、毎月の蔵書会議で決定し、教職
員、学生リクエストも反映させている。
・データベースは、毎年の利用状況や大学院生を
中心とした研究状況を調査して、必要に応じて更
新しているため目標を達成している。
・データベースの利用方法等は、窓口および大学
図書館ホームページで常時相談できる体制を構築
しており目標は達成している。

・2025年度からフレッシュマンゼミでの図書館
の利用説明がなくなり、図書館利用のガイダン
スをどのように実施するかが課題である。
・書架の整理を伴う、現在の学科専攻の教育、
研究内容に必要な蔵書全体の更新
・学院（保育園、こども園、インター小、中
学、高等学校）との連携内容と方法の再構築

・本学の図書館ではなく学院全体の図
書館としての機能を持たせる検討をす
る。

Ⅲ 〈評価できる点〉
サービスの向上、施設設備の充実に関し
ては計画的に行っており、また、蔵書の
選択も毎月の蔵書会議で教職員・学生の
リクエストも反映させるなど、計画どお
りの運営がなされていることは評価でき
る。

〈改善を要する点〉
図書館としてのイベント開催について、
フレッシュマンゼミでの説明がなくなる
など、イベントの充実が図れていないと
思われるので、図書館委員会を中心に、
図書館機能の充実に向けた取り組みを
行っていただきたい。

〈総合評価〉
計画の着実な実施はできていると思われ
るので、引き続き図書館機能の向上を目
指して取り組んでいただきたい。

Ⅲ

72 Ⅷ－２－２② 「こころとそだちの臨床研究所」及び「ジャニス」の再編
・公認心理師養成大学院の開設に合わせて、「こころとそだちの臨
床研究所」及びカウンセリングルーム「ジャニス」の再編を行う。

こころとそだち
の臨床研究所

カウンセリングルームジャニスについて2020年度より再編成に
向けた計画を策定し、2021年度に学内実習施設運営を担当する
助教1名を増員した。次年度開始の大学院公認心理師養成におけ
る学内実習施設としての体制変更および整備を開始し、週1日か
ら5日の開所とした。2022年度のカリキュラム運用に合わせ大学
院生が段階的にケース担当を行う場として機能している。（資
料Ⅷ２２②－①）
2023年大学3号館に移転後2024年より保育ソーシャルワーク研究
所との連携を開始した。。

・心理臨床の実践の場として地域に貢献し、多角
的に機能する施設として運用する。
①地域と連携した活動内容の実践ができる。
・ルーテル中学校の協力により、心理実践実習Ⅰ
のカリキュラムの一環として中学連携（クラスサ
ポート）活動を実施した。テーチングアシストや
机間指導など、担任と打ち合わせながら学生が担
当クラスでの心理臨床活動を行った。この実践を
手掛かりに、次年度以降継続して実習の中に位置
づけていく予定である。（資料Ⅷ２２②－②）
・実習施設でカウンセリングを行う大学院生の資
質向上を図るため、外部面接指導員によるSV
（スーパービジョン）制度を開始した。面外部接
指導員の資格要件を「公認心理師資格取得者で臨
床経験10年以上」とした。（資料Ⅷ２２②－③）

・ビジョンⅤ－２（学内外での共同研究の推
進）の③に示す本研究所のあり方の見直しによ
る研究推進体制を強化する。
　大学院学内実習施設としての体制整備が優先
されたため。研究の推進を十分に行うことがで
きなかった。ジャニスのケース担当や大学・大
学院の実習を行うために教員の業務量が増加し
ている。そのため、各教員は十分な研究の時間
確保が難しい状況である。研究に取り組むウ時
間確保が問題である。
　学生に対し入学時より、修士論文作成に向け
た研究指導について説明を行っており、研究に
ついての意識づくりや準備を実習と並行して
行っていく。また、論文投稿や学会への参加、
発表等も積極的にすすめていく。
　保育ソーシャルワーク研究所との連携も始ま
り、研修会や座談会などの企画を共同で行って
いくこと等から始めていく。

①公認心理師養成のための実習施設と
しての機能を維持し、②子どもから大
人まで対象とし地域のニーズに沿った
心理支援を行う。また、③リカレント
的な学びに向け、研修相談員体制の継
続や研修会の企画等を検討する。卒業
生や修了生のニーズに沿ったリカレン
ト教育のニーズにも応えていく。

Ⅲ Ⅲ

②公認心理師養成大学・大学院の学内実習施設と
して機能する。
　2021年度より公認心理師の学内実習施設の整備
に向けて、人文学研究科と連携し、次年度からの
ジャニスについては助教1名配属し専任教員によ
る月～金のカウンセリングの運営体制で対応と決
定した。ジャニスを月曜から金曜まで10：00～
16：00の開設とし、5月から大学院担当教員が3名
でカウンセリングを実施している。コロナ状況下
の対面面接について、開始時の検温、体調申告を
行い、面接室は常時窓を開け密閉を避けた状況で
の換気を行い、机上にアクリル板を配置して実施
した。

2022年度より、大学院公認心理師養成開始に伴
い、教員6名がカウンセリングやインテーク等に
関わり、学生と共に対応を始めた。インテーク面
接は火曜と木曜の枠を設け、教員が必ず担当する
仕組みで学生が陪席し実施している。心理検査
パッケージの利用9件、学外医療機関から依頼で
心理検査1件を行った。これにより、学生の学内
実習時間確保がスムーズになっている。ジャニス
利用者の対応時間について、個別の事情をワーキ
ングで審議し、時間外対応を行った。土日の利用
を求められるケースもあるが、現段階ではニーズ
が少ないため、対応時間の変更はせず現状維持と
なっている。
実習施設でカウンセリングを行う大学院生の資質
向上を図るため、外部面接指導員によるSV（スー
パービジョン）制度を開始した。面外部接指導員
の資格要件を「公認心理師資格取得者で臨床経験
10年以上」とした。
以上のことを含め、カウンセリングルームジャニ
スの運営体制変更及びこれに伴う営業時間変更及
び料金改定実施」について、「九州ルーテル学院
大学こころとそだちの臨床研究所規程の一部改
正」を行った。（資料Ⅷ２２②－③）

付置施設等の整備・充実

〈評価できる点〉
「ジャニス」について、再編成に向けた
計画を策定し、新たに教員1名を採用
し、学内実習施設として運営したことは
評価できる。

〈改善を要する点〉
「ジャニス」と「保育ソーシャルワーク
研究所」との連携が開始されたところで
はあるが、「こころとそだちの臨床研究
所」との再編に向けた検討の進捗がどの
ような状況なのか不明である。
公認心理師養成大学院の学内実習施設と
して活用されており、再編を見据えた検
討が必要ではないか。

〈総合評価〉
それぞれの組織で活発に活動されている
と思われるが、中期計画（ビジョン
2020）に沿った組織の再編成に関する
ロードマップの作成が望まれる。
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73 Ⅷ－２－２③ 教職・保育支援センターにおける教職・保育職を志望する学生の支
援
・教務委員会との連携の下、教職・保育支援センターを中心に、教
職・保育職を志望する学生の学修支援（特に実習支援）を充実させ
る。

教職・保育支援
センター

2020年度から2024年度までの5年間、以下のとおり取り組みを
行った。
・2020年度：
2021年度入学生より、教職科目が卒業要件単位としてCAP制の対
象となったことから、専門教育科目の中の自由科目として、卒
業に必要な単位の区分のうち「その他」に充てることができる
科目として取り扱うよう見直しを行った。

Ⅲ Ⅲ

・2021年度：
（1）教員採用試験対策講座を全校種対象に開設し、新型コロナ
ウイルス感染症の対応が必要となったことから、オンラインで
の面接指導を実施するなど柔軟に対応した。
二次試験の合格率は、熊本県８６．３％、熊本市５０％の合計
２８名が合格。他県でも２名合格。公務員保育士３名合格（熊
本市）となった。
（2）教職課程自己点検・評価の体制を整え、準備をすすめるこ
とを決定した。

・2022年度：
（1）昨年度同様、教員採用試験対策講座を全校種対象に開設
し、二次試験の合格率は、熊本県８３．８％、熊本市８７．
５％の合計４０名が合格。他県でも２名合格（福岡市、鹿児島
県）。公務員保育士４名。
（2）「教職課程の履修手引き」を見直し、「教職履修規程」を
新設し、教育職員免許状の取得に関し必要な事項を定めること
とした。また、各種免許状のカリキュラムについて「教職履修
規程」の別表として示し、分かりやすく表示することとした。
（3）2022年度から義務化された教職課程における点検評価につ
いては、教職･保育支援センター運営委員会委員長が主担当とな
り取りまとめを行った。
（4）教職課程カリキュラム・ポリシーを決定した。

　

・2023年度：
（1）児童教育専攻を中心に「教育実習の手引き」の改訂を行
い、活用を開始した。
（2）教職課程自己点検・評価報告書を教職・保育支援センター
運営委員会において取りまとめを行い、その後、自己点検・総
合評価委員会からの評価を受け、報告書を公表した。

・2024年度：義務化された教職課程における点検評価について
は、2022年度、2023年度と教職・保育支援センター運営委員会
において取りまとめを行い、自己点検・総合評価委員会からの
評価を受け、報告書を公表したが、2024年度は、教職課程科目
担当教員の研究業績の点検・見直し（１０年以内の業績を研究
業績書へまとめる）を重点的に実施することとした。教職専任
教員に点検・見直しを依頼し、教職・保育支援センター運営委
員会で点検を行い、業績不足の教員には、業績追加の依頼を
行った。

74 Ⅷ－２－２④ 黒髪乳児保育園における保育の充実
・付属保育園である黒髪乳児保育園と大学との密接な連携・協力体
制の下で、地域に根ざした保育を更に充実させる。

黒髪乳児保育園 ①　２０１６年度の開園から園児の定員数の安定を目指してき
たが、２０２０年度から２０２２年度は定員の６～７割の園児
数であった。移管時の移管条件に準じていたが、経営面におい
て非常に厳しい状況におかれていた。そのことを踏まえて、２
０２３年度には熊本市と協議を重ね、運営に関する協定内容の
変更申請を行い、承諾され、定員を６０名から４０名に変更を
した。さらに２０２４年度には０歳児から３歳児までの定員を
０歳児から５歳児、定員６０名に変更を行った。それに伴い、
園名を「九州ルーテル学院大学附属くろかみ保育園」とした。

①　２０２４年度の定員変更により、園児、保護
者が就学前まで安心して保育を受けることができ
るようになったことで、２０２４年度は定員の８
割を超えるようになった。保育では就学を最終目
標とした指導計画を基に０歳児から５歳児までの
見通しをもった保育の提供ができるようになって
きた。
　また、園児数は保育園経営にも大きな影響を与
えた。質の高い保育と、社会に求められる保育の
提供を行えるように努めている。

①　少子化社会の中で、どのように園児を募集
していくか課題である。社会のニーズを捉え、
保育経営に反映させていくことは重要である。
　また、ようやく０歳児から５歳児までの受け
入れが可能となり、本園の特色を引き出し、発
揮していくことが求められ、そのことは園児数
確保につながるといえる。

①　０歳児から５歳児の定員変更によ
り、各年度、園児数が安定していくと
考える。但し、少子化問題については
国の動向や熊本市の待機児童数等を把
握することに努め、定員数について検
討していく。

Ⅱ Ⅲ

②　付属施設としては、保育コースの学生にハイブリット形式
での講話や保育ボランティアの受け入れなどを保育現場につい
て発信することを念頭におきながら積極的に実施し、学生への
現場発信を行っている。
　また、保育士の質の向上に向けて、大学教員による月１回の
保育士を対象にした研修会を実施、そして定着しつつある。保
育士の専門性を高め、磨くことにつなげている。

②　付属施設として、大学側からの要望や期待も
ある。大学側の主旨を理解しながら、連携を図っ
ている。保育士不足である社会の中で、微力では
あるが保育士養成の支えに尽力できていると考え
る。
　また、外部研修への参加が容易ではない職場環
境の中で、大学教員による研修会は保育士の資質
向上に大きな影響を与えている。毎月開催される
研修会は保育士自身のＰＤＣＡにつながってい
る。

②　大学との連携の強化は保育園にとって、付
属園という魅力が保護者の園選びの視点の一つ
となり、将来、学院内の学校へ進学することに
もつながる。また、大学の学生募集にも付属園
があることで学びが深まる一つとなることを期
待する。互いの交流の機会を計画的に行ってい
くことが必要である。

　②　保育園の特色である「少人数保
育」「大学付属園」であることを強み
とし、中央区を中心に熊本市の中でも
園児数が増えている東区に焦点を広
げ、園児数確保に努めていきたい。

③　大学の「保育ソーシャルワーク研究所」と連携をして、保
育所保育指針に掲げられている「子育て支援（保護者支援）」
活動を実施。園で開催する月１回の「保護者フリートーク」も
その一つである。

　③　社会の中で、子育て家庭の支援は年々必要
とされ、国の動向を踏まえている中で、「保護者
フリートーク」の定着は、保護者の子育てを大い
に支えているといえる。

③　大学と連携して「保護者フリートーク」を
実施しているが、現在、園に関係する保護者の
方が中心になっているため、地域の子育て家庭
へも広げていきたい。そして、保育所が大学の
保育ソーシャルワーク研究所への架け橋的役割
を担っていくことが求められる。

　③　地域に根差した保育の実現に向
けて、地域交流は引き続き実施する。
また、地域の子育て支援についてソー
シャルワークの視点に立ち、「相談・
援助」の役割を担う体制を整えていき
たい。

④　施設の老朽化による改修等の検討が必要で
ある。

　④　２０２６年には開園から１０年
を迎える。老朽化もあり施設の整備等
が必要不可欠と捉える。また、熊本市
からの土地借用の満了日が２０２５年
であるため、貸借施設での保育を継続
または、移転新設など施設の今後につ
いて協議していく。

〈評価できる点〉
2024年度に、それまでの定員０～３歳児
40名から、0～５歳児60名に変更を行
い、園名も「九州ルーテル学院大学附属
くろかみ保育園」に改称するなど、地域
のニーズに合わせた保育を行っている。
保育士育成という点からも大学との連携
により進められていることは十分評価で
きる。

〈改善を要する点〉
特になし

〈総合評価〉
順調に園児数も増えており、総合評価と
してはⅢでも良いのではないか。

[目標の達成度]
センター機能及び教職課程の強化として、教員採
用試験及び公務員保育士対策講座（例年２月開
設）を綿密な計画のもと実施しており、試験に対
応する過去問題等の提供も適切に行っている。そ
の結果、多くの合格者となっている。また、学生
及び実習校向けマニュアルの開発については、
「教職課程の履修手引き」を改め「教職課程規
程」の制定を行い、学生により分かりやすいもの
に見直しを行った。また、「教育実習の手引き」
については、実情等も踏まえ、児童教育専攻を中
心に見直しを行い、2023年度から改訂版を活用し
ている。このことから、目標に向けて着実に遂行
している。
[計画の進捗状況]
計画どおりに進捗している。

（1）教員採用試験の実施時期及び受験可能学年
の早期化が進んでいることから、教員採用試験
対策講座の実施の在り方について、現在４年次
対象としているが３年次への対応が課題となっ
ている。
（2）教職課程自己点検から、教職課程である科
目の担当者として研究業績の更新の必須化
（3）教職課程（幼稚園・中高(英語)）科目のス
リム化及び中高(英語)の履修条件や現場体験科
目の整理

目標である「教職・保育職を志望する
学生の支援」について、特に教員採用
試験対策においては、計画的に実施で
きているが、今後は、教員採用試験の
早期化に伴い、採用状況等に対応した
取組が必要になってくることが予想さ
れる。
　また、教職課程自己点検・評価につ
いて全国私立大学教職課程協会への受
審を念頭に準備を進める必要がある。

〈評価できる点〉
教職及び保育士採用のため、対策講座を
開設するなど、合格者の増に向けた対策
を着実に行っていることは評価できる。

〈改善を要する点〉
特になし

〈総合評価〉
今年度から、教員採用試験の3年次生か
らの早期の申し込みも開始されたことか
ら、３年次生向けの対策も早期に開始願
いたい。
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75 Ⅷ－３－１① 学院の中期財政計画の適切な運用
・人件費比率、教育研究経費比率、管理経費比率について、目標値
を「今日の私学財政」の１千人規模大学部門の平均値を参考にしな
がら、事業活動収支黒字を維持する。

学院連絡会 1) 予算編成と教育研究費の比率目標
・資金収支における教育研究費の構成比率を20％以上とする目
標は概ね達成されている。
・例年、理事会・評議員会や課長会を通じて財務状況の説明と
情報共有を実施。
・2021年度以降、財務委員会においてより詳細な分析を行い、
教育研究費の比率目標を経常収入比率へと変更。

同左

1）教育研究経費の適正化
・経常収入比率を基準とした教育研究費の目標
値設定
・財務状況の変動に応じた柔軟な予算編成の実
施
・教職員への財務教育を強化し、予算編成の理
解を促進

同左

Ⅱ Ⅱ

2）人件費及び管理経費の適正化
・人件費比率を適正に抑制するための試算を継続的に実施。
・2021年度から人件費データを基にした議論を進め、給与規程
の見直しへの道筋を探る。
・2023年度より事務職員の人事評価制度導入を見据え、就業規
則の見直しを開始。
・2025年度の初任給引き上げを決定し、採用競争力の向上を
図った。

2）人件費の最適化と採用計画の精査
・適正人員の整理と人件費の試算を継続し、採
用計画と連動させる。
・初任給引き上げの影響を評価し、教職員全体
の給与体系を検討
・適正な人員配置と業務量の見直しを進める。

3）財務情報の透明化と共有
・各年度の理事会・評議員会、財務委員会で決算および予算編
成方針を説明
・事務職員向けのSD研修会を通じて財務情報を共有
・学院グループ企業の活用によるコスト削減を実施

76 Ⅷ－３－１② 中長期視点からの特定資産の着実な積立
・引当特定資産として学院全体で、毎年度５００万円を積み立て
る。

学院連絡会 1）学院全体の財務強化
・2020年度から毎年度500万円の引当特定資産を積み立て開始
（10年間で5,000万円目標）。その他、退職給与引当金特定資産
及び減価償却引当特定資産の計画的な積み増し
・2022年度インター小開校に伴う、新たな引当特定資産の積み
立て開始
2）外部資金獲得の強化
・100周年募金委員会を組織し、募金活動を本格化し、学院広報
誌及び同窓会広報誌を活用した募金の周知
・100周年ＰＲ動画の作成
・地域別募金活動組織の形成を検討し、各地域のキーパーソン
への働きかけ

1）引当特定資産の積立継続と最適化
・10年間で5,000万円の積立目標達成に向けた資
金計画を策定
・退職給与、減価償却、教育環境整備の積立を
計画通り継続
・収支状況に応じた部門別積立の検討
2）外部資金獲得の強化
・100周年記念募金活動を機に、恒常的な寄付プ
ログラムの検討
・ 同窓会・地域組織との連携強化による募金の
拡大
・SNSやクラウドファンディングを活用した募金
活動の検討

Ⅱ 〈評価できる点〉
特になし

〈改善を要する点〉

➀これまで、結果として引当特定資金の
積み増しは継続的に行われているが、資
金計画ができていないようなので早期の
策定をお願いする。

➁恒常的な寄付プログラムの検討が課題
としてあるので、課題解決に向けた検討
をお願いする。

〈総合評価〉
総合的な財務強化策の実行は今後のとこ
ろではあるが、2026年度には100周年を
迎えることから、もう少し詳細な外部資
金（寄付）の獲得に向けた計画を策定
し、学内を含めたステークホルダーへの
依頼が急務かと思われる。

Ⅱ

77 Ⅷ－３－１③ 外部資金獲得のための取組強化
・私立大学等経常費補助金、私立大学等改革総合支援事業補助金等
の獲得により、財政基盤の安定化を図る。

学長室会 1）私立大学等経常費補助金、私立大学等改革総合支援事業補助
金
・私立大学等経常費補助金（特別補助）（国際交流基盤整備関
係、DX・AI教育関係等）について、獲得に向け新たな取り組み
を実施（計画を含む）した。（獲得には至っていない）（2024
年度）
・私立大学等改革総合支援事業補助金について、下記の取り組
みによって、2021年度、2023年度、2024年度に「タイプ1」に選
定された。

・いずれの取り組みも当初の計画どおり進捗して
おり、一定の成果も出ている。

・私立大学等改革総合支援事業に継続選定のた
めの不断の取り組み
・外部資金獲得教員へのインセンティブ付与
等、教員の外部資金獲得への意識を高める仕組
みの検討
・科研費採択のための取り組みの継続的な実施
・科研費以外の外部研究資金の公募情報の周知

Ⅲ

・学長室会において、全学的な教学マネジメント体制の整備の
一環として、副学長及び学長補佐や内部質保証推進会議の設置
等を進めるとともに、学修成果・教育成果等の把握・可視化の
ための学修ポートフォリオの導入、ＧＰＡ制度の見直しを行
い、ティーチング・ポートフォリオ及び学修評価表の導入検討
等、私立大学等経常費補助金、私立大学等改革総合支援事業で
求められる教育制度の改革に向けて、種々の取組を着実に進め
た。（2020年度）
・大学事務部総務課を中心に、「私立大学等改革総合支援事
業」の採択に向けて、早期にＷＧを設置し、教育改革への取組
が進捗しているか積極的に確認を行った。（2021年度）
・採択に向けて教育改革への取組等の進捗状況を基に、学長室
会及び教授会において申請に向けた協力要請を行い、教職員へ
の浸透も図った。申請に当たっては、昨年度の取り組みの成果
や、設問事項への回答の再検討を行い、得点の上積みを図っ
た。（2023年度、2024年度）

2）文部科学省科学研究費補助金（研究力向上のための施策を含
む）
・学内の競争的資金を研究等助成金、教育等助成金に再編成し
た。研究等助成金は、科学研究費補助金等の外部競争的資金の
採択のために必要な準備的な性格を持たせることで、研究者に
積極的に競争的外部資金に挑戦できる環境を整備した。（2022
年度）
・研究推進委員会において、科研費等の外部研究資金獲得のた
めの研究環境の充実を目的としたアンケートを実施した（2023
年度）
・科研費獲得に向けた機運を醸成し、科研費申請を促進するた
め、外部講師（熊本大学URA）による「研究力向上セミナー」を
FD・SD委員会と共催で開催した。（2024年度）

3）その他の外部資金
・ＪＥＬＡ（日本福音ルーテル教会）の学校教育助成事業に
「障がいの学生のための支援活動」に関し助成金の申請を行い
獲得に至った（2023年度、2024年度）
・採択に至らなかったが、私学事業団の「女性研究者研究助成
制度」の周知を図り、１名からの応募があった。（2024年度）

財政基盤の安定化

〈評価できる点〉
特になし

〈改善を要する点〉
資金収支における教育研究費の比率に関
しては目標がおおむね達成されていると
いうことだが、人件費の適正化と採用計
画について、早期の実施をお願いした
い。

〈総合評価〉
教育研究経費の適正化、人件費の最適化
とも課題があるということなので、採用
計画を含め中期財政計画の適切な運用に
向けた検討をお願いしたい。

・私立大学等改革総合支援事業の継続
獲得のための取り組みを継続的に実施
するとともに、新たな特別補助（国際
交流基盤整備関係、DX・AI教育関係）
の獲得のための施策を検討し、実行す
る。
・科研費等外部研究資金獲得のための
取り組みを継続的に実施するととも
に、その効果を検証し、さらなる取り
組みの必要性等を検討していく。
・科研費以外の外部研究資金の公募情
報を、学内掲示板システム（Group
Session）で積極的に周知する。

〈評価できる点〉

➀私立大学等改革総合支援事業補助金
（タイプ１）に連続して採択されてい
る。（採択率24％）

➁科研費申請を促進するため、外部講師
（熊本大学URA）による「研究力向上セ
ミナー」を FD・SD委員会と共催で開催
するなど、外部資金の獲得に向けた事業
を展開している。

〈改善を要する点〉
私立大学等改革総合支援事業補助金（タ
イプ３）の獲得に向けた学内での意識の
醸成が必要ではないか。

〈総合評価〉
計画通りの進捗ではあるが、更なる上乗
せを期待したい。

Ⅲ

40 / 43 ページ



取組の概要 達成度・進捗状況 課題 今後の展望 評点 総合評価 達成度（評点）
目標・計画

自己点検・総合評価委委員会2020～2024年度の取り組みについての中間評価（自己評価）
№ 計画番号 主担当

78 Ⅷ－３－２① 寄付金その他の自己収入の増加策の検討
・学院創設１００周年に向け、寄付金その他の自己収入の増加を図
る。

学院連絡会 1）各プロジェクトに対応した寄付金募集の仕組みづくり
・案件別による寄付金を募る仕組みを整備
・学院全体の寄付事業への意識向上のための取り組みを展開
・ホームページの見直しを進め、募金体制のＰＲを強化
2）収入の多元化
・古本募金を開始したが活性化には届いていない。引き続き検
討が必要
・学院グッズの開発・販売を計画し、収入の多様化を模索。
・SNSやクラウドファンディングの活用を検討
3）100周年募金活動の推進
・2022年度、募金委員会が発足し、募金趣意書や振込用紙を作
成
・2023年度、ホームページを活用した募金受付を開始
・100周年募金委員会を組織し、募金活動を本格化し、学院広報
誌及び同窓会広報誌を活用した募金の周知
・100周年ＰＲ動画の作成
・地域別募金活動組織の形成を検討し、各地域のキーパーソン
への働きかけ。
・寄付金返礼品を充実させ、寄付活動の活性化を実施

1）寄付金募集体制のさらなる強化
・クラウドファンディングの本格導入、オンラ
イン寄付の利便性向上。
・100周年募金の目標達成に向け、卒業生や企業
との連携を強化
・地域別の募金活動組織の拡大
・他校の成功事例を参考に、継続的な寄付を促
す施策導入の検討
・学院ブランドを活かしたオリジナルグッズの
作成、販売

同左 Ⅱ 〈評価できる点〉
特になし

〈改善を要する点〉
学院全体での意識の醸成が必要ではない
か。

〈総合評価〉
学院創設100周年記念事業に向けた募金
（寄付）活動は開始されているが、クラ
ウドファンディング、オリジナルグッズ
の作成等についての検討が期待される。

Ⅱ

79 Ⅷ－３－２② 後援会の組織化・活性化
・後援会組織を整備し、保護者の本学の教育研究環境等への関心を
高め、外部資金の増収につなげる。

学生支援セン
ター

・同窓会「結会」と連携して、ホームカミングイベントを開催
した（2023年度）
・同窓生及び学生が参画する「大学モニター会議」を設置
（2023年度）、第1回会議を開催した（2024年度）

「後援会」組織立ち上げの端緒となる取り組み
（同窓会「結会」と連携したホームカミングイベ
ント開催や大学モニター会議の開催）は開始した
が、「後援会」設立のための具体的な検討が行わ
れていないのが現状である。

・取りまとめ部門があいまいであったこともあ
り、検討が進んでこなかった反省を踏まえ、ま
ずは担当部署の明確化を図る必要がある。
・目指す後援会組織の姿の具体化

・2025年度に大学総務課に同窓会担当
部署を設置したので、本計画の担当と
する。
・同窓会とも連携し、あるべき組織の
姿を検討していくこととする。

Ⅰ 〈評価できる点〉
特になし

〈改善を要する点〉
目指す後援会組織の姿が具体化されてい
ないため、検討が進んでいないと思われ
る。

〈総合評価〉
担当部署の明確化など検討すべき点は
多々あるかと思うが、自己収入の増加と
いう点に加え、学生支援という観点から
検討すべきであると考える。

Ⅰ

80 Ⅷ－３－３①　 業務運営の改善と経費節減
・業務を分掌し、業務内容に応じた適正な人員配置を行う。また、
必要に応じて業務運営を見直す。
・各部門の人件費総額の目標を設定し、時間外労働の事前申請によ
る縮減を実現する。

法人事務局 1）業務分掌の明確化と適正人員配置の検討
・業務量の現状把握と適正人員の検証を行い、必要に応じた配
置見直しを実施。
・人事配置については、長期的な視点から、新規採用及び内部
昇格により実施
・時間外労働について、事前申請の徹底。
・再雇用に関する規程の見直し（更なる見直しが必要）。
・中高臨採教員、事務職員の初任給改正
・専門業務型裁量労働制の法改正に伴う就業規則の改正

1）業務分掌と人員配置のさらなる最適化
・部署間の連携強化
・不足ポジションの充足と適材適所の配置
・業務の効率化を進め、教職員の負担軽減を図
る。
2）人事評価制度の定着
・事務職員の人事評価制度の導入及び長期的な
キャリアプランの構築
3）再雇用制度の確立と定年規程等の見直し
・60歳定年引き上げの是非を含めた再雇用制度
の整備。
・高年齢者雇用安定法への対応検討
・再任規程及び特別契約教職員就業規則の見直
し

同左 Ⅱ 〈評価できる点〉
業務量の現状把握と適正人事の検証を行
い、必要に応じた配置の見直しを行った
点は評価できる。

〈改善を要する点〉
人事評価制度が未導入であり早期の導入
が望まれる。

〈総合評価〉
人事評価は今後の人材育成計画の根本で
もあると思われるので、早急に検討願い
たい。

Ⅱ

81 Ⅷ－４－１① 快適で学修しやすいキャンパスづくり
・大学キャンパスマスタープランを策定し、学生等の要望を踏まえ
た快適なキャンパスづくりを行う。
・バリアフリーの学修・生活環境を整備する。
・図書館・情報支援室等の学修環境を整え、施設面での充実を図
る。

学長室会 ・学院財務委員会の下に学院将来構想等委員会を設置し、学院
全体の整備計画（グランドデザイン）を策定した。（2020年
度）
・新型コロナ感染症対策として遠隔授業実施のため、重点的に
ＩＣＴ環境等の整備を行った。（2020年度）
・学生自治会が実施するアンケートに、施設整備に関する項目
を加え学生の声を反映させた。（2020年度）
・上記アンケートによる学生の要望に応えた施設整備を行った
（ラーニングコモンズの机・椅子の増設、電源の増設等）
（2021年度～）
・学修図書館としての整備・充実を図るため、学生の学修スタ
イルの変化に合わせて、さらに、車椅子利用学生の学修導線の
確保等、利用環境に配慮しながら、カウンターテーブルの設
置、閲覧机等の更新を行った。（2021年度） また、教育・研究
に利用するためのデータベースを大幅に更新し、検索エンジン
だけでなく、論文が閲覧できる体制を整備した。（2023年度）

・当初の計画どおり進捗している。 ・限られた予算の中で計画的な施設整備を実施
すること
・空調設備の老朽化を全館一斉に迎えるので、
計画的な更新が必要。そのための予算確保計画
の策定

・学生等の要望を踏まえた快適なキャ
ンパスづくりを行うため、予算確保を
含めた計画的な整備を行なっていく。

Ⅲ Ⅲ

施設・設備の整備・活用等

寄付金その他の自己収入の増加

業務運営の改善・効率化による経費の抑制

〈評価できる点〉
学院財務委員会の下に学院将来構想等委
員会を設置し、学院全体の整備計画（グ
ランドデザイン）を策定し、計画に基づ
き施設整備を行っていることは評価でき
る。

 〈改善を要する点〉
特になし

〈総合評価〉
学院財務委員会の下に学院将来構想等委
員会を設置し、学院全体の整備計画（グ
ランドデザイン）を策定し、計画に基づ
き施設整備を行っており、引き続き計画
に沿った整備をお願いする。
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・文部科学省のＩＣＴ活用推進事業（私立学校整備費補助金）
を活用して、情報ネットワーク環境の整備を進めた。（2022年
度）
・大学における教育方法のデジタル化、新型コロナウイルス感
染症対策としてのオンデマンドやオンライン授業、分散授業を
実施するための環境を整備した。（電子黒板の配置等）（2022
年度）
・BYOD導入による情報処理室の廃止に伴い、学生が持参デバイ
ス、貸与型ＰＣ等により必要な資料を適宜印刷できる複合機の
設置（2台：ラーニングコモンズ、ELC内）（2022年度）
・トイレ整備を計画的に行っている（2020年度～）
・大学３号館のバリアフリー改修工事（手摺等の設置）、校内
の放送設備の更新（2022年度）
・全館の照明のLED化を完了し、快適な学修・就業環境の創出
と、一層の省エネを図ることができた。
・ Student Voice委員会等の意見を反映し、エルサポートの協
力を得て、ラーニングコモンズに食品（お菓子等の軽食）の自
動販売機を設置した。（2024年度）

82 Ⅷ－５①　　 男女が共に活躍する職場環境の整備
・教職員がワークライフバランスの取れた生活を安心して送ること
ができるよう、就労環境を整える。
・教職員の採用、昇任、管理職への登用等の際、男女比が適正にな
るよう留意する。

学院連絡会 1）業務改善・効率化、長時間労働の削減
・週1回の定時退勤日の推奨が行われ、一定の効果はあったが完
璧ではない。
・毎月の時間外勤務状況の報告を行い、長時間労働該当者には
産業医との面談を実施
・組織力のアップのため、就職（転職）ポータルサイトへ登録
し採用活動を継続し、新たに6名の新規採用者を決定。
2）就労環境の整備（育児休暇・有給休暇取得推進）
・年次有給休暇の取得促進策として、創立記念日の半日年休取
得推奨を実施
・年5日以上の年次有給休暇取得を推進し、未取得者へ個別にア
ナウンスを行う体制を整備
3）異業種との交流、研修の実施
・熊本県経営者協会等の外部セミナーへの参加を推進。
・2021年度にキリスト教学校教育同盟西南地区協議会事務職員
研修会を実施
・ハラスメント対策を含む研修を継続的に実施。
4）ワークライフバランスとダイバーシティの推進
・2023年度に中高教員の働き方改革に向けたワーキンググルー
プを設置（部活動の指導体制等についても検討）

1）業務改善のさらなる推進と定着
・業務改善・効率化提案制度をより効果的に機
能させるための改善策を検討
・新たな出退勤システムの導入を検討し、正確
な勤務時間の把握を進める。
・業務デジタル化をさらに推進し、事務作業の
削減を目指す。
2）年次有給休暇、育児・介護休暇の取得推進の
継続
・年次有給休暇5日取得未達成者へのフォロー
・育児・介護休暇取得の促進と、育休後の職場
復帰支援制度の整備
・育児と仕事の両立支援のための柔軟な勤務体
制の導入を検討
3）公平性のある人事評価制度の確立
・公平な評価制度（対象は事務職員）の定着を
図るため、透明性のある評価基準の作成
・男女とも活躍できる職場環境の整備
4）人員構成の最適化と人材確保
・アルムナイ採用・リファラル採用の導入

同左 Ⅱ 〈評価する点〉
特になし

〈改善を要する点〉
ワークライフバランスとダイバーシティ
の推進について、中高教員だけでなく、
大学教職員に向けた検討を早期に開始願
いたい。

〈総合評価〉
業務改善に向けた取り組み、就労環境の
改善は不断に行うべきものであり、法人
事務局が旗振り役として推進していただ
きたい。

Ⅱ

83 Ⅷ－６－１①　 リスク管理・労務管理体制の万全な整備・周知
・危機管理（大規模災害時の対策、減災・防災対策、ハラスメント
防止対策等）の体制及びマニュアルの整備に取り組み、全教職員に
周知する。
・情報セキュリィティ対策として、学院全体のセキュリティ・ポリ
シーを策定する。
・働き方改革関連法に基づき、就業規程、ハラスメント規程等を見
直し、生き生きと働くことのできる
環境を整える。

学院リスクマネ
ジメント委員会

1）ハラスメント防止規程の整備・施行
・学院ハラスメント防止等に関する規程の策定と周知
・教職員向けの定期的なハラスメント研修の実施
2）メンタルヘルス・労務管理体制の強化
・相談窓口の整備と産業医との連携による支援体制の確立
・メンタルヘルス研修の継続実施
3）危機管理体制の整備
・リスクマネジメント委員会の設置と一部のリスク収集・分析
の実施
・避難訓練の定期的実施

1）規程及びリスク管理の強化
・ＢＣＰ規程及びリスク別対応マニュアルの作
成、定期的なリスク評価の見直し
・学院全体が一体となった避難訓練の実施
2）サイバーセキュリティー対策の推進
・情報セキュリティ・ポリシーの整備
・サイバーセキュリティーに関する研修会の実
施
・ＩＴインフラの定期監査と脆弱性対策の実施
3）継続的な評価と改善
・ＰＤＣＡサイクル、毎年の進捗確認と課題の
洗い出し
・教職員の意見を反映した改善策の導入検討

同左

Ⅱ 〈評価できる点〉
ハラスメント研修やメンタルヘルス研修
を継続して実施したことは評価できる。

〈改善を要する点〉

➀学院ハラスメント防止等に関する規程
は整備されているが、学院全体の避難訓
練等は実施されておらず、早期の実施が
望まれる。

➁BCPを早期に策定する必要がある。

〈総合評価〉
学内（学院内）のリスクをできる限り軽
減し、教育研究活動が継続できるような
体制の整備と維持に努めて頂きたい。

Ⅱ

84 Ⅷ－６－２①　 安全管理体制の整備
・防災・防火・防犯体制を整備し、学生・生徒・園児及び教職員の
安全と安心を確保する。

学院連絡会 1）避難訓練の実施
・例年、大学・中高・インター小・こども園・保育園にて個別
の避難訓練を実施
2）危機管理体制の確立
・2021年度よりリスクマネジメント委員会を開催。
・2023年度には「ソーシャルメディア利用ガイドライン」及び
「公式ソーシャル・ネットワーキング・サービス運用基準」を
策定
3）防犯カメラの設置
・2023年度は大学、2024年度は中高に防犯カメラの設置
4）職場巡視と衛生管理
・2021年度より衛生管理者が週1回、産業医が2ヶ月に1回職場巡
視を実施
5）資格取得・更新
・2021年度以降、自衛消防業務講習の新規・再講習に毎年1名ず
つ参加、資格取得

1）避難訓練
・現在は各部門で実施しているが、学院全体を
統一した訓練の実施が課題
2）危機管理マニュアルの整備と更新
・文部科学省の指針に基づき、全学的な統一基
準を策定し、最新のリスクに対応する体制の強
化が必要
・BCP（事業継続計画）の策定と運用
・サイバーセキュリティ対策の強化と情報漏洩
リスクの低減
3）リスク評価の定期実施と対応計画の策定
・潜在的リスクの洗い出しと軽減策の実施
・教職員・生徒・保護者向けの防災・防犯教育
の充実

同左 Ⅱ ＜評価できる点＞
特になし

＜改善を要する点＞
①学院ハラスメント防止等に関する規程
は整備されているが、学院全体の避難訓
練等は実施されておらず、早期の実施が
望まれる。
②BCPを早期に策定する必要がある。

＜総合評価＞
体制整備の必要性は認識していると思わ
れるので、早期に体制を整備した上で
BCPの策定とその運用をお願いしたい。

Ⅱ

男女共同参画の推進

危機管理体制の整備と的確なリスク管理・労務管理の実施

安全管理
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取組の概要 達成度・進捗状況 課題 今後の展望 評点 総合評価 達成度（評点）
目標・計画

自己点検・総合評価委委員会2020～2024年度の取り組みについての中間評価（自己評価）
№ 計画番号 主担当

85 Ⅷ－６－３① 法令遵守の徹底
・教育研究活動等に関する業務遂行の際、法令、学内規程等を遵守
するよう組織的に取り組む。
・研究不正、公的研究費不正使用の対策として、マニュアルを整備
し、周知する。

学院連絡会 ・研究倫理に関する研修を遠隔授業システム（Moodle）を用い
て実施
・九州ルーテル学院大学学内研究助成金制度を創設し、2021年
度より実施
・研究倫理研修会をオンライン（ZOOM）で実施し、54名が参
加。
・2023年12月事務職員を対象としたハラスメントに関する研修
会を実施

1）規程の運用と遵守の徹底
・研修の受講率の向上と、内容の実効性向上
・学内規程の更なる周知と、遵守状況の継続的
モニタリング
2）研究活動における管理体制の強化
・研究費運用の更なる透明性確保。
・規程の適用状況を評価し、改善が必要な点を
特定。

同左 Ⅱ 〈評価できる点〉
特になし

〈改善を要する点〉
研究倫理に関する研修については、複数
回実施されているが、課題として管理体
制の強化が挙げられており、教職員への
更なる周知に努める必要があるのではな
いか。

〈総合評価〉
法令順守は、教育研究活動を行うにあっ
ては努力して推進するものではなく、当
然行うべきものであることからも、継続
的なモニタリングに加え教職員の法令順
守への継続的な取り組みをお願いする。

Ⅱ

法令遵守
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見直しの要否 見直し意見
（1）計画を達成するための具体的方策又は今後審議に具体
化が必要と考えられる事項

達成目標とする到達点
評価指標・根拠資料

（大学基準協会根拠資料を含む）
判定（案） 理由

1 Ⅰ－１－１① 建学の精神の浸透
「九州ルーテル学院講座」（仮称）を開設し、建学の精神に対する
深い理解と実践に導く自校教育の取組を拡充する。

宗教センター 宗教委員会 要 実際の講座の名称が「建学精神と歴史」
になっている。※「九州ルーテル学院講
座」から変更

「九州ルーテル学院講座」（仮称）→「建学精神と歴史」 （見直しなし） 「九州ルーテル学院講座」（仮称）→「建学精
神と歴史」

×（見直ししな
い） 2020年当時の計画であり、名称にも（仮称）が付さ

れていることから計画自体の変更はしない。2022年
度の自己点検評価書に「2021年度から建学の精神に
対する自校教育の取組みとしてフレッシュマンゼミ
の中で『九州ルーテル学院講座』を実施した。」と
いう旨の記載もあることから、第2期中期計画の最終
評価（報告）を行う際に、「建学精神と歴史」とい
う講座名で開講した旨を記述すれば良いかと思いま
すがいかがでしょうか。

3 Ⅰ－１－２① 本学の特色を発揮したボランティア活動の活性化
・「感恩奉仕」の精神をもって社会に貢献する人材を育成する。
・ボランティアセンターを中心に、学生や教職員によるボランティ
ア活動を活性化し、キリスト教主義の大学としてのミッションを実
践する。

ボランティアセ
ンター

地域連携推進委
員会

要 ③目標達成のために追加すべき計画
サービスラーニング実施体制の充実

1）スクールモットーである「感恩奉仕」の精神と意義を具
体的に学生・教職員が伝える理解し具現化できる機会を確
保する。

フレッシュマンキャンプゼミ等でのオリエンテー
ション、新入教職員オリエンテーションの充実

（見直しなし） △（要検討） 計画に追加することは問題があるわけではありませ
んが、「実施体制の充実」とあることから、体制整
備にとどまらず、充実し続ける必要と、何をもって
充実したかということをエビデンス（根拠）が必要
になるかと思います。「具体的方策・到達目標等」
の中で「サービスラーニング実施体制の充実」を
謳ったらいかかでしょうか。

8 Ⅱ－１①　 教学マネジメントシステムの確立
・学長のリーダーシップの下に、教学マネジメント（大学が教育目
的を達成するために行う管理運営であり、大学の内部質保証の確立
に密接に関わる重要な営み）システムを確立する。
・学生の学修目標及び卒業生に最低限備わっている能力の保証とし
て機能するよう、卒業認定・学位授与の方針（ＤＰ）を具体的かつ
明確に設定する。
・授業科目・教育課程の編成に当たって、授業科目の過不足、各授
業科目の相互関係、履修順序等について検証を行う。
・学位プログラム共通の考え方、尺度（アセスメントプラン）に基
づき、大学教育の成果について点検・評価を行い、②から④の取組
を大学全体、学位プログラム、授業科目の各レベルで実施しつつ、
全体として整合性を確保できているかを検証する。

学長室会 内部質保証推進
会議

要 教務委員会が主担当として適当でない
か。

○ 計画の変更というのではなく、管理台帳上の変更な
ので問題ないかと思います。

9 Ⅱ－１②　 アセスメントの着実な実施と教学ＩＲ情報等の活用
・アセスメント・プランに即した各種アセスメントの実施とアセス
メント・データの分析・検証を行う。
・教学ＩＲ情報等を活用して、教育支援システムと生活支援システ
ムの改善に取り組む。

学務・入試セン
ター

教務委員会 要
具体的方策から「カリキュラムの点検と
評価」を削除したい。カリキュラムの点
検と評価については「II-1①教学マネジ
メントシステムの確立」と重複、カリ
キュラムの再編についてはII-2③「授業
科目・教育課程の再編成」で検討してい
るため。
この削除に伴い達成目標から「教学IR情
報等を活用して、カリキュラムの点検・
評価が実施されていること」も削除した
い。

・アセスメント・プランに掲載された指標・尺度が計画的
に実施されて、それらのデータや学内データが関係部署間
で円滑に共有されること
・ＧＰＡ制度の現況分析が行われ、点検・評価が行われて
いること
・学修成果の評価方法が確立され、学生の学修成果が可視
化できること
・教学IR情報等を活用して、カリキュラムの点検・評価が
実施されていること

○ 計画の変更というのではなく、管理台帳上の変更な
ので問題ないかと思います。

11 Ⅱ－２①　 ３つの方針（卒業認定・学位授与（ＤＰ）、教育課程編成・実施
（ＣＰ）及び入学者受入れ（ＡＰ）の各方針）を通じた学修目標の
具体化
・学生の学修目標及び卒業生に最低限備わっている能力の保証とし
て機能するよう、３つの方針を絶えず検証する。

学務・入試セン
ター

教務委員会 要 計画を達成するための具体的方策から➂を

削除し、➃を「教学IR情報との関連」に修
正

➀カリキュラム・マップに基づいて成績データからDPに定
められた能力（DP能力）の到達度を測定・フィードバック
する仕組みを構築する

➁カリキュラム・ツリー（ナンバリング）を作成・公表す
る

➂修学ポートフォリオ及びディプロマ・サプリメントシス
テムを構築する

→（理由）「Ⅱ-2⑥教育・学修成果の可視化」と重複してお
り、こちらでより具体的な検討を行っているため

➃入試データと教学IR情報との関連修学ポートフォリオ・
データ（DP達成度，成長感，学修行動，卒業研究ルーブ
リック等のデータ）を可視化・分析する
→理由：他の計画との文言統一のため

➀DP学生評価やDP到達度評価の低いDPに関連した
教育を強化するためにCPや科目を見直す

➁DP能力を修得するための科目履修体系を明示す
る

➂DP到達度評価やレポート等の修学記録を学生が
振り返って自己評価できるポートフォリオを運用
し，またそのポートフォリオのデータをもとに就
職活動や卒業証明の補助資料（サプリメント）を
学生に提供する

➃学生の特質とDP達成度やGPA等の関連性を検討
し，AP，CP. DPやカリキュラム・マップやツリー
を見直す

➀DP到達度評価集計データ，カリキュラム・ツ
リー

➁カリキュラム・ツリー作成にかかわる議事
録，カリキュラム・ツリー

➂修学ポートフォリオの各画面，学生に提供さ
れるディプロマ・サプリメント

➃可視化・分析されたデータ，AP-CP-DP，カリ
キュラム・マップ，カリキュラム・ツリー，検
討会議事録

○ 計画の変更というのではなく、管理台帳上の変更な
ので問題ないかと思います。

12 Ⅱ－２②　 ファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ）活動の充実
・ＦＤを組織的かつ多面的に実施し、教員の資質・能力向上及び教
員組織の改善・向上につなげる（人文学研究科を含む）。

人文学科
心理臨床学科

FD.SD委員会 要 ④の「修学ポートフォリオの導入とその
活用」は、ビジョンⅡ−２⑥「修学ポー
トフォリオの導入と運用・活用」と重複
のため、目標から削除する。

○ 計画の変更というのではなく、管理台帳上の変更な
ので問題ないかと思います。

13 Ⅱ－２③　 授業科目・教育課程の再編成
・明確な到達目標を有する個々の授業科目が学位プログラムを支え
る構造となるよう、体系的・組織的に教育課程を編成する。
・授業科目の過不足、各授業科目の相互関係、履修順序や履修要件
について、定期的に検証を行う。
・単位の実質化の観点から、取得可能な免許・資格の見直し、授業
科目の精選・統合、開講時期の調整等を通じてカリキュラムの改善
を図る。
・共通教育科目を見直し、地元熊本の地域社会とのつながりを重視
した体験型科目（仮称：くまもと学）等の新設や学位プログラムを
構築する。

学務・入試セン
ター

教務委員会 要 計画のうち、「共通教育科目を見直し、
地元熊本の地域社会とのつながりを重視
した体験型科目（仮称：くまもと学）等
の新設や学位プログラムを構築する。」
を削除。Ⅱ-3-1①と計画が重複してお
り、内容的に「共通科目の見直し」の方
が合致している。

達成目標とする到達点「長期インターンシップ科
目，地域社会に密着したサービスラーニング科目
（特に教育・保育・福祉事業や地域再興事業
等），国際的なサービスラーニング科目を導入し
て学生の感恩奉仕の精神とグローカリズムを涵養
する」を削除する。
→理由：「Ⅱ-3-1①共通教育科目の見直し・検
証」と重複しており、「共通科目の見直し」の方
が合致している。

×（見直ししな
い）

計画を変更するのではなく、期末評価及び最終評価
の際、2つの計画について個別に記載するのではな
く、「共通教育科目の見直しにあっては、計画Ⅱ-3-
１①と併せて実施した」旨を記載するか、実施した
内容を再掲することではいかがでしょうか。

委員会

「(B)計画」見直しの要否及び意見（取り纏め部署）

№ 計画番号 目標・計画 主担当

九州ルーテル学院大学第2期中期目標・中期計画（ルーテルビジョン2020）　計画見直し

「（C)計画を達成するための具体的方策・到達目標等」の見直し 見直しの要否

九州ルーテル学院の建学の精神・理念

教育に関する目標

教育改革の具体策と実現・実行
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見直しの要否 見直し意見
（1）計画を達成するための具体的方策又は今後審議に具体
化が必要と考えられる事項

達成目標とする到達点
評価指標・根拠資料

（大学基準協会根拠資料を含む）
判定（案） 理由

委員会

「(B)計画」見直しの要否及び意見（取り纏め部署）

№ 計画番号 目標・計画 主担当

「（C)計画を達成するための具体的方策・到達目標等」の見直し 見直しの要否

14 Ⅱ－２④　 授業を通した資質・能力の育成と授業方法の工夫（情報環境の整備
を含む。）
・密度の濃いアクティブラーニングを推進するため、課題解決型学
修、ディスカッション、プレゼンテーション等を取り込んだ授業を
拡充する。
・学生の問題解決能力を向上させるために、その能力を支える数量
的スキル、情報リテラシー、論理的思考力を培う授業を展開する。
・学内Wi-Fi等情報環境を整備し、KLC Moodleを活用し東京のルーテ
ル学院大学の講義のオンデマンドでの受講、オープンソースの活
用、ＩＣＴを活用した授業、Webポータルシステムの活用等の授業方
法を開発する。

学務・入試セン
ター

教務委員会 要 計画の「学内Wi-Fi等情報環境を整備
し・・・・授業方法を開発する」につい
ては、学内Wi-Fi環境はすでに整備され、
ルーテル学院大学も閉学すること、DXの
加速とAIの進化が著しいことから、
「ICT・DX・AIを活用しながら、資質・能
力の育成に効果的な授業形態や指導方法
を、柔軟に取り入れる。」に修正した
い。

他大学との単位互換については、「Ⅱ-3-
1①共通教育科目の見直し・検証、②他大
学等と連携した共通教育科目の充実」お
よび「Ⅱ-2-③授業科目・教育課程の再編
成」でも取り上げているため、この計画
には加えない。

KLC Moodleを使用したルーテル学院大学の講義のオンデマ
ンド型での配信と受講
→「 ICT・DX・AIを活用した授業の実践を促す教員向け研
修の開催」に変更

本学の共通教育科目、学科専攻専門科目で開講さ
れていない科目の開講を協定校との共同での開講
反転授業の実施
→「 ICT・DX・AIを活用した効果的なアクティ
ブ・ラーニング型授業の実施」に変更
（変更理由：反転授業に限らず、幅広いアクティ
ブ・ラーニング型授業形態を検討するため）

評価指標に「授業評価アンケート」を追加 ×（見直ししな
い）

計画を変更するのではなく、期末評価及び最終評価
の際、実施した内容として「ICT・DX・AIを活用した
効果的なアクティブ・ラーニング型授業を実施し
た。」と記述することではいかがでしょうか。

単位互換に関しても、前述したように、他の計画番
号を記して再掲したらいかがでしょうか。

取りまとめ部門に「FD・SD委員会」を追
加し、「人文学科、心理臨床学科」は削
除

○ 計画の変更ではなく、管理台帳変更ですので、ご提
案の通りでよろしいかと思います。
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見直しの要否 見直し意見
（1）計画を達成するための具体的方策又は今後審議に具体
化が必要と考えられる事項

達成目標とする到達点
評価指標・根拠資料

（大学基準協会根拠資料を含む）
判定（案） 理由

委員会

「(B)計画」見直しの要否及び意見（取り纏め部署）

№ 計画番号 目標・計画 主担当

「（C)計画を達成するための具体的方策・到達目標等」の見直し 見直しの要否

16 Ⅱ－２⑥　 教育・学習成果の可視化
・修学ポートフォリオ等を通じて、学生が自らの学習成果を自覚
し、エビデンスとともに説明できるようにするとともに、ＤＰの見
直しを含む教育改善につなげるため、複数の情報を集約して学習成
果・教育成果を把握・可視化する

学務・入試セン
ター

教務委員会 要 （意見・要望）
ここでは全学レベルではなく、学生個人
の学修成果の可視化と公表（学修ポート
フォリオ、ディプロマサプリメント）に
ついて検討する。全学レベルの学修成果
の可視化と公表については、「Ⅱ-10③成
果等の公表」で検討する。

・ＩＲデータ（入試データ，成績データ，授業評価デー
タ，学修行動・学生生活データ）の総合的な分析
→教学ＩＲデータの総合的な分析　（理由：他の計画との
文言の統一）に修正

○ いずれかの計画の中でしっかりと検討、実施いただ
ければよろしいかと思います。
また、具体的方策の見直しについては、取り纏め部
署の中でしっかりと取り組んでいただければよろし
いかと思います。

19 Ⅱ－３－１②　 他大学等と連携した共通教育科目の充実（単位互換制度の創設を含
む。）
・熊本大学教育統括管理運営機構附属数理科学総合教育センター等
と連携して、統計学等の数理・データサイエンスに関する科目を拡
充する。また、統計学等の数理・データサイエンスに関する科目の
オンライン授業の開設について検討を行う。
・ルーテル学院大学等との連携の下で、単位互換制度の創設につい
て検討する。

学務・入試セン
ター

教務委員会 要 計画の中止・統合を要望
・熊本大学大学教育管理運営統括機構付
属数理科学総合教育センター閉鎖、ルー
テル学院大学閉学のため継続困難
・単位互換や「統計学等の数理・データ
サイエンスに関する科目のオンライン授

業の開設」については、「Ⅱー１➀」に統
合

△（要検討） 計画の内容（「・」で記載されている箇所）につい
ては、明らかに実施できない事情（相手組織の廃止
によるもの）かと思います。ただし、計画は「他大
学等と連携した共通教育科目の充実」ですので、こ
の計画沿った内容で進めていくこともありかと思い
ます。計画自体は進めていくべき事項かと思います
ので、期末評価や最終評価の際、経緯を記しておけ
ば、計画自体を中止する必要もないかと思います。

20 Ⅱ － ３ － ２
（１）①

英語のルーテルブランドの確立
・少人数教育による細やかな指導と教学ＩＲを生かした教育改善に
基づき、実践的４技能（読む・聞く・　書く・話す）の英語力を強
化する。

人文学科CE専攻 学科会議 要 計画を「実践的英語力の強化による英語
の教員免許状・少人数教育による細やか
な指導と教学ＩＲを生かした教育改善に
基づき、実践的４技能（読む・聞く・
書く・話す）の英語力を強化する。」に
変更する。

1) キャリア・イングリッシュ専攻では、
依然として学生の4技能（リーディング、
ライティング、スピーキング、リスニン
グ）を評価するための適切なツールを模
索している。コンピューターの動作遅延
や学内のコンピューター設備の撤廃によ
り、オンライン評価ツールの利用は非現
実的になっているため、効果的な測定方
法を検討していく。

△（要検討） 計画自体はあまり細かく書きすぎると、それに沿っ
て進めていく必要が生じます。必要であれば具体的
方策を変更（修正）して、計画を進めていただいて
も良いかと思いますがいかがでしょうか。

3) 現在、キャリア・イングリッシュ専攻
では、学生が実践的に英語を使えるよう
に、比較的カジュアルな状況を作り出す
ことで、学生の英語コミュニケーション
スキルを育成する計画を立てている。そ
の計画の 1 つが、2024 年の英語ランチ
の設立です。2025 年からは、英語サマー
キャンプのパイロット プログラムが実施
され、学生のスピーキングとリスニング
をさらに育成するとともに、特定の SDG
トピックに関するディスカッションと情
報の促進を図る。

（意見・要望）
目標: 変更前:
2) GSE などの 4 技能を測定できる新し
いテストをプレースメント テストから卒
業まで使用して、学生の経時的な変化を
分析し、学習ポートフォリオで弱点と強
化が必要な領域を把握し指導・教育を行
う。
変更後:
2) 4 技能を測定できる新しい形式の評価
と評価により、学生の経時的な向上を促
進し、学生がガイダンスを活用できる領
域を強化できるようにする。

評価指標とサポート ドキュメント: 変更
前*
合格者の課題パフォーマンス データ
(G-TELP スコア データ)
TOEIC L&R スコア データ
GSE (導入予定) スコア データ
大学 Web サイト、シラバス
変更後:
合格者の課題パフォーマンス データ
TOEIC L&R スコア データ、プレースメン
ト テスト スコア データ、大学 Web サ
イト、シラバス

専門教育（人文学科）

共通教育
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見直しの要否 見直し意見
（1）計画を達成するための具体的方策又は今後審議に具体
化が必要と考えられる事項

達成目標とする到達点
評価指標・根拠資料

（大学基準協会根拠資料を含む）
判定（案） 理由

委員会

「(B)計画」見直しの要否及び意見（取り纏め部署）

№ 計画番号 目標・計画 主担当

「（C)計画を達成するための具体的方策・到達目標等」の見直し 見直しの要否

21 Ⅱ － ３ － ２
（１）②

異文化理解とグローバルな視野及び人間力を有する人材の育成
・実践的英語力の強化による英語の教員免許状、文系の学びを生か
したＩＴ、秘書学等の資格取得を支援するとともに、自ら考え、行
動する力と環境の変化に対応できるゼネラリストを育成する。

人文学科CE専攻 学科会議 要 B（計画）を次のように変更する：
●「実践的英語力の強化による英語の教
員免許状」⇒　目標　①英語のルーテル
ブランドの確立　に移す。
● 検定についての文言を削除する
⇒　多様性を重んじ、異文化理解とグ
ローバルな視野を育む授業を展開しなが
ら、自分の言動に責任を持ち、主体的に
活動できる人材を育成する。

1)   英語教員免許状取得のための資格を厳格化し、より高
い目標を示す。
2) ＣＥ専攻におけるIT分野の方向性として以下の３点を検
討する。
①ＣＥ専攻として今後取得すべきＩＴに関する資格の種類
の決定。
②ＩＴ資格取得支援の方法。
③文科系大学におけるＩＴゼネラリスト育成のための、Ｃ
Ｅ専攻の将来展望等を踏まえ、情報処理技術者試験の資格
取得（情報管理、初期ITエンジニア、ビックデータ処理
等）のための新規 IT科目の検討及び専門教員の人員整備に
よる体制の強化。
3) 自ら考え、行動する力と環境の変化に対応できるゼネラ
リストを育成するため、学生主体で学べる科目を充実させ
る。また、秘書検定、ビジネス実務マナー検定、サービス
接遇検定、コミュニケーション検定といった資格取得を促
進する。
4) 地域とのつながりを重視し、異文化理解とグローバルマ
インドを育む本学の教育を強化するため、「エアライン・
ツーリズム講座」や「アドバンスト・グローバルビジネ
ス」などの科目において地元のグローバル企業や自治体な
どと連携し、オムニバス形式で講義を実施する。
を、

1) ３年前期TOEIC550を最低ラインとし、英検準
１級を３年次取得することを奨励する。
2）①新たに専門科目を設置しＩＴ分野における
資格取得を推進する。また、資格取得の種類を増
やし１級取得者数を専攻学生数の２０％を達成す
る。
②ＩＴ資格取得の為の財政的支援として受験料の
半額補助を目標とする。
③ＣＥ専攻の将来展望等を踏まえた新規IT科目の
決定と資格取得の為の専門教員の人員増強による
体制を確立する。
3)学生主体のアクティブラーニングを授業に取り
入れる。秘書検定、ビジネス実務マナー検定、
サービス接遇検定、コミュニケーション検定と
いった資格取得。
4) 産学官連携で得た学びを将来に活かす。
を、

1)   TOEICスコアデータ・英検準一級合格者
データ（国家公務員総合職で２５点加点され
る。教員採用試験で４２％で一次試験免除、６
８％で加点）
2) ①アセスメント・プランによる累積データの
分析とデータの可視化
②補助率の決定
③組織体制の整備の内容
3) グループワークやディスカッションなどの取
り組みを実施した授業の回数。各種検定受験者
数・合格者数。
4)①アンケート調査結果や卒業研究
②進路決定状況（連携先と学生の進路の関連
性）
を、

△（要検討） 計画の内容としては、細かいという気がしないでも
ありませんが、例示としての意味合いもあるかと思
います。意見としては理解できますが、計画を変更
しなけらばならない程ではないかと思いますがいか
がでしょうか。
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見直しの要否 見直し意見
（1）計画を達成するための具体的方策又は今後審議に具体
化が必要と考えられる事項

達成目標とする到達点
評価指標・根拠資料

（大学基準協会根拠資料を含む）
判定（案） 理由

委員会

「(B)計画」見直しの要否及び意見（取り纏め部署）

№ 計画番号 目標・計画 主担当

「（C)計画を達成するための具体的方策・到達目標等」の見直し 見直しの要否

1）自ら考え、行動する力と環境の変化に対応できるゼネラ
リストを育成するため、学生主体で学べる科目を充実させ
る。
2）地域とのつながりを重視し、異文化理解とグローバルマ
インドを育む本学の教育を強化するため、「エアライン・
ツーリズム講座」や「グローバルビジネス」などの科目に
おいて地元企業や県内外のグローバル企業などと連携し、
オムニバス形式で講義を実施する。
に変更する。

1）学生主体のアクティブラーニングを授業に取
り入れる。
2）産学官連携で得た学びを将来に活かす。
に変更する。

1) グループワークやディスカッションなどの取
り組みを実施した授業の回数。シラバス
2）講師依頼書、協力企業一覧、インターンシッ
プ/体験学修先、シラバスなど
に変更する。

22 Ⅱ－３－２
（２）①

保育・幼児教育プラスワンの専門的知識を持つ保育者の育成
・多文化保育のニーズという観点から英語４技能に優れた保育士・
幼稚園教諭を育成する。
・保育の環境整備や子育て支援の重要性に対する深い理解を持った
保育士・幼稚園教諭を育成する。

人文学科こども
専攻保育コース

要 (2)こども専攻保育コース
→（2）保育・幼児教育専攻に変更

(B)計画を、「保護者支援、子育て支援の
学びを深めるために、保育現場の動向を
理解することや保護者の声を聴きながら
支援のあり方について学び、保育現場で
保護者支援が実践できる人材を育成す
る。」、「特別支援学校教諭免許取得は
できないため、特別支援教育関連科目履
修を強化する。」に変更する。

「③特別支援学校教諭免許取得あるいは特別支援
教育関連科目履修を可能にするプログラムを開発
したり、障害のある子どもの支援活動への参加を
授業科目化したりする構想等」を、
「③特別支援教育関連科目履修を可能にするプロ
グラムを開発したり、障害のある子どもの支援活
動への参加を授業科目化したりする。」に変更す
る。

「③関連科目数および受講者数、教員免許希望
者数、取得者数」を、
「③関連科目数および受講者数」に変更する。

○ 計画の変更というのではなく、管理台帳上の変更な
ので問題ないかと思います。

23 Ⅱ－３－２
（２）②

保育・幼児教育プラスワンの技術と実践力のある保育者の育成
・保育現場と協働した体験学修やボランティア活動、研修・研究の
機会を増やすことで、保育実践力のある保育士・幼稚園教諭を育成
する。

人文学科こども
専攻保育コース

否 (2)こども専攻保育コース
→（2）保育・幼児教育専攻に変更

＊計画の１、２で重複している部分があ
るため、整理が必要ではないか。

○ 計画の変更というのではなく、管理台帳上の変更な
ので問題ないかと思います。
なお、計画の重複（①、②）については計画を統合
するのではなく、実施し内容を記述する際に併せて
記述したらいかがでしょうか。

24 Ⅱ－３－２
（３）①

地域に根ざし、地域の人々と協働できる小学校教員の育成
・学生による地域貢献活動等を設定し、地域の課題を理解した上
で、その解決に貢献できる人材を育成する。
・熊本県を中心とした郷土の素材を活用し、美術館・博物館等での
フィールドワークの機会を生かした郷土教育を充実させる。

人文学科こども
専攻児童教育
コース

学科会議 要 計画を、
・熊本県（市）教育委員会等との連携を
密にし、学校現場の最新の動向や地域の
課題を理解した上で、その解決に貢献で
きる実践的な人材を育成する。
・熊本県を中心とした郷土の素材を活用
し、美術館・博物館等でのフィールド
ワークの機会を生かした郷土教育を充実
させる。
に変更。

「①   地域貢献活動等を設定し、様々な学修活動を展開す
る。また、児童教育フィールドワーク等で行われる小学校
等での実習において築いたネットワークを基に、地域での
ボランティア活動を充実させる。なお、地域貢献活動等で
は、特色あるプログラムを掲げて自治体にアプローチを行
う。
プログラムの例：自然体験活動推進、いじめ・不登校等の
子どもの心の悩みのサポート推進、「学力の向上」に関係
して英語教育推進、IT教育推進とICTモラル教育推進、子ど
もの放課後や長期休暇中の生活を充実させるための学童保
育支援推進、貧困家庭学習支援推進、交通安全確保と防犯
対策（安全マップ）の推進等を取り上げた内容
②   特別研究、卒業研究、教科教育法等の活動で、熊本県
を中心とした郷土の素材を活用・開発する。また、公共施
設（公民館・美術館・博物館等）と連携し、フィールド
ワークの機会等を充実させる。
熊本県を中心とした郷土の素材例：、熊本県内の伝統工芸
や美術、伝統の祭事、阿蘇地域で産出されるリモナイト等
を取り上げた内容」を、

「①   地域貢献活動等を設定する。また、当該
活動の内容の充実を図る。継続的に一定数（概ね
20名程度）の学生ボランティアを派遣することを
目標とする。
②   様々な活動で郷土素材の活用・開発が行わ
れ、そのような状況が地域社会にも発信・周知さ
れている。また、学生が郷土の素材に興味・関心
を持ち、地域に根ざした教材研究に取り組むため
の力を身につけている。
なお、地域社会に次のような効果を及ぼすことが
期待できる。将来、学生が教員となった際に学習
経験を活かした授業展開が期待でき、一連の活動
を通して、郷土の素材を活用した効果的な学習の
場の創出が可能となる。
郷土の素材を取り上げることで地域の公民館・美
術館・博物館と学校と大学が共通のテーマの下で
連携を密にすることができ、一連の活動は地域の
観光資源を活用することになると共に地域の活性
化につなげることが期待できる。 」を、

「①   地域貢献活動等の設定状況（シラバス、
授業評価アンケート、学生の活動記録や報告レ
ポート、修学ポートフォリオ等）、県内小学校
等への学生ボランティアの派遣数
②   郷土の素材を活用・開発した実績（活動
名、活動数、卒業論文数、学生の活動記録や報
告レポート、修学ポートフォリオ等）、発信状
況を確認する資料（学内ホームページへの記事
提供等）」を、

×（見直ししな
い）

計画を変更するのではなく、具体的方策の記載内容
を変更したらいかがでしょうか。

「➀熊本県（市）教育委員会や小学校等と連携し、各種学
修活動を展開する。また、児童教育フィールドワーク等で
行われる小学校等での実習において築いたネットワークを
基に、地域でのボランティア活動を充実させる。また、教
員採用試験対策についても、継続的に実施する。

➁　特別研究、卒業研究、教科教育法等の活動で、熊本県
を中心とした郷土の素材を活用・開発する。また、公共施
設（公民館・美術館・博物館等）と連携し、フィールド
ワークの機会等を充実させる。」に変更する。

「➀各種学修活動等を設定する。また、当該活動
の内容の充実を図る。継続的に一定数（概ね20名
程度）の学生ボランティアを派遣することを目標
とする。また、受験者における５割以上の小学校
教員採用試験合格者を目標とする。
➁様々な活動で郷土素材の活用・開発が行われ、
そのような状況が地域社会にも発信・周知されて
いる。また、学生が郷土の素材に興味・関心を持
ち、地域に根ざした教材研究に取り組むための力
を身につけている。」に変更する。

「➀　各種学修活動等の実施状況（シラバス、
授業評価アンケート、学生の活動記録や報告レ
ポート、修学ポートフォリオ等）、県内小学校
等への学生ボランティアの派遣数、小学校教員
採用試験合格者の実績数
➁　郷土の素材を活用・開発した実績（活動
名、活動数、卒業論文数、学生の活動記録や報
告レポート、修学ポートフォリオ等）、発信状
況を確認する資料（学内ホームページへの記事
提供等）」に変更する。

25 Ⅱ－３－２
（３）②

学校現場を想定した実践的な授業の充実
・実務家教員等による授業を通して、実践的な資質・能力を備えた
人材を育成する。
・熊本県（市）教育委員会等との連携を密にし、学校現場の最新の
動向を踏まえ、その諸課題に適切に対応できる人材を育成する。

人文学科こども
専攻児童教育
コース

学科会議 要 取り纏め部門を、「こども専攻児童教育
コース」から「児童教育専攻」に変更

計画を「Ⅱ-3-2（3）➀」に統合

○

△（要検討）

取り纏め部署の変更は、計画の変更というのではな
く、管理台帳上の変更なので問題ないかと思いま
す。
なお、計画の統合については計画を統合するのでは
なく、評価の際に、実施した内容を2つの計画とも同
じ内容で再掲するか、どちらかの計画に他の計画番
号を記載する等で、複数の計画を一緒に管理して
いったらいかがでしょうか。

専門教育（心理臨床学科）
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見直しの要否 見直し意見
（1）計画を達成するための具体的方策又は今後審議に具体
化が必要と考えられる事項

達成目標とする到達点
評価指標・根拠資料

（大学基準協会根拠資料を含む）
判定（案） 理由

委員会

「(B)計画」見直しの要否及び意見（取り纏め部署）

№ 計画番号 目標・計画 主担当

「（C)計画を達成するための具体的方策・到達目標等」の見直し 見直しの要否

26 Ⅱ－３－３
（１）①

公認心理師養成カリキュラムの充実による大学院教育への円滑な接
続
・公認心理師になるうえで必要な知識・能力・技量を養うための本
学独自の教育システムを開発する。
・実習施設を新規開拓し、公認心理師養成に十分な実習内容を学生
に提供する。
・科目の特性に合った評価方法（ルーブリック、試験）と履修制限
を導入して学習意欲を高めるとともに、適切なアセスメント・プラ
ンに基づいてアセスメントを実施して教育課程の効果を検証する。
・ Society5.0に向けて情報活用能力の向上を意図してデータサイエ
ンスや情報処理等の科目を導入する。

心理臨床学科心
理学コース

要 「Society5.0に向けて情報活用能力の向
上を意図してデータサイエンスや情報処
理等の科目を導入する」、については、
共通教育科目として、データサイエンス
や情報処理科目が位置づけられており、
また、2023年度から開設された心理社会
調査副専攻、社会調査士、認定心理士
（心理調査）取得のためのカリキュラム
が作成されたため、今後の目標からは外
していく予定である。

１）2021年公認心理師カリキュラム完成
→2022年開始公認心理師養成大学院との連続性のある学び
につながるカリキュラム完成
２）2022年開始公認心理師養成大学院との連続性のある学
びにつながる教育システムの検討と改善
３）豊富な実践機会を設けるために実習施設の新規開拓
を、
1)公認心理師養成のカリキュラムの見直し
2）履修指導、アセスメントプランによる指導の実践と検証
3）実習施設の整備、内容充実に向けた体制の評価
4）進学・就職支援体制の整備・評価
に変更する。

１）公認心理師カリキュラムの完成
→大学院における本学独自の特別支援、地域連携
を目指した多職種連携への視座を取り入れた科目
内容と、これらの情報を処理活用できる教育シス
テム構築、教育評価方法を作成する。
２）公認心理師養成大学院への進学及び心理関連
領域への就職
→進学や就職につながる実践を経験できる実習内
容の充実化を図る。
を、
1)  公認心理師カリキュラムの見直しに対応した
本学独自のカリキュラムを作成する
2)  履修指導を徹底し、コース選択後もGPA結果
に応じて個別指導を実施。コース履修者数や学内
進学者、学外進学者を把握し、GPA等との関連を
検証していく
3)  実習施設の新規開拓、実習指導者との連携を
図るための実習指導者連絡協議会の定期開催
4)大学院進学希望者に対しては個別の指導ととも
に、大学院対策講座を定期開催していく。
に変更する。

・実習指導者連絡協議会開催案
を追加

△（要検討） 「データサイエンスや情報処理等の科目」について
共通教育科目として、データサイエンスや情報処理
科目が位置づけられたのであれば、公認心理師養成
カリキュラムとは別ということなので、計画の内容
からは削除することもありかと思います。
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見直しの要否 見直し意見
（1）計画を達成するための具体的方策又は今後審議に具体
化が必要と考えられる事項

達成目標とする到達点
評価指標・根拠資料

（大学基準協会根拠資料を含む）
判定（案） 理由

委員会

「(B)計画」見直しの要否及び意見（取り纏め部署）

№ 計画番号 目標・計画 主担当

「（C)計画を達成するための具体的方策・到達目標等」の見直し 見直しの要否

29 Ⅱ－３－４①　 地域貢献と多職種連携への意識の高い科学的視点をもった臨床心理
専門職の地域貢献と多職種連携への意識の高い科学的視点をもった
臨床心理専門職の育成
・２０２２年度開設予定の人文学研究科公認心理師養成課程のため
の質の高い公認心理師を養成する教育システムを開発・検証する。
・心理学における研究に関する科目を導入して科学者としての知識
やスキルを教育する（2022年度～）。
・実習科目において具体的な基準に基づいた実習生の行動や態度に
ついて評価するとともに、多職種連携に関連した教育計画を組み、
臨床実践スキルの質を担保する（2022年度～）。
・適切なアセスメント・プラン（成績、学生調査、修士論文評価、
就職先評価等）を掲げて、公認心理師養成課程における学習成果及
び教育効果を検証する（2022年度～）。

人文学研究科 研究科委員会 要 2023年度公認心理師養成カリキュラム導
入による大学院再編成を完了したため、
計画設定時の到達目標達成と判断される
ものを除外する。今後は新たに整備した
アセスメント・プランに基づく教育効果
を検証し、カリキュラムについての内容
の検討と修正を行っていく。また、リカ
レント教育、長期履修生についての検証
も実施する。

１）公認心理師養成カリキュラムの完成
２）心理学における研究に関する心理学研究法、心理学統
計法等の科目の導入
３）公認心理師業務において必須となる多職種連携に関す
る科目の導入
４）大学院アセスメント・プランの完成
５）カリキュラム及びアセスメント・プランの公認心理師
養成の現状に応じた修正（リカレント教育、長期履修制度
検討を含む）
６）現行大学院カリキュラムの検討
を、
１）大学院アセスメント・プランの実施
２）カリキュラム及びアセスメント・プランの公認心理師
養成の現状に応じた修正（リカレント教育、長期履修制度
検討を含む）
に変更

１）公認心理師養成カリキュラム（2022年度～）
確定
２）心理学における研究に関する科目の導入
（2022年度～）
３）公認心理師以外の専門職（医師、精神保健福
祉士等）と公認心理師との多職種連携の実際に関
する科目を新たに設定（2022年度～）
４）大学院アセスメント・プラン（2022年度～）
確定（実習施設実習指導者や教員による実習生の
行動や態度の具体的評価をアセスメントに含め
る）
５）公認心理師養成経験（2022～2023年度）に基
づいたカリキュラム及びアセスメント・プランの
見直し
６）現行大学院カリキュラムの検討を研究科委員
会で実施（2020年度～2021年度）
を、
１）大学院アセスメント・プランを確実に実施
し、評価を行う。
２）アセスメント・プランの評価結果により公認
心理師養成カリキュラム内容の検証および修正を
行う。
に変更。

・2020年度～2021年度研究科委員会議事録
・2022年度からの大学院カリキュラム（2020年
度～2021年度研究科委員会議事録に含まれる）
・2020年度～2021年度研究科委員会議事録
・2022年度からの大学院カリキュラム（2020年
度～2021年度研究科委員会議事録に含まれる）
・2020年度～2021年度研究科委員会議事録
・2022年度からの大学院アセスメント・プラン
（2020年度～2021年度研究科委員会議事録に含
まれる）
・2020年度～2021年度研究科委員会議事録
・2024年度研究科委員会議事録
・2020年度～2021年度研究科委員会議事録
を、
・2025年度からの研究科委員会議事録（アセス
メント・プラン評価結果を含む）
に変更

×（見直ししな
い）

計画を削除するのではなく、目標（計画）達成とい
う整理ではいかがでしょうか。

30 Ⅲ－１①　 高大接続改革実行プランにおける大学入学共通テストへの対応
・アドミッション・ポリシーに合致する学生の受入れを見据え、大
学入学共通テスト利用選抜のあり方について検討する。
・本学における大学入学共通テストへの対応状況について、ホーム
ページ等で迅速かつ正確な周知を行う。

学務・入試セン
ター

入試委員会 要 大学入学共通テストについては2030年度
までに大きな制度改革の予定がなく、
「Ⅲ０1②アドミッション・ポリシーを基
準とする選抜方法・入試内容の点検」に
統合することが望ましいと考える。
なお、大学入学共通テストを利用する上
での課題が残っているため、引き続き検
討したい。
※大学入学共通テストに記述式の導入が
見込めないため、本学において「表現
力」を問う方法を検討する。

△（要検討） 目標（計画）を統合するのではなく、評価の際に、
実施した内容を2つの計画とも同じ内容で再掲する
か、どちらかの計画に他の計画番号を記載する等
で、複数の計画を一緒に管理していったらいかがで
しょうか。

Ⅲ－１　①高大接続改革実行プランにお
ける大学入学共通テストへの対応を削除
し、②アドミッション・ポリシーを基準
とする選抜方法・入試内容の点検に統合
する。

37 Ⅳ－１②　 学生一人ひとりのニーズに応じたきめ細やかなキャリア支援・就職
支援
・学生が異文化圏体験学修、グローバル志向企業へのインターン
シップ等を通じて身に付けた資質・能力を活用できるようなキャリ
ア支援を拡充する。
・熊本県内の企業等への就職を活性化し、“くまもと”の地域に貢
献する。
・関東における就職を希望する学生に対して、本学の協定校である
三鷹のルーテル学院大学との連携を図る。
・学生がその後の人生において豊かなキャリアを重ねられるよう支
援する。

学生支援セン
ター

就職支援委員会 要 計画の内容を以下のように変更
•企業開拓、個別相談等を通じて学生の
様々なニーズに応じた就職支援を行う。
•学生がその後の人生において豊かなキャ
リアを重ねられるよう企業とのミスマッ
チを減らし、就活満足度を高めていける
よう支援する。

①本学ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｾﾝﾀｰと協力し、大学ｺﾝｿｰｼｱﾑ熊本･ﾏｲﾅﾋﾞ･ﾘｸﾅ
ﾋﾞ等と連携し、ｸﾞﾛｰｶﾙ化へのｷｬﾘｱ支援を図る。
②2年生・3年生との全員面接後の希望進路情報を有効活用
する。
　（進路希望先のすみわけによる適切な対応）
③学生の面接練習・履歴書・ｴﾝﾄﾘｰｼｰﾄ対策の強化を図る。
④就職支援に対する職員のﾚﾍﾞﾙの向上を図る。
⑤㈱地域経済ｾﾝﾀｰ･熊本県雇用推進課との連携を図る。
⑥三鷹のルーテル学院大学との連携により関東での就活時
の宿泊費用の支援を図る。
⑦インターンシップを通して、地域経済や企業活動への理
解を深め、就職意識の向上を図る。
を、
①全員面談後の希望進路情報の有効活用
②採用試験報告書の有効活用
③面接練習・履歴書・エントリーシート対策の強化
④様々な県内企業・団体との連携
⑤インターンシップの推進
に変更

計画番号①と同じく、学生が希望先に進めるよ
う、学生一人ひとりに寄り添うサポートを図る。
＊数値到達目標指標
①熊本県内就職率80%以上
②学生との相談延べ人数、800名以上
③インターンシップ参加者の延べ人数、50名以上
（毎年一般企業志望者が50名程度のため）
を、
:2年生、3年生との全員面談後の希望進路情報を
基に、適切な就職支援を行う。
:内定後の採用試験報告書の提出を徹底し、今後
の採用試験対策に繋げていく。
:学生の面接練習や履歴書、エントリーシート対
策を強化し、就職活動の成功をサポートする。
:様々な企業・団体との連携を強化し、地域に根
ざした就職支援を推進する。
:インターンシップを通して、地域経済や企業活
動への理解を深め、就職意識の向上を図る。イン
ターンシップが採用へ直結するケースが増えてい
ることから重要性を伝えていく。
に変更

■学生支援に関する資料として、学生相談室の
利用統計データ、学生の満足度や進路の状況な
どの調査結果など、学生支援の効果に関する資
料
①-1ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ志向企業からの情報収集件数及び内
容
②-1進路変更の理由（原因）調査
②-2学生支援課の学生への対応満足度調査
③-1企業面談（含来訪者）及び学生との相談件
数の推移、履歴書添削人数、面接練習人数の推
移
④-1 OJT教育及び、職員の研修・ｾﾐﾅｰ参加状況
⑤-1㈱地域経済ｾﾝﾀｰ･熊本県雇用推進課より、ｷｬ
ﾘｱﾃﾞｻﾞｲﾝ･ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ事前指導等での熊本県内の
企業についての講話とその効果検証
（計画番号①の評価指標①にて評価）
⑥-1三鷹のルーテル学院大学宿泊利用件数とそ
の声を調査
⑦インターンシップ参加者名簿
を、
・就職状況、相談件数、就活満足度、インター
ンシップ参加状況が分かる資料
に変更

△（要検討） 計画の内容（「・」で記載されている箇所）の変更
に関しては、ルーテル学院大学の募集停止もあり、
見直しのタイミングだとは思います。

具体的方策・達成目標等の変更については、管理台
帳上の変更ですので問題ないかと思います。

キャリア支援・就職支援

専門教育（人文学研究科）

入学者選抜制度における中期戦略の策定

学科等の垣根を超えた研究の推進による新たな拠点の形成
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見直しの要否 見直し意見
（1）計画を達成するための具体的方策又は今後審議に具体
化が必要と考えられる事項

達成目標とする到達点
評価指標・根拠資料

（大学基準協会根拠資料を含む）
判定（案） 理由

委員会

「(B)計画」見直しの要否及び意見（取り纏め部署）

№ 計画番号 目標・計画 主担当

「（C)計画を達成するための具体的方策・到達目標等」の見直し 見直しの要否

42 Ⅴ－１①　 研究事業の推進、新たな研究拠点の構築・展開
・研究ブランディング事業推進本部を中核として、「フィンランド
の社会」をテーマとする研究等、新たな研究拠点を構築・展開す
る。

研究ブランディ
ング事業推進本
部

研究推進委員会 要 活動休止中の研究ブランディング事業推
進本部を一旦終了し、学長室会（構成員
は、研究ブランディング事業推進本部と
ほぼ同一）及び研究推進委員会におい
て、新たな研究拠点の構築・展開につい
て検討を行うこととしてはどうか。
（フィンランド研究については継続）
既存の3つの研究ブランディング事業は、
いずれも地域貢献・連携活動とも重複す
るものであるため、引き続き同事業を継
続するのであれば、ビジョンⅦ（地域貢
献）において計画の進捗管理を行うのは
どうか。

△（要検討） 計画の内容（「・」で記載されている箇所）の変更
に関しては、研究ブランディング事業推進本部あ活
動休止中でもあり、研究推進委員会を推進母体とす
るような修正はあるかとは思います。

具体的方策・達成目標等の変更については、管理台
帳上の変更ですので問題ないかと思います。
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見直しの要否 見直し意見
（1）計画を達成するための具体的方策又は今後審議に具体
化が必要と考えられる事項

達成目標とする到達点
評価指標・根拠資料

（大学基準協会根拠資料を含む）
判定（案） 理由

委員会

「(B)計画」見直しの要否及び意見（取り纏め部署）

№ 計画番号 目標・計画 主担当

「（C)計画を達成するための具体的方策・到達目標等」の見直し 見直しの要否

（その他意見）
研究ブランディング事業推進本部（研究
ブランディング事業実施委員会）が、２
０１９年７月を最後に開催されていな
い。同本部の立ち上げの契機となった文
部科学省の「私立大学研究ブランディン
グ事業」自体が廃止となったという経緯
もあり、同本部の見直しの時期と考え
る。
上記3つのプロジェクト事業は、いずれも
産学官連携事業であることからビジョン
Ⅶ－１－②（産学官連携事業の実施）に
集約してはどうか。

47 Ⅴ－３①　 研究費の戦略的配分
・科学研究費補助金等の獲得・申請者に対するインセンティブの強
化、共同研究費制度の策定・運用、教育改革・研究奨励制度の奨励
金の拡充等、研究費を戦略的に配分し、効果的に活用する。

研究ブランディ
ング事業推進本
部

研究推進委員会 否 （その他意見）
研究支援の管理」に関しては、今後は、
ビジョンⅧ－6－3①（法令遵守）で進捗
を管理することとしたい。
また、「地域連携活動」に関しても、今
後は、ビジョンⅦ（地域貢献）の各計画
で進捗を管理することとしたい。
本計画では、財政面での研究支援の強化
策に絞って、活動計画の進捗管理を行う
こととしたい。

〇 計画の廃止・統合ではなく、複数の計画を一緒に進
捗管理するということであれば問題ないかと思いま
す。

49 Ⅵ－１① グローバル化に対応したプログラム、公開講座等の開設
・国際的視野を持って“くまもと”で活躍し、“くまもと”に貢献
できる学生を育成するため、異文化理解を深め、地球環境や平和、
人権などに関する世界共通の課題を自分事として考える授業や講座
を実施する。
・“英語のルーテル”という本学の特色を生かし、地域の外国人と
英語でコミュニケーションできる場や、海外の文化を学ぶ公開講座
を提供する。

グローバルセン
ター

要 ①  計画設定時からの状況の変化（学
科・専攻再編や組織改編）や計画の進捗
状況等を勘案して、当該計画のままで目
標達成が可能かどうか。
“国際的視野”を“グローバルな視野”
に変更する（グローバルは国際だけを示
すわけではないため）
グローバルセンターの活動は英語力をあ
げることが目標ではなく、様々な文化に
興味を持ってもらい、多様な人々と交流
することができるよう手助けすることだ
と考えるため、“英語のルーテル”を生
かす、という文言を削除する。
・コミュニケーションを英語に限定する
必要もないことから、“英語でコミュニ
ケーション”の“英語で”を削除する。
・交流するのを地域の外国人に限定しな
いため、「様々なルーツや背景を持つ
人々」に変更する。
・公開講座については、地域連携推進委
員会の活動の一環として考えるため、
「海外の文化を学ぶ機会などを提要す
る」に変更する。

１）「グローバル・スタディーズ」の授業において、熊本
のグローバル企業や自治体などと連携する
２）英語を話す機会や、異文化を学ぶ機会を提供する
を、
１）「グローバル・スタディーズ」の授業において、グ
ローバルな課題に取り組む企業や機関、自治体や個人など
と連携する
２）英語等を話す機会や、異文化を学ぶ機会を提供する
３）ルーテル学院内の諸機関と連携する
に変更する。

１） 産官学連携を活用した授業を実施する
２） 学内においてのイベントや公開講座を実施
する
を、
１）	社会課題について考えるきっかけとなる授業
を実施する
２）	学内においてイベントなどを実施する他、学
外で開催されるイベントや講座情報を提供する
３）	異文化講座や合同イベントなどの実施
に変更する。

１）・シラバス
・授業アンケート
・連携先へのヒアリング
２）・大学ウェブサイトの情報
・グローバルセンターのSNS投稿情報
を、
１）シラバス及び講師依頼
２）アクティブアカデミーやグローバルセン
ターのSNSなどの投稿情報
３）案内や写真、SNSなどの投稿
に変更する。

②  他の計画との重複はないか。目標達
成に支障がないことを前提に、他の計画
との統合が可能かどうか。
[VI-1②グローバルセンターの整備・充
実]と重複している部分が多いため、目標
を統合する。

△（要検討） 目標（計画）を統合するのではなく、評価の際に、
実施した内容を2つの計画とも同じ内容で再掲する
か、どちらかの計画に他の計画番号を記載する等
で、複数の計画を一緒に管理していったらいかがで
しょうか。

（Ｂ）計画を次のように変更/追加する：
・グローバルな視野を持って“くまも
と”で活躍し、“くまもと”に貢献でき
る学生を育成するため、異文化理解を深
め、地球環境や平和、人権などに関する
世界共通の課題を自分事として考える授
業や講座を実施する。
・多様なルーツや背景を持つ地域の人々
とコミュニケーションできる場や、海外
の文化を学ぶ機会を提供する他、グロー
バルセンターを異文化圏体験学修や留学
の相談や交流等の場として活用する。
・ルーテル学院内での連携を図る

50 Ⅵ－１② グローバルセンターの整備・充実
・異文化圏体験学修等の留学相談やコミュニケーション等の場とし
て、グローバルセンターの整備・充実を図る。

グローバルセン
ター

グローバル委員
会

要 VI 1 ① と重複するため、目標を統合す
る（→ VI 1 ①に記載済み）

同左 同左 同左 △（要検討） 目標（計画）を統合するのではなく、評価の際に、
実施した内容を2つの計画とも同じ内容で再掲する
か、どちらかの計画に他の計画番号を記載する等
で、複数の計画を一緒に管理していったらいかがで
しょうか。

51 Ⅵ－２①　 異文化圏体験学修プログラムの充実
・英語圏以外の大学、教育機関等との国際交流等を含め、留学先や
留学プログラムを新規開拓し、異文化圏体験学修プログラムの充実
を図る。
・姉妹校である「ルーテル学院大学」と連携し、単位互換制度の一
環として、新たな海外ボランティア活動プログラムを開設し、学生
が国際社会への奉仕を体験できる機会を拡充する。

グローバルセン
ター

グローバル委員
会

要 ・国内で実施しているプログラムもある
ことから、“英語圏以外”を“国内外”
に変更する。
・ルーテル学院大学が学生募集を停止す
ることから、この計画を削除する。

（Ｂ）計画を次のように変更する：
・国内外の大学、教育機関等との国際交
流等を含め、留学先や留学プログラムを
新規開拓し、異文化圏体験学修プログラ
ムの充実を図る

１）海外体験学修を充実させる
２）姉妹校である「ルーテル学院大学」と、キリスト教の
精神に基づいた海外でのボランティア活動プログラムを開
設する
を、
１）異文化体験学修を充実させる
に変更
２）は削除

１）海外連携先や海外学修プログラムを見直し、
新たな連携先やプログラムを構築する
２）ルーテル学院大学と連携し、海外ボランティ
ア活動を実施する
を、
１）国内外の連携先や海外学修プロ
　　グラムを見直し、新たな連携先やプログラム
を構築する
に変更

△（要検討） 計画の内容（「・」で記載されている箇所）の変更
に関しては、ルーテル学院大学の募集停止もあり、
見直しのタイミングだとは思いますが、「英語圏以
外」を「国内外」に変更するまではないと思いま
す。国内でのプログラムに関しては、計画以上のこ
とを行っているという理解であればいいかと思いま
す。

具体的方策・達成目標等の変更については、管理台
帳上の変更ですので問題ないかと思います。

研究支援の強化

学生の派遣

グローバルセンターの活性化
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見直しの要否 見直し意見
（1）計画を達成するための具体的方策又は今後審議に具体
化が必要と考えられる事項

達成目標とする到達点
評価指標・根拠資料

（大学基準協会根拠資料を含む）
判定（案） 理由

委員会

「(B)計画」見直しの要否及び意見（取り纏め部署）

№ 計画番号 目標・計画 主担当

「（C)計画を達成するための具体的方策・到達目標等」の見直し 見直しの要否

（その他意見）
グローバルセンター運営委員会には各専
攻・学科の教員及びボランティアセン
ター長が委員となっているため、取りま
とめ部門から　人文学科、心理臨床学
科、ボランティアセンターを削除する

△（要検討） 管理台帳の変更については計画の変更ではありませ
んので、関係者の了解があれば削除しても構わない
かと思います。
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見直しの要否 見直し意見
（1）計画を達成するための具体的方策又は今後審議に具体
化が必要と考えられる事項

達成目標とする到達点
評価指標・根拠資料

（大学基準協会根拠資料を含む）
判定（案） 理由

委員会

「(B)計画」見直しの要否及び意見（取り纏め部署）

№ 計画番号 目標・計画 主担当

「（C)計画を達成するための具体的方策・到達目標等」の見直し 見直しの要否

52 Ⅵ－３① 外国人留学生の受入れ促進
・外国人留学生の受入れのためのシステム（入試制度、交換留学制
度等）を再構築する。

学務・入試セン
ター
グローバルセン
ター

入試委員会 要
2022年度グローバルセンターの改善対応
についての報告（20230501提出）〔改善
措置・指示事項③ 及び 改善措置・指
示事項④〕から

外国人留学生の受入れ、またそれに伴う
英語等外国語での表記の充実について
は、学務・入試センター及びグローバル
センター運営委員会が進められる案件で
はないと判断する。そのため、グローバ
ルセンター主導で留学生の受入れの検討
をする場合、先ずは次のことをお願いし
たい。

・本学が目指すグローバル教育の方針・
戦略を明確にしてほしい。インターナ
ショナル小学部の設置が決定した今、５
年後、１０年後を見据え、本学をどのよ
うな大学に導きたいのか、 外国人留学
生の受入れをどのように関連付けたいの
か、学長のストラテジーを先ず明確に示
してほしい。

・日本語の能力が伴う外国人留学生のみ
受け入れられる現状を考えると、外国語
表記についてもホームページのリニュー
アルに合わせ、早急に進める必要性がど
こにあるのかも明確ではない。インター
ナショナル小学部は大学の付属でないた
め、外国語表記は学院全体の課題である
と考える。

・外国人留学生を受け入れるのは数年間
のプロジェクトになると想定されるた
め、大学全体のワーキンググループの立
ち上げが必要になると考える。各学科・
専攻、法人事務局、総務課、学務・入試
課、教務課、学生支援課の責任者が一体
となり、受入れのためのシステムや体制
整備などを検討するワーキンググループ
ができれば、プロジェクトをグローバル
センター主導で進めることは可能であ
る。

→ これに対し、現時点までに回答がな
されていないことからも、本目標及びVI-
3②英語表記の充実の2目標については、
学長室会が取りまとめ部門として最適で
あると考える。

×（見直ししな
い）

取り纏め部署の変更は、計画の変更というのではな
く、管理台帳上の変更ですが、留学生受け入れのた
めのシステムの構築に関しては、まずは担当部署
（センターまたは委員会）で計画し提案いただいた
ほうがよろしいかと思います。

53 Ⅵ－３② 英語表記の充実
・教務委員会及び入試委員会と連携して、外国人留学生向けに本学
ホームページの英語表記を充実させる。
・外国人留学生を踏まえたシラバス、学生向け案内文書等の日英表
記化を実施する。

グローバルセン
ター
学務・入試セン
ター

グローバル委員
会

要 とりまとめを学長室会に、協力を広報委
員会に変更
（その他意見）

Ⅵー３➀留学生の受入れ促進と同じ

×（見直ししな
い）

取り纏め部署の変更は、計画の変更というのではな
く、管理台帳上の変更ですが、英語表記に関して
は、まずは担当部署（センターまたは委員会）から
計画案を提案いただいたらいかがでしょうか。

54 Ⅶ－１①　 地方自治体等への委員・講師の派遣等の拡充
・本学の知的資源を活用した地域貢献活動として、地方自治体（教
育委員会、学校、社会福祉協議会等を含む。）等への委員、講師、
対人援助職の派遣等を拡充し、社会貢献活動の更なる活性化を図
る。

地域連携推進セ
ンター

地域連携推進委
員会

要 種々の部門を統括して地域連携推進セン
ターで把握することが必要と思われるた
め。学科については括弧書きで残すこと
も考えられる。

①教育研究の成果として，積極的に蓄積してきた人的及び
知的資源を社会へ還元するために地域と連携した事業を積
極的に推進
②地域社会，公共団体・教育機関・産業界，国際社会等，
多様な場での交流の促進
③地域の知の拠点として，公開講座，オープンカレッジ
等，多彩な社会人教育プログラムによる生涯学習の推進に
寄与
④地域で開催される連絡会等に参加し街づくりに積極的に
関与
を、
①	教育・研究の成果として、蓄積してきた人的及び知的資
源を社会へ還元するために、積極的に研修会講師や各種委
員として派遣することを推進する。
②	地域の産官学連携を積極的に推進し、事業化を図る。
に変更

①本学の研究資源を活用した地域貢献活動を活性
化するために，地元熊本に根差した研究内容を活
性化させる。
②各自治体・教育委員会・企業等と連携し，研究
資源を活用した連携事業をおこなう。
③本学の研究資源を活用した特色ある公開講座
（オンライン講座も含む）等を設定し，積極的に
市民等へ提供する。
④地元熊本のまちづくりを積極的に支援するた
め，本学の人的及び研究資源等を，地域の連絡会
や協議会，勉強会等に提供する。
⑤コンソーシアム熊本や熊本県が主催する公開講
座に講師として１件以上参加する。
を、
①全教職員が積極的に社会貢献活動に取り組む。
②まちづくりを積極的に支援するために、本学の
人的及び研究資源等を、地域の連絡会や、協議
会、研修会等に提供する。
③大学コンソーシアムでの取り組みを含めて、地
域と連携する研究や活動を推進する。
に変更

・研究ブランディング推進本部規程
・九州ルーテル学院大学地域連携推進委員会規
程
・点検・評価報告書「第９章　社会連携・社会
貢献」
・第３期認証評価で求められている根拠資料一
覧※参考（901～903）
・コンソーシアム熊本、熊本県生涯学習推進セ
ンター等主催の講師一覧
を、
・地域連携行事の計画と参加名簿
・講師等の依頼状及び集約表
・連絡協議会等参加時の議事録
・地域と連携した研究や実践の記録
に変更

○ 計画の変更というのではなく、管理台帳上の変更な
ので問題ないかと思います。

外国人留学生の受入れ

地域社会の知的基盤としての地域貢献活動の充実
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見直しの要否 見直し意見
（1）計画を達成するための具体的方策又は今後審議に具体
化が必要と考えられる事項

達成目標とする到達点
評価指標・根拠資料

（大学基準協会根拠資料を含む）
判定（案） 理由

委員会

「(B)計画」見直しの要否及び意見（取り纏め部署）

№ 計画番号 目標・計画 主担当

「（C)計画を達成するための具体的方策・到達目標等」の見直し 見直しの要否

55 Ⅶ－１②　 産学官連携事業の実施
・研究ブランディング事業推進本部を中心に、地域社会の知的基盤
として、行政機関、熊本県内の企業、社会福祉法人、ＮＰＯ法人等
と産学官連携事業を実施する。

研究ブランディ
ング事業推進本
部

要 ・活動休止中の研究ブランディング事業
推進本部を一旦終了し、地域連携推進委
員会において、計画の進捗管理を行って
はどうか。（本計画における取り組み
は、ビジョンⅦ－１－①及び③の地域連
携活動と重複している）
・ビジョンⅦ－１（地域社会の知的基礎
としての地域貢献活動の充実）の3計画は
一括して進捗管理してはどうか。
（計画を達成するための具体的方策、達
成目標とする到達点、評価指標・根拠資
料がほぼ同じである。）

○ 計画の変更というのではなく、管理台帳上の変更な
ので問題ないかと思います。

56 Ⅶ－１③　 公開講座や講習会等を通じた社会人の学びの場の創出
・ 地域連携推進センターと連携して授業開放を推進するとともに、
社会人（本学卒業生及び修了生を含む。）の学び直しに対するニー
ズに応える公開講座や講習会等を開設する。

地域連携推進セ
ンター

地域連携推進委
員会

要 取りまとめ部門に関しては、地域連携推
進センターが一括で取り纏め、学科は括
弧書きでよい。

計画（B）を以下に修正
・本学を地域住民や卒業生の学びの場と
位置付け、社会人（本学卒業生及び修了
生を含む。）の学び直しに対するニーズ
に応える公開講座や講習会等を開設した
り、施設を提供したりする。
→まずは大学の存在自体が地域の学びの
場として認識されるように、開かれた大
学像を具現化することを求めていきた
い。そのために、本学の施設を活用した
公開講座等を積極的に実施するととも
に、本学教員が社会貢献活動の一環とし
て関わっている各種団体の研修会等を積
極的に誘致していきたいと考える。

①教育研究の成果として，積極的に蓄積してきた人的及び
知的資源を社会へ還元
②地域社会，公共団体・教育機関・産業界，国際社会等，
多様な場での交流の促進
③地域社会に対する理解を深めるために学生が主体的に地
域に関わり、課題解決に取り組む授業の開設
④地域の知の拠点として，公開講座，オープンカレッジ
等，多彩な社会人教育プログラムによる生涯学習の推進に
寄与
⑤本学卒業生を対象とした積極的な生涯教育並びにリカレ
ント教育を実施し，地域貢献活動を行う。
を、
①地域の地の拠点として、公開講座や公開授業等、多彩な
社会人教育プログラムによる生涯学習の推進に寄与する。
②本学卒業生を対象としたリカレント事業を実施する。
③本学の研究や実践と合致する研修会等を誘致し、地域に
おける学びのセンターとしての役割を果たす。
に変更

①本学の研究資源を活用した地域貢献活動を活性
化するために，地元熊本に根差した研究内容を活
性化させる。
②各自治体・教育委員会・企業等と連携し，研究
資源を活用した連携事業をおこなう。
③学生が主体的に特定の地域社会に関わり、理解
を深め、課題解決ができるようになるための環境
を構築する。
④本学の研究資源を活用した特色ある公開講座
（オンライン講座も含む）等を設定し，市民等へ
提供する。
⑤卒業生との連携を図り，地元熊本の生涯教育力
向上に対して貢献する。
を、
①公開講座や公開授業を活性化し、定期的に開催
する。
②各専攻の特色に応じたリカレント事業を実施す
る。
③本学教員が関係する、研修会や学習会会場とし
て本学施設を提供する。
に変更

・研究ブランディング推進本部規程
・九州ルーテル学院大学地域連携推進委員会規
程
・点検・評価報告書「第９章　社会連携・社会
貢献」
・第３期認証評価で求められている根拠資料一
覧※参考（901～903）
を、
・公開講座の計画と参加者等の記録
・公開授業の計画と参加者等の記録
・リカレント事業の実施計画やチラシ、活動記
録
・研修会の計画と施設貸出文書
に変更

△（要検討） 取りまとめ部署の変更については、計画の変更とい
うのではなく、管理台帳上の変更なので問題ないか
と思います。

計画の内容（B)については、内容を変更するのでは
なく、毎年度の評価や最終評価の際、実績として記
載されたらいかがでしょうか。

　

59 Ⅷ－１－１① 教員・教員組織の編成
・教員人事方針及び教員組織の編制に関する基本方針に基づき、学
科再編等の将来計画を見据えて教員を配置する。
・本学の教育研究の目的・方針に沿い、かつ、時代のニーズに対応
できる教員組織を編成する。

学長室会 学長室 要 「②教員人事方針に基づく適切な人事管
理」と統合してはどうか。
（理由）
　　計画を達成するための具体的方策、
到達点及び評価指標の大半が重複してい
る。

　

△（要検討） 目標（計画）を統合するのではなく、評価の際に、
実施した内容を2つの計画とも同じ内容で再掲する
か、どちらかの計画に他の計画番号を記載する等
で、複数の計画を一緒に管理していったらいかがで
しょうか。

60 Ⅷ－１－１② 教員人事方針に基づく適切な人事管理
・人件費等を踏まえ、教員の配置計画（職位・教員数等）について
適切に実施できる仕組みを構築する。

学長室会 学長室 要 「①教員・教員組織の編成」と統合して
はどうか。
（理由）
　　計画を達成するための具体的方策、
到達点及び評価指標の大半が重複してい
る。

△（要検討） 目標（計画）を統合するのではなく、評価の際に、
実施した内容を2つの計画とも同じ内容で再掲する
か、どちらかの計画に他の計画番号を記載する等
で、複数の計画を一緒に管理していったらいかがで
しょうか。

67 Ⅷ－１－５① 学院創立百周年（２０２６年度）に向けて、大学の魅力を発信する
「周年事業」の実施
・周年事業として九州ルーテル学院大学ホームカミングデー（仮
称）を定例化し、大学の魅力の発信、ルーテルブランドの構築につ
なげる。

学長室会 広報委員会 要 ビジョンⅧ－１－５②「卒業生や旧教職
員とのネットワークの構築」と統合して
はどうか。
（理由）
・いずれも同窓生・同窓会との連携がメ
インで、あえて計画を２つに分ける必要
性はないのでは。

△（要検討） 目標（計画）を統合するのではなく、評価の際に、
実施した内容を2つの計画とも同じ内容で再掲する
か、どちらかの計画に他の計画番号を記載する等
で、複数の計画を一緒に管理していったらいかがで
しょうか。

68 Ⅷ－１－５② 卒業生や旧教職員とのネットワークの充実
・結会等との連携の下、卒業生や旧教職員とのネットワークを充実
させ、卒業生や旧教職員にも支持される大学づくりを行う。

学長室会 要 「①学院創立百周年（２０２６年度）に
向けて、大学の魅力を発信する「周年事
業」の実施」と統合したらどうか。
（理由）
・いずれも同窓生・同窓会との連携がメ
インで、あえて計画を２つに分ける必要
性はないのでは。

△（要検討） 目標（計画）を統合するのではなく、評価の際に、
実施した内容を2つの計画とも同じ内容で再掲する
か、どちらかの計画に他の計画番号を記載する等
で、複数の計画を一緒に管理していったらいかがで
しょうか。

69 Ⅷ－２－１① 入学定員（収容定員）の点検・教育研究組織の充実
・教育研究組織や入学定員（収容定員）の点検を行い、２０２１年
度までに既存の教育研究組織の充実に向けた改組検討を行う。
・付置施設・各センター等について、社会の動向等を踏まえ、新
設・統廃合等を含め、随時見直しを図る。

学長室会 学長室 要 ・取りまとめ部門について、学長室会に
一本化、他は協力部門と明記
・本計画の取り組み1）については、当初
の目標を既に達成し、残る「ジャニス」
と「保育ソーシャルワーク研究所」の連
携が主たる計画となっていたため、ビ
ジョンⅧ－２－１②「専門分野の融合」
と統合も視野に入ったが、本計画では今
後、他のセンターについての新設・統廃
合の検討も進めていくこととするため、
「ジャニス」と「保育ソーシャルワーク
研究所」の連携に関する取り組みについ
ては、ビジョンⅧ－２－１②「専門分野
の融合」に一本化することとしたい。

△（要検討） 取りまとめ部署の変更については、計画の変更とい
うのではなく、管理台帳上の変更なので問題ないか
と思います。

計画の内容の一本化については、内容を変更するの
ではなく、評価の際に、実施した内容を2つの計画と
も同じ内容で再掲するか、計画番号を明示する等
で、複数の計画を一緒に管理していったらいかがで
しょうか。

付置施設等の整備・充実

経営ガバナンスの強化策（ルーテルブランドの確立）

教育研究の実施体制

経営ガバナンスの強化策　（教員・教員組織）
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見直しの要否 見直し意見
（1）計画を達成するための具体的方策又は今後審議に具体
化が必要と考えられる事項

達成目標とする到達点
評価指標・根拠資料

（大学基準協会根拠資料を含む）
判定（案） 理由

委員会

「(B)計画」見直しの要否及び意見（取り纏め部署）

№ 計画番号 目標・計画 主担当

「（C)計画を達成するための具体的方策・到達目標等」の見直し 見直しの要否

72 Ⅷ－２－２② 「こころとそだちの臨床研究所」及び「ジャニス」の再編
・公認心理師養成大学院の開設に合わせて、「こころとそだちの臨
床研究所」及びカウンセリングルーム「ジャニス」の再編を行う。

こころとそだち
の臨床研究所

学長室会 要 再編が完了し、その後の維持及び、利用
状況やマンパワーの状況とカリキュラム
の整合性を検討し実情に合った運営を継
続する

「こころとそだちの臨床研究所」および「ジャニス」の実
績を生かしこれを土台として、地域に開かれた心理臨床実
践を行う機能を持った公認心理師養成大学院学内実習施設
を開設し整備していく。再編後の維持及び実情に合った運
営を継続する。（赤字追加）

○ 計画の変更というのではなく、管理台帳上の変更な
ので問題ないかと思います。

74 Ⅷ－２－２④ 黒髪乳児保育園における保育の充実
・付属保育園である黒髪乳児保育園と大学との密接な連携・協力体
制の下で、地域に根ざした保育を更に充実させる。

黒髪乳児保育園 黒髪保育園運営
委員会

要 ２０２４年度に新しい園名「九州ルーテ
ル学院大学附属くろかみ保育園」に変更
いたしました。また、定員枠も０歳児か
ら５歳児までとなりました。計画に沿っ
た事業を行うにあたり、各年度の計画や
報告におきましても変更点が反映されて
いくと考えます。それらのことから、園
名の変更、見直しをお願いいたします。

○ 改称した組織名称の変更ですので、ご提案の通りで
よろしいかと思います。

81 Ⅷ－４－１① 快適で学修しやすいキャンパスづくり
・大学キャンパスマスタープランを策定し、学生等の要望を踏まえ
た快適なキャンパスづくりを行う。
・バリアフリーの学修・生活環境を整備する。
・図書館・情報支援室等の学修環境を整え、施設面での充実を図
る。

学長室会 要 ・取りまとめ部門を学長室会に一本化、
他は協力部門と明記
・担当事務部門：学長室、総務課

○ 計画の変更というのではなく、管理台帳上の変更な
ので問題ないかと思います。

施設・設備の整備・活用等
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